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まえがき 

令和 7 年度自己点検・評価報告書をここに公表いたします。本報告書は、本校における教

育・研究・社会貢献等の諸活動について自己点検・評価を行い、その成果と課題を明らかに

するとともに、今後の改善と発展につなげることを目的として作成したものです。 

国立高等専門学校機構では、第 5 期中期目標・中期計画（令和 6 年度から 10 年度）に基

づき、15 歳人口の減少という状況を踏まえながら、高等専門学校教育の高度化・国際化を

推進しています。社会や技術の急激な変化に伴う地域・産業ニーズに対応し、自律的・協働

的・創造的に課題解決に取り組む実践的・創造的技術者の育成が求められています。そのた

め、モデルコアカリキュラムによる教育の質保証を基盤に、学科再編や分野横断的教育、地

域・産業界と連携した実践的教育の推進が重要とされています。 

本校の第 5 期中期計画においては、工学基礎教育と体験重視型の創造的な学びを重視し、

専門性とともに、豊かな人間性、実践力、学際的視野を備えた技術者の育成を目指した教育

研究活動の充実を進めることとしています。その具体的な取り組みの一つとして、令和 8 年

4 月より、従来の 5 学科体制から「未来社会デザイン工学科」1 学科 5 系 9 コース体制への

学科改組をスタートしました。本改組は、本校の中期計画に掲げる人材像を踏まえ、各系で

培う専門分野の深い学びを基盤としつつ、情報技術を中核に分野を横断して課題解決に取

り組む力を育成することを目的とするものです。学生が社会の中で果たす役割を意識し、地

域や産業界と連携しながら、変化する社会の中で価値を創造できる技術者へと成⾧するた

めの重要な転換点であると考えています。 

本報告書では、教務、学生指導、入試・広報、研究活動、国際交流、地域連携、管理運営

等の各分野について、令和 7 年度の取組状況を整理し、達成状況と課題を明らかにしていま

す。そこには、日々の教育実践や組織的な改善の取組、学生の活躍、研究や国際交流の進展

など、本校の特色と強みが示されている一方、少子化の進行や教育環境の変化など、今後も

継続的な検討と対応を要する課題も含まれています。 

高等専門学校を取り巻く環境が大きく変化する中にあって、自己点検・評価を通じて教育

研究活動を客観的に見つめ直し、改善のサイクルを着実に回していくことは、学校運営の根

幹をなすものです。本報告書が、本校の現状を共有するとともに、学科改組後の新たな教育

体制のもとでの取組を着実に発展させていくための基盤となるよう、教職員・学生はもとよ

り、地域社会や関係機関の皆様と連携しながら、教育研究活動のさらなる充実に努めてまい

ります。 

令和 8 年５月 

独立行政法人国立高等専門学校機構 

福井工業高等専門学校⾧ 上田 悦子 
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出前授業・公開講座実施一覧 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 資料  ８頁 

・出前授業実施内訳 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 資料  ９頁

・公開講座実施内訳 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 資料１３頁

  ④公開授業 

・「公開授業週間およびＦＤレポート」のまとめ ・・・・・・・・・ 資料１７頁
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自己点検・評価について 

本自己点検・評価報告書中の「点検・評価」は、文部科学省独立行

政法人評価委員会の項目別評価基準を準用し、本校の「達成度評価」

として、以下のとおり用いました。 

Ｓ：計画をはるかに上回る実績を残した 

Ａ：達成度９０％以上～１００％ 

Ｂ：達成度７０％以上～９０％未満 

Ｃ：達成度７０％未満 





福井工業高等専門学校における自己点検・評価の基本方針 

令和 7 年 3月 5 日 

一部改正   令和 8 年 4月 8 日 

  一部改正 令和 8 年 6 月 10 日 

学校運営会議承認 

１．本方針の制定の趣旨・目的 

福井工業高等専門学校（以下、「本校」という。）は、基本理念「優れた実践力と豊かな人間性、

創造性を備え、社会の多様な発展に寄与できる技術者を育成する。」のもと、地球環境に配慮でき

る社会的責任感と倫理観を持った技術者 (人間性)、科学技術の進歩を的確に見通す工学的素養

を持った技術者 (専門性)、調和と協調を意識して、国際的に活躍できる技術者 (国際性)、幅広

い知識を応用・統合し、豊かな発想力と実践力で問題解決できる技術者 (創造性)の養成を目指し

ている。 

 これらを確実に実施するため、教育、研究、地域連携及び管理運営等について、継続的に自己

点検・評価とそれに基づいた改善を継続的に実施することが不可欠である。 

 本方針は、学校教育法第 109 条第 1 項に規定される、教育研究水準の向上に資するため、教育

及び研究、組織及び運営並びに施設及び設備（以下「教育研究等」という。）の状況について自ら

点検及び評価（以下「自己点検・評価」という。）を行い、その結果を公表することが義務付けら

れていることに対応するため、また、独立行政法人国立高等専門学校機構の中期計画・中期目標

に基づき、本校で策定される年度計画の業務実績の評価に対応するため、「福井工業高等専門学校

自己点検・評価委員会規則」（以下「規則」という。）第２条に基づき本校が実施する自己点検・

評価の基本方針を示すものである。 

２．実施体制・実施対象 

規則に定める自己点検・評価委員会（以下「当委員会」という。）が、自己点検・評価を統括す

る。当委員会が、各系・リベラルアーツ科、各委員会等の協力を得て、自己点検・評価を実施し、

その結果を校長及び学校運営会議に報告するとともに、報告書を作成及び公表する。必要に応じ

て学校運営会議で自己点検・評価に関する意見を述べ、教育研究等の継続的改善を推進する体制

とする。（福井高専「教育の質保証に関する点検・評価体制」参照） 

 各系・リベラルアーツ科、各センター、各委員会おいて、教育の基本方針及び教育の内部質保

証、教育研究目標および計画に関する事項について、自己点検・評価を行う。 

３．基本項目 

各系・リベラルアーツ科、各センター、各委員会おいて、教育の基本方針及び教育の内部質保

証、教育研究目標および計画に関する事項について、自己点検・評価を行う。自己点検・評価の



項目は実施対象部署の規則や活動内容に応じて、毎年の評価に基づく改善を考慮に入れて各組織

が主体的に定めるものとする。その際に、外部評価機関(*)の評価項目や中期計画・中期目標の年

度計画に基づく業務実績の評価項目を含むよう設定するものとする。 

自己点検・評価に関する報告書（自己点検・評価報告書という）は、上記の観点から、実

績報告編と自己評価編からなるものとする。このうち、自己評価編で示す自己点検・評価項

目は別表 1 のとおりとする。 

* 独立行政法人「大学改革支援・学位授与機構の高等専門学校機関別認証評価」、日本工学教育

協会「国立高等教育国際標準認定制度（KIS）」等 

４．実施時期 

自己点検・評価に関する報告書（自己点検・評価報告書(実績報告編)・（自己評価編））は年度

末にとりまとめ、3年に 1 回以上公表するものとする。 

５．第三者評価 

自己点検・評価の結果について、第三者による評価(**)を受けることとする。また、その結果

を校長及び学校運営会議に報告し、教育研究等の継続的改善を推進する。 

** 外部有識者会議、独立行政法人「大学改革支援・学位授与機構の高等専門学校機関別認証評

価」、日本工学教育協会「国立高等教育国際標準認定制度（KIS）」等 

附 則 

この規則は、令和 7年 3 月 5日から施行する。 

附 則（令和 8年 4月 8日改正） 

この規則は、令和 8年 4月 8日から施行し、同年 4 月 1日から適用する。 

附 則（令和 8年 4月 8日改正） 

この規則は、令和 8年 6月 10 日から施行し、同年 4月 1日から適用する。 

附 則（令和 8年 6月 10 日改正） 

＊自己点検・評価報告書（実績報告編）では別表１は省略します. 



 

福井工業高等専門学校における教育の内部質保証の基本方針 

 

令和７年３月５日 

一部改正  令和８年４月８日 

一部改正 令和８年６月１０日 

学校運営会議承認 

                   

1. 本方針の制定の趣旨・目的 

福井工業高等専門学校（以下、「本校」という。）は、教育活動の質や学生の学修成果の水

準等を継続的に保証し、その改善を図るため、教育の内部質保証に関する基本方針を示すも

のである。 

 

2. 教育の内部質保証の基本的な考え方 

(ア)本校の教育活動について、自己点検・評価を行い、その結果を改善に繋げるサイク

ル（PDCA サイクル）を恒常的に実施することにより、教育の質保証及び質の改善・

向上を図る。 

(イ)上記の改善は、単年度で 1サイクルを実施する。 

(ウ)本校の教育活動、及び内部質保証システム自体について、学外の有識者からなる外

部有識者会議で評価し、教育の質保証及び質の改善・向上を図る。 

(エ)機関別認証評価及び国立高等教育国際標準(KIS)認定評価などの第三者による客

観的評価（以下、「第三者評価」という。）を受審することにより、内部質保証シス

テムや自己点検・評価等の適切性を確保し、もって教育の質保証及び質の改善・向

上を図る。 

 

3. 教育の内部質保証の責任と体制 

教育の内部質保証は学校運営会議によって推進する。その最高責任者は学校運営会議の

議長でもある校長とする。最高責任者のもと、以下の体制で実施する。（別添資料：福井高

専「教育の質保証に関する点検・評価体制」参照) 

(ア)教育の内部質保証の推進責任者は学校運営会議メンバーとし、各推進責任者が所

掌する系・リベラルアーツ科、委員会、センター等（以下、「組織」という。）にお

いて実施する。 

(イ)教育の内部質保証における自己点検・評価は、自己点検・評価委員会が統括し、責

任者は委員長とする。 

(ウ)外部有識者会議及び第三者評価（以下、「外部評価」という。）の責任者は、総務・

企画主事とする。 

 



 

4. 教育の内部質保証の実施対象 

教育の内部質保証を実施する対象と所掌する組織を以下に示す。 

教育の内部質保証を 

実施する対象 
所掌する組織 推進責任者 

統括 自己点検・評価委員会 自己点検・評価委員長 

教育プログラム（本科） 教務委員会 教務委員長（教務主事） 

学生受入（本科） 入試委員会 入試委員長（教務主事） 

学生支援（本科） 学生委員会 学生委員長（学生主事） 

系・リベラルアーツ科ごとの

科目、授業 

系・リベラルアーツ科会

議 

系長・リベラルアーツ科

長 

系・リベラルアーツ科をまた

いだ科目、授業 

教務委員会 教務委員長（教務主事） 

教職員 創造教育開発センター 創造教育開発センター長 

学習環境 施設整備委員会 施設整備委員長 

（総務・企画主事） 

専攻科に関する事項 専攻科委員会 専攻科委員長（専攻科長） 

総務に関する事項 総務・企画委員会 総務・企画委員長（総務・

企画主事） 

 

5. 教育の内部質保証の枠組み 

(ア)（実施計画）前年度の検討計画をもとに、教育の質保証の実施計画を学校運営会議

で審議する（Plan）。そこで承認された計画内容は、自己点検・評価委員会に報告

される。 

(イ)（計画の実施）推進責任者は、所掌する組織において、計画に基づいた具体的な活

動内容を検討し、実施する(全体の Do であり、個別組織での Plan と Do)。 

(ウ)（計画の進捗確認）推進責任者は、所掌する組織における活動の進捗を点検し、問

題がある場合は対応措置をとる（個別組織での Check と Action）。また自己点検・

評価委員会は、必要に応じて実施計画の進捗を所掌する組織に確認できる。進捗に

問題があると自己点検・評価委員会が判断した場合は、学校運営会議に報告し、そ

の対処を依頼できる。 

(エ)（自己点検・評価の依頼、実施、報告）学校運営会議は、教育の内部質保証につい

ての自己点検・評価を自己点検・評価委員会に依頼する。自己点検・評価委員会は、

依頼をもとに各組織の協力を得て自己点検・評価を実施する（Check）。また、評価

結果を報告書にまとめ、校長及び学校運営会議に報告する。 

(オ)（外部評価の実施と報告）総務・企画委員長は、外部有識者会議の評価や第三者評

価の結果を、校長及び学校運営会議に報告する（外部の Check）。 



 

(カ)（対応措置の検討と承認）学校運営会議は、報告された自己点検・評価報告書や外

部評価の報告をもとに、対応措置を検討、立案する（Action)。 

 

6. 評価業務の効率化、負担の軽減 

自己点検・評価等の評価業務は、効率化、負担の軽減を図るため、外部評価の実施サ

イクルやスケジュールに配慮する。さらに、評価項目の統一、評価に係る資料・データ

等のそれぞれの評価での活用など、効率化、合理化を図る。 

 

7. 教育の内部質保証に関する基本方針の見直し 

本方針は、教育の内部質保証の有効性等を確認のうえ、最低でも 7 年に 1 回は有効

性や効率性などの面から見直しを検討する。 

 

   附 則 

 この規則は、令和 7 年 3 月 5 日から施行する。 

   附 則（令和 8 年 4 月 8 日改正） 

 この規則は、令和8年4月8日から施行し、同年4月1日から適用する。 

   附 則（令和 8 年 6 月 10 日改正） 

 この規則は、令和8年6月10日から施行し、同年4月1日から適用する。 

 

 

  



 

【参考】大学改革支援・学位授与機構、質保証システムの現状と将来像に関する研究会「教

育の内部質保証に関するガイドライン」（平成 29 年 3 月 31 日）p.7 より 

 

 

 

 

【参考にした他高専、大学の資料】 

 奈良高専 点検評価に係る教育の内部質保証に関する実施要項 

https://www.nara-k.ac.jp/guide/03-94-naibusituhosyo%20youkou.pdf 

 

 奈良工業高等専門学校点検・評価規程 

https://www.nara-k.ac.jp/guide/03-42-tenkenhyoukakitei20200409.pdf 

 

 国立大学法人福井大学「学生の学びのための教育内部質保証」に関する基本方針 

https://www.u-fukui.ac.jp/wp/wp-content/uploads/internal_quality_housin_2.pdf 

 

 静岡大学における内部質保証に関する方針 

https://www.shizuoka.ac.jp/outline/info/kokai/hyoka/jikotenken/document/houshin.

pdf 







区　分 達成度評価 左記評価の理由(概要)
参　照
ページ

Ｂ

本年度の原級留置者数は、全学年で５４名（内休学者１３
名）であった。１年生から４年生の原級留置率５.２%、不
進級率６.８%であり、昨年度と同等程度の数値となった。
１、２年生の成績不振の学生に対する組織的な取り組みと
して、学習支援室による補習・学習会を継続的に実施し
た。新教務システムによる出席状況および成績の管理を開
始した。また、学生カルテの一部の項目の運用を開始し、
これらの情報を新教務システム内のデジタル情報として共
有化することで学生教育の向上を図った。新しい学際カリ
キュラム「エンジニアリング・データサイエンスプログラ
ム」の開始を次年度に控え、運用の準備を進めた。次年度
からの改組による新学科体制の新入生の受け入れに伴い、
DP, CP, APの一部変更を実施した。以上より、改善の兆し
はあるといえるが、学生支援体制および教員ＦＤの検討、
家庭環境などの学生が抱える悩みの深刻化や学習意欲の低
下の問題など、多くの課題を残しているため達成度評価は
Ｂと判断する。

47

Ｂ

今年度の学校全体の入試倍率は１.１２倍であり、前年
度の１.０３倍から増加し、一昨年度と同等の倍率に回
復した。滋賀高専の広報活動による滋賀県内での高専の
知名度向上が滋賀県からの志願者の増加に寄与し、福井
高専の倍率の回復につながったと考えている。また、石
川県からの志願者も増加している。しかし、倍率が１倍
に満たない系があることから、系ごとの志願者数の凸凹
を減らすことや、女子中学生の志願者の獲得に向けた工
夫が必要であること、人口減少による受験生減に対応で
きていないことなど今後に多くの課題を残している。こ
のため、達成度評価はＢと判断する。

50

Ａ

全国高専体育大会において剣道競技男子団体が優勝、全
国高等学校アマチュア無線コンテストではアマチュア無
線研究会が部門優勝して８連覇を達成したことを筆頭
に、各種大会やコンテストに数多くの選手が出場し、複
数競技で入賞を果たした。ガリレオコンテストでは、低
学年から高学年へと継続的に探究活動ができる体制を整
えた。体育祭や高専祭において、学生はもとより保護者
や地域社会の参加者を増やしたいという学生会の活動を
支援した。各学年の生活学習環境に応じた講演会を開催
し、学生のスキルやマナーの向上に繋げた。ヘルメット
着用を自転車通学の許可条件とし、通学時の学生の安全
を高めることを制度化した。いじめ防止等対策委員会規
則を新たに制定し、いじめ防止等基本計画ならびにプロ
グラムを改定して、いじめの未然防止と早期発見を確実
に実行する体制を整えた。財政面で不安を抱える学生を
対象に、奨学金・授業料減免・就学支援制度等に関する
情報伝達をきめ細かく行った。

55

達成度評価一覧

教務関係

学生指導関係

項　目

入学試験関係
全学的に
関する
事項
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区　分 達成度評価 左記評価の理由(概要)
参　照
ページ

項　目

Ａ

今年度主要年度計画に基づく総括の概要は以下の通りで
ある。

 ①感染症（新型コロナ、インフルエンザ他）対策に基づ
く、学寮安全環境構築及びその維持を継続した。その中
で感染対策から実施が滞っていた年度末の全居室移動を
実施した。

 ②寮生（「寮生会役員区長会」）の主体的活動の活性化
のため、寮祭などのイベントの各種支援や、寮生の自学
自習を支援しながら「自立と自律」を促す行事実施をす
すめた。

 ③改修を終えた東寮にあわせ、南寮についてもセキュリ
ティ対策としてカードキーシステムを導入した。

 ④働き方改革の有効手段として、以前より導入している
宿直外部業者委託制度を今年度も継続して実施し、定年
退職した元（含再雇用）教職員による学寮日直業務委託
も並行して実施した。
上記を総合勘案し、達成度評価はＡと判断する。

71

Ａ

総務・企画委員会は年間６回開催されている。総務・企
画委員会は下部組織である将来構想専門部会、ホーム
ページ専門部会、事業専門部会及びダイバーシティ推進
専門部会と連携し効率的に業務を推進するとともに、他
部署との役割分担を踏まえ組織の見直しも図っている。
また、定期的な外部評価も着実に実施し結果を反映して
いる。令和６年度末にKISの認定を受け、また令和８年
度に受審する機関別認証評価についても、認証評価専門
部会と自己点検・評価委員会が連携し、準備を進めてい
る。このため、達成度評価はＡと判断する。

77

Ａ

今年度年度計画に上げた、「低学年から高学年まで、学
年毎に先輩講座（卒業生による進路決定までの道筋を例
示）などのキャリアガイダンスを実施」「キャリア支援
情報の継続更新を実施」「進路のしおりの充実化」「求
人情報および学編入試験関連情報を高専キャリアサポー
トシステムへ一元化し進路情報入手環境の改善と業務負
担の軽減」「校内ネットワークの「進路情報フォルダ」
における求人面談で得られた情報の共有と帰校届の活用
促進」「Web面接などに対応するためのハード面の支
援」「アカデミア会員企業との連携強化」「本校同窓会
（進和会）との連携」「キャリア教育セミナー（合同企
業説明会）と専攻科・大学・大学院合同説明会実施」
「女子学生向けのキャリア形成講座の実施」「インター
ンシップ事前講座と就職対策講座の実施」「進学希望学
生への支援」、「進路指導担当者とキャリア支援室の連
携」「各学年及び各学科のとの連携」などについて概ね
実施することができた。
このため、達成評価はＡと判断する。

80

全学的に
関する
事項

学寮関係

キャリア支援関係

総務・企画関係
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区　分 達成度評価 左記評価の理由(概要)
参　照
ページ

項　目

Ａ

科学研究費補助金については、２月２７日に発表された
令和８年度は新規申請件数が前年度を上回ったものの、
新規採択件数が減少し、合計の採択件数が２８件から２
５件となり、高専機構が掲げた科研費に関する数値目標
の科研費保有率（代表）３０％以上は達成した。また、
科研費以外の外部資金については、６０周年記念事業寄
付金の効果もあり、獲得した件数が前年度を上回り、外
部資金全体として獲得金額の水準は維持している。研究
紀要については、投稿区分に報告を新設し、前年度から
は教育研究論文集へと名称の変更を行い、関係規則を整
備している。今年度は投稿件数、掲載件数いずれも前年
度を上回った。さらに、教員の研究活動を推進するため
の予算的支援として、研究成果発表補助と論文投稿舗補
助の二つの仕組を制定、令和６年度より実施し、リサー
チアドミニストレーターによる継続的な教職員への支援
も実施している。よって、達成度評価はＡと判断する。

96

Ａ

新型コロナウイルス感染症への対応により、過去には公
開講座と出前授業の開催件数が減少傾向の時期もあった
が、今年度は公開講座１５件、出前授業９件を実施し
た。ジュニアドクター育成塾で実施している公開講座２
７件を併せて相当数の件数を実施することができ、受講
者の評価も概ね高かった。よって、達成度評価はＡと判
断する。

100

Ａ

今年度は海外研修旅行、海外インターンシップ、トビタ
テプログラム、国際学会発表など海外派遣事業で年間６
５名程度の学生をタイ、マレーシア、シンガポール、台
湾、アメリカなどへ派遣することができた。また、タイ
高専（KOSEN-KMITL）との間でＭＯＵ（国際交流協定）
が締結されることになったほか、タイのプリンスオブソ
ンクラ大学からの短期留学生の受け入れ体制を整備し
た。また、今年度２回実施した海外活動報告会やトビタ
テ申請説明会等学生の海外への意識を高めるための機会
を積極的に設けた。よって、達成度評価はＡと判断す
る。

102

研究活動関係

地域・社会貢献活動
関係

国際交流関係
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区　分 達成度評価 左記評価の理由(概要)
参　照
ページ

項　目

Ａ
今年度も５年生の全留学生が無事卒業することが出来
た。３年生、４年生の留学生も進級を果たした。
このため、達成度評価はＡと判断する。

104

Ａ

令和７年度においては、修学・就業上の環境整備や教育
研究の高度化対応等を目的としたキャンパスマスタープ
ランに基づき、運営費交付金が年々削減される中、学
生・教職員の安全・安心を最優先にして修学・就業にお
ける環境整備を計画的に行った。SDGsへの対応として、
照明器具のLED化を進めた。またR7年度の施設整備事業
である北側等擁壁改修を実施した。
このため、達成度評価はＡと判断する。

106

Ａ
管理運営関係は、全般的に組織は効果的な活動を行って
おり、適正な業務が行われていた。このため、達成度評
価はＡと判断する。

110

Ａ

財務関係は、全般的に適正な業務が行われている。令和
２年度から令和７年度設備整備費補助金が措置されたこ
とに伴い教育研究の基盤となる教育研究設備等の充実が
図られ、計画どおりの成果を上げている。また、外部資
金獲得や業務の効率化にあっては一層の取組・推進が行
われている状況であった。このため、達成度評価はＡと
判断する。

115

全学的に
関する
事項

財務関係

管理運営関係

国際交流(留学生)
関係

施設整備関係
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区　分 達成度評価 左記評価の理由(概要)
参　照
ページ

項　目

Ｂ

学科の授業内容としては、「協働ロボット」を利用した
実験テーマの導入し、C言語応用、メカトロニクス実
習、知能機械演習を科目間連携させ、製図と実習を結び
付けたりするなど、カリキュラムの中で学生が効率的・
系統的に学べる工夫を試みている。また、学際カリキュ
ラムについても次年度より新科目を立ち上げる予定であ
る。さらに、学外リソースを活用した取り組みにも積極
的である。そのため、機械工学科は、令和7年度前期授
業評価アンケート総合ポイント：83.5、令和7年度後期
授業評価アンケート総合ポイント：84.3、高専機構本部
が実施している学びのアンケートの27項目全てにおいて
平均4ポイント以上となっており、学生の満足度は比較
的高いと考えられる。しかしながら、原級留置者数は学
科全体で9名であり、学校全体の２２％を示すなどして
必ずしも低い数字ではない。一方で、機械工学科の魅力
向上や広報についての努力を続けているものの、令和８
年度の入試倍率は前年度に続き低調であった。
以上のように、授業について科目間の系統的な連携をす
るなどして努力を行っているが、結果として原級留置者
数が比較的多い、また入試倍率が振るわないという状況
である。以上のことから、総合的な達成度評価をBとす
る。

120

Ａ

年度計画である入学志願者の確保については、昨年度比
で志願者が増加する結果となり、定員を上回る志願者を
確保できた。専門科目の充実では、組み込み系プログラ
ミング演習や、グループによるライントレースマシンの
製作を行い学生の興味を喚起した。地域連携、地域貢献
の充実については、地域と連携した活動を実施すること
ができた。放射線教育の充実については、従前通りの活
動を実施できている。このため、達成度評価はＡと判断
する。

129

Ａ

入学志願者については推薦合格枠の増加により比較は難
しいが、令和8年度入試について、情報系の志願者数
（推薦、学力、倍率）　推薦　27名（男21，女6）　学
力18名（男16　女2），　倍率　1.1倍，合格者数（推
薦、学力），　推薦　27名（男21　女6），学力14名
（男12　女2）と情報工学科の志願倍率では1.11倍を維
持することができ、女子学生も8名合格し女子学生が増
加傾向にある。実践的能力育成の成果としてプログラミ
ングコンテストでは本選参加、競技部門準決勝出場、自
由部門敢闘賞、福井ソフトウェアコンペ大賞（最優秀
賞）など様々なコンテストで入賞などの結果を残すこと
ができた。電子情報通信学会他国内学会への参加発表者
が10名以上、国際学会発表者3名、重慶理工大学との国
際交流で電子情報工学科学生が6名研究発表を行った。
これに加えスタートアップ教育環境整備事業の予算で導
入した高性能PCや3D・VR技術教育のためのVRゴーグルな
どを新たに導入し卒業研究などで活用することができ
た。地域連携、地域貢献の充実に関しては、地域企業の
問題解決をテーマとした卒業研究などが行われた。また
令和7年4月にアントレプレナーシップ同好会を電子情報
工学科教員と学生を中心に設立し、教員発スタートアッ
プを電子情報工学科教員とOBで全国高専発で設立した。
従って、達成度評価はＡと判断する。

135

各学科・
教室等に
関する
事項

機械工学科

電気電子工学科

電子情報工学科
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区　分 達成度評価 左記評価の理由(概要)
参　照
ページ

項　目

Ａ

今年度年度計画において、
① 教育力の質的向上と科研費等外部資金獲得に向けた
産官学連携共同研究や地域連携教育プロジェクトを推進
し、2年連続で高い入試倍率を確保できた。
② 試験の難易度が上がってしまう弊害が見られたが、
思考を重視した問題を各定期試験につき各科目１問の出
題を実施した。
③ 今年度は、所属教員の情報系資格の取得者を増やす
ことができなかった。
以上により、達成度が90%と見込まれ、総合的には達成
度評価はAと判断する。

142

Ａ

令和８年度の学科改組に向けて、情報技術を活用するカ
リキュラムの導入について準備が進められており、３年
次以降の実験実習や授業中の演習課題などでＢＹＯＤを
利用した学習環境を活用している。また、新ＭＣＣへの
対応として、令和６年度入学生のカリキュラムから建設
と建築の複合融合学科への適合を学年進行で進めてい
る。
入学志願者が減少し、都市・建築系における推薦選抜志
願者は定員を下回ったものの、学力選抜志願者を含めて
定員を満たすことができた。本校全体の志願者も定員を
充足し、２次募集を行うことなく入学者定員を確保する
ことができた。この状況の中で、本年度も入学志願者確
保のための広報に力を注ぎ、学科紹介用のYouTube動画
を新たに作成するとともに、ＨＰによる学生の活躍や本
学科のアクティビティの紹介の情報を更新した。また、
５月のキャンパスウォークでは建築模型の展示や造波実
験を実施し、９月のキャンパスツアーでは５年生全員で
対応することなどを継続して取り組んだ。このような取
り組みや成果を踏まえて、達成度評価はＡと判断する。

149

Ａ

人文社会科学系科目（国語・社会・英語）および自然科
学系（物理、化学・生物系、数学、保健体育）の科目に
おいて、特色ある教育・研究に対する取り組みに等に関
する点検が行われた結果、各科目が判断した到達度評価
は、ほぼ全てＡであった。
このため、総合的な達成度評価はＡと判断する。

156

各学科・
教室等に
関する
事項

一般科目教室

環境都市工学科

物質工学科
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区　分 達成度評価 左記評価の理由(概要)
参　照
ページ

項　目

Ａ

学生相談室の年度目標であった、業務フローの見直し、
スタッフの専門力向上のための研修等参加、外部機関と
の連携についておおむね改善と目標の達成が見られた。
業務フローの見直しについては、Sharepointの利用や一
部会議のオンライン化を進めた。研修については従来通
り多くの研修にスタッフが参加した。外部機関との連携
については障害を有する学生の就職に一定の成果を得
た。
昨年度オンライン化した高専生活アンケートは100％の
回答率を得、対象となる学生のケアについても関係部署
と連携し、遺漏なく対応した。
保健室については、学生が健康的な学生生活を送ること
ができるよう健康相談や応急処置等に対応している。学
生の安全が懸念される緊急事態では学生相談室と緊密に
連携し臨機応変に対応出来たものと考える。
以上から、今年度の達成度評価をＡとする。

179

Ａ

図書購入費等の予算が減少するなか、頻回な企画展示や
ミニ・ビブリオバトルの開催、図書委員に協力を得た企
画等、既存資源を活用した魅力づくりに取り組んだ。高
専図書館として十分な役割を果たせており、本校の知の
拠点として大きなトラブルなく運用できたことから、達
成度評価はＡと判断する。

187

センター
等に関す
る事項

各学科・
教室等に
関する
事項

168Ａ

「３－１　修了状況、学位取得状況、および進路状況」
については、学生がもれなく学位を取得し、希望する進
路を選べているこという観点から、達成度評価はAとす
る。
「３－２　入学者選抜実施状況」については、十分な志
望者数を確保できているが、定員に対する目安に対して
は、対応は進めているが数値目標は達成していない、と
いう観点から、本項目に関する達成度評価はBとした。
「３－３　研究能力の向上」については、専攻科として
研究を奨励・補助し、外部発表の件数も多数あるという
観点、学位の取得に必要な研究課題についても十分な数
を提供できているという観点から、本項目に関する達成
度評価はAとする。
「３－４　エンジニアリングデザイン能力の向上」につ
いては、PBLなどで十分な活動を行っており，その活動
が外部コンテストでも評価された点、および新しい広報
手段について試行を行ったという観点から、本項目に関
する達成度評価はAと判断する。
「３－５　グローバルエンジニアの育成」については、
海外インターンシップ数も多く、研究に係る英語教育に
ついても例年通り十分な活動を行ったという観点から、
本項目に関する達成度評価はAとする。
「３－６　入学者の質の向上」については、現時点では
例年通りの活動が適切であるという観点から、本項目に
関する達成度評価はAとする。
「３－７　多様なキャリア形成に向けた支援」について
は、継続的な活動により、学生に、希望する進路を選ぶ
ための十分な情報を提供できているという観点から、本
項目に関する達成度評価はAと判断する。
以上のことから、３－２にB評価を残しているものの、
全体として十分な活動を行っているという観点から、達
成度評価はＡと判断する。

学生相談室・保健室

図書館

専攻科
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区　分 達成度評価 左記評価の理由(概要)
参　照
ページ

項　目

Ａ

今年度年度計画に掲げたFD研修会・講演会の実施、成績
評価の組織的チェック体制の構築・運用、新しいICT
ツール（CBDや生成AIなど）の活用検討、各種教育アン
ケートの実施、教員間ネットワーク会議を通じた教育連
携などについて、概ね計画どおりに実施することができ
た。よって、達成度評価はＡと判断する。

192

Ａ

総合情報処理センターの管理のPCのOSアップグレード
や、教育基幹システムの更新を行い、利用者の利便性向
上とセキュリティリスク低減を図った。また、情報セ
キュリティ監査の対応を行い、学内の情報システムの状
況把握と、マルウェア対策に関する周知を行った。
以上の実績により達成度評価はＡと判断する。

196

Ｓ

今年度の計画に掲げていた(１)共同研究、受託試験、技
術相談 (２)教員の研究分野と成果並びにテクノセン
ター活動の広報と交流 (３)コンテストを通じた地域貢
献 (４)地域社会への技術支援 (５)リサーチアドミニス
トレーターの任用と起業家育成、事業創出の支援 (６)
地域連携アカデミアとの連携 (７)連携研究 などについ
て当初の計画以上のことを実施することができた。とく
に、本校教員のスタートアップへの貢献やアカデミア会
員企業が１７１社に増加したことは特筆すべきであり、
達成度評価はＳと判断する。

198

Ａ

教育研究支援センターの各組織において、これまで以上
の技術職員間の連携強化と専門分野の裾野拡大を図るべ
く努力した。当センター内の連携体制を強固にするた
め，定期的に連絡会等を開催し、情報共有機会を多く設
けた。
さらに、教育・研究・技術等の各支援業務の傍ら、複数
学科で協働する公開講座を新たに開講するとともに、各
種イベントに出展した。
また、自己研鑽を怠らないように、研修会や学会に参加
し、当センターの報告会で情報共有することで互いに知
見を深めると共に、競争的資金の獲得を目指して、科学
研究費助成事業（奨励研究）に多数の技術職員が応募し
たり自分の技術や知識を学会で発表するなど行った。
学科改組を契機に、関連規則の抜本的見直し（改廃）を
行った。改組に対応するため、現２グループを３技術班
体制に再構成した。
以上のことより、達成度評価はＡと判断する。

206

委員会等
に関する
事項

Ｂ

学内のアンケートについてまとめるとともに、要項等に
ついて確認をすることができた。学校体制や教育課程な
ど改善のために様々な意見を反映するシステムが機能し
ていることを確認することができたと考える。
しかしながら、教学アセスメントプランに沿ったアセス
メントの実施を、今年度内に完結することができなかっ
た。そのため、本校のDP、CP、APについて問題のないこ
とを確認が不十分である。そのため、本校の教育システ
ム改善のためのPDCAサイクルが機能していることを確認
できなかった。
以上のことより、教学マネジメント室は、目的の業務を
十分に遂行していると考えられないため、達成度評価は
Ｂと判断する。

209

センター
等に関す
る事項

教育研究支援
センター

創造教育開発
センター

総合情報処理
センター

地域連携テクノ
センター

教学マネジメント室
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区　分 達成度評価 左記評価の理由(概要)
参　照
ページ

項　目

Ａ

スタディサプリ到達度テストと前期末成績の相関、オー
プンキャンパスの結果と実際の入試倍率の関係、授業ア
ンケート集計結果について、データをまとめ教学マネジ
メント室に報告をした。
以上のことより、教学IR推進室としては、目的の業務を
遂行していると考えられるため達成度評価はAと判断す
る。

211

Ａ
１、２年生の成績不振者を対象とした補習および学習会
を、年間を通して継続的に行うことにより、１、２年生
全体の基礎学力の底上げに貢献することができた。

212

Ａ

福井高専教職員学生の責による重大セキュリティ・イン
シデントの発生はなかった。また、軽微なセキュリ
ティ・インシデントについても、適切に対応を行った。
情報セキュリティ監査を受け、指摘された福井高専公式
SNSのルール化を行った。その他の助言・アドバイス事
項についても対応を検討し、一部は実施した。
これらの事項を、情報セキュリティ管理委員会と連携し
て実施した。
以上の実績により達成度評価はＡと判断する。

215

Ａ
今年度の実施・活動状況については例年同様の実績と成
果であった。よって、達成度評価はＡと判断する。

217

Ａ

(１)講習会等の開催、(２)知的財産の資産化に関する情
報収集と他機関との連携、(３)知的財産教育のカリキュ
ラムへの導入、(４)特許権及び意匠権の審議について、
ほぼ当初の計画通り実施することができた。したがっ
て、本委員会の達成度評価はＡと判断する。

219

Ａ

健全な就労環境の維持及び健康維持・管理に関して、い
ずれも適切に運営されており、支障のない状態が維持さ
れているといえる。委員会内での負担軽減策も実施さ
れ、委員会が率先して健全な就労環境の維持を推進して
いる。また学内で起きた事故に対しても、緊急対策を講
じることができた。
このため、達成度評価はＡと判断する。

222

委員会等
に関する
事項

教学ＩＲ推進室

学習支援室

安全衛生委員会

情報セキュリティ
推進委員会

遺伝子組換え実験
安全委員会

知的財産教育委員会
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Ⅰ．本校の沿革・現況及び特徴 

１ 沿革・現況 

「時代にふさわしい、実践的技術者を養成する高等教育機関」として、産業界からの強い

要望を受け、昭和３７年の国立学校設置法の一部改正により工業高等専門学校は誕生した。

福井工業高等専門学校（以下「本校」という）の基本理念は、「優れた実践力と豊かな人

間性、創造性を備え、社会の多様な発展に寄与できる技術者育成」にある。 

本校は、昭和４０年４月２４日に武生市緑町（現越前市）の仮校舎で第 1 回入学式が挙

行され、昭和４１年に鯖江市下司町に本校舎を移転し現在に至っている。発足時の学科構

成は、機械工学科、電気工学科、工業化学科の３学科であった。昭和４５年度に「土木工

学科」が増設となり、さらに昭和６３年度に情報社会の到来を受けて、「電子情報工学科」

が増設されたことで５学科体制となった。平成５年度に時代の要請に沿うべく、土木工学

科を「環境都市工学科」へ、平成７年度に工業化学科を「物質工学科」に改組し、物質工

学科については材料工学コースと生物工学コースの２コース制とした。その後、高専５年

間の教育課程の上に、創造的な研究開発や先端技術に対応できる人材を育成するため、平

成１０年度に、専攻科（生産システム工学専攻、環境システム工学専攻）を設置した。ま

た、平成１６年度より独立行政法人国立高等専門学校機構として運営形態がかわった。平

成１７年度には、電気工学科を「電気電子工学科」に改称した。 

 現在、本科５学科・専攻科２専攻、学生定員１，０４０名の教育・研究機関に発展し、

本校の基本理念に基づき、継続的な教育・研究の質の向上に取り組んでおり、令和７年度

には創立６０周年を迎えた。さらに、令和 8年度には本科 5学科から、1 学科「未来社会デ

ザイン工学科」として、5系 9コース体制 

機械系：マシナリーシステムコース，i-マシナリーシステムコース 

電気電子系：エネルギー・エレクトロニクスコース，i-エネルギー・エレクトロニクス

コース

材料・生物系：グリーンマテリアルコース，i-グリーンマテリアルコース

都市・建築系：アーバンデザインコース，i-アーバンデザインコース

情報系：コンピュータサイエンスコース

に改組し、情報系以外の 4 つの系では、「専門探求コース」と「情報融合コース」（名称

が i-で始まるコース）に分かれ、情報教育の充実を図る。また、文理横断教育を実践する

ため、一般科目教室は「リベラルアーツ科」に改組される。 

本校の現況は下記のとおりである。 

（１）所在地  福井県鯖江市下司町 

（２）学科等構成 

1



①本科

機械工学科、電気電子工学科、電子情報工学科、物質工学科、環境都市工学科 

②専攻科

生産システム工学専攻、環境システム工学専攻 

（３）学生数及び教職員数 

①学生数（令和７年１０月１日現在）

学科学生 ９８５名（定員１，０００名） 

専攻科学生   ５８名（定員４０名） 

②教職員数（常勤）（令和７年１０月１日現在）

教員数 ７１名 職員数 ４４名 

２ 特徴 

教育の特徴としては、優れた実践力と豊かな人間性、創造性を備え、社会の多様な発

展に寄与できる技術者を育成するため、「ものづくり、環境づくり教育」を推進し、各

学科で実験実習等の体験型の授業やデザインマインドを育む創成科目を導入している。 

「アイデア対決・全国高専ロボットコンテスト」には、本校から毎年数チームが参加

し、令和 7 年度は「高専ロボコン２０２５東海北陸地区大会」にてデザイン賞を受賞し

た。通算６回を数える「福井高専ビジネスアイデアコンテスト２０２５」ではグランプ

リと企業賞を受賞している。この他、マグネットコンテスト、デザインコンペティショ

ン、全国高専英語プレゼンテーションコンテストなど多くのコンテストに学生が参加し

健闘している。学内において全国規模のコンテストへの導きとなるべく、ガリレオコン

テストやガリレオの卵コンテストなどが実施されている。

本校を目指す中学生に対しては、アドミッションポリシーを示すとともに、入学時に

学科を決められない中学生のため、学力選抜入学者対象の学科再選択制度がある。入学

定員充足対策では、令和４年度入試から推薦定員枠を拡大、令和７年度入試時には２次

募集制度を整備・実施した。 

 対外的な地域小・中学生教育に対する貢献として、令和３年度から本校主催でものづ

くりを通じて、未来の研究者（ドクター）を発掘・育成するためのプロジェクト「ジュ

ニアドクター育成塾」を行なっており、令和 7 年度で最終年を迎えたが、今後は福井大

学と共同で同様のプロジェクトを実施する準備が進んでいる。 

地域貢献として、本校は地元に立脚し開かれた学校を目指し、産官学共同研究を進め

ている。福井県における産官学共同研究ネットワークの中心の一つである「地域連携テ

クノセンター」では、地元に密着した活動に取り組んでいる。これまでに、福井県の伝

統産業である和紙に関する生産者組合、福井県和紙工業協同組合との共同研究、本校が

立地する鯖江市が世界最大の眼鏡枠生産地であることから、福井県眼鏡工業組合との共

同研究等を行っている。継続的に分析機器やデジタル造形機などの研究設備の整備を行
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いつつ、地域連携アカデミア会員企業へのメールニュースの配信など、地域企業との共

同研究や連携事業を行う体制を強化している。共同研究の他、出前授業・リカレント教

育への取り組み、起業を志す地域の社会人や本校学生の支援も行うアントレプレナーサ

ポートセンター、起業家工房が設けられている。 

国際交流としては、海外学生派遣制度、特にタイ国プリンスオブソンクラー大学との

国際交流協定等が整備されている。令和６年度に引き続き、令和 7 年度も海外研修が企

画され、シンガポールと台湾に学生を派遣した。 

キャリア教育については、伝統的に本科２年で校外研修（１日）、３年で研修旅行（４

日間）、４年で校外実習（１～２週間）など企業等での見学や体験を経て進路の選択を行

ってきた。さらに専攻科で２０日間の長期インターンシップを課している。他に、早期

から職業意識を育み、主体的に進路選択をするため、１～３年には、教員・企業経営者

によるキャリアガイダンスや職業研究セミナー、本科５年と専攻科生が講師となる先輩

フォーラム、４年や専攻科１年には、就職対策講座を実施している。毎年開催される「キ

ャリア教育セミナー（合同企業説明会）」は、県内外の優良企業の有用な情報を対面で取

得できる唯一の機会であり、学生からも高評価を得ている。求人やインターンシップ、

進学の情報の閲覧システムとして「進路情報フォルダ」が学内から利用できるが、令和

４年度からは、「高専キャリアサポートシステム」を利用し、学内外から求人やインター

ンシップの情報を閲覧できるよう整備している。

本校では、毎年自己点検・評価を行っている。その外部評価として、平成１４年度か

ら校外の有識者による外部評価を受け、その都度結果を開示しており、高等教育機関と

して自律的に教育・研究、組織運営等の教育の質保証のための改善のサイクルを機能さ

せている。令和６年９月開催の「外部有識者会議」では、本校の各種取組に対しての評

価を受け、女子学生増募、卒業生の地域定着、広報戦略に関しての提言があった。 

さらに、本科の全学科の４、５年と専攻科の２専攻は、平成１６年度日本技術者教育

認定機構（JABEE）の福井県内高等教育機関初の認定を受け（令和２年度までが JABEE 認

定修了生）、平成１７年、平成２４年、令和元年に「高等専門学校機関別認証評価」を

受審し、「高等専門学校設置基準をはじめ関係法令に適合し、(独)大学評価（大学改革

支援）・学位授与機構が定める高等専門学校評価基準を満たしている」との評価結果が

同機構から公表されている。さらに令和６年度は、「国立高等教育国際標準認定制度（国

立高専教育国際標準 (KOSEN International Standard：KIS) 」を受審している。 

本校の将来構想の立案のため将来構想専門部会を設置し、今後の少子化対策並びに高

度情報専門人材の育成について検討している。平成２８年度には、高度化に向けて第３

学年から学際科目を導入した教育課程を開始し、令和元年度入学生から全学生に対して

実施している福井高等専門学校の教育プログラムが、内閣府・文部科学省・経済産業省

の３府省が連携し公募を行っている「数理・データサイエンス・ＡＩ教育プログラム認

定制度（リテラシーレベル）」に認定された。これに引き続き、令和 7 年度は、「数理・
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データサイエンス・ＡＩ教育プログラム認定制度（応用基礎レベル）」に認定された。

これらを背景に、高度情報教育強化のため、令和８年度から学科改組し、現在の５学科

体制を１学科５系９コースとする。 

設備面では、令和４年度にグローバル環境構築に資する混住型学生寮（通称「国際寮」）

を新築し、他に学科付属施設として機械実習工場の改修が行われた。令和６年度には学

生寮（通称「東寮」）の改修が行われた。令和 7 年度末に、電子情報工学科棟の改修工

事が決定しているが、さらに高度情報教育強化のための新棟建築が以降に予定されてい

る。 

最後に今年度の自己・点検評価報告書は、第５期中期計画初年度の成果および反省を

踏まえた第５期中期計画の 2 年目であることを鑑みて評価を行い、次年度以降への対応

も含めた内容としたことを付記する。 
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Ⅱ.目的 

基本理念 

優れた実践力と豊かな人間性、創造性を備え、社会の多様な発展に寄与できる技術者を

育成する。 

養成すべき人材像 

(１) 地球環境に配慮できる社会的責任感と倫理観を持った技術者 (人間性)

(２) 科学技術の進歩を的確に見通す工学的素養を持った技術者 (専門性)

(３) 調和と協調を意識して、国際的に活躍できる技術者 (国際性)

(４) 幅広い知識を応用・統合し、豊かな発想力と実践力で問題解決できる技術者 (創造性)

教育方針 

(１) 技術者として必要かつ十分な基礎力と専門技術を習得させる。

(２) 個性を伸長し、独創的能力の開発に努力する。

(３) 教養の向上に努め、良識ある国際人としての成長を期する。

(４) 健康の増進に努め、身体的精神的に強靭な耐久力を育成する。

(５) 規律ある日常生活に徹し、明朗、闊達な資性の涵養を図る。

学習・教育目標 

【本科(準学士課程)】 

RA 多様な文化や価値観を認識できる能力を身に付ける。 

① 人間社会の基本的な仕組みを理解し、様々な地域の言語や歴史・伝統などの文化

を多面的に認識できる。 

② 様々な地域における芸術とそれに根ざした価値観を、認識・理解する意識を持て

る。 

RB 数学とその他の自然科学、及び専門分野におけるものづくり、環境づくりに関する

基礎能力を身に付ける。 

① 数学とその他の自然科学に関する基礎知識を理解できる。

② 専門分野における基礎知識・技術に基づいて情報を処理し、工学的現象を正しく

理解できる。 

RC 国際社会で活躍するためのコミュニケーション基礎能力を身に付ける。 

① 英語による基礎的な対話や文章が理解でき、自分の意見を表現できる。

② 日本語の文章や言語作品を的確に理解・鑑賞でき、自分の思いや主張を適切に日

本語の談話や文章で表現できる。 

③ 分かりやすい図表等を作成し、それを 6 用いて日本語により効果的な説明ができ
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る。 

RD 技術者に必要なデザインマインドを身に付ける。 

① 課題に対して自主的に問題を発見し、解決方法を探求して問題解決能力の重要性

を認識できる。 

RE 実践的能力と論理的思考能力を身に付ける。 

① 実験・調査などの経験を通してデータの解析法を学び、理論との比較や考察など

ができる。 

② 課題の背景を理解し、習得した知識を生かして適切な方法を選んで実験・調査な

どを遂行し、データを解析・考察することにより、結果を客観的に説明できる。 

③ 身体・健康・スポーツに関する知識と実践力を獲得するために各自の能力に応じ

て目標を設定し、個人あるいはグループで課題を達成できる。 

【専攻科課程（「環境生産システム工学」プログラム）】 

JA 地球的視点から多様な文化や価値観を認識できる能力を身に付ける。 

① 異なる地域に属する人々がもつ文化や、それに根ざした価値観などを多面的に認

識できる。 

② 持続可能な地球社会を構築するという目的意識のもと、種々の分野における人間

の活動や文明が地球環境に与える影響について理解できる。 

③ 技術者が社会に対して負うべき責任を明確に自覚したうえで、工学に関する学術

団体が規定している倫理綱領を理解し、説明できる。 

JB 数学とその他の自然科学、情報処理、及び異なる技術分野を含む問題にも対処でき

る、ものづくり・環境づくりに関する能力を身に付ける。 

① 工学的諸問題に対処する際に必要な、数学とその他の自然科学に関する知識を理

解できる。 

② 工学的諸問題に対処する際に必要な、情報処理に関する基礎知識を理解できる。 

③ 得意とする専門技術分野を持つことに加え、他の技術分野を積極的に吸収して、

持続可能な社会の構築を意識したものづくりのプロセスに対応できる。 

JC 国際社会で活躍する技術者に必要なコミュニケーション基礎能力を身に付ける。 

① 英語による日常的な内容の文章や対話を理解でき、英語により自分の意見・考えを

適切に表現できる。 

② 得意とする専門技術分野に関わる英語論文等の内容を日本語で説明できる。 

③ 自分の意見・主張などを、相手を意識した規範的な表現を用いて日本語の談話や

文章で表現できる。 

④ 日本語による口頭発表や討議において、自らの報告・聴衆への対応・他者への質

疑などを行える。 

⑤ 正確で分かりやすいグラフや図表を、必要に応じて用意できる。 

JD 技術者に求められる基礎的なデザイン能力を身に付ける。 
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① 構造物または製品を設計する際に、複数の技術分野についても意識しながら、つ

くる目的を理解し、機能性・安全性及び経済性に加えて、環境負荷の低減・快適性

などを考慮できる。 

② 新しく出会った課題について、自ら問題点を発見しようとする意識を持ち、既知

の事柄と未知の事柄とを識別したうえで、それらを蓄積・整理できる。 

③ 既成概念にとらわれない創造性豊かな発想のもと、自分の専門分野以外の技術分

野を含む課題について、多様な観点から検討・考察し、その結果を具体的に示せる。 

④ 異なる分野の人を含んだチームでの協議及び共同作業を通して、解決方法につい

て複数の候補を見いだし、その中から最も適切なものを選択できる。 

JE 実践的能力及び論理的思考能力を総合的に身に付ける。 

① 与えられた実験・演習課題の工学的意義を理解し、提示された方法を計画・実行

することにより、定められた期限までに妥当な結果を導ける。 

② 数学や情報処理の知識・技術を用いて、実験または数値シミュレーションの結果

を統計的に処理し、その結果を評価して、対象としている工学的現象の成り立ち・

仕組み等を理解し、説明できる。 

③ 技術者が経験する実務上の工学的な諸問題を認識し、それらを具体的に示せる。 

④ 自ら明確に設定した目標を達成するため、詳細な計画を立て、それに沿って継続

して努力できる。 

⑤ 考察対象に関する見解を論理的に構築し、それに基づいた問題解決のための仮説

を立て、適切な実験・解析方法を選択できる。 

 

ディプロマ・ポリシー（卒業の認定に関する方針） 

【本科(準学士課程)】 

 ・全学科共通 

卒業時点において学生が身に付けるべき能力（学習教育目標）を下記のように定

めています。これら能力の獲得と本校各学科の教育課程に規定する所定単位（独立

行政法人国立高等専門学校機構の「モデルコアカリキュラム」に基づいた各学科の

教育課程表を参照してください。）の修得をもって、人材像の達成とみなし、福井

高専の卒業を認定し、準学士（工学）と称することを認めます。 

RA 多様な文化や価値観を認識できる能力を身に付ける。 

RB 数学とその他の自然科学、及び専門分野におけるものづくり、環境づくりに 

関する基礎能力を身に付ける。 

RC 国際社会で活躍するためのコミュニケーション基礎能力を身に付ける。 

RD 技術者に必要なデザインマインドを身に付ける。 

RE 実践的能力と論理的思考能力を身に付ける。 

・機械工学科 
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ものづくりのための基礎的知識や技術を身に付けた創造性豊かな機械技術者とな

るために、機械技術者として必要な基礎学力、技術革新・高度情報化社会に対応で

きる能力、実践的能力および論理的思考能力を身に付ける。 

・電気電子工学科

ものづくりのための基礎的知識や技術を身に付けた創造性豊かな電気電子技術者

となるために、電気電子技術者に必要な専門的かつ総合的な基礎力、幅広い専門分

野に適応できる応用力、独創力およびコミュニケーション能力を身に付ける。 

・電子情報工学科

情報化社会の基盤となるハードウェア、ソフトウェア、ネットワーク及びコンピ

ュータ制御技術で、種々の問題を解決できる有能な技術者となるために、電気電子

工学及び情報工学の技術者として必要な基礎的な学力と能力、変化するＩＴ社会に

対応できる応用力、実験実習や卒業研究をとおした実践的能力や創造能力、及びコ

ミュニケーション能力を身に付ける。

・物質工学科

論理的思考能力を備えた実践的で創造性豊かな化学技術者となるために、必要な

知識と技術に加えて、材料工学または生物工学の分野における専門的能力を身に付

ける。 

・環境都市工学科

社会資本を持続可能にする土木技術者と建築技術者となるために、それらの技術

者に必要な基礎的な学力と能力、幅広い専門分野の理論に関する応用力、実験実習

や卒業研究を通した実践力と創造力を身に付ける。 

・学際領域科目群

自分の専門分野の幅を広げ融合複合型の考え方を持った技術者となるため、他の

工学分野の基礎的な学力と能力を身に付ける。さらに、自ら問題を発見し、問題解

決のアイデアを提案することで、創造性、コミュニケーション能力、プレゼンテー

ション能力等の分野横断的な能力の基礎を身に付ける。

【専攻科課程（「環境生産システム工学」プログラム）】 

福井高専専攻科は、福井高専の教育理念に基づき「得意とする専門分野を持つこ

とに加え、関連する他の技術分野の知識と能力を積極的に吸収し、自然環境との調

和を図りながら持続可能な社会を有機的にデザインすることのできる知識と能力を

身に付けた、国際社会で活躍できる実践的技術者」を福井高専専攻科の目指すエン

ジニア像に掲げ、各専攻において次に掲げる人材を育成することを目的としていま

す。 

専攻科生産システム工学専攻は、高等専門学校等で習得した基礎学力の基盤の上

に、機械・設計関連、システム制御関連、電子・物性関連および情報・通信関連分

野の知識を広く学び、これらを有機的に統合した生産システムの設計並びに開発研
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究等を行うことのできる創造力を持った実践的技術者となるような人材を育成する

ことを目的としています。 

専攻科環境システム工学専攻は、高等専門学校等で習得した基礎学力の基盤の上

に、構造・材料関連、生物・化学関連、環境・分析関連および防災・都市システム

関連分野の知識を広く学び、これらを有機的に統合した環境システムの設計並びに

開発研究等を行うことのできる創造力を持った実践的技術者となるような人材を育

成することを目的としています。 

これらの目的を達成するために、専攻科修了時点において学生が身につけるべき

能力（学習教育目標）を下記のように定めています。これらの能力の獲得と学則の

定める所定の授業科目等を履修し、基準となる単位取得をもって本校専攻科の目指

すエンジニア像の達成と見なし、本校専攻科を修了した者が、大学改革支援・学位

授与機構の審査に合格することによって学位が授与されます。 

JA  地球的視点から多様な文化や価値観を認識できる能力を身に付ける。 

JB  数学とその他の自然科学、情報処理、および異なる技術分野を含む問題にも対

処できる、ものづくり・環境づくりに関する能力を身に付ける。 

JC  国際社会で活躍する技術者に必要なコミュニケーション基礎能力を身に付ける。 

JD  技術者に求められる基礎的なデザイン能力を身に付ける。 

JE  実践的能力および論理的思考能力を総合的に身に付ける。 

 

カリキュラム・ポリシー（教育課程の編成及び実施に関する方針） 

【本科(準学士課程)】 

ディプロマ・ポリシーに掲げる人材を育成するために、福井高専では、独立行政

法人国立高等専門学校機構の定めた「モデルコアカリキュラム」を各学科において

適正に配置し、「ものづくり」と「環境づくり」ができる技術者として、生涯にわ

たって自己研鑽ができる学習能力を身に付けた卒業生を社会に輩出するために、本

校の教育理念で求める人材の育成を行います。 

【教育課程編成の考え方】 

① 学年進行とともに専門科目が多くなる「くさび形」カリキュラムであり、人

間性と専門性を養成するために、専門科目と一般科目を連携させて科目を配

置する。 

② 創造性を引き出し、コミュニケーション能力、プレゼンテーション能力を養

成するための演習科目及び実験科目を多く配置する。 

③ 多様化する現代社会に対応できる技術者となるために、他学科の科目も履修

可能な学際領域科目群を３学年から配置する。 

④ 国際的な視点をもった技術者となるために、コミュニケーション基礎能力を

養成するための科目を配置する。 
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⑤ 実践的能力と論理的思考能力を養成するための総合的な科目を最終学年に配

置する。 

【学際領域科目群について】 

学際領域科目群は、環境・エネルギー群、情報・制御群、材料科学群の３群か

らなり、学生は、これら３群から１群を選択し、自分の専門分野の幅を広げるこ

とができます。具体的には、以下の方針のもとに各群の教育課程を編成し、教育

を実践しています。 

① 融合複合された各群専門分野の基礎能力を育成するために、学際領域科目群

に分野横断型科目を選択科目として配置する。 

② 創造性、コミュニケーション能力、プレゼンテーション能力、チームワーク

力等、分野横断的な能力の基礎を育成するために、ＰＢＬ型・学科横断型グ

ループ学習の科目を必修科目として配置する。 

【評価方法】 

各学科の教育課程における各科目の単位認定は、定期試験、レポート、口頭発

表等、多様な方法を用いて評価します。合否基準は６０点と設定しており、合格

した者には所定の単位が与えられます。 

・機械工学科 

上記の方針に則り、ものづくりのための基礎的知識や技術を身に付けた創造性豊

かな機械技術者を養成するために、具体的には以下を教育方針として教育課程を編

成し、教育を実践しています。 

① １学年では、機械工学の導入レベルの能力を育成するために、力学、情報処理お

よびものづくりに関する科目を配置する。 

② ２、３学年では、機械工学の基礎的な能力を育成するために、工作法、材料学、

材料力学、流体力学および情報・制御などに関する科目を配置する。 

③ ４、５学年では、機械工学の応用的な能力を育成するために、材料力学、熱・流

体力学、機械システム、計測制御および機械系情報処理などに関する科目を配置

する。 

④ １～５学年を通して、デザインマインド、実践的能力、論理的思考力、コミュニ

ケーション能力を育成するために、設計製図、工作実習および機械工学実験など

の科目を配置する。さらに、問題解決能力・プレゼンテーション能力を育成する

ために、５学年に卒業研究を配置する。 

・電気電子工学科 

上記の方針に則り、ものづくりのための基礎的知識や技術を身に付けた創造性豊

かな電気電子技術者を養成するために、具体的には以下を教育方針として教育課程

を編成し、教育を実践しています。 

① １学年では、電気電子工学の導入レベルの能力を育成するために、電気基礎、情
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報処理、ものづくりの科目を配置する。 

② ２、３学年では、電気電子工学の基礎的な能力を育成するために、電気回路、電

気磁気学、電子回路、情報処理などに関する科目を配置する。 

③ ４、５学年では、電気電子工学の応用的な能力を育成するために、電気回路、電

気磁気学、電気機器、発変電工学、情報処理システムなどに関する科目を配置す

る。 

④ １～５学年を通して、実践的能力、論理的思考力、コミュニケーション能力を育

成するために、電気電子工学実験などの科目を配置する。さらに、問題解決能力・

プレゼンテーション能力を育成するために、５学年に卒業研究を配置する。 

・電子情報工学科 

上記の方針に則り、ものづくりのための基礎的知識や技術を身につけた創造性豊

かな電子情報技術者を養成するために、具体的には以下を教育方針として教育課程

を編成し、教育を実践しています。 

① １学年では、電気電子工学と情報工学の導入レベルの能力を育成するために、電

気基礎、情報基礎、リテラシーおよびものづくりに関する科目を配置する。 

② ２、３学年では、電気電子工学と情報工学の基礎的な能力を育成するために、電

気電子回路やハードウェア、ソフトウェア、ネットワークに関する基礎的な科目

を配置する。 

③ ４、５学年では、電気電子工学と情報工学の応用的な能力を育成するために、電

磁気などの電気電子工学系科目と、情報理論、システム構築、人工知能などに関

する科目を配置する。 

④ １～５学年を通して、実践的能力、論理的思考力、コミュニケーション能力を育

成するために、電子情報実験、創造工学演習などの科目を配置する。さらに、問

題解決能力・プレゼンテーション能力を育成するために、５学年に卒業研究を配

置する。 

・物質工学科 

上記の方針に則り、化学的視点から材料工学あるいは生物工学を学び、より良い

社会を実現するために貢献できる化学技術者を養成します。具体的には以下を教育

方針として教育課程を編成し、教育を実践しています。 

① １学年では、ものづくりや情報処理の導入レベルの能力を育成するために、専門

基礎等に関する科目を配置する。 

② ２、３学年では、物質工学の基礎的な能力を育成するために、無機化学、有機化

学、物理化学、化学工学、分析化学、生化学、情報化学等に関する科目を配置す

る。 

③ ４、５学年では、物質工学の専門性を深化させて材料工学あるいは生物工学の応

用的な能力を育成するために、無機化学、有機化学、物理化学、分析化学、化学
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工学、生化学、情報化学等に関する科目に加え、材料工学コースでは材料に関す

る科目、生物工学コースでは生物に関する科目を配置する。 

④ １～５学年を通して、実践的能力、論理的思考力、コミュニケーション能力を育

成するために、実験などの科目を配置する。さらに、問題解決能力・プレゼンテ

ーション能力を育成するために、５学年に卒業研究を配置する。 

・環境都市工学科 

上記の方針に則り、社会資本を持続可能にする土木技術者と建築技術者を養成す

るために、具体的には以下を教育方針として教育課程を編成し、教育を実践してい

ます。 

① １学年では、環境都市工学の導入レベルの能力を育成するために、測量、情報処

理、製図などの科目を配置する。 

② ２、３学年では、環境都市工学の基礎的な能力を育成するために、構造・水・土

の力学、計画、材料、衛生、測量、プログラミングなどに関する科目を配置する。 

③ ４、５学年では、環境都市工学の応用的な能力を育成するために、鋼及びコンク

リート構造、河川、交通、施工管理、法規、建築の環境・設備・計画、数値解析

などに関する科目を配置する。 

④ １～５学年を通して、実践的能力、論理的思考力、コミュニケーション能力を育

成するために、設計製図と実験実習などの科目を配置する。さらに、問題解決能

力・プレゼンテーション能力を育成するために、５学年に卒業研究を配置する。 

・一般科目教室（自然科学系） 

幅広い教養と専門科目に必要となる数学、理科（物理、化学、生物）の基礎的な

知識、技能の修得に加え、生涯にわたって活力あふれる生活を営める人材を育成し

ます。具体的には以下を教育方針に基づいて教育課程を編成し、教育を実践してい

ます。 

［低学年（１年～２年）］ 

数学科では、数学の基礎的な知識と計算技能を身に付け、数学的論理を通して思

考力、表現力を育成するために、解析および代数分野の基礎的な科目を配置する。 

物理科では、力学、波動、電気現象を抽象的に記述できる能力を育成するために、

物理基礎、物理の科目を配置する。化学科では、自然や生活環境における化学の基

本的な概念や原理・法則を理解できる能力を、生物科では、生命科学の基本概念を

理解できる能力を育成するための科目を配置する。 

保健体育科では、種々のスポーツを各自の体力やスキルに応じて実施できる能力

を育成するための科目を配置する。 

［高学年（３～５年）］ 

数学科では、現象を数学的にとらえ、問題を解決する能力を育成するために、解

析および代数分野の応用的な科目と確率統計の基礎的な科目を配置する。 
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物理科では、物理現象への理解をさらに深め、工学への応用力を育成するために、

応用物理の科目を配置する。 

保健体育科では、自己の体力を的確にとらえ、生涯にわたって主体的に運動を継

続するための能力と、健康管理の一環として生活習慣病の予防について理解できる

能力を育成するための科目を配置する。 

・一般科目教室（人文社会科学系）

豊かな教養とコミュニケーション能力を身に付けた人材を育成します。具体的に

は以下を教育方針として教育課程を編成し、教育を実践しています。 

［低学年（１年～２年）］ 

国語科では、小説・随筆といった、日常的ないし過去の時代から受け継がれてい

る言語作品に触れ、その読解および鑑賞に習熟し、さらにその題材の選び方や技法

を自らの表現法として会得できる能力を育成するための、国語の分野に関する基礎

的な科目を配置する。 

社会科では、社会の地域的特色と歴史的背景を理解し、人間の在り方や生き方に

ついて把握する能力を育成するために、歴史や倫理などを学ぶ科目を配置する。 

英語科では、４技能の調和に基づく実践的なコミュニケーションの基礎能力を育

成するための科目を配置する。 

［高学年（３～５年）］ 

国語科では、すぐれた現代文を読み味わうとともに、手紙から意見文に至る実用

的かつ社会とつながる文章の作法や読解法を習得するといった、国語分野に関する

実践的な科目を配置する。さらに、意欲に応じて日本語学・国文学の所産とその方

法論に触れ、学術的な見識を高めるための科目や、これまで学んできた基礎を応用

した文章作成能力、口頭能力を育成するための科目を配置する。 

社会科では、現代の政治や経済、国際関係などを理解し、社会の変化の本質を批

判的に認識できる能力を育成するために、政治や法、経済などを学ぶ科目を配置す

る。 

英語科では、より深い読解能力、聴解能力の養成を中心に、総合的なコミュニケ

ーション能力を育成するための科目を配置する。 

【専攻科課程（「環境生産システム工学」プログラム）】 

ディプロマ・ポリシーに掲げる人材を育成するために、福井高専専攻科では、独

自に定めた教育プログラム「環境生産システム工学」の「学習・教育目標」の達成

に必要な項目を適正に配置し、他の技術分野の知識と能力を積極的に吸収し、自然

環境との調和を図りながら持続可能な社会を有機的にデザインすることのできる知

識と能力を身に付けた、国際社会で活躍できる実践的技術者として、生涯にわたっ

て自己研鑽ができる学習能力を身に付けた修了生を社会に輩出すべく、本校専攻科

の目指すエンジニア像に掲げる人材の育成を行います。 
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【教育プログラム編成の考え方】 

① 異なる地域に属する人々がもつ文化や、それに根ざした価値観などを、多面的に

認識でき、持続可能な地球社会を構築するという目的意識のもと、種々の分野に

おける人間の活動が地球環境に与える影響について理解でき、技術者が社会に対

して負うべき責任を明確に自覚したうえで、工学に関する学術団体が規定してい

る倫理綱領を理解し、説明できる能力を育成するための科目を配置する。 

② 工学的諸問題に対処する際に必要な、数学とその他の自然科学に関する知識を理

解でき、情報処理に関する基礎知識を理解でき、得意とする専門技術分野を持つ

ことに加え、他の技術分野を積極的に吸収して、持続可能な社会の構築を意識し

たものづくりのプロセスに対応できる能力を育成するための科目を配置する。 

③ 英語による日常的な内容の文章や対話を理解でき、英語により自分の意見・考え

を適切に表現でき、得意とする専門技術分野に関わる英語論文等の内容を日本語

で説明でき、自分の意見・主張などを、相手を意識した規範的な表現を用いて日

本語の談話や文章で表現でき、日本語による口頭発表や討議において、自らの報

告・聴衆への対応・他者への質疑などを行え、正確で分かりやすいグラフや図表

を、必要に応じて用意できる能力を育成するための科目を配置する。 

④ 構造物又は製品を設計する際に、複数の技術分野についても意識しながら、つく

る目的を理解し、機能性・安全性及び経済性に加えて、環境負荷の低減・快適性

などを考慮でき、新しく出会った課題について、自ら問題点を発見しようとする

意識を持ち、既知の事柄と未知の事柄とを識別したうえで、それらを蓄積・整理

でき、既成概念にとらわれない創造性豊かな発想のもと、自分の専門分野以外の

技術分野を含む課題について、多様な観点から検討・考察し、その結果を具体的

に示せ、異なる分野の人を含んだチームでの協議及び共同作業を通して、解決方

法について複数の候補を見いだし、その中から最も適切なものを選択できる能力

を育成するための科目を配置する。 

⑤ 与えられた実験・演習課題の工学的意義を理解し、提示された方法を計画・実行

することにより、定められた期限までに妥当な結果を導け、数学や情報処理の知

識・技術を用いて、実験又は数値シミュレーションの結果を統計的に処理し、そ

の結果を評価して、対象としている工学的現象の成り立ち・仕組み等を理解し、

説明でき、技術者が経験する実務上の工学的な諸問題を認識し、それらを具体的

に示せ、考察対象に関する見解を論理的に構築し、それに基づいた問題解決のた

めの仮説を立て、適切な実験・解析方法を選択できる能力を育成するための科目

を配置する。 

【評価方法】 

各専攻の教育課程における各科目の単位認定は、定期試験、レポート、口頭発表

等、多様な方法を用いて評価します。合否基準は６０点と設定しており、合格した
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者には所定の単位が与えられます。 

 

アドミッション・ポリシー（入学者の受入れに関する方針） 

【本科(準学士課程)】 

・求める学生像（本科共通） 

福井高専では、優れた実践力と豊かな人間性、創造性を備え、社会の多様な発展に

寄与できる技術者の育成に努めています。そのため、次のような人の入学を期待して

います。 

本校の教育を受けるために必要な素養と基礎学力が備わっている人で 

１．本校が目指すものづくり及び環境づくりに関する学習に興味がある人 

２．新しい目標に向かってチャレンジし、社会に貢献したい人  

３．技術者としてグローバルな視野を持ち、国際社会で活躍したい人 

４．仲間と積極的にコミュニケーションをとり、共同して課題に取り組もうとする人 

５．周囲の人たちを尊重し、社会規範を守る人  

・機械工学科では、さらに次のような人を求めています。 

１．自動車、飛行機、ロボットなどの機械システムや、環境、福祉、宇宙工学などの

分野に興味がある人  

２．サイエンスを学び、ものづくりに創造性を発揮して、人間社会に貢献したい人 

３．機械を創る材料、動かすエネルギー、制御する情報など幅広い技術を身に付けた

い人 

・電気電子工学科では、さらに次のような人を求めています。 

１．電気自動車や太陽光発電などに使われる環境にやさしいクリーンエネルギーや新

素材技術を学びたい人 

２．ロボット、システム、コンピュータなどを動かすための電子制御やプログラミン

グ技術を学びたい人 

３．情報家電や光通信などに使用する電子回路や情報通信技術を学びたい人  

・電子情報工学科では、さらに次のような人を求めています。 

１．コンピュータの構造や仕組みに興味があり、高度なプログラミング技術を習得し

たい人 

２．ネットワークを活用したり、AI ロボットを動かすプログラムを作りたい人  

３．最先端の ICT システム・サービスの開発をやってみたい人 

・物質工学科では、さらに次のような人を求めています。 

１．化学と生物の力により人々の健やかな生活に貢献したい人 

２．化学的手法を用いて有用物質や新しい材料を生み出すことに興味がある人 

３．微生物や遺伝子組換え技術等の生物機能を活用した物質生産や環境浄化に興味が

ある人 
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・環境都市工学科では、さらに次のような人を求めています。 

１．自然と共生したくらしを営む環境づくりに興味がある人  

２．快適なくらしを共有するための建物とまちづくりに興味がある人  

３．災害から人々のくらしを守るシステムづくりに興味がある人 

【編入学者へのアドミッション・ポリシー】 

本校準学士課程への編入学者に関しては上記の他に以下のポリシーを設けます。 

１．高等学校において理数系または工学の基礎を習得した人、または教育機関等にお

いて同様の学力を獲得したと認められる人 

２．希望する学科の教育目標・教育課程を十分に理解し、自主的・積極的に学業に取

り組む姿勢を有する人 

【専攻科課程（「環境生産システム工学」プログラム）】 

・専攻科共通 

福井工業高等専門学校専攻科では、次のような資質や意欲を持つ人を広く求めてい

ます。 

１．得意とする工学分野の基礎能力（数学的素養を含む）を身に付けている人 

２．何事にも自主的・能動的に臨む姿勢を持つ人 

３．ものづくり・環境づくりに意欲のある人 

４．多様なシステムを理解し、創造的にデザインする能力を身に付けたい人 

５．国際社会で活躍できる実践的技術者を目指す人 

６．学士（工学）の学位を取得したい人 
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Ⅲ．第５期中期計画 

令和６年度から令和１０年度までの第５期中期目標に対して、高専機構本部が策定した第

５期中期計画及びこれを踏まえて本校が策定した第５期中期計画は以下のとおりである。 

第５期中期計画 

（独立行政法人国立高等専門学校機

構） 

第５期中期計画 

（福井工業高等専門学校） 

（序文） 

 独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第

30 条の規定により、独立行政法人国立高等専門学校

機構（以下「機構」という。）の令和６年４月１日から令

和 11 年３月 31 日までの５年間における中期目標を達

成するための中期計画を次のとおり定める。  

(序文) 

  福井工業高等専門学校(以下「本校」という。）は、技

術者の卵である学生に対して全人教育とともに、工学基

礎教育、体験重視型の創造教育を行って創造力と実践

力とともに学際性を養成し、社会・産業界及び技術のグ

ローバル化に対応できる開発研究型の技術者を育成す

るための中期計画を次のように定める。

（基本方針） 

 機構が設置する国立高等専門学校は、我が国の産

業界を支える技術者を育成するという使命に基づき、

15 歳人口の減少という状況の下で、アドミッションポリ

シーを踏まえた多様かつ優れた入学者を確保し、５年

一貫のゆとりある教育環境や寮生活を含めた豊かな

人間関係の構築などを基礎として、専門的かつ実践

的な知識と世界水準の技術を有し、自律的、協働的、

創造的な姿勢でグローバルな視野を持ち、科学的思

考を身につけた実践的・創造的技術者を育成すること

により、国立高等専門学校の本来の魅力を一層高め

ていかなければならない。

加えて、これまで蓄積してきた知的資産や技術的成

果をもとに、生産現場における技術相談や共同研究

など地域や産業界との連携に引き続き取り組む必要

がある。また、Society 5.0 で実現する、社会・経済構

造の変化、技術の高度化、社会・産業・地域ニーズの

変化等を踏まえ、法人本部がイニシアティブを取って

高等専門学校教育の高度化・国際化を進め、社会の

諸課題に自律的に立ち向かう人材育成に取り組む必

要がある。 

 こうした認識のもと、各国立高等専門学校が有する

強み・特色をいかしつつ、法人本部がガバナンスの強

化を図ることにより、我が国が誇る高等教育機関とし

ての国立高等専門学校固有の機能を充実強化するこ

とを基本方針とし、中期目標を達成するための中期計

画を以下のとおりとする。 

（基本方針） 

 本校は、我が国の産業界を支える技術者を育成する

という使命に基づき、15 歳人口の減少という状況の下

で、アドミッションポリシーを踏まえた多様かつ優れた入

学者を確保し、５年一貫のゆとりある教育環境や寮生活

を含めた豊かな人間関係の構築などを基礎として、専

門的かつ実践的な知識と世界水準の技術を有し、自律

的、協働的、創造的な姿勢でグローバルな視野を持ち、

科学的思考を身につけた実践的・創造的技術者を育成

することにより、国立高等専門学校の本来の魅力を一

層高めていかなければならない。 

 加えて、これまで蓄積してきた知的資産や技術的成果

をもとに、生産現場における技術相談や共同研究など

地域や産業界との連携に引き続き取り組む必要があ

る。また、Society 5.0 で実現する、社会・経済構造の変

化、技術の高度化、社会・産業・地域ニーズの変化等を

踏まえ、法人本部がイニシアティブを取って高等専門学

校教育の高度化・国際化を進め、社会の諸課題に自律

的に立ち向かう人材育成に取り組む必要がある。 

 こうした認識のもと、本校が有する強み・特色をいかし

つつ、学科改組を含め、我が国が誇る高等教育機関と

しての国立高等専門学校固有の機能を充実強化するこ

とを基本方針とし、中期目標を達成するための中期計

画を以下のとおりとする。 
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  【基本理念】 

 優れた実践力と豊かな人間性、創造性を備え、未来

社会の多様な発展に寄与できる技術者を育成する。 

【養成すべき人材像】 

(1)地球環境に配慮できる社会的責任感と倫理観を持っ

た技術者 (人間性) 

(2)科学技術の進歩を的確に見通す工学的素養を持っ

た技術者 (専門性) 

(3)調和と協調を意識して、国際的に活躍できる技術者 

(国際性) 

(4)幅広い知識を応用・統合し、豊かな発想力と実践力

で問題解決できる技術者 (創造性) 

【教育方針】 

(1) 技術者として必要かつ十分な基礎力と専門技術を

習得させる。 

(2) 個性を伸長し、独創的能力の開発に努力する。 

(3) 教養の向上に努め、良識ある国際人としての成長を

期する。 

(4) 健康の増進に努め、身体的精神的に強靭な耐久力

を育成する。 

(5) 規律ある日常生活に徹し、明朗、闊達な資性の涵

養を図る。 

【学習・教育目標】 

≪本科(準学士課程)≫ 

RA 多様な文化や価値観を認識できる能力を身に付け

る。 

RB 数学とその他の自然科学、及び専門分野における

ものづくり、環境づくりに関する基礎能力を身に付ける。 

RC 国際社会で活躍するためのコミュニケーション基礎

能力を身に付ける。 

RD 技術者に必要なデザインマインドを身に付ける。 

RE 実践的能力と論理的思考能力を身に付ける。 

《専攻科課程》 

JA 地球的視点から多様な文化や価値観を認識できる

能力を身に付ける。 

JB 数学とその他の自然科学、情報処理、及び異なる

技術分野を含む問題にも対処できる、ものづくり・環境

づくりに関する能力を身に付ける。 

JC 国際社会で活躍する技術者に必要なコミュニケー

ション基礎能力を身に付ける。 

JD 技術者に求められる基礎的なデザイン能力を身に

付ける。 

JE 実践的能力及び論理的思考能力を総合的に身に

付ける。 

１．国民に対して提供するサービスその他の業務の質

の向上に関する目標を達成するために取るべき措置 

１．国民に対して提供するサービスその他の業務の質

の向上に関する目標を達成するために取るべき措置 
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１．１ 教育に関する事項 

  機構が設置する国立高等専門学校において、別

表に掲げる学科を設け、所定の収容定員の学生を対

象として、実験・実習・実技を通じ、早くから技術に触

れさせ、技術に興味・関心を高めた学生に科学的知

識を教え、さらに高い技術を理解させるという特色あ

る教育課程を通し、製造業をはじめとする様々な分野

において創造力ある技術者として将来活躍するため

の基礎となる知識と技術、リベラルアーツ、さらには生

涯にわたって学ぶ力を確実に身につけさせることがで

きるように、以下の観点に基づき国立高等専門学校

の教育実施体制を整備し、実践的・創造的な技術者

を育成する。 

１．１ 教育に関する事項 

 本校は、所定の収容定員の学生を対象として、実験・

実習・実技を通じ、早くから技術に触れさせ、技術に興

味・関心を高めた学生に科学的知識を教え、さらに高い

技術を理解させるという特色ある教育課程を通し、製造

業をはじめとする様々な分野において創造力ある技術

者として将来活躍するための基礎となる知識と技術、リ

ベラルアーツ、さらには生涯にわたって学ぶ力を確実に

身につけさせることができるように、以下の観点に基づ

き教育実施体制を整備し、学際性を備えた実践的・創造

的な技術者を育成する。 

（１）入学者の確保 

① ホームページのコンテンツの充実、小中学校や教

育委員会等に対する広報活動、複数の国立高等専門

学校が共同して中学生及びその保護者等を対象に実

施する合同入試説明会、小中学校・小中学生を対象

とした教育支援の取組などを組織的・戦略的に展開す

ることにより、国立高等専門学校の特性や魅力を最大

限に伝え、十分な入学志願者を確保するため、進路を

検討する中学生やその保護者など入学を動機づける

周りの大人に対し、卒業後のキャリアを具体的にイメ

ージできるような広報活動を行い、入学者確保に取り

組む。 

（１）入学者の確保 

① 福井県下の中学校はもちろん、近県の中学校を積

極的に訪問し、中学校の先生方に本校の説明をする。

また、各中学校で行われる高校説明会（進路説明会）に

参加し、中学生・保護者に直接説明するなど、本校の説

明を丁寧に繰り返し、優秀な入学者を確保するととも

に、入学後のミスマッチングを少なくする。さらに、国公

私立の高等専門学校が連携した合同説明会に参加す

るなどし、広範囲の地域から学生を確保する努力をす

る。加えて、本校同窓会とも連携し、卒業生に対しても

広報活動を行う。 

 地域の小中学生を対象としたジュニアドクター育成塾

や公開講座、出前授業を通して理工系の面白さを伝え

る教育を実施する。また、福井県社会基盤メンテナンス

教育プロジェクト等、地域の社会人を対象としたリカレン

ト教育を実施する。 

② 女子中学生向け広報資料の作成、オープンキャ

ンパス等の機会を活用した女子在学生による広報活

動や、女子学生のキャリアパス形成を支援する活動

により、一層の女子学生の確保に取り組む。 

また、諸外国の在日本大使館等への広報活動やホー

ムページの英語版コンテンツの充実などを通じ、留学

生等の確保に向けた取組を推進する。 

② 本校のオープンキャンパスでは、説明役として女子

学生を積極的に登用する。また、オープンキャンパスに

おける保護者向けの説明には、本校 OG を登用し、女性

の本校及び社会での活躍をアピールする。 

 ホームページの英語版コンテンツや広報資料（動画を

含む）の充実を図るとともに、海外の教育機関等と連携

し、国際交流を推進する。 

③ 国立高等専門学校の教育にふさわしい充分な資

質、意欲と能力を持った多様な入学者を確保するた

め、中学校における学習内容等を踏まえたより適切な

入試問題や入学者選抜方法、入学志願者の受験上

の利便性を考慮した制度の充実を図る。 

③ インターネットの利用について、入学試験時の出願

の際だけでなく、オープンキャンパスおよび入試説明会

の申し込み時にもインターネットを利用する。 
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（２）教育課程の編成等 

① Society 5.0 で実現する、社会・経済構造の変化や

技術の高度化、デジタル人材育成、地域課題解決等

の社会・産業・地域ニーズに応じた高等専門学校教育

の高度化・国際化がより一層進展するよう、モデルコ

アカリキュラムによる教育の質保証を基盤に、各国立

高等専門学校にその強み・特色をいかした学科再編、

専攻科の充実等を促すため、法人本部がイニシアティ

ブを取って、効果的な相談・指導助言の体制を整備

し、各国立高等専門学校において教育に関する社会・

産業・地域におけるニーズ等を踏まえた教育指導の

改善、教育課程の編成、組織改組を促進する。 

また、社会・産業・地域ニーズを踏まえた高度な人材

育成に取り組むため、産業分野との連携を視野に入

れつつ各国立高等専門学校の強み・特色を生かし、

産業界との連携を通じた教育の高度化を目的とした

取組を推進する。 

専攻科においては、本科の教育成果を踏まえ、更に

教育内容の高度化を行い、高度理工系人材の育成を

図る。 

（２）教育課程の編成等 

① 教育に関する社会・産業・地域におけるニーズ等を

踏まえた教育指導の改善、教育課程の編成、組織改組

を促進する。また、産業界との連携を通じた教育の高度

化を目的とした取組を推進する。専攻科においては、本

科の教育成果を踏まえ、更に教育内容の高度化を行

い、高度理工系人材の育成を図る。 

・本科の学科改組について、DP、CP、AP および教育課

程表等の作成を検討する。 

・本校の強み・特色を活かした専攻科充実策について、

教育に関する社会ニーズ等を踏まえ、本科の教育成果

との連続性を念頭に、教育指導の改善、教育課程の編

成、組織改組について検討し、校内の将来構想に係る

委員会での提案を勘案しつつ、関係部会・委員会と検

討を重ねる。具体的な専攻科改組案の作成段階に至っ

た際には、法人本部の関係部署と連携をとり、指導助

言を受け進める。 

・教育に関する社会・産業・地域におけるニーズ等を踏

まえ、教育指導の改善、教育課程の編成、組織改組に

ついて検討する。また、社会・産業・地域ニーズを踏まえ

た高度な人材育成に取り組むため、産業分野との連

携、アントレプレナーシップ教育を通じた教育の高度化

を目的とした取組を推進する。 

・地域連携テクノセンター内に準備した起業家工房の環

境を活用しながら、TeSH（Tech Startup HOKURIKU）へ

の応募を通して学生や教員のアントレプレナーシップを

醸成する。 

・専攻科では大学・大学院との交流を進め、社会情勢を

見据えながら、連携教育プログラムの構築について精

査し検討する。  

② グローバルに活躍しうるエンジニアとしての能力

の伸長に取り組むため、単位認定制度や単位互換協

定に基づく海外留学や海外インターンシップなど学生

が海外で活動する機会を後押しする体制を充実する

とともに、学生の実践的な英語力、国際コミュニケーシ

ョン力の向上や、海外活動を積極的に経験しグローバ

ルな視点で課題解決にチャレンジできる人財を育成す

る国立高等専門学校の取組への重点的な支援を行

う。 

② グローバルに活躍しうるエンジニアとしての能力の

伸長に取り組むため、以下の取組を実施する。 

・海外高等教育機関との協定・協力を推進し、海外留学

や海外インターンシップ、学生交流の充実を図る。 

・海外活動報告会や交流会などを実施しグローバルな

意識を高める。 
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③  学生の様々な体験活動の参加機会の充実に資

するため、以下の取組を実施する。 

・全国高等専門学校ディープラーニングコンテストやロ

ボットコンテストなどの全国的なコンテストの活動を支

援する。 

・学生へのボランティア活動の意義の啓発や災害時に

おけるボランティア活動への参加の奨励、顕著なボラ

ンティア活動を行った学生の顕彰等によりボランティア

活動の参加を推奨する。 

・学生に対して、国際交流に資する情報の提供を充実

させ、学生の国際会議や「トビタテ！留学 JAPAN」プ

ログラム、海外留学等、グローバルに活躍するエンジ

ニアとして求められる資質・能力を伸長する海外活動

等を経験する機会の拡充を図る。 

③  学生の様々な体験活動の参加機会の充実に資す

るため、以下の取組を実施する。 

・各種コンテスト及び高専体育大会はもとより、地域と連

携したプロジェクトなど対外的なイベントへの参加を積

極的に奨励する。 

・学生の多様な活動を円滑に進めるため、学校全体で

支援体制の抜本的な見直しを図るとともに、校内環境

の整備を進める。 

・「トビタテ！留学 JAPAN」プログラムをはじめとする各

種奨学金制度等の積極的な活用を促すとともに、学生

の国際会議、海外留学、短期教育プログラム等海外活

動等に参加する機会の拡充を図る。 

・海外活動報告会や交流会などを実施しグローバルな

意識を高める。【再掲】 

・短期の英語による高専教育プログラム・インターンシッ

プの受入れ等海外からの学生と高専生が協働し、切磋

琢磨する機会を提供する。 

（３）多様かつ優れた教員の確保 

以下に掲げる方策をそれぞれ又は組み合わせて実施

することにより、多様かつ優れた教員を確保するととも

に、教員の教育研究力の向上を図る。 

① 専門科目担当教員の公募において、応募資格の

一つとして、博士の学位を有する者を掲げることを原

則とする。 

（３）多様かつ優れた教員の確保 

以下に掲げる方策をそれぞれ又は組み合わせて実施

することにより、多様かつ優れた教員を確保するととも

に、教員の教育研究力の向上を図る。 

① 専門科目担当教員の公募において、応募資格の一

つとして、博士の学位を有する者を掲げることを原則と

する。ただし、教員の募集にあたっては組織的な配慮を

行った上で、募集要項の適正化を図る。また、教員採用

選考に際しては多角的に人物選考ができる体制とす

る。 

② 企業や大学に在職する人材など多様な教員を配

置するため、クロスアポイントメント制度を推進する。 

また、民間で活躍する人材の活用を行うことで、教育

内容の高度化を図る。 

②  企業や大学に在職する人材など多様な教員を配

置するため、クロスアポイントメント制度を推進する。ま

た、民間で活躍する人材の活用を行うことで、教育内容

の高度化を図る。 

③ ライフステージに応じた柔軟な勤務時間制度や同

居支援プログラム（育児等のライフイベントにある教員

が他の国立高等専門学校で勤務できる制度）等の取

組を実施する。 

③ ライフステージに応じた柔軟な勤務時間制度や同居

支援プログラム（育児等のライフイベントにある教員が

他の国立高等専門学校で勤務できる制度）等の取得を

促す。 

④ 外国人教員の採用を進めるため、外国人教員の

積極的な採用を行う国立高等専門学校への支援を充

実する。 

④ 常勤・非常勤を問わず、外国人教員の採用も視野

に入れて、教員選考を実施する。 

⑤ 多様な経験ができるよう、採用された学校以外の

高等専門学校や大学などに１年以上の長期にわたっ

て勤務し、また元の勤務校に戻ることのできる人事制

度を活用する。 

⑤ 機構本部が実施する人事交流制度を活用し、本校

以外の高等専門学校や大学などに１年以上の長期に

わたって勤務するなど、教員に多様な経験を積ませる

機会を奨励する。また、各種制度の希望照会等につい

て周知を徹底し、実績を生み易い環境整備を推進す

る。 

⑥ 教員の能力の向上を図るため、教育、学生支援、

研究等の教員に求められる資質・能力の可視化を進

めるとともに、それらを活用し、法人本部及び各国立

高等専門学校における体系的な研修等の組織的な実

施（ファカルティ・ディベロップメント）とともに、学校の

枠を超えた研修グループ等の活動を推奨する。 

⑥ 学内でのＦＤ講演会及びＦＤ研修会を企画・開催す

る。学外のＦＤ活動に関する情報発信を行い、積極的な

参加を促す。 
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⑦ 教育活動や生活指導などにおいて顕著な功績が

認められる教員や教員グループの顕彰を実施する。 

⑦ 機構本部の教員顕彰制度などを活用し、教育活動

や生活指導などにおいて顕著な功績が認められる教員

や教員グループの顕彰を実施する。また、校内における

教員の業績評価に規則を制定し、教員の意欲向上を図

る。 

（４）教育の質の向上及び改善 

① 国立高等専門学校の特性を踏まえた教育方法や

教材などの共有化、各高等専門学校の特色ある教育

内容・教育手法の相互活用といった、スケールメリット

を活かした教育の質の向上に向けた取組を行うととも

に、モデルコアカリキュラムに基づく教育の質保証をさ

らに強化する。また、変化する社会ニーズに対応した

人材を育成するため、産業界や行政と連携し、モデル

コアカリキュラムの継続的な見直しを図る。 

各国立高等専門学校 においては各地域におけるニ

ーズ等を踏まえた特色ある教育の強化を図る。 

また、各国立高等専門学校 におけるディプロマポリ

シー、カリキュラムポリシー、アドミッションポリシーに

基づいた教学マネジメントの実践を推進し、教育の改

善を行う。 

（４）教育の質の向上及び改善 

① 国立高等専門学校の特性を踏まえ、モデルコアカリ

キュラムに基づく教育の質保証をさらに強化する。 

 

【教務主事】  

・1 年生のキャリア教育の一環として入学前教育、初年

次教育を実施する。 

・学習支援室について、組織的に成績不振の学生のケ

アを実施する。 

・モデルコアカリキュラムをベースにした教育を実施し、

見直しを常に図り、学生の質保証を努力する。 

 

【機械工学科】 

・次世代産業に対応できるスキルを持つ人材育成を目

指し、各種ワークショップなどで知見を収集して、専門科

目の高度化と情報技術を活用する能力の育成を推進す

る。 

・変化の激しい社会に対応できる人材育成を目指し、カ

リキュラムに地元企業との協働教育や、産業展示会の

見学などを取り入れ、カリキュラムにフィードバックする。 

・教材共有や社会ニーズの取り込みを行うことにより、

効率的に MCC に基づく効果的な教育の質保証及び個

別科目の継続的な改善を行う。 

・現在進行中の地域課題解決型授業をさらに充実させ、

学生の地域への理解を深めるともに、問題解決能力を

養うための教育を行う。 

・上記教育改善の成果について、アンケート等に基づい

た継続的な評価と改善を行う。 

  【電気電子工学科】 

・変化する社会ニーズに加え、各地域におけるニーズ等

を踏まえた特色ある教育の強化を図るために、ディプロ

マポリシー、カリキュラムポリシー、アドミッションポリシ

ーの見直しを行う。さらに改定３ポリシーに基づき、実践

的・創造的技術者を育成するため、地域や産業界等が

直面する課題の解決や新たな価値・産業の創出を目指

し、地域産業の持続的成長を支える専門人材を育成す

るための教育課程改定案を作成する。この際、モデルコ

アカリキュラムに基づく教育の質保証をさらに強化す

る。新しい教育課程の実施後は、継続的に見直しを行

う。 

・スケールメリットを活かした教育の質の向上に関する

検討を行う。 

・地域ニーズ等を踏まえた特色ある教育の強化を図る

べく検討を行う。 
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  【電子情報工学科】 

 ・モデルコアカリキュラム(MCC)及びディプロマポリシー

に基づいた授業を実践する。 

・低学年における基礎能力 の向上のための仕組みを、

高学年においては、PBL 型カリキュラム等、応用分野を

充実できるよう検討する。 

・全体として社会のニーズ、学生のレベルアッ プのため

必要に応じて、科目や実験演習の新規設置や統廃合を

検討していく。 

  【物質工学科】 

・企業や大学等との共同研究を促進して、本科卒業研

究や専攻科特別研究の質的の向上を図る。 

・学科改組に伴い、材料・生物系として化学・生物に関

する情報関連教育の高度化と国立高等専門学校間で

の共有化に取り組む。 

・プログラミングできる科学者の輩出を目指し、Python

言語の導入に取り組む。 

  【環境都市工学科】 

・モデルコアカリキュラムの改訂にあわせ、建設系分野

と建築系分野の複合融合学科としての適合を定着させ

る。また、必修科目で二級建築士の受験資格が得ら

れ、選択科目の修得で一級建築士の受験資格が得ら

れる科目構成を維持する。 

・3 年次以降の BYOD を利用した学習環境を活用し、数

理・データサイエンスに関する学生のスキルアップを図

るとともに、ＰＢＬ型の演習や卒業研究において、社会

的課題の解決を目指したテーマについて継続的に取り

組む。 

・学生の資格取得を後押しする受験料補助や単位認定

制度の周知を徹底し、合格者数の増加を目指す。 

・多様な学生に適切な指導を行うために、教員の教育ス

キルの向上を目的としたＦＤに積極的かつ継続的に取り

組む。 

  【一般科目教室(自然系)】 

・MCC に対応した学習内容を考慮し、数学科・理科で

は、教科間で連携をとりながら、自然現象の基本法則や

概念を理解させ、思考力・表現力・創造力の育成を図る

とともに、問題解決能力の向上を目指する。特に低学年

では必要に応じて補習等を実施し、基礎学力の定着を

志向する。 

・体育科では、調和のとれた社会人として、身体・健康・

安全に関する知識の習得や身体運動実践能力の獲得

を目指すほか、能動学習を促す授業を実施する。 

  【一般科目教室(人文系)】 

・国語科では、学校行事やキャリア教育に係る取り組み

への支援も含めた授業を行う。さらに、教材を通して実

践的な言語運用能力、論理的思考力を育成すること、

および言語文化への理解を深化させることを目標とす

る。 

・社会科では、モデルコアカリキュラムに基づき策定され

たカリキュラムの実施を推進するとともに、各科目の特

性をふまえつつその改善点について 随時点検を図る。 

・英語科では、基礎的な英語力、実践的な英語コミュニ

ケーション能力、理工英語運用能力の育成を基盤としな

がら、幅広い国際的視野、異文化への深い理解、国際
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志向性を育むような授業実践を行うことを目標とする。 

  【専攻科長】 

・地域産業の持続的成長を支える専門人材を育成する

ため、地域の産業界等との連携を進め、地域や産業界

等が直面する課題の解決や新たな価値・産業の創出を

目指し、インターンシップならびに県内の連携プログラム

の実施を通じた大学及び地元企業・自治体等との共同

教育を推進する。 

・専攻科のディプロマポリシー、カリキュラムポリシー、ア

ドミッションポリシーに基づきつつ、本科と協調しながら

教学マネジメントの実践を推進し、教育の改善を行う。 

  【創造教育開発センター】 

・Web シラバスの有効活用、アクティブラーニングなどの

教育実践、学生の学習効果の見える化などの取り組み

に関して、教員への情報提供を継続的に行う。 

・新しい教育課程の検証を行う。 

・学内アンケートの実施状況の把握とアンケート結果の

フィードバックのあり方を検討する。 

・「授業評価アンケート」「卒業生・修了生アンケート」を

含むセンターが行うアンケートの総合的な見直しを行

う。 

・学習支援の在り方の検討を行う。 

② 学校教育法第 123 条において準用する第 109 条

第 1 項に基づく自己点検・評価や同条第２項に基づく

文部科学大臣の認証を受けた者による評価など通じ

て教育の質の向上を図る。そのため、各国立高等専

門学校の評価結果について、優れた取組や課題・改

善点を共有することにより、評価を受けた学校以外の

国立高等専門学校の教育の質の向上に努める。 

② 機関別認証評価及び国立高専教育国際標準

（KIS）、外部有識者会議などの評価を通じての教育の

質の向上を図る。また、校内の自己点検・評価システム

の見直しを適宜行い、各種評価への対応を円滑にす

る。 

③ 地域や産業界が直面する課題解決及び新たな価

値・産業の創出を目指した実践的教育に向けて、課題

解決型学習（PBL）を推進するとともに、産業界等との

連携による教育プログラム・教材開発等の取組を実施

する。 

③ 以下のように課題解決型学習（PBL）を推進し、産業

界等との連携を深める。 

・4 年生の学際科目のひとつである「プロジェクト演習」

の内容を充実させる。 

・地域や産業界が直面する課題解決及び新たな価値・

産業の創出を目指した課題解決型学習（PBL）を推進す

るとともに、産業界等との連携による教育プログラム・教

材開発等の取組を進める。 

・「地域連携アカデミア」会員企業から実務的な課題を

集めて実施する PBL 教育を推進する。また、「地域連携

アカデミア」会員企業を中心に国内外での校外実習・イ

ンターンシップを依頼し、産業界とも連携しながら実践的

な教育を展開する。 

④ 高等専門学校教育の高度化に向けて、技術科学

大学との間で定期的な連携・協議の場を設け、教員

の研修、教育課程の改善、国立高等専門学校と技術

科学大学との間の教育の接続、共同研究、人事交流

などの分野で有機的な連携を推進する。 

④ 技術科学大学との間で教育の接続、共同研究、人

事交流などの分野で有機的な連携を推進する。 
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（５）学生支援・生活支援等 

① 中学校卒業直後の若年層の学生を受入れ、か

つ、約４割の学生が寄宿舎生活を送っている特性を踏

まえ、カウンセラーやソーシャルワーカー等の専門職

を一層活用するとともに、児童相談所や警察、社会福

祉関係機関等との有機的連携を進め、学生支援体制

の充実を図る。また、いじめ防止に関する取組や障害

を有する学生への配慮に資する取組等を外部専門家

の協力を得て積極的に推進する。 

（５）学生支援・生活支援等 

① カウンセラーやソーシャルワーカー等の専門職を一

層活用するとともに、他関係機関等との有機的連携を

進め、以下のように、学生支援体制の充実を図る。 

・学内外の関係各所と協働して学生支援にあたる。 

・学外カウンセラーに加え、学生相談室員も相談室に配

置し、相談体制を拡充させる。 

・スクールソーシャルワーカーの勤務日を隔週から毎週

にし、学生、保護者の支援を行う。また、ソーシャルワー

カーは彼らを取り巻く関係機関とのやり取りを担う。 

・学外におけるメンタルヘルス関係の研修会に教職員を

積極的に派遣するとともに、教職員向け講演会および

学生対応に関するワークショップを企画するなどし、学

生支援に関する教職員の資質向上に努める。 

・高専生活アンケートを全学対象に実施し、困りごとを抱

えている学生の早期発見及び支援を行う。 

② 独立行政法人日本学生支援機構などと緊密に連

携し、高等教育の教育費負担軽減に係る奨学金制度

などの学生の修学支援に係る各国立高等専門学校

や学生への情報提供体制を充実させるとともに、税制

上の優遇措置を適切に情報提供すること等により、産

業界等の支援による奨学金制度の充実を図る。 

② 高等教育の教育費負担軽減に係る奨学金制度など

の学生の修学支援に係る学生への情報提供体制を充

実させる。とくに、多様な情報共有方法を用いて周知機

会を冗長化させ、伝達漏れを極力軽減する対策を講じ

る。 

③ 学生の適性や希望に応じた多様な進路選択のた

め、卒業生や同窓会と連携し、低学年からのキャリア

教育を推進するとともに、企業情報、就職・進学情報

の提供や相談体制を含めたキャリア形成に資する体

制の充実を図る。また、卒業時に満足度調査を実施

する等キャリア支援体制の充実に活用すること等によ

り、国立高等専門学校全体の就職率については、第４

期中期目標期間と同様の高い水準を維持する。 

③ 学生の適性や希望に応じた多様な進路選択に向け

て、各学年に対してそれぞれに適切なキャリア教育を推

進するとともに、企業情報、就職・進学情報の提供や、

先輩講座などを含めたキャリア形成支援体制の充実を

図る。さらに進学希望者に向けた支援を充実させる。 

１．２ 社会連携に関する事項 

① 国立高等専門学校において開発した実践的技術

等のシーズを広く企業や地域社会の課題解決に役立

てることができるよう、教員の研究分野や共同研究・

受託研究の成果などの情報を印刷物、ホームページ

など多様な媒体を用いて発信する。 

１．２ 社会連携に関する事項 

① ホームページや地域連携テクノセンター活動紹介誌

「JOINT」、パンフレット等の印刷物を使用して教職員の

研究シーズ、共同研究や受託研究の成果を発信する。 

② 地域社会のニーズの把握や各国立高等専門学校

の枠を超えた連携などを図りつつ、社会連携のコーデ

ィネートや教員の研究分野の活動をサポートする国立

高専リサーチ・アドミニストレータ（KRA）や地域共同テ

クノセンター等を活用して、産業界や地方公共団体と

の共同研究、受託研究の受入れを促進するとともに、

その成果の社会発信や知的資産化に努める。 

② 研究推進、産学連携、知的財産に関する 3 名のＲＡ

（リサーチアドミニストレータ）と連携して外部資金の申

請や共同研究の促進、特許の申請に努める。 
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③ 各国立高等専門学校における強み・特色・地域の

特性を踏まえた取組や学生活動等の様々な情報を広

く社会に発信することを促進する。 

③ 本校の強み・特色・地域の特性を踏まえた取組や学

生活動等の様々な情報を広く社会に発信するため、以

下の取組を実施する。 

・情報発信機能を強化するため、報道機関等との関係

構築に取り組む。 

・地域連携の取組や学生活動等の様々な情報を、ホー

ムページや報道機関への情報提供等を通じて、積極的

に社会に発信するとともに、報道内容及び報道状況を

法人本部に随時報告する。 

・本校が進めているさまざまな地域連携の取り組みの状

況についてホームページなどで発信するとともに、新聞

など学外のメディアなどにも積極的に情報提供するよう

心掛ける。 

・本校主催の産官学連携イベント「JOINT フォーラム」に

おいて、本校教職員や学生が地元企業との共同研究成

果や PBL 教育の成果を発表する。 

④ 地域ニーズを踏まえ、各国立高等専門学校の特

色をいかし、地域の小中学生を対象とした理工系人

材育成支援を行う。また、地域の社会人を対象とした

講座等の実施を推進する。 

④ 地域の小中学生を対象としたジュニアドクター育成

塾や公開講座、出前授業を通して理工系の面白さを伝

える教育を実施する。また、福井県社会基盤メンテナン

ス教育プロジェクト等、地域の社会人を対象としたリカレ

ント教育を実施する。【再掲】 

１．３ 国際交流に関する事項 

① 諸外国への「日本型高等専門学校教育制度

（KOSEN）」の導入支援にあたって、以下の取組を実

施する。 

・各国の日本国大使館や独立行政法人国際協力機構

（JICA）等の関係機関と組織的・戦略的に連携し、諸

外国の政府関係者の視察受入及び法人本部との意

見交換を通じて、「KOSEN」についての正しい理解の

浸透を図る。 

・我が国と当該国の政府間合意の内容に基づいた体

制整備を図る。 

・それとともに、諸外国の要請や教育制度との接続等

を踏まえ、「KOSEN」導入に向けた教育課程の編成を

支援するとともに、当該国の教員を我が国に招き、国

立高等専門学校での実践的な研修等を実施する。 

・「KOSEN」導入機関の国立高専教育国際標準（KIS）

認定に向けた指導・助言を実施し、「KOSEN」の国際

的な質保証を担保する。「KOSEN」の導入支援に取り

組んでいる、モンゴル、タイ、ベトナムの３か国につい

ては、各国政府と連携・協議し、その要請等に応じた

支援に取り組む。 

１．３ 国際交流に関する事項 

① 法人本部と連携し、校長のリーダーシップの下、以

下の国際交流支援に取り組む。 

・海外の高専等との連携・支援策を積極的に模索する。 

・法人本部の国際化への取組に積極的に参加する。 

・国立高専教育国際標準（KIS）の評価を受審する。 

② 「KOSEN」の導入支援に係る取組は、各国立高等

専門学校における教育への裨益を重視し、学生及び

教職員が参画する機会を得て、国際交流の機会とし

ても活用し、「KOSEN」の海外展開と国立高等専門学

校の国際化を一体的に推進する。 

② 海外展開と国立高等専門学校の国際化を一体的に

推進するため、以下の内容を推進する。 

・法人本部の国際化への取組に積極的に参加する。

【再掲】 

・法人本部の国際化への取組に積極的に参加する。

【再掲】 
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③ グローバルに活躍しうるエンジニアの育成を図る

ため、以下の取組を実施する。

・グローバルに活躍しうるエンジニアとしての能力の伸

長に取り組むため、単位認定制度や単位互換協定に

基づく海外留学や海外インターンシップなど学生が海

外で活動する機会を後押しする体制を充実するととも

に、学生の実践的な英語力、国際コミュニケーション

力の向上や、海外活動を積極的に経験し、グローバ

ルな視点で課題解決にチャレンジできる人財を育成す

る国立高等専門学校の取組への重点的な支援を行

う。【再掲】

・学生に対して、国際交流に資する情報の提供を充実

させ、学生の国際会議や「トビタテ！留学 JAPAN」プ

ログラム、海外留学等、グローバルに活躍するエンジ

ニアとして求められる資質・能力を伸長する海外活動

等経験する機会の拡充を図る。【再掲】

③ グローバルに活躍しうるエンジニアの育成を図るた

め、以下の取組を実施する。

・海外高等教育機関との協定・協力を推進し、海外留学

や海外インターンシップ、学生交流の充実を図る。【再

掲】

・海外活動報告会や交流会などを実施しグローバルな

意識を高める。【再掲】

・短期の高専教育プログラム・インターンシップの受入れ

等海外からの学生と高専生が協働し、切磋琢磨する機

会を提供する。【再掲】

・「トビタテ！留学 JAPAN」プログラムをはじめとする各

種奨学金制度等の積極的な活用を促すとともに、学生

の国際会議、海外留学、短期教育プログラム等海外活

動等に参加する機会の拡充を図る。【再掲】

④ 国立高等専門学校のオンキャンパス国際化を推

進するため、以下の取組を実施する。

・外国人留学生の受入れ推進を図り、日本人学生と

留学生が切磋琢磨する教育環境を整備するために、

リエゾンオフィスを活用した海外への情報発信を強化

する。

・英語による短期教育プログラムの実施や、外国人留

学生に対する日本語教育支援の強化等により、留学

生の受入れ体制を充実する。

④ 本校の国際化のため、以下の取組を推進する。

・海外で活躍できる技術者としての能力の伸長に取り組

むため、単位認定制度に基づく海外留学や海外インタ

ーンシップなど学生が海外で活動する機会を後押しする

体制を充実するとともに、学生の英語力、国際コミュニ

ケーション力の向上や海外に積極的に飛び出すマイン

ドを育成する取組を実施する。

・学生に対して、国際交流に資する情報の提供を充実さ

せ、学生の国際会議や「トビタテ！留学 JAPAN」プログ

ラムへの参加、海外留学等の機会の拡充を図る。

⑤ 法人本部は、教員や学生の国際交流の際には、

文部科学省が定める「大学における海外留学に関す

る危機管理ガイドライン」に準じた危機管理措置を講

じて安全面への配慮を行う。

各国立高等専門学校においては、外国人留学生の学

業成績や資格外活動の状況等の的確な把握や適切

な指導等の在籍管理に取り組むとともに、法人本部に

おいて定期的に在籍管理状況の確認を行う。

⑤ 関係機関との連携により、国際交流の際の危機管

理への配慮を行う。また、外国人留学生に対しては、学

業成績と資格外活動等について把握及び指導等を行

う。

２．業務運営の効率化に関する事項 ２．業務運営の効率化に関する事項 

２．１ 一般管理費等の効率化 

高等専門学校設置基準により必要とされる最低限の

教員の給与費を含む人件費相当額及び各年度特別

に措置しなければならない経費を除き、運営費交付金

を充当して行う業務については、中期目標の期間中、

毎事業年度につき一般管理費及びその他の業務経

費について、１％の業務の効率化を図る。 

なお、毎年の運営費交付金額の算定については、運

営費交付金債務残高の発生状況にも留意する。 

２．１ 一般管理費等の効率化 

業務の効率的な運営を図る観点から、一般管理業務の

外部委託の導入や複数年契約の実施等により、コスト

削減を図る。契約にあたっては、原則として一般競争入

札等とし、競争性は透明性を図る。 

２．２ 給与水準の適正化 

給与水準については、国家公務員の給与水準を十分

考慮し、当該給与水準について検証を行い、適正化

に取り組むとともに、その検証結果や取組状況を公表

する。 

２．２ 給与水準の適正化 
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２．３ 契約の適正化 

業務運営の効率性及び国民の信頼性の確保の観点

から、随意契約の適正化を推進し、契約は原則として

一般競争入札等によることとする。 

さらに、引き続き「独立行政法人における調達等合理

化の取組の推進について（平成27 年５月25日総務大

臣決定）」に基づく取組を着実に実施することとし、「調

達等合理化計画」の実施状況を含む入札及び契約の

適正な実施については、監事による監査を受けるとと

もに、財務諸表等に関する監査の中で会計監査人に

よるチェックを要請する。また、「調達等合理化計画」

の実施状況をホームページにより公表する。 

２．３ 契約の適正化 

契約に当たっては、原則として一般競争入札等とし、企

画競争や公募を行う場合においても競争性、透明性の

確保を図る。 

２．４ 情報通信技術を活用した業務の効率化 

学生等に対するサービスの提供や教職員の負担軽減

及び業務効率化のため、デジタル・トランスフォーメー

ションを活用した業務改善等を推進する。 その際、

「情報システムの整備及び管理の基本的な方針」（令

和３年 12 月 24 日デジタル大臣決定）にのっとり、情報

システムの適切な整備及び管理を行う。 

２．４ 情報通信技術を活用した業務の効率化 

情報機器やクラウド利用料の費用が増加する傾向であ

る一方で BYOD の推進による演習室の使用頻度低下を

鑑み、これまでを上回らないコストで運用できるようにス

リム化を図る。一方、オンサイトの基幹システムやクラウ

ドサービスへのネットワーク利用については、これまで

同様に計画工事時間をのぞき可能性 99.9％レベルの稼

働率確保を目標とする。 

３．予算（人件費の見積もりを含む。）、収支計画及び

資金計画 

３．１ 戦略的な予算執行・適切な予算管理 

理事長のリーダーシップのもと、各国立高等専門学校

における教育上の自主性や強み・特色の機能強化を

後押しするため、学生活動、外部資金獲得状況等及

び学校運営状況に応じた予算配分方針をあらかじめ

定め、各国立高等専門学校に周知する等、透明性・

公平性を確保した予算配分に努める。 

独立行政法人会計基準の改訂等により、運営費交付

金の会計処理として、業務達成基準による収益化が

原則とされたことを踏まえ、引き続き、収益化単位の

業務ごとに予算と実績を管理する。 

３．予算（人件費の見積もりを含む。）、収支計画及び資

金計画 

３．１ 戦略的な予算執行・適切な予算管理                                    

校長のリーダーシップのもと、戦略的かつ計画的な予算

配分を行う。 

３．２ 外部資金、寄附金その他自己収入の増加 

社会連携活動の推進等を通じた外部資金等自己収

入の在り方を検討するとともに、その拡充を図ることに

より、財政基盤を強化する。また、地域等の産学官と

の連携強化により、共同研究、受託研究等を促進し、

外部資金の獲得に努めるとともに、教育研究環境の

維持・向上を図るため、卒業生、同窓会等との連携を

強化した広報活動を行い、寄附金の獲得に努める。 

３．２ 外部資金、寄附金その他自己収入の増加 

外部資金の獲得に努めるとともに、卒業生、同窓会等と

の連携を強化し、寄附金の獲得に努めるため、以下の

取組を行う。 

・本校の外部組織である「地域連携アカデミア」との社会

連携活動の推進等を通じて、外部資金等自己収入の拡

充方法の検討、その拡充を図り、財政基盤の強化を目

指す。また、本校リサーチアドミニストレーターを活用し

た、地域等の産学官との連携強化により、共同研究、受

託研究等を促進し、外部資金の獲得に努める。 

・卒業生、同窓会等との連携を強化した広報活動、教員

の研究内容・研究水準・研究環境の質的向上から、本

校の教育研究活動の活性化と外部資金獲得に繋げ、

教育研究環境の維持・向上を図る。 

・「地域連携アカデミア」の会員企業数の増加に向けて

継続的に努力し、寄附金のさらなる獲得に努める。 

・産学連携 RA と連携して「地域連携アカデミア」会員企

業との共同研究を促進させ、外部資金の申請や獲得に

努める。 

・福井高専基金等により、安定的に寄附が得られるよう

更なる改善を図る。 

３．３ 予算 

  別紙１ 
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３．４ 収支計画 

  別紙２ 

  

３．５ 資金計画 

  別紙３ 

  

４．短期借入金の限度額 

４‐１短期借入金の限度額 

156 億円 

  

４‐２ 想定される理由 

運営費交付金の受入れの遅延及び事故の発生等に

より緊急に必要となる対策費として借入することが想

定される。 

  

５．不要財産の処分に関する計画 

以下の不要財産について、譲渡又は現物を国庫に納

付する。 

①函館工業高等専門学校 

湯川町団地（北海道函館市湯川町 2 丁目 40 番 2）

2,118.70 ㎡ 

梁川町団地（北海道函館市梁川町 13 番 10）912.75 ㎡ 

②福島工業高等専門学校 

下平窪団地（福島県いわき市平下平窪字鍛冶内 30

番 2、30 番 7）1,500.44 ㎡ 

桜町団地（福島県いわき市平字桜町 4 番 1）479.05 ㎡ 

③長野工業高等専門学校 

 黒姫団地（長野県上水内郡信濃町大字野尻字黒姫

山 3884-6）8,547.00 ㎡ 

④沼津工業高等専門学校 

香貫宿舎団地（静岡県沼津市南本郷町 569 番、570

番）287.59 ㎡ 

⑤舞鶴工業高等専門学校 

大波団地（京都府舞鶴市字大波上小字滝ケ浦 1112

番）453.90 ㎡ 

⑥徳山工業高等専門学校 

御弓町団地（山口県周南市大字徳山字上御弓丁

4197 番 1）1,321.37 ㎡ 

周南住宅団地（山口県周南市周陽三丁目 21 番 2）

1,310.32 ㎡ 

⑦有明工業高等専門学校 

宮原団地（福岡県大牟田市宮原町一丁目 270 番）

2,400.54 ㎡ 

正山 71 団地（福岡県大牟田市正山町 71 番 2）284.31

㎡ 

⑧熊本高等専門学校 

平山宿舎団地（熊本県八代市平山新町字西新開

3142 番 1）2,773.00 ㎡ 

新開宿舎団地（熊本県八代市新開町参号 3 番 94）

1,210.26 ㎡ 

  

６．剰余金の使途 

決算において剰余金が発生した場合には、教育研究

活動の充実、学生の福利厚生の充実、産学連携の推

進などの地域貢献の充実及び組織運営の改善のた

めに充てる。 

６．剰余金の使途                                                                       

 決算において剰余金が発生した場合には、教育研究

活動の充実、学生の福利厚生の充実、産学連携の推

進などの地域貢献の充実及び組織運営の改善のため

に充てる。 

７．その他業務運営に関する重要事項   
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７．１ 施設及び設備に関する計画 

① 安全・安心な教育環境の確保等にあたっては、

「国立高専機構施設整備５か年計画」及び「国立高等

専門学校機構インフラ長寿命化計画」に基づき、老朽

化した施設の改善に併せて、非構造部材の耐震化や

ライフラインの更新、避難所としての防災機能強化等

を実施する。 

また、高等専門学校教育 の高度化・国際化へ対応す

るため、社会の変化や時代のニーズ等国立高等専門

学校を取り巻く環境の変化を踏まえ、必要な整備を計

画的に推進する。 

さらに、SDGs への対応として、男女共同参画を推進

するための環境整備などダイバーシティを考慮した施

設整備を進めるとともに、老朽化した施設を改修する

際の省エネ・カーボンニュートラルの促進や適切な維

持管理の実施など、戦略的な施設マネジメントに努め

る。 

７．１ 施設及び設備に関する計画 

① 安全・安心な教育環境の確保等にあたっては、「国

立高専機構施設整備５か年計画」及び「国立高専機構

インフラ長寿命化計画」に基づき、老朽化した施設の改

善に併せて、非構造部材の耐震化やライフラインの更

新、避難所としての防災機能強化等を実施する。また、

高等専門学校教育 の高度化・国際化へ対応するた

め、社会の変化や時代のニーズ等国立高等専門学校

を取り巻く環境の変化を踏まえ、必要な整備を計画的に

推進する。優先度の高いものから予算要求し、福利厚

生施設の改修、校内インフラの更新等を計画的に実施

し、安全安心な教育研究環境の確保を図る。また、ダイ

バーシティを推進するため、修学・就業上の環境整備を

推進する。 

② 中期目標の期間中に専門科目の指導にあたる全

ての教員・技術職員が受講できるように、安全管理の

ための講習会を実施する。 

② 中期目標の期間中に専門科目の指導にあたる全て

の教員・技術職員が受講できるように、安全管理のため

の講習会を実施する。着任時に全ての教職員に対して

安全衛生管理研修を実施する。 

③ 各国立高等専門学校 の特色を踏まえた、入学志

願者や在校生にとっても魅力あるキャンパス環境の

形成に資する整備を実施する。 

③ 各国立高等専門学校 の特色を踏まえた、入学志

願者や在校生にとっても魅力あるキャンパス環境の形

成に資する整備を実施する。 

７．２ 人事に関する計画 

（１）方針教職員ともに積極的に人事交流を進め多様

な人材の確保及び育成を図るとともに、各種研修を計

画的に実施し資質の向上を図るため、以下の取組等

を実施する。 

① 課外活動、寮務等の業務の見直しを行い、教職

員の働き方改革に取り組む。 

７．２ 人事に関する計画 

① 多様な人材の確保及び育成を図るとともに、各種研

修を計画的に実施し資質の向上を図るため、以下の取

組等を実施する。 

・課外活動業務の見直しを行い、地域（外部）の支援も

受けながら、学校全体で負担軽減を図るよう制度改革

を進める。 

・現在運用している、再雇用教員を中心とした定年退職

者による学寮宿日直業務の希望制委託制度や、外部

委託を活用した宿直業務従事制度を今後も継続し、現

教職員の学寮宿日業務の効率化や負担軽減を目指

す。 

・学寮運営や寮生指導におけるキャリアアップ（「学寮マ

イスター」）を希望する教員については、宿日直業務の

従事回数を増やすなどの対応により、寮務関連教職員

だけに留まらない全校的な学寮運営や寮生指導を目指

す。 

② 理事長が法人全体の教員人員枠の再配分や各

国立高等専門学校の特色形成、高度化のための教

員の戦略的配置を行う枠組み作りに取り組む。 

② 教職員ともに積極的に人事交流を進め多様な人材

の育成を図るとともに、各種研修に参加させ資質の向

上を図る。 

③ 若手教員の人員確保及び教育研究力向上のため

に、各国立高等専門学校の教員人員枠管理の弾力

化を行う。 

③ 多様かつ優れた教員を確保するとともに、教員の教

育研究力の向上を図る。 
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④ 以下に掲げる方策をそれぞれ又は組み合わせて

実施することにより、多様かつ優れた教員を確保する

とともに、教員の教育研究力の向上を図る。 

・専門科目担当教員の公募において、応募資格の一

つとして、博士の学位を有する者を掲げることを原則

とする。【再掲】 

・企業や大学に在職する人材など多様な教員を配置

するため、クロスアポイントメント制度を推進する。【再

掲】 

・ライフステージに応じた柔軟な勤務時間制度や同居

支援プログラム（育児等のライフイベントにある教員が

他の国立高等専門学校で勤務できる制度）等の取組

を実施する。【再掲】 

・外国人教員の採用を進めるため、外国人教員の積

極的な採用を行った国立高等専門学校への支援を充

実する。【再掲】 

④ 以下に掲げる方策をそれぞれ又は組み合わせて実

施することにより、多様かつ優れた教員を確保するとと

もに、教員の教育研究力の向上を図る。 

・専門科目担当教員の公募において、応募資格の一つ

として、博士の学位を有する者を掲げることを原則とす

る。【再掲】 

・企業や大学に在職する人材など多様な教員を配置す

るため、クロスアポイントメント制度を推進する。【再掲】 

・ライフステージに応じた柔軟な勤務時間制度や同居支

援プログラム（育児等のライフイベントにある教員が他

の国立高等専門学校で勤務できる制度）等の取組を実

施する。【再掲】 

・常勤・非常勤を問わず、外国人教員の採用も視野に入

れて、教員選考を実施する。【再掲】 

・男女共同参画やダイバーシティに関する意識啓発を図

る。 

⑤ 教職員について、国立高等専門学校幹部人材育

成を視野に入れ、個人の事情にも配慮しつつ、機構

のスケールメリットを活かした積極的な人事交流を進

め多様な人材の育成を図るとともに、各種研修を計画

的に実施し資質の向上を図る。また、教職員の人事

交流の更なる活発化を図るための仕組みを構築す

る。 

⑤ 教職員ともに積極的に人事交流を進め多様な人材

の育成を図るとともに、各種研修に参加させ資質の向

上を図る【再掲】 

（２）人員に関する指標 

常勤職員について、その職務能力を向上させつつ業

務の効率化を図り、適切な人員配置に取り組むととも

に、事務の IT 化等により中期目標期間中の常勤職員

の抑制に努める。 

（２）人員に関する指標 

・常勤職員について、その職務能力を向上させるととも

に、中期目標期間中に全体として効率化を図りつつ、事

務の IT 化等により事務の合理化を進める。 

７．３ 情報システムの適切な整備・管理及び情報セキ

ュリティについて 

「情報システムの整備及び管理の基本的な方針」（令

和３年 12 月 24 日デジタル大臣決定）にのっとり、情報

システムの適切な整備及び管理を行う。 

また、「政府機関等のサイバーセキュリティ対策のた

めの統一基準群」に基づき、法人が定めた情報セキュ

リティ対策の基本方針及び対策基準等に従って、情

報セキュリティ対策を推進する。さらに、サイバーセキ

ュリティ戦略本部が実施する監査の結果等を踏まえ、

リスクを評価し、必要となる情報セキュリティ対策を講

じる。 

加えて、情報セキュリティインシデントに対して、インシ

デント内容並びにインシデント対応の情報共有を速や

かに行い、再発防止を行うとともに、初期対応徹底の

ための「すぐやる３箇条」を継続する。情報セキュリテ

ィインシデント予防及び被害拡大を防ぐための啓発を

行う。 

７．３ 情報システムの適切な整備・管理及び情報セキュ

リティについて 

予防保全として、校内有線ネットワークへの検疫はこれ

まで同様のレベルを維持するとともに、BYOD の推進に

より校内無線 LAN においてはゼロトラストの考え方を導

入する。すなわち、端末の不正な接続や接続後のふる

まいを検知できる仕組みを図る。事後保全として、総合

情報処理センタースタッフのスキルアップと、インシデン

トにチームで対応できるような組織化を継続する。 

７．４ 内部統制の充実強化 

① 理事長のリーダーシップのもと、機構としての迅速

かつ責任ある意思決定を実現するため、役員会・企画

委員会や校長・事務部長会議その他の主要な会議や

各種研修等を通じ、法人としての課題や方針の共有

化を図るとともに、学校運営及び教育活動の自主性・

自律性や各国立高等専門学校の特徴を尊重するた

め、各種会議を通じ、各国立高等専門学校の意見等

を聞く。また、必要に応じ機動的に、WEB 会議システ

ムを活用した役員会の開催を行う。 

７．４ 内部統制の充実強化 

① 校長のリーダーシップのもと、学校としての迅速か

つ責任ある意思決定を実現するため、必要に応じ機動

的な会議開催を行う。また、学校運営会議その他の主

要な会議や各種研修等を通じ、法人としての課題や方

針の共有化を図ると共に、学校としての課題や方針の

共有化を図る。さらに、本校の学校運営及び教育活動

等の特徴を活かし、魅力の創出を諮ると共に、各種会

議を通じてその情報の共有化を図る。 
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② 法人全体の共通課題に対する機構のマネジメント

機能を強化するため、理事長と各国立高等専門学校

長との面談等を毎年度実施するとともに、リスクマネ

ジメントを徹底するため、事案に応じ、法人本部及び

国立高等専門学校が十分な連携を図りつつ対応す

る。

② 学校として、法人全体の共通課題に対応する。ま

た、法人本部と学校との十分な連携を図り、速やかな情

報の伝達・対策などを行う。

③ これらが有効に機能していること等について、内

部監査等によりモニタリング・検証するとともに、公正

かつ独立の立場から評価するために、監事への内部

監査等の結果の報告、監事を支援する職員の配置な

どにより、監事による監査機能を強化する。

③ 講演会・講習会などを行い、教職員のコンプライア

ンス意識涵養に努める。加えて、高専相互会計内部監

査を実施し、他高専と情報を共有して必要なことは速や

かに改善する。また、学内定期監査も実施し、適正な執

行状況の維持に努める。

④ スケールメリットを活かしマネジメント機能の強化

を図るため、法人全体の共通課題等を踏まえ、必要

に応じ各種規程・ガイドライン及びマニュアル等の見

直しを行う。

法人共通の「研究機関における公的研究費の管理・

監査のガイドライン」及び「公的研究費等不正防止計

画」に基づく取組の実施、また、必要に応じ適切に取

組内容を見直すことにより、組織全体として、不正を

事前に防止する体制や不正を発生させない組織風土

を形成する。

④ 法人共通の「研究機関における公的研究費の管

理・監査のガイドライン」及び「公的研究費等不正防止

計画」に基づく取組の実施、また、必要に応じ適切に取

組内容を徹底し、不適正経理を防止する。

⑤ 各国立高等専門学校において、機構の中期計画

及び年度計画を踏まえ、個別の年度計画を定めるこ

ととする。なお、その際には、各国立高等専門学校及

び各学科の特性に応じた具体的な成果指標を設定す

る。

⑤ 機構の中期計画及び年度計画を踏まえ、本校の中

期計画及び年度計画を定める。中期計画及び年度計画

の進捗状況を確認するため、定期的に自己点検・評価

及び外部有識者会議を行う。
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Ⅳ．令和７年度年度計画 

 

１． 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため 

に取るべき措置 

１．１ 教育に関する事項 

（１）入学者の確保 

・4月に、福井県教育委員会に本校の現状説明及び広報を行い、その他福井県内中学校を

訪問し、次年度入試に関する説明と理解を求める。 

・福井県、滋賀県、石川県の中学校訪問を行い、入試について、在校生・卒業生の近況、

本校の現状を説明することで、中学校教員の高専に対する理解度の向上に努める。ま

た、学校紹介のガイド等を配布する。 

・7月に大阪で開催される KOSEN FES2025 に教員を派遣し、本校入試の PRを行う。 

・複数校受験について検討する。 

・5月にキャンパスウオーク 2025 を、9 月にキャンパスツアー2025 を開催する。 

・入試説明会を本校、福井県各所、滋賀県、石川県において開催する。 

・中学校からの高校説明会の依頼に対応し、積極的に参加する。 

・福井県、滋賀県、石川県の中学校を対象に、カレッジガイド等の学校紹介の資料を配

布し、本校の PR に努める。 

・ジュニアドクター育成塾の塾生とその保護者にオープンキャンパスへの参加を促し、

本校の PRに努める。 

・オープンキャンパスの補助学生として女子学生を積極的に登用し、中学生および保護

者に優秀な女子学生が地域社会で活躍していることをアピールする。 

・本校 OGの女性エンジニアと中学生・保護者が交流する機会を設け、女性の高専卒業生

がエンジニアとして活躍し、地域社会からも高い評価を受けていることをアピールす

る。 

・ホームページ英語版コンテンツや広報資料を充実させる。 

・短期の英語による高専教育プログラム・インターンシップの受入れ等海外からの学生

と高専生が協働し、切磋琢磨する機会を提供する。 

・KOSEN Global Camp への学生の参加を促す。 

・入学試験の出願、オープンキャンパスおよび入試説明会の申し込みは、インターネッ

トを利用したシステムで受け付け、中学生・保護者・中学校にとっての利便性を確保

する。 

・障害がある受験生から申請があった場合、受験時の合理的配慮に関して、対応事例を

参考にしながら、ルールに基づいて適切に実施する。 

 

（２）教育課程の編成等 
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〇 学生による顕著なボランティア活動に対する表彰制度を周知する。 

〇 「トビタテ！留学 JAPAN」プログラムをはじめとする各種奨学金制度等の積極的な活

用を促すとともに、学生の国際会議、海外留学、短期教育プログラム等海外活動等に

参加する機会の拡充を図る。 

〇 KOSEN Global Camp への学生の参加を促す。【再掲】 

・高度情報化人財育成に向けた学科再編に対応した教育課程を編成する。 

・本校の強みを生かした専攻科の充実に向けて、令和 8 年度から実施される本科の改組の

動向を踏まえ、関連情報の収集と分析を行う。また、学生の創造的なモノづくり活動やス

タートアップマインドの醸成に向けて、設備・資材・人的支援を含む体制の整備に取り組

む。 

・社会・産業・地域ニーズに対応するため、専攻科創造デザイン演習、本科プロジェクト

演習等における産業界との連携を通じてニーズを把握し、次世代基盤技術教育のカリキュ

ラム化を検討する。 

・アントレプレナーシップ教育や社会実装教育の実践に資するため、産業界との連携を進

め、北陸地区のスタートアッププラットフォーム（TeSH）、機構本部のプログラムを活用

していく。 

・令和 5 年度にスタートアップ環境整備事業で導入した設備や地域連携テクノセンター内

に準備した起業家工房（イノベーションラボ）を活用し、学生へのアントレプレナーシッ

プ教育を行う。また、TeSH（Tech Startup HOKURIKU）に参画し、教員の起業マインドを醸

成する取り組みを推進する。 

・正課とビジネスアイディアコンテストとの連携によるアントレプレナーシップ教育の高

度化を図る。 

・本年度も継続して、長岡、豊橋技科大等大学のインターンシップ制度を活用する。 

・海外インターンシップについて、安定的かつ持続可能な実施を検討する。 

・専攻科生について、近隣地域の大学・高専との教育連携を検討する。 

・海外高等教育機関との協定・協力を推進し、海外留学や海外インターンシップ、学生交

流の充実を図る。 

・海外活動報告会や交流会などを実施したり，KOSEN Global Camp やトビタテ!留学 JAPAN

への参加を促すことでグローバルな意識を醸成する。さらに，海外の大学等との連携を模

索する。 

・学生の実践的な英語力、国際コミュニケーション力の向上を図る一環として TOEIC や各

種外部試験受験の推奨、オンライン英会話・受験対策講座等の学習支援を積極的に行う。 

・高専体育大会やロボコン、プロコン、デザコンなど各種競技・コンテスト、地域と連携

したプロジェクトなどへの積極的な参加を奨励する。 

・本年度本校が主管となる全国高専デザインコンペティション 2025 について、確実な運営

を目指す。 
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・「ガリレオコンテスト」と 1 年生対象の「ガリレオの卵コンテスト」を開催し、探究・

創造型学習の基礎となる場を構築して、課題発見、企画立案、実践、報告に至る一連の能

力の育成を図る。 

・学生の多様な活動に資する場を提供できるよう、校内の環境整備を図る。 

・正課とビジネスアイデアコンテストとの連携によるアントレプレナーシップ教育の高度

化を図る。 

・毎年実施しているクリーン大作戦を継続的に実施する。 

・学生のボランティア活動を推奨するため、活動機会の情報を提供する。 

・「トビタテ！留学 JAPAN」プログラムをはじめとする各種奨学金制度等の積極的な活用を

促すとともに、学生の国際会議、海外留学、短期教育プログラム等海外活動等に参加する

機会の拡充を図る。 

 

（３）多様かつ優れた教員の確保 

・専門科目担当教員の公募において、豊富な経験や高度な力量を有し、かつ、多様な人

材を確保できるように応募資格の一つとして、博士の学位を有する者を掲げる。 

・企業や大学に在職する人材など多様な教員の配置を可能とするため、クロスアポイン

トメント制度の利用について、本校の教員人員枠を確認しながら検討をすすめる。 

・ライフステージに応じた柔軟な勤務時間制度や同居支援プログラム等の取組を実施す

る。 

・女性研究者支援プログラムなどの実施により女性教員の働きやすい環境の整備を進め

る。 

・ライフステージを考慮した教員選考基準の整備を進める。 

・常勤・非常勤を問わず、外国人の教員の増員を検討する。 

・高専・技科大間の教員交流、高専間交流について、積極参加を促し幅広い知見の習得

とキャリアアップの機会を提供する。同居支援プログラム制度、高専間配置換え希望

照会等についても周知を徹底し、受入、派遣ともに対応する。 

・FD 講演会・FD 研修会を企画開催し、教職員の資質向上に対するモチベーションの涵養

を図る。 

・新任教員を対象とする研修プログラムを企画実施する。 

・数理データサイエンスや教育分析等の FDに関する研修会への参加を促すとともに、教

務システムや教育改善に係る他高専への視察を行い情報を共有する。 

・教員の勤務意欲の高揚及び本校の活性化を図ることを目的に、職務に精励し、その功

績が顕著な者を教員顕彰対象者として推薦する。また、全教職員を対象とした校長表

彰を継続して実施する。 

 

（４）教育の質の向上及び改善 
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・ディプロマポリシー、カリキュラムポリシー、アドミッションポリシーが適切に設定さ

れていることを確認し、これらに基づくマネジメントが行われているかを検証する。これ

により、教学マネジメントの実践を推進し、PDCA サイクルにより教育の改善を行う。 

【機械工学科】 

・４年生「機械工学実験Ⅰ」の「PLC」のテーマにおいて、PLC のサイバーセキュリティに

関する講義を新たに実施する。また、COMPASS 5.0 ロボット分野で得た知見と教材を利用し

た実習（4年：前期：知能機械演習）を実施し、課題の抽出と改善を行う。さらに、本実習

の前段階となる実習（3年：後期：メカトロニクス実習）に向けて、教材や授業の進め方に

ついて改善を行う。 

・令和 6 年度からの改訂モデルコアカリキュラムへの対応に向けて、系統図等の見直しを

実施する。 

・学科改組に伴う、情報系の科目について授業内容等を検討する。 

・卒業研究の実施方法および達成度のチェックの仕方の検討を実施する。 

・実験・実習において、安全教育の充実、見学や協働授業など、地元企業との連携をした

授業について検討を行う。 

【電気電子工学科】 

・他高専との教材の共有や、授業科目の履修・単位の互換認定の可能性を探る。モデルコ

アカリキュラムに基づく教育の質保証の強化を継続的に進める。必要に応じて産業界や行

政と連携し、社会ニーズに対応したカリキュラムの検討を進める。特に地域におけるニー

ズ等を踏まえた特色ある教育の強化について検討し、国内最大の原発立地県である福井県

にある高等教育機関の電気系学科として、原子力人材育成プログラムへの参加を予定して

いる。 

【電子情報工学科】 

•創造性やデザイン能力を育む取り組みとして、ICT 関連企業の技術者と協力し、地域や産

業界が直面する課題解決を目指した PBL 型カリキュラムの取組みを継続する。また、その

成果を様々なコンテストや発表会で発表していく。 

•高専プログラミングコンテストを通し、他高専での実践的なシステム開発や創造性・デザ

イン能力を活かす方策などの情報収集し、授業改善に結びつける。 

【物質工学科】 

・教育力の質的向上と科研費等外部資金獲得に向けた産官学連携共同研究や地域連携教育

プロジェクトを推進する。また、次世代を担う人材育成のため国立高等専門学校間で共有

可能な化学・生物分野の教育システムの構築を開始する。 

・令和７年度も継続して思考を重視した問題を各定期試験につき各科目１問は出題する。 

・キャンパスツアーやキャンパスツアーを通じて学科の魅力を積極的にアピールするとと

もに，科学に関わる人材の裾野を広げんための「青少年のための科学の祭典」等の科学教

育の啓蒙活動への出展についても検討を行う。 
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・(AI を含む計算科学)×(化学・生物)分野の教育に関する教育実践法の具体的方策として、

今年度は、所属教員の情報系資格の取得者を増やす。 

【環境都市工学科】 

・令和８年度の学科改組に向けて、情報技術を活用するカリキュラムの導入について検討

する。 

・3年次以降の BYOD を利用した学習環境を活用し、学生のスキルアップを図る。

・新ＭＣＣへの対応として、建設と建築の複合融合学科での適合について、令和 6 年度入

学生の学年進行に合わせて進める。 

・学生の資格取得に向けたフォローアップを継続して実施する。

・卒業研究において、地域企業や行政が直面する課題の解決を目指したテーマについて継

続的に取り組む。 

【数学】 

・WebClass や、1,2 年生でのスタディサプリなどを利用しながら、授業におけるその効果

的な活用方法を検討する。 

・ICT 活用、グループ学習、Web 教材や授業動画利用などの授業実践により、主体的な学び

の環境を整え、基礎学力の定着を促す。 

・これまでと同様に、成績不振の学生に対しては学習支援室と連携しながら支援を行う。

・これまで行ってきた数学検定の受検推奨、数学カレンダーの作成、関数グラフアート制

作の活動により、継続的に学生の数学に対する興味関心を高める 

ように努める。 

・数理モデル的思考を育成する教材の開発およびその活用について検討する。

【物理】 

・1 年物理基礎 課題や小テストを複数回実施し、知識の定着・理解の向上を図る。また、

おもに成績不振者を対象とした補習を継続する。さらに、「物理学 

が拓く世界」として各教員の専門性に応じた話題を授業中に紹介する。これにより、物理

を学習することの意義を理解させる。 

・2年物理 独自のプリントやレポート課題、および小テストなどを活用する。放射線に関

する授業の効果を検討し改善を試みる。 

・3年生応用物理 I 授業全体を通して、新たな知識を身につけさせるとともに、低学年時

の物理の復習を行う。また、知識の定着と理解度の確認のため、 

CBT を活用する。 

・4 年生応用物理 II 一部の学生実験について、装置の更新や内容の変更について検討し、

必要に応じて導入する。あわせて実験テキストの改訂を行う。 

また、取り組みの姿勢に対する評価方法について検討し改善を試みる。 

【地学】 

地理分野との関連性も含めて、総合的な理解を促すような授業を行う。 
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【化学】 

化学では、授業時間中に、問題集や＋αの問題をさせ、その日の授業内容の理解を促進す

るとともに、躓きやすい点や重要な点について、予習課題も課 

す。また、教科書の章の終了ごとに課題の提出を課し、特に試験の結果が芳しくない場合

は、補習の実施や長期の休み課題を課すことで、学力レベルを 

維持する努力をする。 

【生物】 

生物では、より興味も持たせるよう最新の生物学についての話題や研究を講義に取り入れ、

低学年から研究や論文に興味を持つような工夫をする。また、 

より興味を持つよう映像を使用した講義も実施する。さらに、内容の区切りごとに小テス

トを実施することで内容の理解を促す 

【体育】 

・保健体育Ⅰ～Ⅲ(１～３学年)の体育実技授業において、今年度もスポーツ科学演習を取

り入れる。演習では、バランス能力、歩行能力等に関する運動パ 

フォーマンス測定を行い、学年ごとに各種能力や基礎運動技能に関する知識に応じた課題

を与え、学生自身が主体的に課題に取り組むように促す。 

・４年生の生涯スポーツ実習の授業の中で、生活習慣病や健康施策等のショートレクチャ

ーを行い、生涯にわたる健康を獲得するための行動につながる 

ような理解を深めるとともに、自己の健康・体力課題の抽出とその対策を考察するレポー

トを通じて、課題解決のための主体的な学びを促す。 

【国語】 

・ 1 年生より定期的に漢字や言葉の意味に関するテストを実施し、国語力の土台となる語

彙力の涵養に努める。 

・ キャリア教育的取り組みの一環で、2 年生の「手紙の書き方体験授業」、4 年生の自己

PR 文や志望動機文を作成する授業を継続する。 

・ ディベート大会などの学校行事、校友会誌の編集・発行にあたり、学生への指導を含め

た支援を行う。 

・ 4，5 年生に対しエントリーシートの書き方や面接指導など就職、進学活動に関わる支援

を継続する。 

【社会】 

・ディスカッションの機会を多くつくり、自身の考えの言語化、互いの意見の批判的検討、

相互議論による新たな考えの創発を、学生自身が経験できるような授業設計を行う。 

レポートなどの文章化課題を重視し、自身の考えを単に言葉にするだけでなく、考えを論

理的に整理して表現する能力を養うことを目指す。 

「工学倫理」に関しては、一般科目と専門科目の接続を意識し、他教員が担当する授業の

見学などを通じて相互連関を図り、授業内容の再検討と改良を行う。 
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【英語】 

・英語によるコミュニケーション能力を育成するため、基本的な言語知識の習得と実践的

な英語運用能力の向上を目標とした授業実践を行う。低学年においては、英語による効果

的なコミュニケーションに必要な基礎的な文法、語彙、理工系の英語表現、および会話表

現を取り入れた授業を展開する。学習内容の定着を図るために、WebClass やスタディサプ

リなどの ICT ツールを積極的に活用する。さらに、より実践的な英語コミュニケーション

能力の育成を目的として、オンライン英会話も適宜実施していく。高学年および専攻科に

おいては、基礎的な英語能力に加えて、より専門的な理工系英語の習得にも重点を置いた

授業を実施する。また、学生の英語学習を支援する一環として、TOEIC をはじめとする各種

英語資格試験の学習も授業に積極的に取り入れ、実用的な英語力の向上を図る。 

【専攻科】 

・単位互換制度については周知を図ってきたが、条件が厳しく外部の授業を受講できない

等運用面の課題が残されているため、実情に合った運用を検討する。 

教学マネジメントの実践に関しては、教務システムの運用開始、学習カルテの試行を踏ま

え、専攻科での活用方法や運用体制について検討を進める。 

【創造教育開発センター】 

・Web シラバス、WebClass の有効活用および、アクティブラーニング、ICT教育、CBT、BYOD

実施などの教育実践に関して、教員への情報提供・教育改善・環境整備を行う。 

・新しい学際領域カリキュラム内の数理データサイエンス教育の具体的な実施案を作成す

る。 

・授業評価アンケートのフィードバックも含め、教学アセスメント実施方針に示されたデ

ータの検証方法および教育改善へつなぐ方法を検討する。 

・学習支援につながる教育分析等を実施し、学習支援 FD を検討する。 

【教学マネジメント室】 

・教学ＩＲ推進室と連携し、教学マネジメントを実施することで、ＰＤＣＡサイクルを循

環させる。 

 

・令和 6 年度自己点検・評価報告書を作成し、本校のホームページ上に掲載する。 

・自己点検・評価、高等専門学校機関別認証評価及び国立高専教育国際標準(KIS)への対応

を計画的に進める。 

【教務主事】 

・4年生の学際科目において PBL を実施する「プロジェクト演習」を継続し推進する。 

・STEAM 教育の充実を図るため、「ビジネスアイデアコンテスト」「ガリレオコンテスト」

「ガリレオの卵コンテスト」等の学内コンテストへの参加を推奨する。 

【専攻科】 

・創造デザイン演習等授業の課題解決型学習のさらなる発展に向けては、環境整備や動機
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付けの仕組みづくりが重要であり、学習の出口となる成果の展開や活用体制の強化を進め

る必要がある。また、外部との連携によって得られた教育成果については、活用が十分に

行われていない現状を踏まえ、今後は社会的認知の向上に向けた情報発信や広報活動への

積極的な活用を推進する。 

・本校の教育研究振興のための外部組織である「地域連携アカデミア」の会員企業に依頼

して企業現場における課題を本校の PBL 課題として取り上げ、企業技術者と連携しながら

学生の教育に取り組む。また、アカデミア会員企業には、学生の国内外でのインターンシ

ップを依頼する。インターンシップ報告会を実施し、取り組み事例はインターンシップ報

告書にて取りまとめを行う。 

・連携推進教員に就任し、連携に関する検討を行う。 

 

（５）学生支援・生活支援等 

・学内・学外の関係各所と協働して学生支援にあたる。 

・学外カウンセラー2名に加え、相談室員を配置し、カウンセリング体制を拡充する。 

・スクールソーシャルワーカー(SSW)を配置し、学生を多面的に支援する。SSW は困りごと

を抱えている学生の保護者、学生を取り巻く関係機関とのやり取りを担う。 

・学外におけるメンタルヘルス関係の研修会に教職員を積極的に派遣するとともに、学内

においては教職員向け講演会および学生対応に関するワークショップを企画するなどして、

学生支援に関する情報や方策を共有し、教職員の資質向上に努める。 

・奨学金制度について、学校全体での情報共有を図るとともに、学生や保護者に向けた適

切な情報提供に努め、円滑に運用する。 

・各種奨学金制度等の学生支援に係る情報を、メール配信、ホームページ、掲示板のメデ

ィアを活用して、学生に効率的に提供する。 

・低学年から高学年まで、学年毎に先輩講座（卒業生による進路決定までの道筋を例示）

などのキャリアガイダ 

ンスを実施し、学年進行に応じたキャリア形成を行う。特に令和 7 年度は 3 年生のガイダ

ンスの拡充を図る予定で 

ある。 

・求人やインターンシップ、進学に関する情報はキャリア支援室にて統括する。就職、進

学の主な相談先である本科学級担任、専攻科専攻主任間、さらにキャリア支援室の連携を

図るため、キャリア支援委員会、各学年会会議などを活用する。 

・キャリア教育セミナー（合同企業説明会）、専攻科・大学・大学院合同説明会を開催す

る。その際、卒業生に登壇を依頼する。 

・本科４年生、専攻科１年生向けにインターンシップ事前講座、就職対策講座を実施する。 

・女子学生向けのキャリア形成講習会を実施する。 

・本校卒業生同窓会（進和会）との連携体勢を維持し、卒業生による先輩講座を実施する
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とともに、在校生による先輩フォーラムを開催する。 

・高専キャリアサポートシステム「学内進路支援サイト」に全国高専に対する就職、進学

の情報、さらに校内ネットワークの「進路情報フォルダ」内に本校向け求人票や帰校届な

どの情報が提供されていることを全学生に周知して利用を促す。特に「進路情報フォルダ」

の内容はキャリア支援室で随時更新を行う。 

・進学希望の学生に対する支援として大学や専攻科の（編）入学試験問題解答の充足を進

めるとともに、4 年次から参画できる学生同士のコミュニティを形成するなど、進学に対す

るサポートの充実を図る。 

 

１．２ 社会連携に関する事項 

・企業との共同研究成果について、本校主催の産学連携イベント「JOINT フォーラム」を

はじめ本校ホームページや外部メディアに積極的に情報発信する。本校の地域連携に

関する活動、研究シーズ集をまとめた冊子「JOINT」を作成し、教員の研究分野や共同

研究・受託研究成果などの情報発信を行う。また、地域連携テクノセンターのホーム

ページを随時見直し、より広く地域社会に発信する。さらに、第 3 ブロックに属する

他高専のテクノセンターと連携し、研究者情報や研究設備等にについて情報共有を進

める。 

・産学連携担当のリサーチ・アドミニストレータと連携し、とくに新規で「地域連携ア

カデミア」会員企業に入会された地元の企業を訪問して共同研究の掘り起こしを実施

する。また、11 月に本校主催の産学連携イベント「JOINT フォーラム」を開催し、共

同研究の成果の一部を学外に発信する。また、北陸技術交流テクノフェア等のイベン

トにおいて、本校のアクティビティーを広く発信する。 

・報道関係者との関係構築に取り組む。 

・地域コミュミティーFM での高専独自番組を活用し、学生自らが地域社会へ情報発信す

る取り組みを続ける。また、地方誌の紙面等を通じて継続的に情報を提供する。 

・本校が関係するイベントやニュースを、窓口を総務課に一本化しながら、記者クラブ

など報道機関との関係構築に取り組む。 

・SNS を活用した情報発信を進めるとともにホームページを充実し、動画サイトを活用し

た広報活動を行う。 

・本校主催の産学連携イベント「JOINT フォーラム」を 11 月に開催し、地域連携の取り

組みや地元企業との共同研究成果の一部を積極的に学外発信する。また、本年度は専

攻科 1 年生の特別研究の成果を発表を行い、企業との連携を模索する。地域連携の取

り組みについては、ホームページへの掲載や機構本部への報告を通じて社会に発信す

る。 

・本年度もジュニアドクター育成塾の取り組みを継続する。また、公開授業や出前授業

を通じて小中学生に理工系のおもしろさを伝える取り組みを継続する。さらに福井県
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社会基盤メンテナンス教育プロジェクトの取り組みも継続し、社会人を対象としたリ

カレント講座を実施する。 

 

１．３ 国際交流等に関する事項 

・法人本部と連携し、校長のリーダーシップの下、国際交流支援に積極的に取り組む。 

・モンゴル高専との連携・支援策を積極的に模索する。 

・タイ高専との連携・支援について、現在タイ高専に派遣中の本校教員を通じて積極的

に検討する。 

・ベトナム高専との連携・支援策を積極的に検討する。 

・エジプト高専との連携・支援策を積極的に検討する。 

・法人本部の国際化への取組に積極的に参加する。 

・国立高専教育国際標準（KIS）の中期改善計画を作成し、改善に取り組む。 

・ISATE2025 への教員の積極的な参加を働きかける。 

・「トビタテ！留学 JAPAN」プログラムをはじめとする各種奨学金制度等の積極的な活用

を促すとともに、学生の国際会議、海外留学、短期教育プログラム等海外活動等への

支援を拡充し、参加する機会の拡充を図る。 

・学生の海外渡航時には、海外旅行保険 OSSMA に必ず加入させた。 

・教員や学生の海外渡航時の安全面への配慮を精査する。 

・外国人留学生に対して、定期的に在籍管理状況の確認を行う。 

 

 

 

２． 業務運営の効率化に関する事項 

２．１ 一般管理費等の効率化 

・運営費交付金を充当して行う業務については、中期目標の期間中、毎事業年度につき

一般管理費（及びその他の業務経費について、１％の業務の効率化を行う。また、福

井高専がそれぞれの特色を活かした運営を行うことができるよう戦略的かつ計画的な

経費配分を行う。 

 

２．３ 契約の適正化 

【契約係】 

・業務運営の効率性及び国民の信頼性の確保の観点から、随意契約の適正化を推進し、

契約は原則として一般競争入札等によることとする。さらに、引き続き「独立行政法

人における調達等合理化の取組の推進について（平成 27 年５月 25 日総務大臣決定）」

に基づく取組を着実に実施することとし、「調達等合理化計画」の実施状況を含む入

札及び契約の適正な実施については、監事による監査を受けるとともに、財務諸表等
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に関する監査の中で会計監査人によるチェックを要請する。また、「調達等合理化計

画」の実施状況をホームページにより公表する。 

・業務運営において、一層のコスト削減、効率化を図る。

２．４ 情報通信技術を活用した業務の効率化 

・教育用システムの更改に向けた仕様策定を実施し、R8 年度からの運用に支障が出ない

よう自システム整備を行う。

３． 予算（人件費の見積もりを含む。）、収支計画及び資金計画 

３．１ 戦略的な予算執行・適切な予算管理 

・運営費交付金を充当して行う業務については、中期目標の期間中、毎事業年度につき

一般管理費（及びその他の業務経費）について、１％の業務の効率化を行う。また、

福井高専がそれぞれの特色を活かした運営を行うことができるよう戦略的かつ計画的

な経費配分を行う。

３．２ 外部資金、寄附金その他自己収入の増加 

【研究産学連携関係】 

・研究環境の実態を調査して研究をより推進するための改善策を検討する。

・外部資金獲得を増加させるために申請を支援する取り組み（公募情報の案内、申請書

作成の講習会、申請書の査読、面談、共同研究の斡旋）を行う。

・研究力を高めるために機構本部のプログラムを活用する。

・インターネットを利用した研究成果の情報発信を促進する。

【地域連携テクノセンター】 

・本校の教育研究振興のための外部組織である「地域連携アカデミア」会員企業数の増

加に努め、寄附金の獲得につなげる。

・3 名の専門分野の異なる RA（リサーチ・アドミニストレータ）との連携を深め、教職

員の保有する研究シーズを把握することで企業等との共同研究を推進するとともに、

公募型の競争的資金に積極的に応募する。

【総務・企画関係】 

・県が推進する未来協働プラットフォームふくい推進事業ならびに県内大学（工学部系）

県内就職促進事業等に積極的に応募・参加し、外部資金の獲得を図る。

・令和４年度に寄附増進方策として制定した福井工業高等専門学校基金規則で定める寄

附に関し、簡便な手続きによる寄附金収入の拡大を検討する。

・ネーミングライツ及び広告事業を展開する。

６． 剰余金の使途 
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・決算において剰余金が発生した場合には、教育研究活動の充実、学生の福利厚生の充

実、産学連携の推進などの地域貢献の充実及び組織運営の改善のために充てる。 

 

７． その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

７．１ 施設及び設備に関する計画 

・「 国立高等専門学校機構施設整備５か年計画」（令和３年３月決定・今年度が最終年

度）及び「国立高等専門学校機構インフラ長寿命化計画（個別施設計画）2021」（令

和３年 3 月決定）に基づき、福井高専における高度化、国際化への対応に必要な施設

の改修や老朽施設の改修について、計画的に予算要求を行う。 

・建物外壁及び工作物の非構造部材等で落下等の危険がある場合又は危険が予測される

場合は、立入禁止等の処置を行い、早期に補修を実施し、学生・教職員の安全・安心

を確保する。 

・女性教職員からの要望に基づき、計画的に和式トイレを洋式に改修するなど、女性教

職員の就業環境改善に努める。 

・教職員に対しては着任時に安全衛生管理についての研修を行う。その他の教職員につ

いては同研修の内容を各種資料を用いて行う。 

・学生に対して、年度当初に実験実習ガイダンスでの説明を強化する。 

・現状に則した福利厚生施設や合宿施設のリニューアル計画を立案する。 

・学生自らが学校のキャンパス環境の形成に資する取組を行う機会を検討する。 

 

７．２ 人事に関する計画 

（１）方針 

【学生関係】 

・課外活動指導員と外部コーチの制度を利用し、指導教員 B 制度と併用することで、指

導教員の負担を軽減させ、円滑な部活動を支援する。 

【寮務関係】 

• 退職や再雇用となった元教員の日直業務従事制度（希望制）により、現職教員の業務

従事回数の軽減と効率化が継続的に実現している。この制度を本年度も実施する。 

• 働き方改革の有力な方策として、多様な宿日直業務の在り方（例、年齢や各種事情に

よる業務配慮や女性教員の宿日直業務従事等）の慎重な検討と試行計画を立てる。 

• 東寮宿直業務の外部委託を令和 5年度後期より導入したが、今年度も継続する。 

 

・長期的な視野をもって、戦略的かつ弾力的な教員配置を検討する。 

・高専・両技科大間の教員交流制度を活用し、教育研究活動の活性化と連携を深めると

共に、教育の改善と質の向上に努める。 

・標準人員枠に対し、特例流用を活用することにより若手教員を確保し、人材の長期育
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成を図る。 

・専門科目担当教員の公募において、豊富な経験や高度な力量を有し、かつ、多様な人

材を確保できるように応募資格の一つとして、博士の学位を有する者を掲げる。【再

掲】

・企業や大学に在職する人材など多様な教員の配置を可能とするため、クロスアポイン

トメント制度の利用について、本校の教員人員枠を確認しながら検討をすすめる。【再

掲】 

・常勤・非常勤を問わず、外国人教員の増員を検討する。【再掲】

・男女共同参画やダイバーシティに関する意識啓発を図る。

・高専・両技科大間の教員交流制度を活用し、教育研究活動の活性化と連携を深めると

共に、教育の改善と質の向上に努める。また、教員及び事務・技術職員を対象とした

実地、オンライン等各種の研修会に参加させ、一層の資質向上を図る。

（２）人員に関する指標 

・常勤教職員について、各種研修などを利用し、その職務能力を向上させると共に、全

体として効率化を図り、適切な人員配置に取り組む。

・令和３年度から学内で勉強会や講習等を開催して RPA（ロボティック・プロセス・オー

トメーション）を推進したが、今年度も継続して事務の効率化に努める。

７．３ 情報システムの適切な整備・管理及び情報セキュリティについて 

・本校の CSIRT に相当する組織編成について、引き続き検討を行う。

・教育用システムの更改に向け、コスト面を考慮しつつ、情報セキュリティが確保された

システムとなるよう、仕様策定を進める。

・令和７年度も昨年度に引き続き、情報担当者を対象とする研修を総合情報処理センター

スタッフが研修を受講する。合わせて予算化を実施する。

・監査における助言に基づき創設した学内 CSIRT を実質化させる。

・また、卒業生のアカウント削除について、ルールに従った処理を実施する。

・令和７年度も昨年度に引き続き、教職員が情報セキュリティに係る研修を受講する。

・令和７年度も昨年度に引き続き、外部組織との連携を行い情報交換等に努める

・令和７年度も昨年度に引き続き、高専 CSIRT からもたらされる情報について総合情報処

理センターで精査を行い、周知を行う。 

７．４ 内部統制の充実・強化 

・校長のリーダーシップのもと、学校としての迅速かつ責任ある意思決定を実現するた

め、必要に応じて機動的な会議開催を行う。

・学校運営会議その他の主要な会議や各種研修等を通じ、法人としての課題や方針の共
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有化を図ると共に、学校としての課題や方針の共有化を図る。 

・本校の学校運営及び教育活動等の特徴を活かし、魅力の創出を図ると共に、各種会議

を通じてその情報の共有化を図る。

・理事長ヒアリング等を通じ、法人全体の共通課題に対応する。

・コンプライアンス・マニュアル及びコンプライアンスに関するセルフチェックリスト

の活用や、教職員を対象とした階層別研修等により教職員のコンプライアンスの向上

を図る。

・法人本部と学校との十分な連携を図り、速やかな情報の伝達・対策などを行う。

・内部監査等で発見した課題については情報を共有し、速やかに対応を行う。

・高専相互会計内部監査を実施し、他高専と情報を共有して必要なことは速やかに改善

する。また、学内定期監査も実施し、適正な執行状況を維持する。

・教職員のコンプライアンス意識涵養のために講習会や注意喚起を行う。

・平成 27 年 1 月 26 日理事長裁定「独立行政法人国立高等専門学校機構における公的研

究費等の不正使用防止に関する基本方針」及び「公的研究費の管理・監査のガイドラ

イン（令和 3年 2月 1日改正）」の実施を徹底し、不適正経理を防止する。

・機構の中期計画及び年度計画を踏まえて本校の年度計画を定め、自己点検を行う。
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Ⅴ-１．全学的に関する事項 

○ 教務・入学試験関係

１．教務関係について 

１－１ 達成度評価 

今年度の達成度評価：Ｂ 

（達成度評価の理由） 

本年度の原級留置者数は、全学年で５４名（内休学者１３名）であった。１年生から４

年生の原級留置率５.２%、不進級率６.８%であり、昨年度と同等程度の数値となった。１、

２年生の成績不振の学生に対する組織的な取り組みとして、学習支援室による補習・学習

会を継続的に実施した。新教務システムによる出席状況および成績の管理を開始した。ま

た、学生カルテの一部の項目の運用を開始し、これらの情報を新教務システム内のデジタ

ル情報として共有化することで学生教育の向上を図った。新しい学際カリキュラム「エン

ジニアリング・データサイエンスプログラム」の開始を次年度に控え、運用の準備を進め

た。次年度からの改組による新学科体制の新入生の受け入れに伴い、ＤＰ、ＣＰ、ＡＰの

一部変更を実施した。以上より、改善の兆しはあるといえるが、学生支援体制および教員

ＦＤの検討、家庭環境などの学生が抱える悩みの深刻化や学習意欲の低下の問題など、多

くの課題を残しているため達成度評価はＢと判断する。 

１－２ 現状および点検・評価 

 近年、社会から、高専教育の質の保証が求められている。このことは、本校におい

ても例外ではなく、高専教育の質の保証について、教務関係方面からも様々な取り組

みを実施しているが、まずは進級の状況を中心に説明する。 

（１）令和７年進級認定および仮進級の状況 

 令和７年度の原級留置者の人数は、１学年：３名、２学年：１３名、３学年：１８

名、４学年：７名である。表１は、７年間の進級認定の際の総括表である。表より、

今年度は、１～４学年全体で原級留置率は５.２％、休学者１３名であり、不進級率は

６.８％となっていることがわかる。原級留置率、不進級率いずれも昨年度と比較して

ほぼ同じであるが若干の増加となった。また、年度途中の退学者は７名であった。今

年度は前年度よりも休学者が１名増加し、途中退学者は同数である。退学や休学をす

る学生の理由は「進路変更のため」が多く、高専の授業の内容に興味が持てない、専

門科目が思った以上に難しい、レポートや課題が提出できない、などという理由はこ

の数年の傾向と変わらない。しかし、家庭の環境に起因した悩みを抱えているなどの

深刻な状況に置かれている学生、精神的な不調に陥る学生が増加している。 
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 表２に過去７年間の仮進級者数と仮進級解除者数を示す。休退学者数を除いた仮進

級解除率は、Ｒ１:８８.６%、Ｒ２:８８.７％、Ｒ３:８３.３％、Ｒ４:９５.１%、Ｒ

５：８９.７％、Ｒ６：８３.１％、Ｒ７：８９.２％と推移している。 

 

表１ 進級認定の総括表 

年度 現員 休学 原級留置 仮進級 進級（含仮） 原級留置率 不進級率 

R7 794 13 41 65 740 5.2% 6.8% 

R6 812 12 41 92 759 5.0% 6.5% 

R5 802 7 34 78 761 4.2% 5.1% 

R4 797 8 32 79 757 4.0% 5.0% 

R3 812 13 39 82 760 4.8% 6.4% 

R2 801 2 23 48 776 2.9% 3.1% 

R1 815 18 33 69 764 4.0% 6.3% 

 

            表２ 仮進級者数について 

年度 仮進級者数 仮進級解除者数 
休退学者数  

（仮進級者内） 

R7 98 83 5 

R6 78 64 1 

R5 79 70 1 

R4 85 78 3 

R3 52 44 4 

R2  74  63  3 

R1 133 109 10 

 

１、２年生の成績不振の学生に対する組織的な取り組みとして、学習支援室による

補習や学習会等を実施している。学習支援室では、指導する教員（教科担当者および

低学年担任補佐）に加え、先輩学生によるピアサポーターとしてのＴＡを募集し、成

績不振の学生に対する補習・学習会を行っている。数学で１０回の補習を実施し、延

べ２１３名の学生が出席した。ＴＡ数は延べ７２名、教員数は延べ３０名である。ま

た、学習会は２０回開催し、延べ３６０名の学生が出席し、ＴＡ数は延べ１０６名、

教員数は延べ５０名であった。 

 学生のリテラシー、コンピテンシーを測定するためのＰＲＯＧテストを３、４年の

学生に行い、学生向けおよび教員向けの説明会を開催した。また、３主事と各学年主

任の先生との懇談会を開催し、教員間の情報交換を行った。さらに、卒業時アンケー

トについても、本年度も卒業時に実施した。また、新入生アンケートを例年通り実施
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した。 

 

（２）改組に伴うＤＰ、ＣＰ、ＡＰの変更 

 次年度の入学生から、１学科５系９コース体制に変わるため、これに合わせてＤＰ、

ＣＰ、ＡＰを一部変更した。変更したＤＰ、ＣＰ、ＡＰの点検と改善に取り組む必要

がある。 

 

（３）授業点検シートに基づく成績の相互確認 

今年度から、卒業認定会議および進級認定会議の前に、授業点検シートによる全科

目の成績確認を実施する体制に改めた。成績の提出締切日から卒業認定会議および進

級認定会議までの期間に、提出された科目の成績に対して、授業点検シートに基づく

教員間の相互確認を実施した。全科目の成績を教員間で相互に点検するとともに、科

目ごとの評価方法、定期試験問題、課題などに関する成績資料の内容を確認し合うこ

とによって、お互いの授業改善にも寄与すると考えている。 

 

（４）新教務システムによる学生情報の集約および共有の実施 

 新教務システムを利用する学生カルテの一部の項目で運用を開始した。また、出席

簿の電子データ化を実施し、教室の紙の出席簿を廃止した。教務システムによるデジ

タルデータの共有化により、学生情報の迅速な共有が実現され、学生教育の向上を図

った。今後はこの仕組みの浸透と活用の向上を図り、教学ＩＲの展開を検討すること

が必要である。 

 

（５）次年度からの新しい学際カリキュラムの運用開始の準備 

次年度から新しい学際カリキュラムの「エンジニアリング・データサイエンスプロ

グラム」の実際の運用を開始する。３年生時には、各学科の科目で数理・データサイ

エンスに応用出来る例題を出し、４年生時には、「数理・データサイエンス入門」にて

実践する。これは、「プロジェクト演習」とともに学際カリキュラムの軸となる科目で

ある。 

 

（６）改組後の新入生の受け入れと新教育課程の実施の準備 

次年度受け入れの新入生から、「未来デザイン工学科」の１学科の中に５系９コース

を設置する体制に変わる。２年生時に「プログラミング基礎」を開講する。また、「機

械系」、「電気電子系」、「材料・生物系」、「都市・建築系」の４つの系には、２年生の

後期から、それぞれの「専門探究コース」と「情報融合コース」を設置する。さらに

３年生の情報融合コースでは「ＩｏＴ基礎」と「ＩｏＴ実習」を開講する。以上のと

おり、改組後の新入生受け入れの準備を進めている。 

49



 

 

以上より、教育システム全体としてみたとき、原級留置率・不進級率などはほぼ前

年と同じではあるが、学生の置かれている状況の深刻度が増している。また、学生カ

ルテの効果的な運用、教員ＦＤの体系化の点検、精神的な不調に陥る学生の増加、学

習支援室の勉強からも逃走する学生がいる問題など、多くの課題を残しているため達

成度評価はＢと判断する。 

 

１－３ 改善課題・方策 

次年度は、学際カリキュラムの改訂、および改組後の新学科体制での新入生の受け

入れを行う。また、精神的な不調に陥る学生の増加と、それぞれの状況の深刻度が増

していることを受けて、授業の実施や学生指導のやり方に工夫が必要であり、謙虚な

姿勢で努力を続けていく必要がある。次年度は、主として次のことに取り組む。 

 

〇学際カリキュラムの改訂による新しい学際科目の開講、および新しい学際カリキュ

ラムの運用を開始する。 

〇改組後の新入生の受け入れにより、新教育課程による１学科５系９コース体制の運

用を開始する。 

〇教学アセスメント・プランに沿ったアセスメントの実施について、教学マネジメン

ト室との連携を検討する。 

〇学生カルテのデータを整え、教学ＩＲ推進室と連携してデータを駆使した学生指導

の方法を模索したい。この結果を教員ＦＤとしていかに利用するか、創造教育開発セ

ンターとともに取り組みたい。また、ポートフォリオ教育の改善と電子データ化を検

討する。 

 

教育の質保障に関しては、目先の数値の変動ばかりを追うのではなく、実質的に学

生の学習の向上につながる取り組みを目指す姿勢を共有することが肝要である。 

 

２．入学試験関係について 

２－１ 達成度評価 

今年度の達成度評価：Ｂ 

（達成度評価の理由） 

今年度の学校全体の入試倍率は１.１２倍であり、前年度の１.０３倍から増加し、一昨

年度と同等の倍率に回復した。滋賀高専の広報活動による滋賀県内での高専の知名度向上

が滋賀県からの志願者の増加に寄与し、福井高専の倍率の回復につながったと考えてい

る。また、石川県からの志願者も増加している。しかし、倍率が１倍に満たない系がある

ことから、系ごとの志願者数の凸凹を減らすことや、女子中学生の志願者の獲得に向けた
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工夫が必要であること、人口減少による受験生減に対応できていないことなど今後に多く

の課題を残している。このため、達成度評価はＢと判断する。 

  

２－２ 現状および点検・評価 

入試を実施していく中で、様々な問題点が今年度も見つかった。入試の実施の仕方

全体に対して検討を加え、改善していく。特に、改組後の「専門探究コース」と「情

報融合コース」の取り組みや、他の高校と同じような奨学給付金制度の仕組みなどに

ついて、中学校側にさらに丁寧に説明を実施する。 

入試広報の改善として、動画やホームページを積極的に活用し、滋賀県や石川県の

中学生にもＰＲを展開していくことなどがあげられる。 

 

（１）入試広報活動 

福井県・滋賀県・石川県の中学校延べ２３３校を訪問し、現状を説明することによ

って、中学校教員の高専に対する理解度とプレゼンスの向上に努めた。また、本校ホ

ームページから学校紹介および各学科（系）の紹介動画を YouTube にて配信し、わか

りやすい発信に努めた。 

オープンキャンパスは、スタンプラリー形式で校内の学科（系）や施設を自由に回

るキャンパスウォークを５月に開催し、各学科（系）の説明を順に見学して回るキャ

ンパスツアーを９月に開催した。本校学生のプレゼンテーション、ならびに本校の在

学生とＯＢ, ＯＧによる交流懇談会を通じて、中学生とその保護者に福井高専の教育

の特長と良さを知ってもらった。キャンパスウォークでは、中学生３０２名（男子：

２０４名、女子：９８名）（県内：２７９名、県外：２３名）、キャンパスツアーで

は中学生３４６名（男子：２６９名、女子：７７名）（県内：２８０名、県外：６６

名）が参加した。保護者も、中学生と一緒に各学科（系）を見学して回った他、入試

相談コーナーにて対応した。 

１０月から１１月にかけて福井県、滋賀県および石川県各地で入試説明会を開催し

た。休日にも開催し、中学生２０８名（男子：１６１名、女子：４７名）（県内：１

７２名、県外：３６名）、保護者２３５名、教員４６名（塾講師数４名を含む）が参

加した。さらには中学校で開催される高校説明会に１２校参加し、本校のＰＲに努め

た。 

７月の「KOSEN FES（大阪会場）」に個別相談のブースを開設して参加し、８月には

滋賀高専主催の「高専フェア」に舞鶴高専とともに参加した。また、９月には本校を

会場とする「高専模試」を実施した。 

女子学生用のロードマップを描いたパンフレットを配布した。 

 

（２）入学者志願者の状況 
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令和８年度入学生の選抜試験結果を含めて、過去５年間の入学倍率と県外志願者の

推移を表３に示す。なお、合格者には第２希望、第３希望、第４希望、第５希望によ

る合格者を含んでいる。また、令和８年度の場合は、２名の受験辞退者があり、これ

らの理由は、私立高校入学および県立高校受験のためであった。 

 

表３ 過去５年間の入試倍率と県外志願者の推移 

年

度 

学科 

(募集 

人員) 

機 械 

(40) 

電気電子

(40) 

電子情報

(40) 

物 質 

(40) 

環境都市

(40) 

計 

(200) 

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 計 

R8 

志願者数 35 3 37 10 39 8 27 21 34 9 172 51 223 

県外志願者数 9 1 6 1 5 0 9 6 2 0 31 8 39 

県外志願者割合 0.26 0.15 0.11 0.31 0.05 0.17 

合格者数 36 5 33 8 33 8 23 19 32 9 157 49 206 

倍率 0.95 1.18 1.18 1.20 1.08 1.12 

R7 

志願者数 31 5 28 4 38 7 25 23 27 18 149 57 206 

県外志願者数 7 3 12 3 6 3 4 3 3 2 32 14 46 

県外志願者割合 0.28 0.47 0.20 0.15 0.11 0.22 

合格者数 33 5 25 6 34 7 21 20 25 16 138 54 192 

倍率 0.90 0.80 1.13 1.20 1.13 1.03 

R6 

志願者数 30 4 43 6 47 7 22 15 35 12 177 44 221 

県外志願者数 7 1 6 3 1 0 5 2 3 1 22 7 29 

県外志願者割合 0.24 0.18 0.02 0.19 0.09 0.13 

合格者数 37 4 36 5 34 7 25 16 30 11 162 43 205 

倍率 0.85 1.23 1.35 0.93 1.18 1.11 

R5 

志願者数 40 6 29 3 50 4 26 21 38 19 183 53 236 

県外志願者数 5 0 4 0 6 0 6 3 4 3 25 6 31 

県外志願者割合 0.11 0.13 0.11 0.19 0.12 0.13 

合格者数 36 5 38 3 38 4 21 20 25 16 158 48 206 

倍率 1.15 0.80 1.35 1.18 1.43 1.18 

R4 

志願者数 42 4 39 5 76 4 17 19 39 19 213 51 264 

県外志願者数 9 2 3 0 8 0 2 4 2 2 24 8 32 

県外志願者割合 0.24 0.07 0.10 0.17 0.07 0.12 

合格者数 37 4 36 5 39 2 22 19 27 14 161 44 205 

倍率 1.15 1.10 2.00 0.90 1.45 1.32 
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表３から、今年度の志願者数は昨年度から１７名増加し、倍率が１．１２倍となっ

た。機械系の志願者が定員割れを起こしていることがわかる。表より、県外の志願者

数は３９名であり、Ｒ７：４６名よりは少ないが、Ｒ６：２９名、Ｒ５:３１名よりは

増加していることがわかる（Ｒ７入試については、二次募集を実施し、県外出願者数

が多かった）。Ｒ８年度の県内志願者数は、Ｒ７年度よりは増えているが、Ｒ６年度

と比べると８名の減少である。これは、県内県立高校の探究科への志望が多かったこ

と（例えば、羽水高校の探究科は３.７０倍）が考えられる。 

Ｒ８年度の合格者の入学辞退は無かった。高専と高校の入試スケジュールの具合に

もよるが、今年度は私立高校の影響は少なかったように思われる。  

今年度も、推薦選抜、学力選抜ともに追試験の実施を予定していた。学力選抜では

追試験を希望する受験者が１名いたため、追試験を実施した。 

入学前教育として、「自己紹介」「高専で学びたいこと」をＡ４のレポート用紙１

枚にまとめるという課題を合格者には取り組んでもらった。さらに、新入生に対する

推薦図書、学生生活アンケート（入学前アンケート）を今年度も実施した。 

中学校３年生の人口減少（Ｒ３:７１１０名、Ｒ８：６９２９名、Ｒ１３：５８３１

名）に対応するための入試広報を積極的に実施する必要がある。 

 

（３）福井県外からの志願者 

滋賀県および石川県からの志願者が増加した。滋賀県では令和１０年４月開校予定

の滋賀県立高専の広報が展開されており、高専の知名度が上がったことから、滋賀県

からの志願者が増加したものと考えられる。また、近隣の高専には少ない「化学」を

専門とする「物質系」を希望する福井県外からの志願者が目立った。 

 

以上のことより、県立高校探究科への対策に工夫が必要である。また、引き続き私

立高校への対策も怠らないようにする必要がある。系ごとの応募人数の凸凹を減らし、

女子中学生への説明を工夫することが必要である。改組に伴い設置する「情報融合コ

ース」の内容をわかりやすく中学生に伝え、高度情報社会に対応する人材を確保する

とともに、情報が苦手な中学生には専門をより深く追求する「専門探究コース」をア

ピールすることが必要であるなど、今後に多くの課題を残しており、達成度評価はＢ

と判断する。 

 

２－３ 改善課題・方策 

入学生の質を向上させるために、次年度は、主として以下のことに取り組む。 

〇教員による福井県・滋賀県・石川県の中学校訪問や、ＯＢ・ＯＧが参加するオープ

ンキャンパスを継続し、中学生の状況把握に努めつつ、高専の PR を積極的に実施して

いく。 
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〇他の高校と同じような奨学給付金制度の仕組みなどについて、中学校側に丁寧に説

明を実施する。 

〇情報融合コースと専門探究コースの説明を丁寧に実施し、高度情報社会に対応する

人材を確保するとともに、情報が苦手でこれまでの福井高専の専門分野を希望してい

る中学生の獲得にも努める。 

〇入試広報の改善として、動画やホームページを積極的に活用しながら、滋賀県や石

川県などの福井県外の中学生への広報に尽力することがあげられる。 

〇中学校３年生の人口減少（Ｒ３:７１１０名、Ｒ８：６９２９名、Ｒ１３：５８３１

名）に対応するような多様な入学生を受け入れる入試方法を検討する。 
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○ 学生指導関係 

 

１．達成度評価 

今年度の達成度評価：Ａ 

（達成度評価の理由） 

 全国高専体育大会において剣道競技男子団体が優勝、全国高等学校アマチュア無線コ

ンテストではアマチュア無線研究会が部門優勝して８連覇を達成したことを筆頭に、各

種大会やコンテストに数多くの選手が出場し、複数競技で入賞を果たした。ガリレオコ

ンテストでは、低学年から高学年へと継続的に探究活動ができる体制を整えた。体育祭

や高専祭において、学生はもとより保護者や地域社会の参加者を増やしたいという学生

会の活動を支援した。各学年の生活学習環境に応じた講演会を開催し、学生のスキルや

マナーの向上に繋げた。ヘルメット着用を自転車通学の許可条件とし、通学時の学生の

安全を高めることを制度化した。いじめ防止等対策委員会規則を新たに制定し、いじめ

防止等基本計画ならびにプログラムを改定して、いじめの未然防止と早期発見を確実に

実行する体制を整えた。財政面で不安を抱える学生を対象に、奨学金・授業料減免・就

学支援制度等に関する情報伝達をきめ細かく行った。以上の取り組みを総合的に勘案

し、達成度はＡと判断する。 

 

２．現状 

２－１ 基本方針 

福井高専の教育の目的は、個性を尊重しつつ社会にも通用する知育・徳育・体育のバ

ランスのとれた人間になることを学生に教授することにある。この目的を達成するた

めの本校の学生指導に関する基本方針は、 

① 毎日、規則正しい生活を送ること 

② よき学生としてのマナー（社会規範）を身につけること 

③ 自ら考え、自ら進んで学ぶ姿勢を示し、真摯な態度で学業に取り組むこと 

④ 文化・芸術・スポーツに親しみ教養を高めること 

⑤ 自身の将来像を描き、その実現のために計画的に実行すること 

の５つである。これは本校開校以来の学生への指導方針を明文化したものであり、この

基本方針に沿って本校の学生指導が行われている。 

 

２－２ 学生支援 

福井高専では、教育システム及び学生指導の根幹となる担任制度を本科において設

けている。本科の５年間は１５歳から２０歳以上の幅広い年齢の若者が対象であるが、

本校では入学時から学生と呼び、１５歳の１年生であっても自立（自律）した責任ある

行動をとるよう指導している。入学時から卒業に至るまで、担任を中心とするきめ細や
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かな一貫性のある指導を行い、学生が社会に通用する人間となるよう努めている。この

担任を中心とする指導体制が、福井高専卒業生が社会から高い評価を受け、高い求人倍

率を誇っている大きな理由の一つであり、今後も継続し充実させていくことが大切で

ある。 

担任の業務は多岐にわたる。例えば、学生生活全般の指導（友人関係、生活・行動の

把握、欠課・欠席の点検、各種届け出の指導等）、学業成績・悩み・進路・友人関係等

についての個別相談、さらに学年に応じた学校行事の指導・企画・引率等がある。また、

全学年で保護者懇談会（必要に応じて三者面談）を実施しており、保護者を含む学生を

取り巻く環境との連携を密に図ることも担任の重要な業務のひとつである。クラス担

任は、１、２年を一般科目教室教員、３～５年を各専門学科の教員が担当し、担任補佐

（３年の担任補佐は一般科目教室教員、１・２・４・５年の担任補佐は専門学科教員）

がそれを支援する。危機管理として、常に担任と担任補佐及び学科長・教室主任が学生

に関する情報共有を図るよう努めており、問題が起きたときには教務主事、学生主事、

寮務主事、学生相談室長とも速やかに連携を図るようにしている。加えて、担任はキャ

リア支援室と連携しながらキャリア教育を行っており、各学年の横の連携を強くする

ために学年主任を置いている。この様な指導体制の下、学生生活を充実させるために、

学生生活係、学生相談室、保健室が連携して、表１に示す講演会を開催した。 

 

表１ 学生対象の講演会 

対象学年 講演内容 日程 

全学生 いじめに関する講演会 5 月 15 日    

１年生 

学生生活について 

4 月 14 日    教務に関して 

学生相談室長・カウンセラー講話 

メンタルヘルスに関する講演会 4 月 24 日    

服育に関する講演会 6 月 12 日    

ネットトラブルに関する講演会 7 月 3日    

性教育に関する講演会 12 月 4 日    

２年生 
依存症に関する講演会 6 月 26 日    

１８歳成人に関する講演会 1 月 15 日    

３年生 

選挙に関する講演会 5 月 22 日    

交通安全に関する講演会 7 月 10 日    

マナーに関する講演会 10 月 9 日    

４年生 薬物乱用防止に関する講演会 7 月 16 日    

５年生 税と社会保障に関する講演会 11 月 20 日    
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多感な青年期にあたる学生の人格形成に大きな影響を与えるものが、部・同好会を中

心とした課外活動である。将来技術者として健康的に活動し、リーダーシップや協調性、

コミュニケーション能力を習得するためにも課外活動は重要な役割を担う。高専では、

他の教育機関と比べて５年間じっくりと課外活動に打ち込むことができる利点があり、

これを活かして本校では体育系・文化系（ものづくり系も含む）の多数の部・同好会が

活動している。 

この活動を支援するために、教職員が部・同好会の指導員や内部コーチとして学生と

ともに活動することで、学生の成長の一助を担っている。一方、学生及び教職員の休日

の確保及び活動する学生の技術力向上に資するため、指導教員の他に専門的技術指導

を行うことができる「課外活動指導員」と「外部コーチ」を任用できる体制を平成２９

年度から運用している。また、更なる教員負担軽減策として「指導教員Ｂ」を配置する

制度を令和２年度から運用している。今年度は、課外活動指導員は０名、外部コーチは

１０名、指導教員Ｂは延べ３０名であった。 

学生の活動（部・同好会、学生会等）に関する経費の取り扱いについては、これらを

「預り金」として管理する規則を平成２９年度から適用している。この他、より充実し

た指導体制及び新たな管理体制の整備に向けて、継続的に議論を進めている。課外活動

の安全管理の一環として、クラブ活動の安全管理を主とした指導マニュアルを整備し

ている。これまでのマニュアルは体育会系の活動に限定された内容であったが、平成２

９年度に文科系の活動にも適用できる内容とした。同マニュアルの中では、週１回の休

養日の設定及び月間に複数日の土日の休養日を設けることを定めた。 

新入生に対する部・同好会の紹介は、４月の学生会主催クラブ紹介で実施している。

体育系部に所属する学生は、北陸地区高専体育大会と、そこで上位入賞した者が出場す

る全国高専体育大会での活躍を目指して、日々練習に励んでいる。また、３年生までは

高等学校総合体育大会や新人大会にも出場している。文化系の部や同好会は、高等学校

総合文化祭や各種団体が主催する大会に出場している。舞鶴高専との交歓試合は５月

１１日に開催し、福井高専で男女バスケットボール、剣道、ソフトテニス、野球、舞鶴

高専でサッカー、男女バレーボールが行われ、バドミントンは別会場で実施した。これ

らの大会等への遠征費用等は、教育後援会の課外活動助成費や体育大会等参加助成費

の支援を受けている。 

学生活動における救急救命体制を整えるために、保健室が主体となり学生対象の講

習会を実施している。表２は過去６年間の参加学生人数であり、令和２年度と３年度は

コロナ禍の影響で実施していない。なお、同講習会は教職員も参加可能であり、今年度

は４人が参加した。 
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表２ 救急救命講習会の参加学生人数（６年間） 

年度 令和２ 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和 7 

参加人数 実施せず 実施せず ６４ ５９ ５３ ５９ 

 

本校には在校生全員によって構成される学生会があり、学生会役員が中心となり、新

入生歓迎会、クラブ紹介、球技大会、体育祭、高専祭等の学校行事やクリーン大作戦、

献血等のボランティア活動などを自主的に企画・運営している。ここで、学生会の役員

会人事及び課外活動予算については、学生総会等で決定されている。学生会の活動に参

加することにより、協調性、自主性、リーダーシップや企画力などが育成されることか

ら、課外活動と同様に、学生会活動も学生が成長するための重要な役割を果たしている。

今年度のクラブ紹介は４月１６日に、学生総会は５月７日と１月２１日に、第一体育館

を会場に実施した。球技大会は６月４日に第 1 体育館で開催し、８チームによるバス

ケットボール大会を行った。９月２５日の体育祭は競技途中から降雨となり、種目を変

更して体育館での実施となった。１０月１７日から１９日の高専祭は、Innovation、

Nexus、Zeal、Momentum の４つのキーワードを基に「ＩＮＺＭ」のテーマを設定し、在

校生が楽しむと共に、来場した地域の方や保護者に本校の活動と魅力を伝えた。文化的

行事としては、ディベートコンテストを同期間中に実施した。 

本校では、実際に体を動かして経験の中から生きた知識を習得する「体験型ものづく

り教育」を推進し、これらに関連するコンテストへの参加を積極的に奨励している。全

国高専の学生が参加でき、全国大会が催されるロボットコンテスト（ロボコン）、プロ

グラミングコンテスト（プロコン）、デザインコンペティション（デザコン）、英語プ

レゼンテーションコンテスト（プレコン）、ディープラーニングコンテスト（ＤＣＯＮ）

のほか、各種団体が主催するコンテストに参加している。今年度のロボコンは、東海北

陸地区大会が富山高専主管で開催されて２チームが参加し、全国大会への出場はなら

なかったがデザイン賞を受賞した。プロコンは松江高専主管で開催されて、自由部門１

チーム、競技部門１チームが参加し、自由部門で敢闘賞を受賞した。デザコンは福井高

専主管で１１月８日と９日に鯖江市嚮陽会館とまなべの館で開催された。構造デザイ

ン部門に２作品、ＡＭデザイン部門に１作品、プレデザコン創造デザインフィールドに

２作品の応募があった。このうちＡＭデザイン部門の作品が審査員特別賞を受賞した。

このように、学外のコンテストにおいて学生達の精力的な活動が見られた。 

学内のコンテストとしては、令和４年度から開始した「ガリレオコンテスト（ガリコ

ン）」に加えて、昨年度に新設された１年生対象の「ガリレオの卵コンテスト（ガリタ

マ）」を引き続き実施した。今年度は、ガリコン２件、ガリタマ１０件のプロジェクト

が採択され、１２月１４日に開催された発表会において、前者は優秀賞１件、後者は優

秀賞３件をそれぞれ決定した。同発表会はジュニアドクター育成塾やビジネスアイデ

アコンテストとの合同開催であり，他者の取り組みや発表を聞かせることで本校にお
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けるＳＴＥＡＭ教育の流れを学生に伝えた． 

ボランティア活動については、学生会が主体となり、高専祭初日前日に学校周辺を掃

除するクリーン大作戦を実施した。高専祭期間中には、２０２５年ミャンマー地震救援

募金活動を行い、集まった４２，１５８円を、国連児童基金を通じて被災地に届けた。

また、日本赤十字社による献血や鯖江丹生消防組合によるＡＥＤ講習のブースを設け

て、学生が自発的に奉仕活動を行う場を設けた。鯖江市ＪＫ課に所属する学生から、フ

ードドライブ活動（各家庭で余っている未開封の食品を持ち寄り、それを必要としてい

る人や福祉施設・子ども食堂等に寄附する活動）を学内で実施したいとの申し出があり、

１２月１日から５日に学生課に回収ボックスを設置して、約１２ｋｇの食品の寄付が

集まった。 

教職員が講師を務める出前授業や公開講座の補助として学生たちが積極的に参加し

ている。今年度は、９件の出前授業に延べ４１名の学生がスタッフとして支援し、９２

９名の受講者と交流した。公開講座は１５講座が実施され、延べ１４名の学生がスタッ

フとして支援し、１８０名の受講者と交流した。 

学校生活における学生の満足感や意欲、学級集団の状態等を測定するＨｙｐｅｒ－

ＱＵテストを６月１９日に全学生対象に行った。テストの分析結果は担任に限らず、必

要に応じて科目担当者等が集計結果を閲覧できるよう、データ管理に留意しながら情

報共有を図っている。９月１２日には全教員対象の「Ｈｙｐｅｒ－ＱＵテストに関する

教員研修会」を開催し、本校カウンセラーの細田憲一氏に講演いただき、参加者は２３

名であった。また、精神科医との業務委託契約を行い、専門の医師が本年度は計４回来

校し、３件の相談対応を行っている。 

また、 学生がより充実した学校生活をおくることができるよう支援することを目的

とし高専生活アンケートを１０月２２日～１０月３０日に全学生対象に行った。アン

ケート結果をもとに、学生相談室長、相談室員、スクールカウンセラー、令和５年度か

ら任用しているスクールソーシャルワーカーの、教職員と専門職の計１０名で悩みが

ある学生に対し一人一人に個別で面談対応を行った。 

いじめ防止への取組みについては、まず、いじめ防止等対策委員会の規則を４月９日

付けで新たに制定し、令和２年度に策定した「いじめ防止等基本計画」、「いじめ防止

プログラム」、「早期発見・事案対処マニュアル」を改定し、６月１１日に発出した。

本プログラムに基づき本年度は、いじめ防止等対策委員会を計６回開催した。５月１２

日から１６日のいじめ防止週間では、前年度に学生が応募したいじめ防止に関する標

語の優秀作品５件を、日替わりでＴｅａｍｓを利用して全学生に周知し、５月１５日に

は福井大学基盤部門保健管理センター栗田智未講師による「いじめをなくすためにあ

なたや私ができること」の題目で全学生対象の講演会を行った。９月１７日には教職員

対象の研修会を実施し、第２２回全国国立高等専門学校学生支援担当教職員研修分科

会で行われた、真下麻里子氏の「正しさとの向き合い方－自分も相手も尊重する考え方
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とは－」の講演内容について学生主事が説明した。いじめに関するアンケート調査は５

月、７月、２月の計３回と、学生相談室が行う１０月の高専生活アンケートを加えて計

４回実施し、いじめの早期発見に努めた。 

改正道路交通法の施行により令和５年４月から自転車利用者のヘルメット着用が努

力義務となり、令和８年４月からは福井県立高校がヘルメット着用を自転車通学許可

の必須条件とすることを決定した。また、県内の小学校では日常的なヘルメット着用を

指導し、中学校では小・中・高と継続してヘルメットを使用できるよう、学校指定では

ないヘルメットの着用を認める動きがある。さらに、令和８年４月からは１６歳以上を

対象として、自転車運転時の携帯電話使用や傘さし、一時不停止などの悪質・危険な違

反が、青切符の交付および反則金の納付が求められる対象となる。このような背景のも

と、令和８年度からへルメット着用を全学生の自転車通学許可の必須条件とすること

を決定した。なお、ヘルメットは安全が確認されたマーク表示（ＪＩＳ，ＳＧ，ＪＣＦ

公認／推奨，ＣＥ，ＣＰＳＣ）があるものとし、自転車の防犯登録や自転車損害賠償責

任保険への加入、雨合羽の準備を徹底させるなど、自転車通学時の学生の安全を高める

ことを制度化した。 

学生の健康及び学習機会を保障するために、平成２０年度より麻疹の対策及び調査

を継続して実施している。今年度も新入生に対しては母子手帳のコピーを提出しても

らい、調査を行っている。また新任教職員に対しては耐性率の調査を行い、必要に応じ

てワクチンを接種している。その結果、現在組織としての麻疹耐性率（十分量の抗体を

持つか、あるいはワクチンを接種したもの）が学生・教職員を含めた学校組織として９

割を超えている。教職員に対してはインフルエンザの予防接種を推奨し、感染リスク低

減の努力を行っている。学生に対しても予防接種を奨励しているが、残念ながら接種率

は大きく向上していない。 

以上のように、本校では、担任制度の充実を図り、課外活動・学生会活動・ものづく

り関連コンテスト等の課外活動を奨励し、健康管理・安全管理及びメンタルヘルス関連

やいじめ防止に関する対応強化やボランティア活動への取り組みなどを通して、５年

一貫教育の利点を生かした人格形成の人間教育を実践している。 

 

２－３ 学生の主な活動状況 

(1) 第４７回鯖江市議会議長杯争奪ソフトボール大会 

令和７年４月６日（日）、１３日（日） 

会場：鯖江市御幸公園グラウンド 

(2) 第８０回鯖江卓球リーグ 

令和７年４月１０日（木） 

会場：鯖江市総合体育館 

(3) ２０２５ARDF 長野 C大会 
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令和７年４月１２日（土） 

会場：長野県東筑摩郡筑北村役場駐車場 

(4) 新入生オリエンテーション 

令和７年４月１４日（月） 

会場：福井高専（大講義室） 

(5) 新入生歓迎会 令和７年４月１６日（水） 

(6) クラブ紹介 令和７年４月１６日（水） 

(7) 第１５２回北信越地区高等学校野球福井県大会 

令和７年４月１９日（土）～５月５日（月・祝） 

会場：敦賀市総合運動公園他 

(8) 令和７年度福井県高等学校バレーボール大会 兼 中部日本６人制バレーボール総合

男女選手権大会福井県予選会 

令和７年４月２６日（土）～２９日（火） 

会場：丹生高校他 

(9) 令和７年度福井県高等学校春季剣道選手権大会 

令和７年４月２６日（土） 

会場：敦賀市立体育館 

(10)第２１回福井県高等学校春季卓球強化大会 

令和７年４月２６日（土） 

会場：敦賀市総合運動公園体育館 

(11)第７７回中部日本卓球選手権大会県予選会 

令和７年５月３日（土・祝） 

会場：敦賀市総合運動公園体育館 

(12)２５県民スポーツ祭 兼 高円宮杯 JFA U-１８ サッカーリーグ２０２５福井 

令和７年５月６日（火）、７月１２日（土）、９月１５日（月）、９月２８（日）、

１０月４日（土） 

会場：敦賀運動公園陸上競技場 

(13)校長講話、校長表彰、学生総会 令和７年５月７日（水） 

(14)第８０回鯖江卓球リーグ 

令和７年５月８日（木） 

会場：鯖江市総合体育館 

(15)舞鶴高専交歓試合 

令和７年５月１１日（日） 

会場：福井高専、舞鶴高専 

(16)令和７年度北陸地区高専バドミントン春季交歓試合 

令和７年５月１１日（日） 
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会場：津幡運動公園体育館 

(17)令和７年度北信越学生ハンドボール春季リーグ戦 

令和７年５月１６日（金）～１８日（日） 

  会場：富山県総合体育センター他 

(18)令和７年度春季高校総体サッカー競技大会兼全国高校総合体育大会県予選会兼第６１

回北信越高校サッカー選手権大会予選会 

令和７年５月３０日（金）､６月１日（日）､５日（木）､７日（土）､８日（日） 

会場：テクノポート福井スタジアム他 

(19)令和７年度福井県高等学校春季総合体育大会陸上競技大会 第６４回北信越 

高等学校陸上競技対校選手権大会福井県予選会 秩父宮杯第７８回全国高等学校陸上

競技対校選手権大会福井県予選会兼滋賀国スポ選手選考会 

令和７年５月３１日（土）～６月２日（月） 

会場：９．９８スタジアム福井県営陸上競技場 

(20)令和７年度福井県春季高等学校総合体育大会バドミントン競技大会 兼 北信越高等

学校体育大会・全国高等学校総合体育大会福井県予選会 兼 国民スポーツ大会少年

種別福井県代表選手第二次選考会 

令和７年５月３１日（土）～６月４日（水） 

会場：勝山市体育館ジオアリーナ 

(21)球技大会（バスケットボール） 

令和７年６月４日（水） 

会場：福井高専第一体育館 

(22)令和７年度福井県高等学校春季総合体育大会卓球競技大会 

令和７年６月４日（水）～６日（金） 

会場：セーレンドリームアリーナ 

(23)令和７年度福井県高等学校春季総合体育大会（バレーボール競技）兼国体選考会 

令和７年６月５日（木）～７日（土） 

会場：武生東高等学校体育館他 

(24)２０２５年度春季高等学校総合体育大会剣道競技大会 

令和７年６月６日（金）～８日（日） 

会場：福井県立武道館 

(25)令和７年度春季高校総合体育大会バスケットボール選手権大会 兼 第７８回全国高

等学校バスケットボール選手権大会 兼 第６４回北信越高等学校バスケットボール

選手権大会予選 

令和７年６月６日（金）～８日（日） 

会場：福井商業高校体育館他 
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(26)令和７年度福井県高等学校春季総合体育大会ハンドボール競技 兼 全国高等学校総

合体育大会・北信越高等学校選手権大会予選会 

令和７年６月６日（金）～８日（日） 

会場：北陸電力福井体育館他 

(27)第８０回鯖江卓球リーグ 

令和７年６月１２日（木） 

会場：鯖江市総合体育館 

(28)令和７年度北信越高等学校体育大会 第６４回北信越高等学校陸上競技対校選手権大

会 兼 秩父宮賜杯第７８回全国高等学校陸上競技対校選手権大会北信越地区予選会 

令和７年６月１９日（木）～２２日（日） 

会場：９．９８スタジアム（福井県営陸上競技場） 

(29)令和７年度福井県高等学校春季総合体育大会 第７７回福井県高等学校選手権水泳競

技大会 兼 第５８回北信越高等学校選手権水泳競技大会予選会 

令和７年６月２１日（土）、２２日（日） 

会場：敦賀市総合運動公園プール 

(30)令和７年度北信越高等学校体育大会少林寺拳法大会 第１３回北信越高等学校少林寺

拳法大会 

令和７年６月２１日（土）、２２日（日） 

会場：新潟県立白根高校体育館 

(31)第６０回北陸地区高等専門学校体育大会（福井高専主管） 

令和７年６月２２日（日）野球 

令和７年６月２８日（土）バスケットボール、水泳、柔道、ラグビー 

令和７年６月２８日（土）、２９日（日）ソフトテニス、テニス、卓球 

令和７年７月５日（土）陸上、ハンドボール 

令和７年７月５日（土）、６日（日）バレーボール、バドミントン、剣道 

令和７年７月１９日（土）～２１日（月）サッカー 

(32)第８０回鯖江卓球リーグ 

令和７年７月１０日（木） 

会場：鯖江市総合体育館 

(33)令和７年度第１０７回全国高等学校野球選手権福井大会 

令和７年７月１０日（木）～２６日（土） 

会場：セーレン・ドリームスタジアム他 

(34)令和７年度全国高等学校将棋竜王戦 

令和７年７月１２日（土） 

会場：本願寺派福井別院[西別院] 

(35)第７７回中部日本卓球選手権大会 
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令和７年７月１２日（土） 

会場：いしかわ総合スポーツセンター 

(36)２５県民スポーツ祭（剣道） 

令和７年７月１９日（土） 

会場：福井県立武道館 

(37)令和７年度北信越高等学校体育大会 第５８回北信越高等学校選手権水泳競技大会 

兼 第９３回日本高等学校選手権水泳競技大会予選会 

令和７年７月１９日（土）～２１日（月） 

会場：敦賀市総合運動公園プール 

(38)第５８回全国高等専門学校サッカー選手権予選北信越大会 

令和７年７月１９日（土）～２１日（月） 

会場：石川県サッカー・ラグビー競技場他 

(39)第５７回福井県吹奏楽コンクール 兼 第７３回全日本吹奏楽コンクール福井県 

予選 

令和７年７月２７日（日） 

会場：福井県立音楽堂 

(40)第８０回鯖江卓球リーグ 

令和７年８月１４日（木） 

会場：鯖江市総合体育館 

(41)第６０回全国高等専門学校体育大会、第３１回全国高等専門学校水泳競技大会 

令和７年８月２３日（土）、２４日（日） 

会場：鴨池公園水泳プール 

(42)第３６回全国高等学校アマチュア無線コンテストマルチオペレーター7MHz 部門 

令和７年８月２４日（日） 

会場：全国各地 

(43)第６０回全国高等専門学校体育大会 兼 第４８回全国高等専門学校テニス選手権大会 

令和７年８月２６日（火）～２８日（木） 

会場：パークドーム熊本他 

(44)第３２回全国高等専門学校将棋大会 

令和７年８月２７日（水）～２９日（金） 

会場：熊本高等専門学校 

(45)第６０回全国高等専門学校体育大会陸上競技 兼 第６０回日本高等専門学校陸上競技

対校選手権大会 

令和７年８月２９日（金）、３０日（土） 

会場：大分スポーツ公園クラサスドーム大分 

(46)第６０回全国高等専門学校体育大会剣道競技 
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令和７年８月３０日（土）、３１日（日） 

会場：大牟田市総合体育館（おおむたアリーナ）多目的ホール 

(47)第１５３回北信越地区高等学校野球福井県大会 

令和７年９月１３日（土）～２８日（日） 

会場：敦賀市総合運動公園他 

(48)第６１回福井県高等学校新人陸上競技大会兼第３０回北信越高等学校新人陸上競技大

会福井県予選会 

令和７年９月２０日（土）、２１日（日） 

会場：敦賀市総合運動公園陸上競技場 

(49)第１０４回全国高等学校サッカー選手権福井県大会 

令和７年９月２２日（月）、１０月１１日（土）、１８日（土）、１９日（日）、 

２５日（土）、２６日（日）、１１月２日（日） 

会場：テクノポート福井スタジアム他 

(50)第８０回鯖江卓球リーグ 

令和７年９月２５日（木） 

会場：鯖江市総合体育館 

(51)アイデア対決・全国高等専門学校ロボットコンテスト 2025 東海北陸地区大会 

令和７年１０月５日（日） 

会場：八尾スポーツアリーナ 

(52)第３６回全国高等専門学校プログラミングコンテスト 

令和７年１０月１１日（土）、１２日（日） 

会場：くにびきメッセ 

(53)第２５回坂井市陸上競技記録会 

令和７年１０月１２日（日） 

会場：三国運動公園陸上競技場 

(54)第６０回高専祭 令和７年１０月１７日（金）～１９日（日） 

(55)第３０回北信越高等学校新人陸上競技大会 

令和７年１０月１７日（金）～１０月１９日（日） 

会場：石川県西部緑地公園陸上競技場 

(56)第３３回２０２５全日本 ARDF 競技大会 

令和７年１０月１８日（土）、１９日（日） 

会場：福井県丹生郡越前町周辺 

(57)２５県民スポーツ祭 兼 福井県高等学校秋季大会 兼 第７８回全日本バレーボー

ル高等学校選手権大会福井予選会 

令和７年１１月１日（土）、２日（日） 

会場：アイシンスポーツアリーナ他 
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(58)令和７年度福井県高等学校新人大会卓球競技大会

令和７年１１月８日（土）～１０日（月）

会場：福井市体育館

(59)第３４回全国高等学校文化連盟将棋新人大会福井県大会

令和７年１１月８日（土）

会場：福井県立藤島高等学校

(60)第２２回全国高等専門学校デザインコンペティション デザコン２０２５ in 福井

令和７年１１月８日（土）、９日（日）

会場：鯖江市嚮陽会館、鯖江市まなべの館

(61)第６２回奥越ふれあい駅伝大会

令和７年１１月９日（日）

会場：奥越ふれあい公園陸上競技場周辺特設周回コース

(62)令和７年度福井県高等学校秋季少林寺拳法大会 兼 第２９回全国高等学校少林寺拳

法選抜大会福井県選考会

令和７年１１月９日（日）

会場：福井工業高等専門学校第一体育館

(63)令和７年度福井県高等学校サッカー新人大会

令和７年１１月１０日（月）、１１日（火）、１３日（木）、１５日（土）、

１６日（日）

会場：日東シンコースタジアム丸岡人工芝他

(64)２０２５年度福井県高等学校剣道新人大会

令和７年１１月１４日（金）、１５日（土）

会場：福井県立武道館

(65)令和７年度県高校新人バスケットボール大会

令和７年１１月１４日（金）～１６日（日）

会場：福井商業高等学校他

(66)第４５回近畿高等学校総合文化祭鳥取大会将棋部門

令和７年１１月１５日（土）、１６日（日）

会場：INADA 国際ファミリープラザ

(67)令和 7年度北陸地区高専新人バスケットボール大会（男子）

令和７年１２月１３日（土）

会場：富山高専本郷キャンパス第二体育館

(68)第３２回北陸地区高等専門学校女子バレーボール新人大会

令和７年１２月１４日（日）

会場：富山高専本郷キャンパス第一体育館

(69)令和７年度福井県高等学校冬季剣道選手権大会
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令和８年１月１８日（日） 

会場：敦賀市立体育館 

(70)令和 7年度第１６回東日本高専バスケットボール大会 令和７年度第１２回東日本高

専女子バスケットボール交流大会 

令和７年１２月２０日（土）、２１日（日） 

会場：長野運動公園総合体育館 

(71)第６０回全国高等専門学校体育大会サッカー競技 兼 第５８回全国高等専門学校サ

ッカー選手権大会 

令和７年１２月２０日（土）、２１日（日）、２３日（火）、２４日（木） 

会場：KUROKIRI STADIUM 宮崎県山之口陸上競技場 

(72)校長講話、校長表彰 令和８年１月２１日（水） 

(73)令和７年度福井県高等学校バレーボール新人大会 

令和８年１月２０日（火）～２２日（木） 

会場：セーレン ・ ドリームアリーナ 

(74)第３４回全国高等学校文化連盟将棋新人大会 

令和８年１月２９日（木）～３１日（土） 

会場：ほほえみの宿 滝の湯 

(75)第２９回中部・近畿地区高等専門学校将棋大会 

令和８年３月１４日（土）～１５日（日） 

会場：大垣市青年の家 

(76)２０２６東京エネシスカップ第３回全国高専サッカー地域選抜大会 

令和８年３月１７日（火）～１８日（水） 

会場：時之栖スポーツセンター 

(77)第２９回全国高等学校少林寺拳法選抜大会 

令和８年３月２７日（金）～２９日（日） 

会場：善通寺市民体育館 

 

２－４ 奨学金受給状況・授業料免除実施状況一覧 

 今年度の奨学金の受給状況及び授業料免除の実施状況を表３に示す。これらの学

生への情報提供は、学級担任からの周知、全学生Ｔｅａｍｓへの投稿及び本校ホームペ

ージにて行っている。 
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表３ 奨学金受給状況と授業料免除実施状況 

日本学生支援機構奨学生                （令和８年３月１日現在） 

 日本学生支援機構 
本  科(人) 専攻科(人) 

合 計(人) 
1 年 2 年 3 年 4 年 5 年 1 年 2 年 

貸 与    3 4  1 8 

給 付    26 25  3 54 

その他奨学生                     （令和８年３月１日現在） 

種   類                 
貸与(給

付)月額                       

本   科(人) 専攻科(人) 合  計

(人) 1 年 2 年 3 年 4 年 5 年 1 年 2 年 

福井県 
自宅通学 18,000 円 1       1 

自宅外通学 23,000 円   1     1 

福井県きぼう応援奨学金 18,000 円  3      3 

ニコン 20,000 円     1   1 

天野工業研究所 40,000 円     3   3 

上田記念財団 48,000 円    3   1 4 

あしなが奨学金 30,000 円 1       1 

若築建設 20,000 円     1 1 1 3 

関育英奨学会 20,000 円    1    1 

三谷育英会 19,000 円 1    4  2 7 

北野財団奨学会 30,000 円       1 1 

田口福寿会 30,000 円 1       1 

ヘイシンものづくり育英会 50,000 円  1      1 

野﨑わかば会 30,000 円    1    1 

日本高専・大学支援財団 25,000 円     3  1 4 

合      計            4 4 1 5 12 1 6 33 

 

 入学料免除実施状況 

区  分 免除対象額 申請(人) 許可(人) 

免除対象者 84,600 円 4 0 

入学料徴収猶予実施状況 

区  分 免除対象額 申請(人) 許可(人) 

徴収猶予対象者 84,600 円 2 1 
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 授業料免除実施状況 

 区  分 免除対象額 前期分(人) 後期分(人) 

全額免除対象者 117,300 円 113 110 

2/3 免除対象者 78,200 円 7 9 

1/3 免除対象者 39,100 円 9 6 

不許可者 ―― 40 14 

卓越学生対象者 117,300 円   2 

 

３．点検・評価 

（１）  北陸地区高専体育大会は、団体ではバレーボール競技女子、剣道競技男子が優勝

した。個人では、陸上競技で男子走高跳、男子走幅跳、男子砲丸投、男子円盤投、

男子やり投、女子８００ｍ、テニス競技で女子ダブルス、水泳競技で男子５０ｍ自

由形、男子１００ｍ自由形、男子２００ｍ自由形、男子４００ｍ自由形、男子１０

０ｍ平泳、男子２００ｍ平泳、男子１００ｍバタフライ、男子２００ｍ個人メドレ

ー、男子４００ｍフリーリレー、剣道競技男子で優勝した。サッカー競技は、全国

高等専門学校体育大会北信越大会で優勝した。全国高専体育大会は、剣道競技で男

子団体が優勝した。アマチュア無線研究会は、全国高等学校アマチュア無線コンテ

ストの高校マルチオペレー７MHz 部門で優勝して８連覇を達成した。第２２回全国

高等専門学校デザインコンペティションでは、ＡＭデザイン部門で審査員特別賞を

受賞した。その他、こども家庭庁「未来をつくるこどもまんなかアワード」こども・

若者活動奨励章、ふくいソフトウエアコンペティションふくいソフトウェア大賞、

ＪＩＣＡ国際協力中学生・高校生エッセイコンテスト国内機関長賞、高専ＧＣＯＮ

ダイバーシティ＆インクルージョン奨励賞、起業家甲子園企業賞、建築甲子園奨励

賞など数多くのコンテスト等で受賞する学生が生まれた。以上のように、課外活動

において大変優秀な成果が得られたため、達成度評価はＡと判断する。 

（２）  昨年度に新設した１年生対象のガリレオの卵コンテストを引き続き開催し、本校

が主体的に取り組むジュニアドクター育成塾、ガリレオコンテスト、ビジネスアイ

デアコンタストを繋ぐ低学年のＳＴＥＡＭ教育の流れを支援した。体育祭や高専祭

などの学生会主催行事では、参加者を増やすための様々な創意工夫が行われた。出

前授業と公開講座では多くの学生が講師補助として参加し、学外の人と積極的に関

わった。ボランティア活動は、例年行っているクリーン大作戦や献血に加えて、被

災地への募金やフードドライブなど、学生自らの提案により実施した活動が行われ

た。以上のように、学生活動への支援を継続的に行うことができたため、達成度評

価はＡと判断する。 

（３）  学生生活を充実させるために、学生生活係、学生相談室、保健室が連携して、表

１に示す講演会を開催した。内容は、各学年の生活学習環境を考慮し、低学年対象
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では、服育、鯖江警察署による非行防止教室、交通マナー、選挙、１８歳成人に備

えた金融教育に関する講演会を実施した。高学年対象では、薬物乱用防止、税と社

会保障に関する講演会を実施した。また、いじめ防止週間を新たに設けて、いじめ

防止のヒントとなる標語を学生に伝え、全学生対象のいじめ防止に関する講演会を

開催し、いじめの未然防止と早期発見を推進する活動を行った。ヘルメット着用を

自転車通学の許可条件とし、通学時の学生の安全を高めることを制度化した。以上

のように、各学年の生活学習環境に応じた活動を定期的に実行できたため、達成度

評価はＡと判断する。 

（４）  日本学生支援機構奨学生は給付奨学生が５４名、他貸与奨学生が８名、その他の

奨学生は３３名であった。入学料免除者ならびに入学料徴収猶予者は１名であった

が、前期授業料免除対象者は、全額免除が１１３名、２/３免除が７名、１/３免除

が９名であった。後期授業料免除対象者は、全額免除が１１０名、２/３免除が９名、

１/３免除が６名であった。本年度から日本学生支援機構の修学支援制度が拡充され、

扶養する子どもが３人以上いる場合は、授業料が全額免除になった。新たな制度を

学生へ漏れなく周知するため、対象となる本科４、５年生及び専攻科生に対し、分

かりやすい説明資料を作成したほか、担任からの案内、郵送、ホームページへの掲

載など複数回に渡って周知を行ったほか、手続きに関する説明会を行った。以上の

ように、奨学金などへの取り組みは当初の計画どおり実施することができたため、

達成度評価はＡと判断する。 

 

４．改善課題・方策 

（１） 各種大会やコンテストで優秀な成果を上げる学生や団体が数多く生まれるよう、

技術向上や活動費の面で引き続き支援する。課外活動における教職員の負担軽減につ

いて、他校の取組を参考にしながら改善する。 

（２） 学生会の行事や活動をより良いものにするために、役員と意見交換を行い、学生に

よる学生のための活動のあり方について検討する。いじめのない学校、ＴＰＯに応じた

服装、来校者をもてなす校内美化を引き続き重要課題としたい。３年目となるガリレオ

の卵コンテストの実施方法を再検討し、学生の探究活動が低学年から高学年まで継続

的となる仕組みを考える。学生のボランティア活動や地域との交流について、引き続き

活動を支援する。 

（３） 令和６年度から開始された、福井県が独自に行っている「多子世帯の授業料無償化」

について、学生への周知を遺漏なく行い、支援を必要としている学生、世帯が確実に支

援を受けられるようにする。 

（４） 学生に関わる情報は、掲示板や電子掲示板等に加えて、Ｔｅａｍｓによる効率的な

連絡を推進する。 

以上 
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○ 学寮関係 

 

１．達成度評価 

今年度の達成度評価：Ａ 

（達成度評価の理由） 

今年度主要年度計画に基づく総括の概要は以下の通りである。 

① 感染症（新型コロナ、インフルエンザ他）対策に基づく、学寮安全環境構築及びその

維持を継続した。その中で感染対策から実施が滞っていた年度末の全居室移動を実施

した。 

② 寮生（「寮生会役員区長会」）の主体的活動の活性化のため、寮祭などのイベントの各

種支援や、寮生の自学自習を支援しながら「自立と自律」を促す行事実施をすすめた。 

③ 改修を終えた東寮にあわせ、南寮についてもセキュリティ対策としてカードキーシス

テムを導入した。 

④ 働き方改革の有効手段として、以前より導入している宿直外部業者委託制度を今年度

も継続して実施し、定年退職した元（含再雇用）教職員による学寮日直業務委託も並

行して実施した。 

上記を総合勘案し、達成度評価はＡと判断する。 

 

２．基本方針 

学寮は、遠隔地出身の学生に修学の便を図るとともに、共同生活を通じて自主性、

相互尊重、啓発の精神を育む教育施設である。学生一人ひとりの人間形成と成長を促

すため、施設・設備の充実と維持管理、安心・安全な生活環境の提供、そして生活指

導に重点を置いている。全教員が寮運営業務に従事し、学生との交流を通じて教育目

標の達成に努めている。 

上記を踏まえ、「学寮の安全維持を最優先としつつ、「『自立』し、『自律』した（本

校教育方針に基づく）福井高専寮生の育成」を目指す。また寮における高学年による

低学年への高圧的な指導や、多様な特性の学生が集う場でのいじめなどの問題を踏ま

え、教員指導と寮生会・区長会活動との緊密な連携を通じて、寮生一人ひとりの自律

的な成長と、互いを尊重し協力し合う精神の育成を目指す。 

 

３．寮生の受け入れ状況 

学寮は通称「青武寮」と称し、現在の収容定員は２４４名である。東寮・南寮・国

際寮の３棟から構成されている。昨年度後期の東寮改修工事にあわせ一時退寮に協力

してもらっていた寮生を改めて迎えると共に、入試の２次募集により多くの県外寮生

を受け入れることとなった。この影響から女子入寮生の増加により男子国際寮に割り

当てていた１０区を女子寮に割り当てを行った。 
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令和７年度当初の寮生数は以下のとおりである。 

 

 

４．活動状況 

学寮の管理運営は、寮生の安心・安全の確保を的確に図るべく寮関係教職員(学寮運

営委員会、寮務主事団、学寮事務室)と日々の寮監とが緊密に連携を取りながら行なっ

ている。学寮全体の施設・設備面での改善については、毎年優先順位を検討し、それ

に沿って実施している。また図書室のネットワーク環境の整備等を実施することで、

寮生の居住環境の向上を図っている。 

東寮改修を終え、東寮・国際寮についてはカードキーによるセキュリティ対策が行

われたが、改修前の南寮では導入が見送られていた。このため安全対策から南寮でも

同様のカードキーを６月に導入を行った。 

一方で生活環境などが一新された東寮との違いから、令和７年度末に実施された学

寮アンケートでは、南寮の老朽化に伴う不満なども目立っている。この点を踏まえ改

修申請を行うとともに、年度末には状態のひどい居室の営繕などを実施している。 

寮生の日常生活の充実、寮生間の交流と親睦の促進のために、寮生会が組織されて

いるが、その自主的な運営と活動の支援を積極的に行なっている。本年度も過去の寮

内でのいじめ問題を踏まえ、いじめ対策として低学年と高学年の平等な関係を築くべ

く低学年が寮生会に積極的に参加できるような体制を維持し、寮生手帳などの改訂も

行った。 

寮生会活動としては、新入寮生歓迎会、寮祭、地域清掃ボランティア、クリスマス

会などの多彩な寮行事が、寮生会の自主的企画を基調として実施された。 
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国際交流を踏まえ、次年度の短期留学生の学寮での受入れにむけ居室確保なども検

討を行ったが、受け入れ要請はなかった。 

例年実施していた他高専学生寮との交流事業については、実施時期や予算面などか

ら、今年度は実施が見送られた。 

なお、中学生やその保護者に対するオープンキャンパスなどの学寮案内を通して、

積極的に施設等の外部公開を実施している。 

 

５．点検・評価 

現状の概観として、少子化等による定員確保が厳しい状況の中、令和５年度に運用

開始の国際寮や令和６年度に改修された東寮の運用により、遠方からの優秀な学生の

確保のための環境整備が進められている。これにより令和８年度の入寮希望も増加し

ている。一方で老朽化が目立ってきた南寮の改修計画に向け、準備をすすめている。 

 

（１）寮監と関係教職員との連携 

   寮監と寮務主事団（＝主事及び主事補）・学寮事務室（＝事務職員）の教職員との連

携した寮生管理は、寮監日誌での情報交換と寮生の点呼簿の引き継ぎを中心に、令和

７年度も適切かつ密接に行われた。寮監開始時と翌日の引き継ぎに際しては、平日の

外部委託の宿直者も交えながら、文書や口頭による必要事項の連絡も同時に行われて

いる。 

    多様な寮生（特に一定の配慮が必要なケース）の存在を十分理解し、学寮で発生が

予測される各種問題（学業、生活状況等）の予防、早期発見と解決等の適切な対応の

ため、特に学級担任教員との連携（協働チーム）体制を引き続き継続する（１年寮生

面談等を含む）。具体的な主要取り組みは以下の通り。 

 寮生が体調不良時、基本的対応の徹底と協働及び妥当性の検証。  

 定期試験 2週間前の学習指導会（１年生を中心に参加）継続実施。 

 寮生体調管理や登校状況（朝を中心に）の把握。 

 担任との日常的協議及び、必要に応じて学生相談室との協働。 

 

（２）寮生の安全確保の取り組み 

   本年度は国際寮や東寮改修にて導入されたセキュリティ設備の中、カードキーなど

の導入がされていなかった南寮についても整備を進め、学寮全体でのセキュリティ対

策の充実が行われた。これにあわせ防犯カメラの運用にあたりプライバシー配慮のた

めの運用規則の見直しなども行われた。 

継続的に行われている、学寮安全維持体制として、以下の点を特記しておく。 

 国際寮の本格運用を踏まえ、５月中旬に本部長（校長）指揮統括による本格

的防災訓練を実施した。なお、寮生集会での防災教育や寮生防災組織の確認
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等を含む。 

 学寮敷地内の防犯カメラの適切な運用。 

 挨拶の励行他により、寮生間人間関係を構築しやすい環境設定に努めた。 

 学生主事主催の救急救命講習会への寮生参加。 

 引き続き、今年度も寮務副主事を置いた。 

 

（３）国際交流の推進 

国際交流にむけタイ王国のプリンス・オヴ・ソンクラ大学工学部やキングモンクッ

ト工科大学からの短期留学生の受入れに向け、受入れ時の居室確保などを進めていた

が、最終的には受け入れ要請がなかった。 

留学生と一般寮生の交流会を国際寮寮生自主企画により寮祭で実施し(５月)、学寮

の国際化に貢献した。 

 

（４）施設の改修と設備の充実等 

施設の状況に応じ優先順位を決め学内予算を用いて、南寮居室壁クロス補修、南寮

水漏れ、中央棟換気扇修繕などを実施している。また、毎月行われる寮生会役員・区

長会議等での修繕箇所の申し出や、年度末に実施された居室移動にて指摘のあった居

室の壁クロス補修など、可能な限りの営繕を行った。また、昨年に引き続き新入寮生

居室の清掃を実施した。 

 

（５）寮生会指導 

数年前までのコロナ禍では、行事や寮生間の接触といった学寮運営に不可欠な行動

が著しく制限された中、それまでの上級生から下級生に対する指導が「いじめ」とと

らえられることもでてくるなどの問題があった。これらを踏まえ寮生会活動や寮生指

導や各種支援については、次の点を主に重視している。 

 学年間の関係性―１年寮生だけでなく、上級生も浴室当番等を分担する。 

 定期試験前の学習会におけるＴＡ（上級生）養成。  

 学寮敷地内除雪(通路確保)については、学年に関わらず、ボランティアを原

則とした。 

 地元自治体主催の清掃ボランティアへの希望参加（今年は２７名参加）。 

 学寮環境整備ボランティア(今年は１８名参加)。 

 寮祭等の寮生主体の行事を強力に継続的に支援した。寮生会役員会を中心に、

新入寮生歓迎会、寮祭、地域清掃ボランティア、クリスマス会、寮生会誌（『日

野』）発行等大きな行事を企画実行し、寮生間の親睦と交流を図ることができ

た。なお、役員・区長会を毎月実施し、寮生活の諸課題について検討し、寮

生が自主的に提案と改善を図る機会を設けていることは従来と変わりない。 
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（６）寮生指導 

生活面・行動面での日常的な個別指導と寮生全体への指導と支援を主事団で分担して

実施している。寮生全体への指導のための寮生総会及び寮生集会を、前期後期の始まり

や閉寮にあわせ開催し、主事団により積極的に指導を行った。 

また、学校全体で実施された「いじめアンケート」では、報告のあった情報を元に一

部の寮生への状況の聞き取り調査や、必要に応じて寮生への指導を行った。 

３月には、寮生生活アンケートを実施して、寮生活の満足度と実態の調査を行った。

この調査は毎年継続実施し、回答を掲示（フィード・バック）ているが、今年度は寮の

食事や南寮の環境に対しての不満が目立った。 

また、全４回の定期試験前に、２日間にわたる上級生が講師を務める低学年学習指導

を行った。指導対象者は 1年生寮生を中心とし、上級生数名がＴＡとして実施全体の指

導を担当した。なお、この低学年学習指導には毎回、寮務主事団教員が参加し、各種の

指導援助を行っている。 

 

（７）その他 

今年度もインフルエンザ予防接種に対する補助を行った。これはインフルエンザの

予防接種率向上を目的として、毎年継続実施している制度である。 

 

エアコンの管理運営については、寮生保護者会と連携をとりつつ保護者会総会を毎

年７月に開催している。昨年度の東寮改修ではエアコン入替えの工事費用などを踏ま

えたエアコンリース費用の見直しが行われたが、今後早急に改修が求められる南寮に

ついては、同様の改修時エアコン入替え工事費用について十分な検討が必要となる。 

 

食堂の運営では、昨年度から続く米の高騰やインフレに伴う食材原価・電気・ガス

などの高騰により、令和８年４月より食堂の食費の改訂が行われた。食堂業者主体に

よる、食事に関する寮生アンケートや、学寮生活アンケートなどが実施されたが、令

和７年度の食費での限られた予算の中での安価な食材での提供から、改善を求める意

見も多かった。これを踏まえ次年度はメニューの充実を視野に入れた食費の見直しを、

寮生保護者会に提案などを経ながら改善していくことが望まれる。 

 

また、教員宿日直業務の働き方改革の一環として、外部業者委託制度を前年度に引

き続き実施し、外部業者による宿直１５８日、退職教職員による日直３３日を委託し

た。学寮運営を支える教職員の心身の健康維持に十分留意し、これにより、現職教員

の宿直業務の効率化(軽減)が実現している。 

上記以外に、宿直室の改修（リニューアル工事）や業務内容（例えば、巡回方法）
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の見直し等を随時実施することで業務効率化に留意している。 

 

６．改善課題・方策 

 

（１）学寮生活アンケート（前述。毎年１回実施）の結果から、概ね寮生活には満足して

いるが、(ａ)食事内容への要望、（ｂ）南寮の環境についての改善要望が目立った。(ａ)

の食事への要望については、食堂業者との協議による改善なども進めているが、食材・

電気・ガスなどの価格高騰の影響が大きく、食費などの見直しを行った。一方でメニ

ュー充実も見据えたさらなる食費の改訂についても寮生保護者会などと協議しながら

検討をすすめたい。また（ｂ）については、南寮の早急な改修にむけ営繕申請や、居

室補修などをすすめていく必要がある。 

 

（２）安全な寮生活のための課題として、（ａ）全寮棟のカードキーシステムの導入、（ｂ）

寮生の自主防災組織の毎年の確認、（ｃ）定期的な防災訓練とＡＥＤ等の講習会の実施、

（ｄ）防犯システムの拡充などがあげられる。（ａ）、（ｄ）への対応として南寮入り口

へのカードキー導入、防犯カメラの設置をすすめた。（ｂ）、（ｃ）については、例年通

り防災訓練を実施するとともに、寮生手帳では火災以外の災害への対応の記載などを

行っている。（ｄ）については防犯カメラの運用ルールなどの見直しなど進めた。 

 

（３）寮生への生活指導の課題として、（ａ）上級生の低学年への指導方法の共有とその監

督と、（ｂ）寮生総会を前・後期１回以上開催し、直接全寮生へ指導、（ｃ）個別の支

援等を行う、などが挙げられる。特に上記（ａ）については、入寮間もない１年生へ

のアドバイザー的生活援助を重視しながら、寮生会役員や区長の協力のもと、状況の

変化に応じた指導方法の見直しを進める。 
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○ 総務・企画関係 

 

１．達成度評価 

今年度の達成度評価：Ａ 

（達成度評価の理由） 

総務・企画委員会は年間６回開催されている。総務・企画委員会は下部組織である将来

構想専門部会、ホームページ専門部会、事業専門部会及びダイバーシティ推進専門部会と

連携し効率的に業務を推進するとともに、他部署との役割分担を踏まえ組織の見直しも図

っている。また、定期的な外部評価も着実に実施し結果を反映している。令和６年度末に

ＫＩＳの認定を受け、また令和８年度に受審する機関別認証評価についても、認証評価専

門部会と自己点検・評価委員会が連携し、準備を進めている。このため、達成度評価はＡ

と判断する。 

 

２．現状 

総務・企画委員会は、将来構想に関する事項、中期目標、中期計画、年度計画及び

業務運営に関する事項、男女共同参画の推進に関する事項、ＳＮＳも含めた広報活動

（入試広報を除く。）に関する事項、外部評価に関する事項、本校が企画・運営する

事業に関する事項等を所掌する。来年度令和８年度は第５期中期計画の３年目にあた

り、国立高等専門学校機構の中期計画に沿って、本校の中期計画及び令和８年度の年

度計画を定めた。また、令和７年度は学校創立６０周年記念行事にあたり、記念式典

を実施するとともに、記念誌を作成している。また、本校初の試みであるネーミング

ライツ事業を実施し、２社について契約を結んだ。令和８年度より、新名称による運

用を開始する。また令和８年度に受審する機関別認証評価のための準備を進めている。 

総務・企画委員会の所掌事項を専門的に審議するため、総務・企画委員会の下に専

門部会を置くことができる。令和７年度は、以下のように将来構想専門部会、事業専

門部会及びダイバーシティ推進専門部会の３専門部会体制で委員会の目標達成に取り

組んだ。これまであった広報・外部評価専門部会は解消した。機関別認証評価につい

ては、認証評価専門部会と自己点検・評価委員会が連携して対応をしている。 

（１）将来構想専門部会所掌事項 

① 令和５年度から進めていた学科等改組及び先導的な取組みを行うための特例の適

用申請並びに大学・高専機能強化支援事業（支援２）への申請を行い、６月に認定

を受けた。その後、令和８年度からの改組に伴う改革に着手している。 

② 上記に関する将来構想専門部会での審議結果を総務・企画委員会で諮り、更に上

位組織である学校運営会議で審議の上、学科等改組に関する事案について最終決定

した。 

③ 改組案に関する広報活動は、総務・企画委員会及び入試広報委員会が協働して取
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り扱い、中学校やマスコミに展開した。 

（２）事業専門部会所掌事項 

① ＪＳＴジュニアドクター育成塾、文部科学省スタートアップ教育環境整備事業（継

続活動）、未来協働プラットフォームふくい推進事業、グローバルエンジニア育成

事業の校内の複数組織の本校主管事業の進捗管理を行った。 

② 事業専門部会が直接取り扱う事業については随時運営に協力した。特に、例年個

別に開催しているジュニアドクター育成塾第１段階中間発表会、福井高専ガリレオ

コンテスト・ガリレオの卵コンテスト発表会、ビジネスアイデアコンテスト本選を

同日に同時開催し、シナジー創出による事業効果の向上並びに効率化を実現した。

また、開会式・閉会式を合同で開催することにより、事業間の関係性が明確になる

などの効果を確認した。なお、同日には例年以上のマスコミや保護者等の来場があ

った。 

③ 「ちちんぷいぷい ひらけごま」など、地域の小中学生を対象とするイベントに積

極的に協力・参加した。 

④ 未来協働プラットフォームふくい推進事業に応募するとともに、リスキリング事

業に協力した。また、未来協働プラットフォームふくい推進事業及びＦＡＡ（福井

アカデミックアライアンス）の調整会議及び各実行部門会議等に本校教員を割り当

て、運営に協力した。 

（３）ダイバーシティ推進専門部会所掌事項 

① 令和７年度第３ブロックダイバーシティ推進協議会に参加した。 

② 令和７年度女性教員管理職育成研修の動画及び資料を学内で共有した。 

③ 本校のＤＥ＆Ｉ宣言・行動計画を定め、ダイバーシティの推進に関する議論を進

めた。 

（４）その他 

 年度計画や実績報告に関してとりまとめを行った。また、施設整備に関する概算要

求に関し、電子情報工学科棟改修が決定し、準備を進めている。また、今後の概算要

求として、福利厚生施設改修案や南寮改修案をまとめるとともに、営繕要求について

は抜本的に要求事項を修正した。 

 ジュニアドクター育成塾は、令和７年度を持って終了する。現在は STELLA に申請中

であり、認定後を見据えて準備を進めている。 

 

３．点検・評価 

総務・企画委員会は、中期計画・年度計画対応、広報活動、外部有識者会議の実施、

ネーミングライツ案の検討等を適切に進めた。 

将来構想専門部会が中心となり改組案を取りまとめ、文部科学省及び大学改革支

援・学位授与機構による認可を受け、準備を進めている。さらに、改組を含めた広報
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活動を積極的に展開した。 

ＫＩＳを受審し、指摘事項へ対応するとともに、令和８年度の機関別認証評価受審

に向けて準備を進めている。 

同じく令和５年度に新設したダイバーシティ推進専門部会は、ＤＥ＆Ｉ宣言・行動

計画の整備を進めている。 

以上のように、総務・企画委員会は広範に渡るミッションを下部組織である専門部

会と連携しつつ効率的に推進している。定期的な外部評価も着実に実施し結果を反映

している。よって、達成度評価はＡと判断する。 

 

４．改善課題・方策 

本校は令和８年度からの改組に向けて、準備を進めている。令和８年度の機関別認

証評価受審に向けた対応については主に自己点検・評価委員会の所掌となるが、一部

冗長になろうとも、総務・企画委員会として外部評価結果の改善等への対応が求めら

れる。また、総務・企画委員会直轄で進めることになっている学校全体の広報につい

ては、外部有識者会議での意見も踏まえ更に議論を深める必要がある。事業専門部会

では大規模事業の継続性を確保するような対応が求められる。特に、ジュニアドクタ

ー育成塾については、５期生２段階目（実施６年目）の塾生を含めた対応が必要であ

り、現在申請中の STELLA と並行して、対応を準備している。ダイバーシティ推進専門

部会では校内でＤＥ＆Ｉの理解を向上させるとともに、ＤＥ＆Ｉ宣言・行動計画を着

実に推進していく必要がある。 

その他、将来を見据えて、マスタープランの整備や施設整備、ネーミングライツ事

業等による外部資金の確保策等にも積極的に取り組むことが求められる。 
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〇 キャリア支援関係 

１．達成度評価 

今年度の達成度評価：Ａ 

（達成度評価の理由） 

 今年度、年度計画に上げた「低学年から高学年まで学年毎に先輩講座（卒業生による

進路決定までの道筋を例示）などのキャリアガイダンスを実施」「キャリア支援情報の

継続更新を実施」「進路のしおりの充実化」「求人情報および学編入試験関連情報を高

専キャリアサポートシステムへ一元化し進路情報入手環境の改善と業務負担の軽減」「校

内ネットワークの「進路情報フォルダ」における求人面談で得られた情報の共有と帰校

届の活用促進」「Ｗｅｂ面接などに対応するためのハード面の支援」「アカデミア会員

企業との連携強化」「本校同窓会（進和会）との連携」「キャリア教育セミナー（合同

企業説明会）と専攻科・大学・大学院合同説明会実施」「女子学生向けのキャリア形成

講座の実施」「インターンシップ事前講座と就職対策講座の実施」「進学希望学生への

支援」、「進路指導担当者とキャリア支援室の連携」「各学年及び各学科のとの連携」

などについて概ね実施することができた。 

このため、達成評価はＡと判断する。 

２．現状 

学生にとって就職、進学の進路を決定する際の主な相談先となる本科学級担任、専攻

科専攻主任と、それらの情報を統合管理するキャリア支援室の連携を図るため、キャ

リア支援委員会、各学年会会議などを適宜開催し、綿密な連絡を取りながら学生の指

導に当たっている。また、低学年からのキャリア教育にも力を入れ、「生涯設計の意

識を持ち、社会において自立できる力の養成」を目標とし、学年ごとに方針を立てて

実施している。以下に、本校のキャリア教育の学年ごとの方針と内容を示す。 

 

 

 

 

 

１年：高専生活への順応、および職業観の基礎形成 
（高専の生活に慣れるともに、「仕事する」ことの意味を知る。） 

・キャリアガイダンス ・産業・職業研究セミナー

２年：技術者としての意識形成、および専門分野の基礎的な認識の形成 
（ものづくりの心をもつとともに、自分の専門分野について知る。） 

・先輩講座 ・校外研修 ・先輩フォーラム

３年：専門分野に関する認識の向上、および技術者の将来像の展望 
（専門分野の知識を深め、技術者としての未来を描きはじめる。） 

・研修旅行 ・専攻科・大学・大学院合同説明会 ・各専門分野の先輩講座
・専攻科説明会 ・キャリア教育セミナー ・PROG テスト

４年：将来像の明確化、および進路選択を念頭においた生活 
（自分の将来像を確立し、進路選択に向けて動きはじめる。） 

・校外実習事前ガイダンス ・校外実習 ・各専門分野の先輩講座
・専攻科・大学・大学院合同説明会 ・就職対策講座
・キャリア教育セミナー ・PROG テスト
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２－１ 本校卒業・終了後の進路 進路決定までの流れの現状 

本科生及び専攻科生の進路を図１に、進路決定までの流れを図２に示す。 

平成２４年度頃より、就職する学生の割合は６割前後を維持している。令和元年度末

の新型コロナウイルス感染拡大による不況の影響を受けて、一時期は進学を希望する

学生の割合が多くなったものの、ここ数年は人手不足の傾向にあり、就職する学生の

割合は、昨年度は５６％、本年度も５２％であった。 

今年度の就職活動のスケジュールは昨年度と同じで、広報活動の解禁が３月、採用活

動の解禁が６月、内々定が出る時期も例年並みであったが、実際の採用活動は年明け

から、学生の就職活動も２月の学年末試験直後から本格化している。新型コロナウイ

ルス感染拡大予防をきっかけに始まったオンラインの企業説明会や面談を併用した採

用活動が定着し、採用方法までの流れが複雑化してきているため、本校でもこれらの

状況変化に対応するため関係教職員と連携し、学生には学科及び専攻科の進路指導担

当者、企業と連絡を密にとるように指導した。また令和６年度より、企業が一定の基

準を満たしていれば、インターンシップの評価を採用選考時に利用できるようになっ

ている。 

本校に対する求人票に関しては、今年度より「高専キャリアサポートシステム」のみ

での受付に完全移行し、学生が学内外から自由に閲覧可能にしている。また、キャリ

ア教育セミナーを１２月に対面にて実施し、企業の説明を直接聞きその後の企業見学

や会社説明会を経て、採用試験の応募に至っている。 

公務員試験（主に環境系）を受ける学生も多い。専攻科２年生で受験できる公務員試

験は、国家総合職、国家一般職、国家専門職、福井県の場合Ⅰ種、市町村などである。

本科５年生で受験できるものは、国家一般職、国家専門職、福井県の場合Ⅱ種、市町

村などであった。令和７年度卒からは、福井県については、土木（総合）と電気に関

してのみ、Ⅰ種を５年生でも受けることができるようになった。また消防官、警察官

などの職員採用試験がある他、独立行政法人や財団法人と呼ばれる公務員に準じた進

路もある。 

進学に関しては、例年本科では５月頃から推薦選抜による編入学試験が、また６月頃

５年：進路の決定、および社会人としての資質の向上 
（進路を具体的に定め、社会に出るために必要な素養を身につける。） 

・労働法講演会 ・各専門分野の先輩講座

専攻科１年：キャリアの拡充、およびより高度な進路選択の企図 
（キャリアを拡げるため活動し、さらなる進路選択をめざす。）

・インターンシップ ・大学院研究室訪問 ・専攻科・大学・大学院合同説明会
・就職対策講座 ・キャリア教育セミナー

専攻科２年：進路の決定、および責任ある社会人としての意識涵養 
（再び進路を定めるとともに、社会人としての素養を深める。） 

・労働法講演会 ・先輩講座
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からは学力選抜による編入学試験が始まる。専攻科生に対する大学院の入試は、６月

頃から始まる。これらの日程は、コロナ渦以前の状況に戻り各試験が実施された。 
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図１ 卒業及び修了後の進路 

図２ 進路決定までの流れ 
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２－２ 進路先の状況 

表１に、令和７年度の進路状況を示す。近年の本校の就職希望者の割合は５～６割で

推移しており、直近３年間の本科卒業者数に対する就職者数の割合は、令和５年度は

５８％、令和６年度は５６％、令和７年度は５２％であった。同様に、専攻科修了生

数に対する就職者数の割合は、令和５年度は６３％、令和６年度は８４％、令和７年

度は６９％である。令和６年度の本科及び専攻科を合わせた学校全体の就職者数割合

は５５％で、昨年の６０％と比較して５％減となった。 

表２に求人数及び求人倍率を示す。就職を希望する学生に対する求人倍率は、本科で

は、令和５年度は６３倍、令和６年度は４２倍、令和７年度では７７倍となった。専

攻科では、令和５年度は約１１１倍、令和６年度は７２倍、令和７年度は１３３倍と

なっている。また、本科及び専攻科を合わせた求人数は延べ数で、令和５年度は９,０

６３人、令和６年度は４，１１５人、令和７年度は１０，９１６人と推移してきた。

日本国内を含めた世界経済が不安定となっている一方で、人手不足の状況が継続して

おり、高い求人倍率を保っている。 

表１ 令和７年度進路状況 

卒
業
修
了
者
数 

就
職
希
望
者
数 

内定者数 
未
定 
者
数 

進
学 
希
望 
者
数 

内定者数 
未
定
者
数 

そ
の 
他 

県

内 

県

外 

大
学
・
大
学
院

専

攻

科 

そ
の
他 
進
学 

本
科 

機械工学科 37 23 7 16 0 14 7 7 0 0 0 

電気電子工学科 34 18 7 11 0 16 13 3 0 0 0 

電子情報工学科 42 20 5 15 0 21 13 8 0 0 1 

物質工学科 41 19 6 13 0 21 14 7 0 0 1 

環境都市工学科 35 19 5 14 0 16 12 4 0 0 0 

小 計 189 99 30 69 0 88 59 59 0 0 2 

専
攻
科 

生産ｼｽﾃﾑ工学専攻 15 13 10 3 0 2 2 0 0 

環境ｼｽﾃﾑ工学専攻 20 11 2 8 0 9 9 0 0 

小 計 35 24 13 11 0 11 11 0 0 

合 計 224 123 43 80 0 99 70 29 0 0 2 

学 科 

区 分 
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表２ 令和７年度求人数及び求人倍率 

学科・専攻 卒業･修了者数 就職希望者数 就職希望率 求人数 求人倍率 

機械工学科 37 23 62.2% 1,742 75.7 倍 

電気電子工学科 34 18 52.9% 1,787 99.3 倍 

電子情報工学科 42 20 47.6% 1,649 82.5 倍 

物質工学科 41 19 46.3% 1,215 63.9 倍 

環境都市工学科 35 19 54.3% 1,320 69.5 倍 

学科 合計 189 99 52.4% 7,713 77.9 倍 

生産ｼｽﾃﾑ工学専攻 15 13 86.7% 1,737 133.6 倍 

環境ｼｽﾃﾑ工学専攻 20 11 55.0% 1,466 133.3 倍 

専攻科 合計 35 24 68.6% 3,203 133.5 倍 

総 合 計 224 123 54.9% 10,916 88.7 倍 

直近３年間の本科における進学の割合は、令和５年度は４２％、令和６年度は４４％、

令和７年度は４７％であった。専攻科では、令和５年度は３４％、令和６年度は１６％、

令和７年度は３１％であった。令和７年度の本科及び専攻科を合わせた全体の進学の

割合は４４％で、昨年の４０％と比較して４％増となった。なお、進学者のうち約７

割が推薦によるものである。 

２－３ キャリア教育の現状 

本科では、伝統的キャリア教育として、２年生で校外研修（近隣地域企業等見学、１

日）、３年生で研修旅行（国内企業等見学、４日間）、４年生で夏季休業中の校外実

習（国内企業等での就業体験、１～２週間）などの行事を経て、進路の選択を行い、

５年生で就職や進学の試験に臨んでいる。さらに専攻科生は、１年生で長期のインタ

ーンシップ（海外・国内、４週間）を実施している。令和６年度は概ね対面によって

実施することができた。 

世界経済が不安定となっている状況下であっても、企業の高専に対する求人数が維持

されていることは、これまでの高専からの就職者が社会的に評価されているというこ

とを示しており、そのニーズに応えるべく優秀な学生を送り出すという就職に関する

キャリア教育の重要性が増してきている。また、産業や職業の状況が変化、多様化し

ている中で、適切な職業選択を行えるよう、早い段階から職業意識の形成を行い、学

生が主体的に企業研究を行う環境を整備する必要が生じてきている。そのため、様々

なキャリア教育を各学年に実施している。 

 表３に、令和７年度キャリア支援室関連の活動内容をまとめたものを示す。また、

以下に主なキャリア教育活動や取り組みの概要を項目毎に記す。 
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表３ 令和７年度キャリア支援室関連の活動内容 

実施時期 行 事 
対 象 学 年 
本 科 専攻科 

1 2 3 4 5 1 2 

5 月 8日(木) 

1 年生キャリアガイダンス 
「高専に入って、学科再選択制度、学際
領域科目について」  
「キャリア形成について」  

○ 

6 月 5日(木) 
2 年生キャリアガイダンス 
「新入社員の心得 ～迷ったらやってみ
ろ～」 

○ 

6 月 26 日(木) 
3 年生キャリアガイダンス 
「しごとーく」 

〇 

7 月 17 日(木)  

インターンシップ事前ガイダンス
・インターンシップの意義、目的、心構
え、ビジネスマナー、留意点など
・令和７年度の進路状況

○ 

7 月 17 日(木) 
全学年対象キャリアガイダンス 
「就活メーク講習会」 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

8月 7日(木) 
進学希望者向けガイダンス 
・進学に向けた計画的な学習について

○ ○ 

8 月～9 月 ・校外実習・専攻科インターンシップ ○ ○ 

10 月 2 日(木) 専攻科インターンシップ報告会 ○ 

10 月 4 日(土) 専攻科･大学･大学院合同説明会 △ △ ○ △ ○ △

10月20日（月） 校外実習報告会（学科毎） ○ 

10月27日(月) 
～ 

10月30日(木) 
研修旅行（学科毎） ○ 

10月29日(水) 校外研修 ○ 

10月30日(木) 
労働法に関する講演会  
「労働法制の基礎知識の理解を深めるこ
とで、社会で働くための素養を養う」 

○ 

12 月 2 日(火) 
12 月 3 日(水) 

３年生、４年生対象 PROG テスト 
（教務との連携開催） 

○ ○ 

12 月 6 日(土) 
キャリア教育セミナー（対面）
「合同企業説明会」142 社

○ ○ △ ○ 
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12月11日(木) 
先輩フォーラム（学科毎） 
「就職、進学を決めるまでの体験談、専
攻科の説明」 

 ○   △ △ △ 

12月18日(木) 
高専キャリアサポートシステム説明会 
「求人票の検索方法を学ぶ」 

  〇     

1 月 22 日(木) 
就職対策講座 
「就職対策講座」 

   ○  ○  

1 月 29 日(木) 
産業・職業研究セミナー 
「信越化学武生工場グループの製品・仕
事について、先輩からのひと言」 

○       

2 月 19 日(木) 
専攻科説明会 
「専攻科の紹介」 専攻科長・専攻科生 

  ○   △ △ 

2 月 24 日(火) 
2 月 25 日(水) 

３年生 PROG テスト結果の解説会 
４年生 PROG テスト結果の解説会 

  ○ ○    

随時 先輩講座（クラスごとに企画）        

〇は主対象、△は対象。 

 

本科１年生を対象とする取り組みとして、本校教務主事及びキャリア支援室長による

キャリアガイダンスを５月に開催した。本校のカリキュラム、中間学力確認週間及び

キャリア支援行事について解説した（図３）。また、１月に産業・職業研究セミナー

として、信越化学工業株式会社武生工場から眞殿遵次氏と本校卒業生の田中琉太氏を

講師に招き、進路選択に関わる講演会「信越化学武生工場グループの製品・仕事につ

いて、先輩からのひと言」を対面にて実施した。 

本科２年生には６月に、本校同窓会「進和会」の協力のもと、講師に株式会社デンソ

ーから本校卒業生の伊部賢人氏を招き、先輩講座「新入社員の心得 ～迷ったらやっ

てみろ～」を対面にて実施し、講師の学生時代の経験や就職活動、現在の仕事の内容

などについて講演が行われた。１２月には学科毎に上級生や専攻科生が講師となり、

進路決定までの体験を紹介してもらう先輩フォーラムを対面で実施し、目指す進路に

対して２年次にしておくべきことなどの講演が行われた（図４）。 

本科３年生には、１０月に研修旅行を３泊４日で実施した。また、求人票の受付方法

が高専キャリアサポートシステムに完全移行したことに伴い、１２月には「高専キャ

リアサポートシステム説明会」を実施し、運営会社であるメディア総研株式会社の井

内大輔氏による求人票の検索方法などについての説明が行われた。２月には、専攻科

の志願者確保の取り組みと進学した場合のキャリア形成に関する説明とを兼ねた専攻

科説明会を開催した。専攻科長による説明に加えて、専攻科生による学習と研究の取

り組みなどについて、具体的なプレゼンテーションが行われた。 
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本科４年生には、夏季休業中の校外実習を実施した。校外実習は、対象学生ほぼ全員

が実施することができた。校外実習前の準備として、７月に対面にて「インターンシ

ップ事前講座」を実施した。今年度もメディア総研株式会社の井内大輔氏を講師とし

て「高専生のためのインターンシップ準備講座」という題目で、インターンシップの

意義・目的、心構え、留意点、ビジネスマナーなどについて講演をしていただいた。

また、就職活動の現状と次年度への準備について、「令和７年度の進路状況」という

題目で本校電子情報工学科の堀井直宏教員（５年電子情報工学科担任）による講演も

実施した。さらに、進学に関する講座として、８月に「進学に向けた計画的な学習に

ついて」という題目で、進学希望者に対する進学対策の講演を実施した（図５）。 

１月には本科４年生と専攻科１年生を対象とする就職対策講座を対面とオンライン

の併用にて開催予定であったが、大雪による休校に伴いオンデマンド開催となった。

メディア総研株式会社の井内大輔氏を講師として、就職活動に対する心構えやエント

リーシート記述のポイント、面接における注意点などの具体的な就職試験対策や社会

で必要とされる能力などについて説明がなされた。 

先輩講座は学年を問わず企画することができるが、特に本科４年生で実施されること

が多く、不定期に学科毎に企画され、計６回実施された。 

昨年度まで女子学生のみを対象としていた就活メーク講習会を、本年度は性別不問と

し、株式会社 POLA 北陸ユニット福井の稲木歩氏を講師として実施した。対面によるメ

ーク指導のため希望者のみとし、３名（いずれも女子学生）が参加した。 

本科５年生及び専攻科２年生には、福井労働局労働基準部監督課長の水島由茶氏を講

師として「知っておきたい労働法の基礎」という題目で１０月に対面とオンラインの

併用により開催し、賃金、労働時間、職場の規律などの労働契約や、内定取消、解雇

などのルールに関する講演を通して、社会人として働く際に知っておくべき基礎知識

を得る貴重な機会となった。 

 

  
図３ キャリアガイダンス（本科１年生） 図４ 先輩フォーラム（本科２年生） 
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図５ 進学希望者向けガイダンス 

（本科３年生、本科４年生の進学希望者） 

２－４ キャリア教育セミナー（合同企業説明会） 

本校と関連の深い企業・団体が参加し、本科３〜５年生と専攻科１年生対象の合同企

業説明会に相当するキャリア教育セミナーを１２月６日に対面で開催した（図６）。

本校第一体育館に７１個の企業ブースを設置し、午前７１社、午後７１社の合計１４

２社にのぼる県内外の企業に参加いただいた。学生が県内の企業を知る機会にもする

ため、本校との関連が深い県内企業が数多く加盟している地域連携アカデミア会員企

業の全てに参加の案内を行い、アカデミア会員企業からは９６社が参加した。本科４

年生、専攻科１年生には就職活動のスタートとなり、本科３年生、専攻科進学予定の

５年生に対してはインターンシップの事前調査となった。 

なお、本年度は本事業を開催するに当り、参加企業への案内や受付、参加費の徴収、

会場設営など、実施運営に関わる大部分をメディア総研株式会社に委託したことで、

本校学生課事務職員の大幅な業務軽減が実現されている。 

図６ キャリア教育セミナー（本科３～５年生、専攻科１年生） 

２－５ 専攻科・大学・大学院合同説明会 

１０月４日（土）、本科２〜５年生及び専攻科１年生の進学希望者を対象に、専攻科・

大学・大学院合同説明会をオンラインライブで開催した。全国の１３大学・大学院と

本校専攻科の講師と参加学生をオンライン会議で接続し、各校の特色などをそれぞれ
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の講師が説明した。参加者は５３名で、進学希望の専攻科・大学・大学院の説明を聞

くことができ、学生にとって進学先を考える上で有意義な説明会となった。 

２－６進路指導の支援 

学生への進路情報の提供方法として、求人票に関しては今年度より高専キャリアサポ

ートシステムに完全移行している。学生は学内外から求人票を検索することができる

ようになり、利便性が向上した。また、企業側からの求人情報の登録・更新が可能で、

書類管理担当者による登録作業の負担軽減にも寄与している。その他には、求人面談

で得られた情報および帰校届の情報は校内 LAN にて閲覧できる「進路情報フォルダ」

から利用できるようにしている。このような進路情報の提供システムにより、学生は

パソコン等から求人票などの企業情報を入手し、帰校届を確認して就職試験の対策を

することが可能であり、自主的に企業研究を行なうための環境が整備されている。就

職に関する情報の他に、大学編入学に関する情報の検索も可能であり、進路情報取得

の利便性が高くなっている。また、進路のしおりを作成し、電子データにて全学生に

公開するとともに、本科４年生および専攻科１年生には冊子体でも配布し、担任や専

攻科委員を通じて早い時期から進路を意識させている。 

３．点検・評価 

３－１ キャリア教育の現状の点検・評価 

就職活動への対策強化を主目的に、キャリア支援委員会では、キャリアガイダンスな

どのキャリア教育活動を継続的に企画し、個々の企画の効果的な実施と内容の充実を

図ってきた。以下、対象学年順にキャリアガイダンスなどの点検・評価を示す。 

本科１年生対象の「キャリアガイダンス」では、学校に慣れ始めた頃の学生向けの話

題として、高専で学校生活を送るための心構えやキャリア教育関連行事などを紹介し

た。５月に実施し、特に初めての定期試験に向けてどのような意識で学業に臨むべき

かを教務主事より、５年後、７年後の進路選択への道筋についてとその学校のバック

アップ体制についてキャリア支援室長より話をした。学生アンケートの満足度は９

６％と高く、安心して学業に臨むための機会を与えることができた。１月に実施した

「産業・職業研究セミナー」は、１年生にとっては、初めての企業から招いた講師に

よる本格的なキャリア関連の講演となり、５年後、７年後の進路選択の道筋を学ぶこ

とができた。学生アンケートの結果は９５％が満足と回答した。 

本科２年生対象の６月に実施したキャリアガイダンス「先輩講座」では、学科別クラ

ス編成となったばかりの２年生に対して、学校生活の経験、専門科目が増える不安に

応える内容となった。学生アンケートの満足度は９７％であった。１２月に実施され

た「先輩フォーラム」では、学科毎に上級生や専攻科生が進路決定までの体験談の講

演を主に対面で実施した。参加した学生にとって、将来を具体的に考えるための実体
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験を聞くことができる、貴重な機会となった。学生アンケートでは９９％の学生が自

分の進路を考える上で参考になったと回答した。 

本科３年生対象の「高専キャリアサポートシステム説明会」では、求人票の検索方法

を中心に高専キャリアサポートシステムの利用方法についての説明を受けた。次年度

の校外実習に向けた企業研究への意欲の向上につながった。２月に実施した「専攻科

説明会」では、専攻科長による説明に加え、専攻科生によるプレゼンテーションを行

った。専攻科生自身の体験に基づき、専攻科を選んだ理由や、専攻科の仕組みや特徴

に関する講演を行った。学生アンケートでは９６％が参考になったと答えた。また、

令和７年度は、株式会社リンクアンドモチベーション主催の「しごとーく」を新たに

実施し、国内大手企業のエンジニアの方々から大手企業で働く心の持ち方、大手企業

へ就職するためのこれからの取り組み方など、実経験をもとにご講演頂いた。 

本科４年生と専攻科１年生対象の「インターンシップ事前ガイダンス」では、インタ

ーンシップ、その先の就職活動の準備をする機会となった。また、今年度の就職活動

の状況として「令和７年度の進路状況」と題した講演では、進路指導を担当中の５年

生担任による現状を反映した講座となった。 

進学に対する支援として実施した、進学対策講座「進学に向けた計画的な学習につい

て」では、受験勉強が本格化する夏季休業中の心構え、夏季休業中の学習に関しての

講演を行った。事後のアンケートでは、参加したすべての学生が参考になったと答え

た。 

夏季休業中の校外実習およびインターンシップには、本科４年生と専攻科１年生のほ

ぼすべての学生が参加し、その後の「校外実習報告会」、「インターンシップ報告会」

において報告を行い、校外実習およびインターンシップの単位認定がなされた。 

女子学生対象であった「就活メーク講習会」を本年度は性別不問で参加希望者を募集

し、３名（いずれも女子学生）の参加で実施した。講師は女性で、場面にあわせたメ

ーク方法やスキンケアについて、実際にメーク指導を受ける実践的な講習を実施した。

参加学生のアンケートでは全員が満足と回答した。 

本科４年生及び専攻科１年生対象の「就職対策講座」は、対面とオンラインの併用に

て開催予定であったが、大雪による休校に伴いオンデマンド開催となった。メディア

総研株式会社の井内大輔氏を講師として、就職活動に対する心構えやエントリーシー

ト記述のポイント、面接における注意点などの具体的な就職試験対策や社会で必要と

される能力などについて説明がなされた。 

以上、学年進行に合わせたキャリアガイダンスをはじめとしたキャリア教育を適宜実

施することができた。今後もこれらを継続し、社会のニーズや学生の多様性を考慮し

た講座企画が重要である。 
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３－２ キャリア教育セミナーの点検・評価 

本科３〜５年生と専攻科１年生を対象とする合同企業説明会に相当するキャリア教

育セミナーを、１２月６日に対面で実施した。参加企業数は１４２社、午前中に７１

社、午後に７１社で、各社２５分ずつのプレゼンテーションを４回実施していただい

た。学生には午前中の１回目と午後の１回目に訪問する企業をキャリア支援室から割

り当てた。参加した学生は全員８社の企業説明を聞いた。開催前には参加企業一覧と

タイムテーブルをまとめたリーフレットを作成して学生に配布するとともに、企業の

詳細についてはオンラインで確認できるようにし、学生は訪問する企業を事前に計画

して参加することができた。会場の企業ブースには本校ＯＢ・ＯＧの姿も多く見られ

た。なお、本校と関連が深い地域連携アカデミア会員企業にはブースの半数を優先的

にあてがい、本セミナーには９６社が参加した。令和５年度以降、第１体育館での対

面開催は好評で、参加企業は９４％、学生は９９％が満足と回答した。 

就職活動のスタートとして重要な行事であるとともに、インターンシップ開拓の重要

な場としても活用されている。令和３年度は、キャリア教育セミナーは３月に実施し

ていたが、進路選択のためには開催時期が遅いという声があり、令和４年度からは１

２月に実施している。今後インターンシップによって得られた学生の情報を、企業側

が採用に活用できることになっていくため、就職活動早期が予想されており、それに

伴ってインターンシップ実施後の進路指導方法についてどのような対応が必要かを今

後も継続して検討していく。 

３－３ 専攻科・大学・大学院合同説明会の点検・評価 

進学に関する行事では、１３大学（１０大学、７大学院）と本校専攻科による専攻科・

大学・大学院合同説明会を１０月４日（土）にオンラインで開催した。参加校は学生

や進路指導担当教員の要望に応える形で調整した。本科生に対しても大学院の説明を

一緒に実施することにより、大学院について知り、大学院進学までを視野に入れたキ

ャリアパスを考える機会を与えることができている。事後の学生アンケートでは、９

７％の学生が実施時期は良いと答えている。オンライン開催により、遠隔地の大学か

らの参加も容易であり、学生の視野を広げる機会となった。 

３－４ 進路情報の提供に関する点検・評価 

「進路のしおり」を元に進路指導を行っており、毎年１２月に新年度に向けて改訂し

ている。「進路のしおり」では、本校のキャリア教育の方針、学年毎のキャリア教育

の方針を明確に掲載している。これにより本科１年の時から卒業後の進路を意識して、

自主的にキャリア形成に取り組む姿勢を身に付けることを目指しており、電子データ

にて全学生に公開するとともに、本科４年生および専攻科１年生には冊子体でも配布

した。 

92



 

求人情報を中心とした進路情報の提供方法では、高専キャリアサポートシステム（学

内進路支援サイト）、校内ＬＡＮで閲覧できる「進路情報フォルダ」を利用できるよ

うにしている。これらの利用により、学生はインターネットを使って本校の就職情報

及び進学情報、さらには帰校届、進学関連の過去問などの情報を閲覧することができ、

学生の能動的な業界・企業研究、就職・進学先選択に対する情報提供ができている。

これらの利用案内は各教室に掲示するとともに、「進路のしおり」にも掲載して周知

を徹底し利用を促した。 

 

３－５ 効率化に関する点検・評価 

効率化の取り組みとして、インターンシップ業務フローを令和７年度の４年生担任団

を中心に改善し、関係教職員と確認・連携した上で運用した。この運用で企業と学生

のマッチング、企業との書類のやりとりの進捗状況の流れをより明確にすることがで

きた。また、Microsoft Teams において進捗状況をまとめたファイルを関連教職員で共

有・確認できるようにし、業務の重複を削減することができるようになった。公募制

のインターンシップに対する対応も取り入れ改善を継続できている。令和４年度から

は就職・進学についての情報も同様に進捗状況をまとめたファイルを関連教職員で共

有・確認できるようにした。 

就職試験や進学試験の内容を報告する「帰校届」については、提出様式を電子ファイ

ルとしたことで、帰校届を記入する学生、書類管理をする担当者、双方の手間が大幅

に簡略化されて効率的になっている。また、利用する学生に対しても検索が容易にな

るなど利便性が向上した。 

求人企業の増加とともに、求人に関する企業との面談業務が進路指導教員への過重な

負担となっているため、令和５年度より求人面談の対応を１企業に１教員で対応する

仕組みを構築し、進路指導教員への負担軽減を継続している。 

 

３－６ 全体に関する点検・評価 

以上を総括すると「② 現状」においてで記載したとおり、低学年から複数のキャリ

ア教育行事が概ね対面で開催ができた。また、一部はオンラインの併用で開催できた。

すでに整備されている進路情報の提供システムを活用し、学生が能動的に進路選択に

対する情報を得ていくというキャリア教育がなされている。就職の状況は、求人倍率

の増加傾向が続き、内定率は１００％を維持できている。進学者の割合は、本科と専

攻科ともに増加した。また、就職においては、令和６年度から４％減少している。学

生による進路指導関連アンケートでは、担任や専攻科委員による進路指導、進路関係

の講演会の内容、キャリア支援室の設備・環境や室員の対応に対する満足度は、いず

れも９６％以上となっている。従って、達成度評価はＡと判断する。 

 

93



 

４．課題・方策 

激動する国際情勢による経済不安がある中でも人手不足であるため、本校に対する求

人数は増加傾向にあるが、今後は懸念される大規模災害の発生やより一層の国際情勢

の悪化などにより、一転して減少することもあり得る。このような社会情勢に柔軟に

対応し、力強く生きていける学生を育てるため、低学年からキャリア形成に向けた意

識を根付かせるよう努める。 

キャリア支援に関する情報の開示としては、本校ホームページにおけるキャリア支援

情報の掲載を行っており、随時更新を継続していく。 

進路選択目前の学生に必要な情報を整理して掲載している「進路のしおり」において、

低学年からのキャリア形成に役立つ情報を充実させる。寄せられる求人票の情報、大

学編入試験関連情報を漏れなく「進路情報フォルダ」や高専キャリアサポートシステ

ム（学内進路支援サイト）で閲覧できるようにしており、学生が自主的に進路情報を

入手するための環境の維持に努める。さらに、求人面談で得られた情報の共有、帰校

届の回収率をさらに向上させていく。 

就職活動支援において、新型コロナウイルスの影響で行われてきたＷｅｂ面接などが

定着し、引き続き設備や場所を準備できない学生に対応できるようハード面（本校で

のＰＣ貸出、図書館の学習室を利用）の支援を継続していく。 

本科４年生の校外実習、専攻科１年生のインターンシップについては、多くの実習受

け入れ先企業で対面により実施された。さらに、同窓会の進和会やアカデミア会員企

業との連携を強化し、インターンシップを積極的に受け入れていただけるようにして

いく。対面による「キャリア教育セミナー」の開催は、その一助となると考えられる。

「就活メーク講習会」については本年度より男子学生も参加可能としたが、参加者は

３名にとどまり、実施の継続について検討する必要がある。 

キャリア支援室の主だった進学支援は、１０月の専攻科・大学・大学院合同説明会開

催と、大学・大学院の入学試験の過去問、帰校届などを「進路情報フォルダ」に整備

し、閲覧できるようにしていることである。専攻科・大学・大学院合同説明会につい

ては、オンライン開催を継続し、遠隔地の大学・大学院からも参加していただき、学

生の視野を広げることができた。今後もオンライン開催を継続していく。学生の要望

に応じて、各学校へ参加依頼をしているが、１日間での開催であるため招待できる数

に限りがあり、要望にすべて応えることができていない。大学独自の説明会の案内を

充実させるとともに、分散開催も検討するなどして、学生のニーズに応えていくこと

も検討を続けていく。「進路情報フォルダ」においては、帰校届の提出が１００％に

なっておらず改善の余地があり、回収率を上げるための方策を継続して講じていく必

要がある。令和７年度も令和６年度に引き続き進学対策の講演会を８月に対面で実施

したが、実施時期については、検討の余地があると考える。高専からの進学は、学生

の個人戦の様相が強いが、このような講演を通じて、試験に向けた意識を向上させ、
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学生を激励していく必要がある。また学生間の繋がりができることが望ましい。これ

らの取り組みは今後も継続していく。昨年度同様本年度も進路指導担当教員に対して、

過去数年間の進学者の合格実績や学内での成績データを整理して希望する担当教員に

データを提供した。これらを活用して進路指導が行われたが、進路指導担当者の要望

などを調査し、今後も進路指導に必要な進学に関するデータを整備して充実させてい

く。 

キャリア支援委員会の委員を各学年から１名ずつ（主に学年主任）、専攻科委員１名、

各学科から少なくとも１名を委員として構成することにより、キャリア関連行事やキ

ャリア支援に関する情報を連絡するだけでなく、各学年、各学科から意見を聞き双方

向で連携して企画していく体制が継続できている。キャリア教育セミナーにおいては、

業務の大部分をメディア総研株式会社へ委託することによって、開催する際の事務作

業の大幅軽減を実現できた。今後も各種行事の開催において、教職員の業務負担を軽

減するように配慮を重ねていくことが必要である。 

キャリア支援関連のほとんどの行事においては、事後にアンケートを実施している。

今後もアンケート結果等を参考に問題点を検証して各行事の改善を検討していく。 
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○ 研究活動関係 

 

１．達成度評価 

今年度の達成度評価：Ａ 

（達成度評価の理由） 

科学研究費補助金については、２月２７日に発表された令和８年度は新規申請件数が前

年度を上回ったものの、新規採択件数が減少した。合計の採択件数が２８件から２５件と

なったが、高専機構が掲げた科研費に関する数値目標の科研費保有率（代表）３０％以上

は達成した。また、科研費以外の外部資金については、６０周年記念事業寄付金の効果も

あり、獲得した件数が前年度を上回り、外部資金全体として獲得金額の水準は維持してい

る。研究紀要については投稿区分に報告を新設し、前年度からは教育研究論文集へと名称

の変更を行い関係規則を整備している。今年度は投稿件数、掲載件数いずれも前年度を上

回った。さらに、教員の研究活動を推進するための予算的支援として、研究成果発表補助

と論文投稿補助の二つの仕組を制定、令和６年度より実施し、リサーチアドミニストレー

ターによる継続的な教職員への支援も実施している。よって、達成度評価はＡと判断する。 

 

２．現状 

（１）科学研究費 

 令和７年度は、新規１０件（基盤研究Ｂ：１件、基盤研究Ｃ：６件、若手研究：３

件）と継続１８件（基盤研究Ｂ：１件、基盤研究Ｃ：１１件、若手研究：３件、研究

活動スタート支援：３件）を合わせて採択件数は２８件、直接費と間接費を合わせた

配分額は４３，９４０千円であった。採択件数と配分額ともに前年度を上回っており、

本校はこの数年、全国５１高専の中で件数と金額ともに高い水準を維持している。 

また、２月２８日に発表された令和８年度は、新規５件（基盤研究Ｃ：３件、若手

研究：２件）と継続１９件（基盤研究Ｂ：１件、基盤研究Ｃ：１３件、若手研究：５

件）を合わせて採択件数は２４件であり、奨励研究の新規１件を含む、直接費と間接

費を合わせた配分額は２８，８００千円であった。採択件数と配分額ともに、令和３

年度からの水準を維持することができている。 

令和８年度科研費の申請件数は、対象者８４名（教員７１名、技術職員１３名）に

対して６３件（新規４６件、継続１７件）であり、新規の申請率は６９％（教員６５％、

技術職員８５％）と前年度の６０％（教員５３％、技術職員９２％）より増加した。

新規の採択率は１３％（教員１４％、技術職員９％）であり、前年度の２３％（教員

３２％、技術職員０％）から大幅に減少した。また、６月に行った事前調査の申請予

定数と比較して、実申請数は９件の増加となり、ここ数年、実際の申請時には申請数

が減少する傾向があったが、今年度については増加することとなった。高専機構が掲
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げた科研費に関する令和７年度の数値目標は、科研費保有率（代表）３０％以上、採

択率１７％以上、基盤研究Ｂ以上１５件以上であるが、科研費保有率（代表）３０％

以上は達成し、採択率は目標を若干下回った。 

科研費採択を支援する取り組みとしては、基盤研究、若手研究、奨励研究の申請時

期が前倒しされ９月中旬になったことから、年度当初に科研費申請支援スケジュール

を公表して計画的に準備を行う意識啓発を行った。また、過去の採択課題の調査結果

より、査読を受けたもの、基盤研究では研究分担者のいる課題の採択率が高いことか

ら、査読を受けることや他の研究者と連携して研究することのメリットを教員に周知

した。具体的には、４月～６月は本校のリサーチアドミニストレーター（ＲＡ）の協

力を得て、前年度に採択されなかった調書や今年度の研究活動スタート支援の調書の

査読を行い、５月には申請に向けた意識啓発を目的にした事前調査、ならびに複数教

員が連携して申請するためのマッチング支援の希望調査を行った。さらに、５月には

今年度新規採択者の工夫した点、ネットワーク形成について、教職員３名による講習

会、６月には科研費の科研費申請のノウハウを熟知されている本校ＲＡ（研究推進担

当）による、ＲＡ視点から見た申請書類の事例紹介、また、８月には一関高専校長の

小林先生を講師として、生成ＡＩを用いた申請書類完成のためのワークショップをそ

れぞれ開催し、教職員に対して調書作成に関するノウハウや工夫した点を説明してい

ただいた。 

 調書は７月初旬の一次締切、８月初旬の二次締切、そして９月初旬の最終締切の３

回の期限を設け、随時ＲＡが査読と面談を行った。また、学内教員や高専機構査読シ

ステムの利用を希望する者を募り、学内では研究推進委員が査読者の選定を行った。

（２）外部資金 

 科研費以外の令和７年度の外部資金は、共同研究１６件（５，７２８千円）、受託

研究１件（５１０千円）、寄付金２４７件（２３，２６５千円）の計２６４件（２９，

５０３千円）であり、前年度と比較すると共同研究は７件増え（２，９２８千円贈）、

受託研究は同件数（１２２千円減）、６０周年記念事業寄付金の効果があったものの、

寄付金が１２５件増（６，９１５千円減）の４，０９９千円減であった。年度により

件数と獲得額は増減するが、ここ数年間の獲得総額は約２千万円以上と安定している。 

 機構本部から不定期に届く外部資金の公募情報については、担当係よりメールで周

知するとともに、それらの情報を集約した「高専機構産学連携活動サイト」の活用を

教員と技術職員にメールで周知した。 

（３）教育研究論文集（研究紀要） 

令和６年３月に機構本部より紀要等に関するガイドラインが制定されたため、ガイ

ドラインに基づき令和６年度から研究紀要から教育研究論文集へと名称を変更し、関

係規則、査読要領の整備を行った。また、令和５年度に刊行した研究紀要より J-STAGE

で公開を行っている。 
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教育研究論文集について、投稿申込時点では計１１編（論文１０編、報告１編）で

あったが、うち１編については投稿規定を満たしておらず、１０編について、査読、

修正を実施した。令和８年３月３日に計１０編（論文９編、報告１編）を掲載した教

育研究論文集第５９巻を刊行し、本校ホームページ、J-STAGE で公開した。 

（４）研究倫理 

ヒトを対象とする研究倫理委員会が行った審査対象の研究件数は、研究代表者所属

で、一般科目教室（自然科学系）２件（１名）、電子情報工学科１件（１名）、環境

都市工学科５件（２名）の合計８件（４名）であり、慎重審議の結果、全て承認され

た。なお、うちヒトを対象とするが影響の少ないアンケートに関する研究課題４件に

ついてはメール審議とした。 

（５）安全保障輸出管理 

 高専機構の規則に基づく安全保障輸出管理の取扱要領ならびに事前確認シートを使

用して、授業や研究活動において円滑かつ適正な運用を図るよう、教職員への周知を

行った。また、海外出張する教職員には外国出張承認申請書と共に事前確認シートの

提出を求めた。 

（６）研究環境の改善 

 令和４年度より研究推進委員会において教員の研究環境を改善する仕組みを検討し

てきた結果、研究活動推進のための予算的支援として、研究成果発表補助と論文投稿

補助の二つを制度化し、令和６年度より実施した。今年度は研究成果発表補助が９件、

論文投稿補助が７件の申請があり、実際に 7 件の研究成果発表、３件の論文投稿があ

った。これによって、教員の研究力向上と外部資金獲得を後押しすることを目指して

いる。 

（７）教員の研究活動評価 

 科研費の審査等に活用される Researchmap の研究者情報を継続的に更新することを

促した。 

（８）専攻科研究フォーラム 

 ９月３日（水）に福井県国際交流会館で開催された、第３ブロック専攻科研究フォ

ーラムへの参加者を募り、専攻科２年の学生１名が口頭発表、学生５名がポスター発

表を行った。審査の結果、ポスター発表の１名が優秀発表賞を受賞した。 

３．点検・評価 

科学研究費補助金については、リサーチアドミニストレーターを活用することで、

令和５年度から全国高専で高い位置の新規採択件数となっていたが、令和７年度につ

いては新規申請率が増加したものの、新規採択件数が減少し、採択件数と配分額とも

に、令和３年度頃の水準となった。特に過去５年間は件数と配分額ともに右肩上がり

であったが、新規と継続の合計件数、直接経費と間接経費の合計配分額ともに減少し
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たが、科研費保有率（代表）３０％以上は維持している。しかしながら、科研費以外

の外部資金については、獲得した件数は前年度を上回り、外部資金全体としては高水

準の状態が続いている。研究紀要後継の教育研究論文集については、論文９編、報告

１編を刊行した。教員の研究活動を推進するための予算的支援として、研究成果発表

補助と論文投稿舗補助の二つの仕組を制定し令和６年度より継続して実施している。

一方、高専機構が主催する学生や教員向けの研究関連行事を学内で周知することで、

多くの学生が英語を含む研究発表を学外で行う機会を与えることができ、優秀発表賞

を受賞する成功事例も得られた。 

以上の事柄を根拠に総合的に判断し、令和７年度における達成度評価はＡと判断す

る。 

 

４．改善課題・方策 

高専教員の研究活動は学生の教育と同等の重みを持つ基本的使命であり、本校教員

の研究活動の活性化と高度化、そして、それらを学生教育に還元するための、より効

率的な方策の検討が重要な課題であることは論を待たない。研究推進委員会では、教

員の研究力の量・質両面を向上させるための環境を改善する観点から、特に、科研費

等外部資金獲得に向けた申請書の査読体制の整備や、産官学連携共同研究を推進する

ための環境整備に注力し、本校の教育研究活動の更なる活性化と研究資金獲得に繋げ

たい。 
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○ 地域・社会貢献活動関係 

 

１．達成度評価 

今年度の達成度評価：Ａ 

（達成度評価の理由） 

新型コロナウイルス感染症への対応により、過去には公開講座と出前授業の開催件数が

減少傾向の時期もあったが、今年度は公開講座１５件、出前授業１０件を実施した。ジュ

ニアドクター育成塾で実施している公開講座２７件を併せて相当数の件数を実施するこ

とができ、受講者の評価も概ね高かった。よって、達成度評価はＡと判断する。 

 

２．現状 

   本校では、教育研究資源と知的資源を地域社会に還元することを通じ地域社会への

貢献と本校の認知度の向上に努めている。具体的には、公開講座、出前授業、福井ラ

イフ・アカデミー共催講座(主催：福井県生涯学習センター)等への講師派遣を継続し

て実施している。 

   小中学生を対象にした公開講座は１５件を実施し、受講者数は１８０名（１講座平

均約１２名）であり、全募集定員２４４名に対する受講者の充足率は７４％であった。

昨年度の１５件で受講者数２３３名（１講座平均約１２名）に対し、開講件数、受講

者数と１講座当たりの受講者がわずかに減少した。なお、今年度は技術者を対象とし

た有料の講座の開講はなかった。 

   小中学校や自治体等での出前授業は１０件を実施し、受講者数は１０１１名とその

保護者（１件平均約１０１名）であった。昨年度の１１件で受講者数６５４名（１件

平均約５９名）に対し、受講者数、1件あたりの受講者数は増えたが、件数がわずかに

減少した。 

 このような地域・社会貢献活動の実施に当たっては、補助員としての学生の協力が

不可欠であり、今年度は公開講座で１６名（７件）、出前授業で４０名（３件）の学生

が参加した。また、ジュニアドクター育成塾では、講座２７件中２３件で延べ６８名

の学生が参加した。参加学生にとって、地域社会の方々と接触する良い機会であり、

予備知識を有しない小中学生や社会人に対して展示物や実験の内容等を分かりやすく

伝えるエンジニアリング・コミュニケーション能力を育成する教育効果が期待できる

ため、謝金等の措置を行って学生の積極的な参加を促すようにしている。 

 

３．点検・評価 

   公開講座の参加者に対するアンケートの結果（回答率約１００％）によれば、満足

度（「充分満足」と「だいたい満足」の合計）は約９６％となり高い評価を受けた。ま

た、講座内容について面白い（「とても面白い」と「面白い」の合計）と感じた者が約
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８８％となり昨年度の約８７％よりわずかに向上したこと、開講時間については、丁

度良いと感じた者約７０％に対し、短いが約７％、長いが約２３％の計３０％の受講

者が開講時間に満足していない状況であり、講座内容改善の参考にしたい。 

 出前授業の参加者に対するアンケートの結果（回答率約９７％）によれば、満足度

（「満足」と「だいたい満足」の合計）は約９１％となり高い評価を受けた。しかし、

講座内容について面白い（「面白い」と「やや面白い」の合計）と感じた者が約６１％、

開講時間については、丁度良いと感じた者約２７％に対し、やや短いが約９％、やや

長いが約６２％でなったため、講座内容改善の参考にしたい。 

 教育機関や自治体より依頼される出前授業の受講者には、幼児から社会人まで幅広

い年齢層が含まれるため、安全対策は勿論のこと、受講生の知識や技能レベルに合わ

せた講座の内容と時間となるように工夫する必要がある。 

新型コロナウイルス感染症への対応により、公開講座、出前授業の件数が落ち込ん

だ時期もあったが、今年度は公開講座１５件、出前授業１０件を実施し、コロナ禍前

と同じ状況で実施することができた。また、受講者の評価は概ね高く、本校の教育・

研究資源を地域社会へ発信し、本校の認知度向上に貢献することができた。よって、

達成度評価はＡと判断する。 

４．改善課題・方策 

令和４年度に公開講座の受講者１名が痙攣を発症したため救急搬送する事案が発生

した。これを受けて令和５年度に、緊急連絡先やＡＥＤ設置場所等を記載した緊急対

応マニュアルと受講者の連絡先を記載した名簿を講師に事前配付する対策を行ってお

り、今後も参加者の安全に配慮した講座を開講する必要がある。運営面においては、

公開講座の企画立案から実施に至るまでの事務手続きのタイムスケジュールを作成し

たため、大きな問題は生じなかった。また、公開講座の準備内容の事前確認と周知徹

底を行うことを、２月開催の公開講座委員会において注意喚起した。 

本校は教育研究資源や知的資源を継続的に地域社会に還元しており、いずれの事業

においても参加者から極めて高い満足度を得ている。またこれらの事業は、教職員や

学生が地域住民と幅広く交流する機会となり、人間力のみならずエンジニアリング・

コミュニケーション能力の育成に繋がり、教職員のキャリア育成や学生に対する総合

的な教育効果が得られている。今後も引き続き各事業に積極的に取り組み、地域社会

への貢献に積極的に寄与していきたい。 
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○ 国際交流関係

１．達成度評価 

今年度の達成度評価：Ａ 

（達成度評価の理由） 

 今年度は海外研修旅行、海外インターンシップ、トビタテプログラム、国際学会発表な

ど海外派遣事業で年間６５名程度の学生をタイ、マレーシア、シンガポール、台湾、アメ

リカなどへ派遣することができた。また、タイ高専（KOSEN-KMITL）との間でＭＯＵ（国

際交流協定）が締結されることになったほか、タイのプリンスオブソンクラ大学からの短

期留学生の受け入れ体制を整備した。また、今年度２回実施した海外活動報告会やトビタ

テ申請説明会等学生の海外への意識を高めるための機会を積極的に設けた。よって、達成

度評価はＡと判断する。 

２．現状 

（１）学生派遣事業 

トビタテ！留学ＪＡＰＡＮ高校生コースに２名採択され、アメリカ、デンマークに

てそれぞれ１か月間の研修を行った。専攻科海外インターンシップは、２名がマレー

シア、２名がタイ、１名がベトナムにて１か月間実施された。さらに、１２名がアメ

リカの国際学会に、８名が中国のシンポジウムに参加した。海外研修旅行をシンガポ

ールと台湾いずれも３月に実施した。シンガポール語学研修はシンガポールポリテク

ニックのワークショッププログラムを採択し、本科１年生～４年生までの２２名の学

生が参加した。台湾研修では台北を訪れ、台北科技大の訪問や現地学生との交流プロ

グラム等に本科１年生～本科５年生までの１４名の学生が参加した。 

（２）職員派遣事業 

８月には、昨年度ＭＯＵ（国際交流協定）を締結したタイのプリンスオブソンクラ大

学を教員２名が訪問し、インターンシップ生の状況確認および次年度以降の短期留学

生受け入れに向けた協議を行った。その後、１１月に募集要項を送付した。また、マ

レーシアおよびベトナムにそれぞれ教員１名を派遣し、次年度以降のインターンシッ

プ受入先の開拓を行った。 

（３）学生受入事業 

本校と交流協定を締結しているタイのキングモンクット工科大学ラートクラバン校

（King Mongkut's Institute of Technology Ladkrabang：KMITL）より、前年度１２

月頃に短期留学生受け入れの打診があり、本校として受け入れの意思を伝えた。しか

し、本校からの派遣希望者がいなかったため、今年度は受け入れの実施には至らなか

った。 
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また、タイのプリンスオブソンクラ大学に対して次年度短期留学生の募集要項を送

付したが、応募者はなかった。 

一方、来年７月には台湾の明道高級中学校からの修学旅行生３０名の受け入れを行

うことが決定している。 

（４）講演会等 

春の海外研修報告会が４月に、夏の海外研修報告会が１１月に、トビタテ！留学   

ＪＡＰＡＮ報告・説明会が１２月に全教職員と学生を対象に行われた。 

 

（５）連携事業 

高専機構主催の「全国国立高等専門学校 国際交流室・国際交流センター長会議」

については今年度の開催はなかった。 

 

３．点検・評価 

年間約６０名の学生をマレーシア、タイ、ベトナム、シンガポール、台湾、中国な

ど多様な国・地域へ派遣することができた。教職員の派遣についても、海外研修の引

率を含め、前年度より増加し約１５名となった。 

また、プリンスオブソンクラ大学とＭＯＵ（国際交流協定）を締結した初年度であ

り、専攻科生２名を海外インターンシップ生として派遣することができた。さらに、

次年度６月にはタイ高専（KOSEN-KMITL）とのＭＯＵ締結も予定されている。 

今後も、インターンシップ先や学生・教員交流の受入先として、本校との連携が可

能な高等教育機関に対し、学校間協定の締結に向けた働きかけを積極的に行っていく

必要がある。 

 

４．改善課題・方策 

海外派遣学生数は堅調に増加しており、昨年度ＭＯＵを締結したプリンスオブソン

クラ大学への海外インターンシップ派遣も実現した。一方で、昨年度からの課題であ

る短期留学生の受け入れについては、今年度も実現しなかった。 

この課題への対応として、プリンスオブソンクラ大学の教員と受入時期や受入期間

について協議を行い、募集要項を作成・送付したが、応募には至らなかった。 

今後は、ＭＯＵ締結予定のタイ高専を含め、短期留学生の募集時期や受入条件につ

いて先方担当者と緊密に連携し、早期に短期留学生の受け入れが実現するよう取り組

む。 

 

以上 
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○ 国際交流（留学生）関係

１．達成度評価 

今年度の達成度評価：Ａ 

（達成度評価の理由） 

今年度も５年生の全留学生が無事卒業することができた。３年生、４年生の留学生も進

級を果たした。 

このため、達成度評価はＡと判断する。 

２．現状 

本校は、国際交流の一環として、諸外国からの外国人留学生を受け入れている。令

和７年度の在籍留学生は下記に示すように５か国１１名である。本校の留学生は日本

人の学生と同様な教育を受け、寮で生活を送っている。昨年度の国際寮の竣工に伴い、

留学生にとっても寮生や地域の方たちとの新しい交流が生まれた。本校の留学生たち

は、単に学習の場として本校に在籍しているだけではなく、国際寮において異文化交

流の大きな柱を担ってくれる存在として、日本人の学生とともにイベントに参加する

などした。 

今年度の在籍留学生一覧 

学科･学年 留 学 期 間 国 籍 

機械工学科 ５年 2023.4～2026.3 マレーシア

電子情報工学科 ５年 2023.4～2026.3 モンゴル

物質工学科 ５年 2023.4～2026.3 マレーシア

機械工学科 ４年 2024.4.～2027.3 マレーシア

電子情報工学科 ４年 2024.4.～2027.3 インドネシア

物質工学科 ４年 2024.4.～2027.3 マレーシア

環境都市工学科 ４年 2024.4.～2027.3 モンゴル

機械工学科 ３年 2025.4～2028.3 マレーシア

電気電子工学科 ３年 2025.4～2028.3 タイ

電子情報工学科 ３年 2025.4～2028.3 インドネシア

環境都市工学科 ３年 2025.4～2028.3 マレーシア

留学生への対応は、教育面では外国人留学生委員会（担任や学科の代表）が、生活

面では学寮が受け持ち、留学生からの様々な相談に応じている。また、より身近な学

習・生活支援として、チューター(３・４年次の寮生活学生のクラスメート)を一人ず
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つ配置し、学習・生活の両面で支援を実施しており、留学生からの評価は高い。また、

本年度は、下記に記載したような行事を設け、主として本校学生との交流を行った。 

 

・今年度の留学生関連行事 

  ４月 ７日 令和７年度外国人留学生チューター委嘱式・オリエンテーション 

 ４月１７日 入学外国人留学生越前市長表敬訪問 

 ４月１８日 入学外国人留学生鯖江市長表敬訪問 

 ７月 ２日 令和７年度第１回外国人留学生委員会 

 ７月１０日 令和７年度第１回運営委員会（福井大学） 

 ９月２７日 令和７年度秋季留学生研修会 

１２月 ５日 令和７年度外国人留学生との懇談会 

１２月１９日 福井県留学生交流推進協議会定例総会・第２回運営委員会（福井大学） 

 

平成２１年度からの留学生の進路については下記に示すとおりであるが、ほとんどが大

学進学であり、本校への留学で十分な成果を残すことができている。 

・留学生進路一覧 

平成２１年度から令和７年度卒業生（４５名） 

 就職 

株式会社ＹＭＩＴ 

   進学 秋田大学、福井大学（１１）、筑波大学、長岡技術科学大学（２）、静岡大学、

豊橋技術科学大学（４）、東京工業大学（２）、神戸大学、電気通信大学（２）、

信州大学、宇都宮大学（２）、東京農工大学(３)、富山大学、新潟大学(２）、

千葉大学（２）、横浜国立大学、室蘭工業大学、三重大学、帰国(５） 

  平成２４年度修了生(１名) 

   就職 株式会社リアルテック 

 

３．点検・評価 

外国人留学生に対しての、学習や生活に関する支援体制はこれまでの経験を基に構築さ

れている。今年度の５年生は全留学生が無事卒業することが出来た。３年生、４年生の留

学生も進級を果たしたことから、達成度評価はＡと判断する。 

 

４．改善課題・方策 

留学生はそれぞれの奨学金を学費として母国を離れて勉学をしに日本にやって来ている。

常にこのことを、留学生に認識させていくことが必要である。また、受け入れる本校とし

ても日本語があまり通じず、育ってきた文化が異なる学生を受け入れていることを再認識

して教育に当たらなければならない。 
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○ 施設整備関係

１．達成度評価 

今年度の達成度評価：Ａ 

（達成度評価の理由） 

令和７年度においては、修学・就業上の環境整備や教育研究の高度化対応等を目的とし

たキャンパスマスタープランに基づき、運営費交付金が年々削減される中学生・教職員の

安全・安心を最優先にして修学・就業における環境整備を計画的に行った。ＳＤＧｓへの

対応として、照明器具のＬＥＤ化を進めた。また令和７年度の施設整備事業である北側等

擁壁改修を実施した。このため、達成度評価はＡと判断する。 

２．現状 

国立高等専門学校（以下、「国立高専」という。）の施設は、多様かつ優れた入学

者を確保し、１５歳入学から始まる５年一貫教育のゆとりある教育環境や寮生活を含

めた豊かな人間関係の構築などを基礎として、専門的かつ実践的な知識と世界水準の

技術を有し、自律的、協働的、創造的な姿勢でグローバルな視野を持ち、科学的思考

を身につけた実践的・創造的技術者の育成や、これまで蓄積してきた知的資産や技術

的成果をもとに、生産現場における技術相談や共同研究など地域や産業界との連携に

引き続き取り組むとともに、Society 5.0 で実現する社会・経済構造の変化等を踏まえ、

高専教育の高度化・国際化を進め、社会の諸課題に自律的に立ち向かう人材育成に取

り組むという国立高専の使命を果たすための基盤である。そして、その整備充実を図

っていくことは、我が国を成長・発展へと導くとともに社会・地域、そして世界に貢

献するものである。 

しかしながら、国立高専の施設は、創設期である昭和３０年代後半から４０年代

前半に集中的整備されたため、その多くが５０年以上経過し、老朽化が急速かつ一斉

に進行している。この状況を放置すれば、学生の安全確保に重大な支障が生じるだけ

でなく、国内外からの優秀な学生確保にも困難を極める事態となる。 

また、国立高専の施設は、高専高度化推進プランとして進めている「教育の質保証」

「特色の形成」「国際化・情報化」への対応が求められている。 

厳しい財政状況の中、これらの課題に適切に対応していくためには、長期的な視点

に立って、その充実に向けて計画的かつ重点的に施設整備を行うことが不可欠である。

このような観点の下、文部科学省では、国立大学法人等（独立行政法人国立高等専門

学校機構、大学共同利用機関法人を含む。以下同じ。）の施設整備について、「第５

次国立大学法人等施設整備５か年計画」（令和３年３月文部科学大臣決定）（以下、

「国計画」という）に基づき、計画的な整備を進めることとしている。 

以上のことから、国計画の基本的な方針を踏まえた上で、国立高専独自の施設整備

に関する中期計画を策定し、本計画に基づき、計画的かつ重点的に施設整備を推進す
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ることとする。これらのことに対応するにあたって福井高専においては、「国立高専

機構施設整備５か年計画」及び「国立高専機構インフラ長寿命化計画（個別施設計画）」

の基本的な方針を踏まえ、本校のキャンパスマスタープラン２０２２に基づき、計画

的かつ重点的な整備を進めることとしている。 

上記を踏まえ、本校では令和７年度において主に以下の対応を行った。 

（１） 安全・安心な教育研究環境の確保（事故防止への対応）

（２） ＳＤＧｓへの対応(ＬＥＤ化)

（３） 要求事業対応（施設整備事業）

[安全・安心な教育研究環境の確保（事故防止への対応）] 

○機械実習工場の床の沈下に関する対応

・機械実習工場改修後に重量物を再設置した際、床面が沈下し不安定になる事象が発生し

た。専門業者の調整作業及び継続的なモニタリングを行いながら、利用を継続している。 

[ＳＤＧｓへの対応(ＬＥＤ化)] 

〇照明器具更新(ＬＥＤ化) 

・２０２７年１２月の蛍光灯照明器具の生産終了、また、２０３０年度までの温室効果ガ

ス排出量５０％削減に向けＬＥＤ更新を計画し、令和７年度は専攻科ゼミ室のＬＥＤ化工

事を実施した。また、各学科の講義室及び製図室他の実習室のＬＥＤ化工事について契約

した(Ｒ８年度完成予定)。 

[要求事業対応（施設整備事業）] 

〇北側等擁壁改修 

本校北側(一部西側)敷地境界部に設置されている擁壁は、間知ブロック(空積み)の仕様

となっており、築造後５８年経過し、間知ブロック間の裏込め材及び連結材の欠損箇所や

はらみ・押出し箇所が多数確認され、間知ブロック内部が空洞になっている箇所も確認さ

れており、上部構造物の破損・不同沈下及び土留め小口留めブロックの破損が広範囲に確

認され劣化が著しい。建設コンサルタント調査会社に外部委託し、詳しい調査・点検を実

施した結果、既存擁壁は耐震性能を満たしておらず、大きな地震が発生した際には、最悪

の場合、擁壁ブロックが一気に崩壊し敷地境界擁壁に隣接する市道の中央付近まで到達す

る危険性があることが判明した。また、２～３年前から擁壁間知ブロック間の裏込め材欠

落による土砂流失により、擁壁に隣接する排水路底の土砂堆積量が多くなり、排水量が減

少し以前問題となることはなかった雨量でも内水氾濫が発生し、排水路から水が溢れ住宅

地近くまで水浸しとなり、近隣住民に多大な迷惑をかけ苦情を受けている。令和３年２月

に市道を管理する鯖江市より、「貴校施設のブロック擁壁について、老朽化・損傷が確認

されるため、道路区域に崩壊しないよう改修等の対策を実施して下さい。」旨の意見書を
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受理した。この敷地境界擁壁と隣接している市道は、本校の学生及び教職員の通学路で近

隣の地域住民等の生活道路であり、路線バスも運行している。地震により擁壁崩壊が発生

し場合、甚大な被害を及ぼす危険性が高いことが懸念されている。早期に擁壁の全面改修

を実施することにより、地域住民の内水氾濫への不安を解消し、擁壁耐震化により本校教

職員や地域住民等の安全・安心を確保し、地域社会に貢献したい。令和６年度補正事業と

して予算化され、令和８年３月下旬に完成した。安全・安心の確保という観点から、改修

を実施することができた。 

擁壁外観 

アンカー部 転落防止柵 
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３．点検・評価 

令和７年度においては、修学・就業上の環境整備や教育研究の高度化対応等を目的

としたキャンパスマスタープランに基づき、運営費交付金が年々削減される中、学生・

教職員の安全・安心を最優先にして修学・就業における環境整備を計画的に行った。

令和７年度の擁壁改修が予算化され、これを実施した。以上のように、安全・安心な

教育研究環境の確保、高専教育の高度化への対応について、着実に施設整備が実施さ

れている。この他、機構本部における「重点的に取り組むべき施設整備」である SDGs

への対応として照明器具のＬＥＤ化および働きやすい環境づくりを進めている。よっ

て、達成度評価はＡと判断する。 

４．改善課題・方策 

 安全・安心な教育研究環境の確保、高専教育の高度化への対応、高専教育の国際化

への対応、ＳＤＧｓ（ダイバーシティ）への対応などを、限られた予算の中で計画的

かつ継続的に行い、これまで同様に環境整備を進めていく。 

 令和８年度は、施設整備事業として、校舎改修（電子情報工学科）を実施予定であ

る。
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○ 管理運営関係

１．達成度評価 

今年度の達成度評価：Ａ 

（達成度評価の理由） 

管理運営関係は、全般的に組織は効果的な活動を行っており、適正な業務が行われてい

た。このため、達成度評価はＡと判断する。 

２．現状 

（１）学校運営に関する組織 

学校運営に関する組織は、学則、内部組織規則及び事務組織規則において定めて

おり、運営連絡会、学校運営会議、教員会議及び各種委員会がある。管理運営に関

する重要事項については、学校運営会議で審議されるが、その決定方針等について、

教員会議や各種委員会等へ反映すべく、校内意見の調整を行い、校長が効率的に意

思決定を行えるよう運営されている。 

運営連絡会は、校長、副校長、校長補佐、事務部長及び課長を構成員とし、学校

運営会議に諮る事項及び管理運営の重要事項について、原則週一回開催し機動的な

協議をする場としている。 

学校運営会議は、校長が議長を務め、副校長（総務・企画主事及び教務主事）、校

長補佐（学生主事、寮務主事、研究産学連携主事及び専攻科長）、各学科長、一般科

目教室主任及び事務部長で構成されている。 

教員会議は、校長及び専任の教員で構成されているため、関係者の意見を十分く

み取り、各事項についての効率的な意思決定とその周知徹底が図られ、効果的な運

営ができる体制となっている。これらの会議は毎月定例的に開催している。また、

各種委員会等については、各委員会規則に基づき、専門的分野での見知から効果的

な運営が図られている。さらに、教員は各学科及び一般科目教室に所属し、それぞ

れの校務を「校務分掌表」のとおり行っている。 

事務組織は、事務部長の下に、総務課及び学生課の２課を配置し、各所掌業務を

行う体制となっている。また、部課長、課長補佐、係長、技術長、技術専門員、グ

ループ長で構成する事務連絡会議を、８月を除く毎月１回開催し、管理運営事項の

連絡調整と意思疎通を効率的に行える体制となっている。さらに、各委員会規則に

は担当課を明記するとともに、事務職員も委員として参画する等、必要に応じて直

接校務を分担し、機能的に活動している。 

（２）中期計画・年度計画並びに自己点検・評価 

本校では、第５期中期計画を踏まえて、高専機構本部が定めた年度計画に対応し

た本校の令和７年度の年度計画を立案し目標を定め、その目標の下、健全な学校運
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営を図っている。本校で定めた中期計画・年度計画は、教育、研究、社会との連携・

国際交流、管理運営等の区分により、具体的な目標を定め、この目標に対する達成

状況を把握することで学校全体の総合的な自己点検・評価を行っている。自己点検・

評価にあたっては、中期計画・年度計画を踏まえ、学校の活動の総合的な状況に対

して行われている。その結果は、「自己点検・評価報告書」に取り纏め、本校ホーム

ページで公表している。 

（３）外部評価の受審 

令和６年度に公益社団法人日本工学教育協会国立高専教育国際標準評価委員会に

よる国立高等教育国際標準（ＫＩＳ）実地評価が実施された。これは高専が人材教

育を適切に設定・実施・評価・改善していることを認定するために定められたもの

で、各国立高専が基準を満たしているか定期的に評価されるものである。評価の結

果、本校の教育プログラムは国立高等教育国際標準に適合している旨、認定された。 

次に、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構による高等専門学校機関別認証

評価は、７年以内ごとに受審することが義務づけられており、令和元年度に機関別

認証評価を受審し、高等専門学校評価基準を満たしているとの評価を受けている。

次回、令和８年度に受審する。 

また、本校では、外部有識者による「外部有識者会議」を開催し、毎年、外部評

価を行ってきたが、平成２６年度から対象年度の終了後に自己点検･評価報告書の作

成を行うこととし、平成２７年度からは自己点検・評価報告書の作成時期に合わせ

て、必要に応じて外部有識者会議を開催することとしており、令和６年９月に開催

した。 

外部有識者会議では、本校の教育研究目標・計画、自己評価、その他本校の運営

に関する重要事項について、審議・評価を行っており、具体的には、福井県内外の

技術科学系大学関係者、福井県内の中学校関係者、福井県の関係機関、地元の産業

界、報道関係、同窓会関係者に委員を委嘱し、学校運営に関する重要事項について

の提言・助言を受けている。この内容については、「外部有識者会議報告書」に掲載

し、本校ホームページで公表している。提言・助言については、事項ごとに担当す

る委員会等へ提起し、具体的な改善方策等の検討からその実施と学校運営会議への

報告まで一貫した教育改善システム（ＰＤＣＡサイクル）が構築され、有効に運用

されている。 

なお、先述の機関別認証評価の訪問調査時における指摘に対する対応策として、

３年に１回以上開催することとなった。 

（４）危機管理 

 危機管理体制については、危機管理を総合的かつ計画的に推進するためのリスク

管理室の設置を危機管理規則で明確に定め、平成２９年２月に危機管理マニュアル

を作成し、危機管理に係る事態に組織的に迅速かつ的確に対応をするための体制整

111



備を図っている。 

リスク管理室では、台風等の自然災害やインフルエンザ等各種感染症の対応のほ

か、緊急に対処すべき危機事象が発生又は発生する恐れがあることを発見した場合

は会議等を開催し、校長と対処方針等を協議しており、校長が必要と判断する場合

いは速やかに危機対策本部を設置し危機事象の対処に努めた。また、教職員のコン

プライアンスに関するセルフチェック実施や、「研究倫理教育」のため CITIJapan プ

ロジェクトが提供する教育プログラム実施、さらに、個人情報の保護に関する研修

を実施し、コンプライアンス意識の更なる向上を図った。その他の取組みとしては、

非常災害に対応するための備蓄品の充実を図っており、高専機構から配付された非

常用毛布及び簡易トイレと共に寮生の３日分に相当する非常食、飲料水を常備する

ように努めている。この非常食は、学寮の防災訓練における非常食の試食にも提供

するなど定期的に更新するよう努めている。 

（５）広報活動 

一般社会人や中学生保護者などに本校の現状を紹介するために、入試広報委員会

の他、総務・企画委員会の下に広報・外部評価専門部会を設け、さまざまな広報活

動を行ってきた。令和７年度から広報・外部評価専門部会が担当していた広報活動

業務は総務・企画委員会が担当しており、引続き広報活動の一環として、平成１９

年度より開始した本校の紹介を地元コミュニティＦＭ放送である「たんなん夢レデ

ィオ」を通して発信している。また、本校の教育研究活動等の状況は、本校ホーム

ページに公表しており、分かりやすく公表するという観点から、トップページの「学

校案内」にて、本校の基本理念、学習・教育目標、ディプロマ・ポリシー、カリキ

ュラム・ポリシー、アドミッション・ポリシー、組織図を掲載し、広く一般社会に

発信している。令和２年１１月に制定した福井工業高等専門学校公式ソーシャルネ

ットワーキングサービス運用要項では、ホームページに各種公式ＳＮＳのアイコン

を設置することでさらなる情報発信にも対応した。 

（６）ダイバーシティ推進 

平成２３年度に国立高専機構において「男女共同参画行動計画」が策定されたこ

とを受けて、その取組みを推進するための組織として平成２５年４月に企画室の下

に男女共同参画推進専門部会を設置した。その後、内部組織の見直しにより、平成

２８年度からは総務・企画主事を委員長とする総務・企画委員会の所掌となった。 

また、令和５年度から総務・企画委員会の下に新たにダイバーシティ推進専門部

会を立ち上げた。今後も女性教職員からの意見・要望等を踏まえた女性の視点によ

る環境整備を具体化するように、継続的な議論をしていくこととしている。 

なお、今年度行ったすべての教員公募に、「本公募では、教育・研究業績等の評

価において同等と認められた場合には、女性を優先的に採用します。」と明記して

いる。 
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（７）業務運営 

① 人事交流

高専機構の同居支援プログラムにより教員１名を他高専に派遣した。 

② 事務職員等の研修

事務職員・技術職員の一層の能力向上を図るため、各種研修・講習会等に積極

的に参加させた。 

③ 教職員表彰

 職務に関して、高く評価できる教職員に対して毎年実施している校長表彰を３

月に実施した。 

④ 教職員の業務負担軽減

学寮業務を円滑に行うために本校教員ＯＢ２名を雇用し、学生寮の休日業務に

充てることで教職員の業務負担軽減と学生支援の充実を図った。 

⑤ 再雇用教員の職務内容

再雇用教員の職務内容等について遂行可能なものを整理し、本校における取扱

いを校長裁定により定め、平成２５年度から適用している。 

⑥ 職場環境等

 毎月定期的に安全衛生委員会を開催し、教職員の安全衛生に関する事項を審議

するとともに、併せて実施する職場巡視点検で当該施設管理者に必要な指導等を

行っている。 

また、教職員及び学生がその能力を十分に発揮できるような就労環境及び修学

環境を維持するため並びに関係者の利益を保護するため、ハラスメント防止等に

関する規則を制定している。 

⑦ 情報関係

令和７年度、事務情報化推進室による各係の業務の活用を目的とした事務職員

向け事務情報化研修会が９回開催された。 

⑧ 会計監査

 高専相互会計内部監査によるオンライン監査を受検した。 

（８）改善課題・方策への取組状況 

 令和７年度情報セキュリティ監査及び内部監査の指摘や助言・アドバイスを受け、

対応可能なものから運用を変更し、変更を検討すべきものについてはそれぞれの部

署で対応状況や対応スケジュールを検討し対応できるものから実施した。 

３．点検・評価 

（１）学校運営組織は、適切に役割を分担し効果的に活動している。 

（２）中期計画及び年度計画の項目を踏まえて本校の総合的な状況に関して自己点検・評

価が行われており、その結果は自己点検・評価報告書を作成し、本校ホームページで
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公表している。 

また、改善を必要とする評価結果については、事項ごとに担当する委員会等へ提起

し、具体的な改善方策等の検討からその実施と校長及び学校運営会議への報告まで一

貫した教育改善システム（ＰＤＣＡサイクル）が構築され、有効に運用されている。 

（３）外部評価については、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構の高等専門学校機

関別認証評価の認定を受け、改善を要する点については対応している。また、外部有

識者会議を開催し、その提言・助言は、学校運営会議及び関係委員会等で対応を検討

し、年度計画等に取り入れるなど、外部の意見を反映させている。 

（４）危機管理体制については、迅速かつ的確に対応するために危機管理規則を定めると

ともに、リスク管理室を設置し、危機管理に係る事態に迅速な対応ができる体制を整

えている。 

（５）広報活動は、本校の教育研究活動の状況について本校ホームページや各種ＳＮＳに

掲載し、広く一般社会に情報発信している。また、積極的な情報発信手段として、イ

ベントへの参加や地元メディアを利用するなどホームページだけではなく、さまざま

な手段を用いて情報を広く分かりやすく社会に発信している。 

（６）ダイバーシティ推進は、平成２８年度に企画推進室を設置し、教職員への情報提供

や高専機構の男女共同参画行動計画及び女性教員比率向上のためのポジティブ・アク

ション等を踏まえた取組みを行っている。また、キャンパスウオークにて、福井高専

を卒業した高専女子のメッセージ集「FUKUI-KOSEN」Voice of Graduates を女子中学生

向けに配付している。 

（７）業務運営では、教職員の資質向上のための人事交流・研修と業務に不可欠な情報イ

ンフラの整備を計画的に行っている。また、教職員の業務負担軽減に繋がる取組みを

検討・実施するなど働きやすい職場環境の整備に努めている。 

４．改善課題・方策 

これまでどおりコンプライアンスの徹底について不断の取組みを続けるとともに、継

続的に本校の危機管理体制について見直しを図る必要がある。 
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○ 財務関係

１．達成度評価 

今年度の達成度評価：Ａ 

（達成度評価の理由） 

財務関係は、全般的に適正な業務が行われている。令和２年度から令和７年度設備整備

費補助金が措置されたことに伴い教育研究の基盤となる教育研究設備等の充実が図ら

れ、計画どおりの成果を上げている。また、外部資金獲得や業務の効率化にあっては一

層の取組・推進が行われている状況であった。このため、達成度評価はＡと判断する。 

２．現状 

（１）資産及び債務 

本校の資産は、平成１６年度の法人化に伴い、国から土地及び建物・立木竹、 

工作物の資産を継承し、教育活動等を将来にわたって適切かつ安定して遂行する

ため、高等専門学校設置基準に基づいた必要な資産を有している。 

（２）経常収入

経常的収入源である運営費交付金は、効率化係数の運用等により引き続き減では

あるが、今後も継続的に交付されるため確保されている。また、その他の経常的収

入源として授業料・入学料及び検定料の他、その他の自己収入として財産貸付料

等が継続的に確保されている。

さらに、これらに加え産学連携等研究収入（共同研究・受託研究）、寄附金収

入、科学研究費等補助金等の外部資金獲得に向け積極的に取り組み、経常的収

入として継続的に確保されている。 

（３）外部資金

科研費は、講演会開催や外部資金申請者に校長裁量経費への申請資格を与えるイ

ンセンティブを設ける等の取組により平成２４年度から増加に転じており、令和２

年度以降採択件数・申請件数ともに増加している。 

受託研究は従来ほとんど受入れがなかったが、令和２年度から令和７年度は毎年

１件から２件の受け入れを行った。また、受託試験及び寄附金の受入れは前年度と

比較して増加しており、また、外部資金獲得向上のための取組として、外部資金の

公募情報一覧をメールで配信している。 

（４）収支計画及び状況 

本校の目的を達成するための財源上の基礎として予算配分計画を策定し、学校運

営会議において審議を行い、予算配分方針に基づき教育研究及び管理運営に必要な

経費を配分している。その審議内容、決定事項については、教員会議、事務連絡会
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議を通じ、教職員に明示され周知するとともに、財務状況に関しては、収支予算決

算額を学校要覧に掲載している。 

支出については、財務会計システムで一元管理しており、過大な支出超過はない。 

（５）予算配分等 

教育研究活動に必要な予算については、予算配分方針に基づき、予算配分書を

策定し、学校運営会議で審議の上、決定している。 

また、校長のリーダーシップの下、教育研究活動の活性化を図るため、校長

裁量経費として留保し、教育支援、入学志願者確保に向けた取組等に配分を行

っている。 

さらに令和７年度には、校長裁量経費を更なる戦略的経費として活用するた

め、「令和７年度予算配分方針を決定するにあたっての基本的考え方」に基づき、

①入学志願者確保に向けた取組、②学生の学習教育支援、③研究支援、④その

他校長が特に認めた場合に配分した。 

 教育研究設備については、長期的視野に立った計画的な予算配分を行うため、

高専機構本部からの設備整備マスタープラン導入希望調査に基づき、学内で希

望調査を行い、高専機構本部に予算要求を行っている。 

（６）会計監査等

本校の会計監査等については、独立行政法人国立高等専門学校機構会計規則第４

５条の規定及び福井工業高等専門学校会計内部監査要項に基づき、高専相互会計内

部監査、会計内部監査、科学研究費補助金に係る通常監査、定時物品検査を実施し、

会計経理についてその事態を把握し、常に適正かつ効率的に執行されるよう指導、

監督並びに改善を図っている。年１回「全教職員に対してコンプライアンス研修」

等を開催し、不正防止に取り組んでいる。 

なお、令和３年度３月に会計監査人による監査を受検し、業務の適正かつ効率的

な運営について助言等があり業務の改善を図っている。 

（７）業務の効率化 

 国立高等専門学校機構の第５期中期計画における業務運営の効率化に関する目標

を達成するべき措置を受けて、本校の年度計画では経費の削減、契約方式の見直し

等の目標を設定した。なお、令和７年度の達成実績は次のとおり。 

・契約にあたっては、原則、仕様策定による一般競争契約とし、競争性や透明性

を維持している。 

・複数年契約は可能なものから実施し、コストの削減及び業務の効率化を図って

いる。 

３．点検・評価 

（１）資産及び債務 
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教育活動等を将来にわたって適切かつ安定して遂行するために必要な資産を有し

ている。また、高専機構本部からの運営費交付金等の範囲内で運営しており、実質

的に未払いとなっている債務もなく、健全な運営を行っている。 

以上のことから、本校の目的に沿った教育活動等を、将来にわたって適切かつ安

定して遂行するために必要な資産を有するとともに、債務においても適正である。 

（２）経常収入 

本校の主な経常的収入源である運営費交付金等については高専機構本部から継続

的に交付されており、確保されている。さらに、文部科学省、高専機構本部等が公

募する各種競争的資金及び寄附金等の外部資金獲得にも積極的に取り組み、安定し

た教育研究活動等が展開できるような体制を整備している。 

以上のことから、学校の目的に沿った教育研究活動を安定して遂行するための、

経常的収入が継続的に確保されている。 

（３）外部資金 

 科研費について、申請件数の拡大及び採択率の向上を目指した講演会開催等の取

組の結果、科研費の採択件数は前年度と比較して増加しており、公募情報の提供を

行い、その他外部資金獲得に向け意欲的に活動している。 

本校は研究推進・産学連携・知的財産について３名のRAを雇用している。研究推

進担当RAは、科研費等の申請書の査読を通して外部資金を獲得するための支援を実

施している。また、産学連携担当RAは共同研究や受託研究につながる新シーズの開

拓およびアカデミア会員企業の研究ニーズの発掘を行っている。さらに、知的財産

担当RAは、特許の申請書類の確認を中心に知財に関する申請支援を実施している。 

さらに平成２６年度以降、本校が所有する研究設備を学外者に対し利用させ、地

域及び企業等との連携を図るため、本校研究設備利用規則を制定し（平成２７年２

月４日規則第２１号）、設備利用料を徴収することとした。また、機構本部の定める

技術相談に関するガイドラインに基づき、本校技術相談規則を制定し（平成２７年

３月５日規則第２５号）、企業等からの技術的な問題解決を中心とした一時的な相談

に対し、技術相談料を徴収することとし、外部資金の獲得に積極的に取り組んでい

る。 

（４）収支計画及び状況 

 財務に係る計画等については、本校の目的を達成するため、独立行政法人国立高

等専門学校機構が掲げている中期目標、中期計画及び本校の予算配分方針に基づき、

教育研究及び管理運営に必要な経費を学校運営会議において審議し策定している。 

また、学科（教室）等配分額表においても学校運営会議で審議されたものを教員

会議において教職員に明示し周知されるとともに、その具体的施策についても学校

運営会議及び教員会議で周知を図り実施されている。 

収支決算については、財務会計システムで一元管理されており毎月締め作業を行
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い確認しているため過大な支出超過になっていない。 

以上のことから、収支は適正に管理されており、過大な支出超過はない。 

（５）予算配分等 

学内の予算配分では、事業の継続性及び円滑な実施に配慮した予算配分とな

っており、その内容は学校運営会議で審議し、その結果を教員会議で明示して

いる。 

また、令和６年度も経年劣化による各建物設備の修繕等営繕工事に要する予

算を確保のうえ配分した。 

以上のことから、適切な予算配分がなされている。 

（６）会計監査等 

本校の内部監査は、会計処理に熟知した事務職員により監査を実施している。 

また、監事監査等及び高専相互会計内部監査により本校教職員以外の者による監

査が実施されている。 

（７）業務の効率化 

契約にあたっては、会計規則に定める一般競争契約適用基準額を超える案件は、

原則、一般競争契約の実施を徹底し、基準額に満たない一定額以上の案件にあって

は複数者による見積合せを実施し、競争性・透明性を図っている。 

 以上のことから、業務の効率化については前向きに進められている。 

（８）改善課題・方策の取組状況 

① 令和７年度も経年劣化による改修に要する予算を確保のうえ配分を行う等

校長のリーダーシップの下、効果的な執行に配慮した予算配分を行っている。 

② 科学研究費補助金の申請・採択の向上のための教職員への啓発活動として科

研費講習会の開催や新任教員を科研費説明会に参加させる等外部資金獲得に向

けた取組を継続的に実施している。 

③ 業務の効率化の推進においては、引き続き、経費削減に繋がる取組として環

境・省エネの観点から光熱水量の削減を実施している。契約業務では複数年契

約を導入できる契約事案から実施している。 

財務関係は、全般的に適正な業務が行われている。令和２年度から令和５６年度設

備整備費補助金が措置されたことに伴い教育研究の基盤となる教育研究設備等の充

実が図られ、計画どおりの成果を上げている。また、外部資金獲得や業務の効率化

にあっては一層の取組・推進が行われている状況である。よって、達成度評価はＡと

判断する。 

４．改善課題・方策 

・ 科学研究費補助金の申請・採択の向上のための教職員への啓発活動や受託研究・
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共同研究等の実施に必要な施設・設備の充実を図る等、引き続き外部資金獲得に向

けた取組が必要である。 

・ 引き続き「公的研究費等に関する不正使用に関する再発防止策の徹底について（平 

成２４年３月高専機構理事長通知）」の実施を徹底していくことが必要である。 

 

119



Ⅴ－３．各学科・教室等に関する事項 

○ 機械工学科

１．達成度評価 

今年度の達成度評価：Ｂ 

（達成度評価の理由） 

 学科の授業内容としては、「協働ロボット」を利用した実験テーマの導入し、Ｃ言語応

用、メカトロニクス実習、知能機械演習を科目間連携させ、製図と実習を結び付けたりす

るなど、カリキュラムの中で学生が効率的・系統的に学べる工夫を試みている。また、学

際カリキュラムについても次年度より新科目を立ち上げる予定である。さらに、学外リソ

ースを活用した取り組みにも積極的である。そのため、機械工学科は、令和７年度前期授

業評価アンケート総合ポイント：８３．５、令和７年度後期授業評価アンケート総合ポイ

ント：８４．３、高専機構本部が実施している学びのアンケートの２７項目全てにおいて

平均４ポイント以上となっており、学生の満足度は比較的高いと考えられる。しかしなが

ら、原級留置者数は学科全体で９名であり、学校全体の２２％を示すなどして必ずしも低

い数字ではない。一方で、機械工学科の魅力向上や広報についての努力を続けているもの

の、令和８年度の入試倍率は前年度に続き低調であった。 

以上のように、授業について科目間の系統的な連携をするなどして努力を行っている

が、結果として原級留置者数が比較的多い、また入試倍率が振るわないという状況である。

以上のことから、総合的な達成度評価をＢとする。 

２．教育理念・教育目標 

機械工学は、「ものづくり」のための産業基盤として不可欠な学問分野であり、今後

も豊かな社会を作り出すために中心的役割を担うと考えられる。機械工学科では「も

のづくり」のための基礎的知識や技術を習得させると同時に、機械技術の高度化、多

様化にも十分対応できる広い視野と実践的で総合的な設計・開発能力を持った技術者

の養成を教育理念とし、次の３つの教育目標を掲げている。 

・ 機械技術者として必要な基礎学力の育成

・ 技術革新、高度情報化社会に対応できる能力の育成

・ 創造性・実践的能力の育成及び人間力の育成

また、学科の教育内容の特徴として、次の３つがあげられる。 

① 創成科目や実験実習等の体験型科目が充実したカリキュラム

アイデアを出して一つのものを作りあげ、その性能をコンテスト形式により

評価する創成型授業や、実際に手を動かして頭で考える実験実習などの体験型

授業が充実している。 
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② 機械工学の基礎学力を身に付けるカリキュラム

機械工学の根幹となる材料力学、熱力学、流れ学、振動工学などの科目におい

ては、課題や演習を多く取り入れ、機械工作法、材料学、機械設計法、機構学

などの科目においては、機械製図や機械工作実習などで学んだ例を用いるなど

して、学生の理解を深めながら機械工学の基礎知識を習得させている。

③ コンピュータや情報制御技術を用いて創造力・総合力を養うカリキュラム

先端ロボットに代表されるように、最近の機械はＡＩ化の技術が目覚しく進歩

しており、コンピュータやＩＣＴを多く取り入れた授業カリキュラムとなって

いる。

３．将来計画 

（１）コアカリキュラムと高度化に対応した学科カリキュラムと教育の実践・実質化 

高専機構のモデルコアカリキュラムへの対応と、ものづくり系科目の充実を目的と

した教育課程への移行を進め、創造性を高める体験型教育を実践している。 

１年生への専門科目の導入と学年進行で高度化学際科目を導入する新カリキュラム

を平成２８年度新入生から開始している。１年の専門科目は、専門基礎Ⅰ（通年：製

図）、専門基礎Ⅱ（前期：情報概論、後期：機械概論）、専門基礎Ⅲ（前期：力学入

門、後期：ものづくり科学）である。機械概論は、新入生の基礎学力の低下、第１志

望ではなかった入学者に対し、機械工学への興味関心を高めることを目的として、令

和５年度より導入した科目である。令和６年度からは、その一部を、より幅広い機械

工学分野に触れることで興味関心を喚起する内容にバージョンアップしている。 

２年生では、地元企業との協働教育や、産業展示会の見学などにより、変化の激し

い社会に対応できる人材育成を目指す内容を取り入れている。具体的には、機械工作

実習Ⅰ（２年：通年）において、技術展示会（MEX 金沢(機械工業見本市金沢)）の見学

を行った。３年生の機械工作実習Ⅱ（通年）においては、山九株式会社からプラント

エンジニアニングの中でのものづくりについて説明を行ってもらった。また、２年生

の機械製図で作成した図面を実際に作ってみるという総合実習に３年生の機械工作実

習Ⅱでは取り組んでいる。 

３年生のＣ言語応用（３年：後期）において、組込みシステムのプログラミングの

演習とＰＢＬ（サッカー大会）を実施した。この授業は電気電子工学科の学生との共

同授業であり、今年度はサッカー大会について予選・決勝ともに一緒に実施した。ま

た、令和５年度より、メカトロニクス実習（３年：後期）において、座学と実習が混

在する in situ 教育でメカトロニクスの基礎を学び、知能機械演習（４年：前期）に

おいて、メカトロニクス実習で学習した計測制御システムを用いて、レスキューロボ

ットを製作する」という形で科目間の連携を図っている。令和７年度は、メカトロク

ス実習、知能機械演習共に教材・実施方法についてブラッシュアップを行った。
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また、スタートアップ教育環境整備事業（令和６年度）で導入した設備（協働ロボ

ット）を用いた実験を、専攻科「生産システム工学実験Ⅱ」において実施した。また、

５年生の卒業研究において、５年生向けの内容を施行・検討し、次年度の「機械工学

実験Ⅱ」において協働ロボットによる新しい実験テーマを導入予定である。 

以上のように、機械工学科では最新機器や、外部リソースを活用した授業の拡充を

進めている。今後についても、検討を進めていく予定である。 

学際科目では、機械工学科教員が担当する熱流体エネルギー概論（３年：後期）、

機械材料（４年：後期）、ロボットシステム（５年：前期）の３科目を開講しており、

学生は、令和４年度に、５年生までの科目を履修・修了している。一方で、令和８年

度の第３学年の学生から、学際科目の内容にも変更があり、機械工学科の担当科目と

しては、テクニカルドローイング（３年：前期）が令和８年度に開講する予定である。

今年度は、シラバスを作成し、具体的な授業内容の検討を行った。 

モデルコアカリキュラムへの対応については、令和５年度に、改訂モデルコアカリ

キュラム（令和６年度から施行）への対応について問題が無い事が確認している。今

後は、経過に沿って学科カリキュラムの高度化・実質化を進めている。 

（２）設備の更新・新規導入による実験実習や研究の充実及び高度化 

機械実習工場を活用するため、令和７年度は、各種ものづくりプロジェクトの活動

場所として整備したテックラボとプロジェクトラボに導入した３Ｄプリンターを、創

成系授業（メカトロニクス実習、知能機械演習）、卒業研究などで活用した。また、

創成系授業をはじめとした各種授業の準備でも活用している。 

また、機械工学科では、高専機構が主導する「Society 5.0 型未来技術人財」育成事

業 COMPASS 5.0（次世代基盤技術教育のカリキュラム化）ロボット分野に参画してお

り、そこで得たカリキュラム構成や教材などの知見を授業に反映している。（１）で

記載したように、令和７年度は、後期：メカトロニクス実習（３年：前期）３回目の

実施と、知能機械演習（４年：前期）２回目の実施を行った。 

また、継続的な取り組みとして教育研究支援センターと協力して、機械実習工場内

の作業中に発生したヒヤリ・ハット事例の調査を実施し、工場内に掲示して周知を図

るとともに授業中に安全教育を実施するなど、学生及び教職員の安全意識を高める取

り組みを継続している。 

４．重点課題 

（１）入学志願者の確保 

下表に、令和８年度入学試験結果を示す。過去５年間の機械工学科の志願者倍率（推

薦･学力・二次募集合計）の推移は、令和３年度：０．８倍、令和４年度：１．２倍、

令和５年度：１．２倍、令和６年度：０．８５倍、令和 7年度：０．９０倍であった。
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表より、令和８年度は１．１倍となっている。 

学科アピール方法を再検討するという考えの下、昨年度より、オープンキャンパス

では、「実習工場・テックラボ・プロジェクトラボで行う協働ロボット・３Ｄプリン

ターなどのデモンストレーション」に内容を変更した。変更の理由は、具体的な体験

型の説明の方が、入学後のイメージを想像し易いと考えたためである。また、コンテ

ンツについても、ロボットや３Ｄプリンターなど、スマートなイメージがあると思わ

れるものを多く取り入れた。終了後のアンケートでは例年並みという結果であったと

考えている。 

また、その他の広報活動としても、公開講座を１件、ジュニアドクター育成塾の講

座３件の開講に加えて、出前授業についても１件実施した。また、令和７年度には、

授業紹介のショート動画作成に向けた撮影を行った。対象科目として、１年生の「専

門基礎 I（ものづくり科学）」、２年生の「機械工作法Ⅰ」、３年生の「材料力学」、

４年生の「流れ学Ⅱ」を撮影し、あわせて学生へのインタビュー動画についても撮影

を実施した。 

また、学科改組に伴い、系紹介動画の撮影を実施し、新たな動画を作成した。さら

に、キャンパスウォークの様子についても撮影を行い、動画を作成のうえ、それぞれ

を YouTube へアップロードした。 

その他、学科ホームページにおいて学科イベントの紹介内容を更新した。 

以上の取り組みの結果、令和８年度入試の結果としては、本試験では、推薦選抜２

８名の枠に対して第１志望の出願者が１８名、学力選抜では、第１志望出願者が２６

名であった。倍率は推薦・学力あわせて１．１倍となった。令和８年度入試において、

機械系の合格者は推薦・学力あわせて、（第２から第５志望出願者による合格者も含

め）４１名となった。今回の入試において、２次募集は実施する必要はなかった。 

以上の結果を踏まえて、今後の系のアピールの在り方について再検討する必要があ

る。現時点では、ショート動画の追加、および、令和８年度の改組を意識したキャン

パスウォーク／キャンパスツアーの紹介内容を検討中である。 

表 入学試験結果（令和８年度入試 機械系） 

志願者数 合格者数 

推薦 学力 倍率 推薦 学力 計 

18(1) 26(4) 1.10 18(1) 23(4) 41(5) 

（カッコ内は女子の人数）

（２）学習意欲の向上 

（新入生） 

１年生の原級留置者は、令和４年度：２名、令和５年度：０名、令和 6年度：４名、
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令和 7 年度：０名である。令和 7 年度は物質工学科への転科が１名であった。これら

の要因の一つとして、入試において第２志望以降で配属された学生がいたことが考え

られる。そのため、専門基礎科目を含む１年生向けの専門導入科目において、学習意

欲の向上やクラス内での仲間意識の醸成を目的とした工夫を行っている。 

一方、令和７年度の原級留置者および仮進級者の状況は、下表の通りである。入学

時点で機械工学に対する関心が低く、また今年度の１年生は過年度生が４名含まれて

おり、学習意欲が十分でない学生が一定数いることが推察される。また、令和８年度

入試についても、（１）に示したように、第２志望以下の入学者が多数在籍する状況

となることから、今後は、入学後に機械工学への興味をいかに喚起して学習意欲の向

上を図るか、また、転系する場合でも基礎学力の充実をどのように図るかが重要であ

ると思われる。 

（２～５年） 

表に示すように、原級留置者は２年生：２名、３年生：４名、４年生：３名であっ

た。これは学校全体の原級留置者の２２％を占めている。原級留置率および不進級率

も学校全体と比べると高い数値となっている。数学や物理の基礎的な内容を理解しき

れていない学生が多くなっていること、そのために高学年において専門科目の内容が

理解しきれていない学生が多くいることがあげられる。これらの科目では、これまで

の学習内容の理解が問われるため、学力差が顕著に表れると考えられる。これは、該

当科目において手厚い指導を行ったうえでの結果と認識しており、今後の対応策とし

ては、低学年のうちから数学・物理の指導を強化する必要があると考えられる。 

また、近年では、授業への取り組み姿勢に課題がある学びから逃走する学生も増え

ており、欠席・遅刻、課題の未提出といった理由で成績が振るわないケースが目立っ

ている。これらの学生に対しては、適切な指導を行い、原級留置となることを未然に

防ぐよう努めている。 

 

表 原級留置／仮進級／進級の状況（令和７年度 機械工学科） 

 現員 休学 原級留置 仮進級 進級 原級留置率 不進級率 

1M 42 0 0 2 40 0.0 0.0 

2M 33 0 2 5 26 6.06 6.06 

3M 45 1 4 3 37 8.88 11.1 

4M 34 0 3 4 27 8.82 8.82 

全体 794 13 41 65 675 5.16 6.80 

 

５．進学･就職指導状況 

令和７年度の卒業生３７名の内、就職は２３名（卒業生の６２％）、進学は１４名（同

３８％）で、就職・進学の割合は学校全体の割合とほぼ同じである。 
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進学が決定した１４名の内訳は、大学７名（学校推薦３名・学力４名）、専攻科７名

（推薦６名、学力１名）である。今年度は、大学編入学試験の推薦選抜では、４名が

不合格となった。一方、就職者の２３名の内訳は、県内７名（就職希望者の３０％）、

県外１６名（同７０％）となっている。令和８年３月の機械工学科卒業生に対する求

人数は１７４２件、求人倍率は７５．７倍である。 

機械工学科の就職先の特徴は、機械・電気電子・情報・化学・材料など幅広い産業分

野に及んでいる点である。 

進路指導におけるキャリア意識の向上のための行事としては、これまで実施してきた

２年校外研修（「サカセ化学工業株式会社」「株式会社 TOP」を見学）、３年研修旅行、

４年インターンシップの他にも、技術展示会（MEX金沢(機械工業見本市金沢)）の見学

を実施している。今後は、現在模索しているように、外部リソースを活用した効率的

かつ効果的な学習を、さらに進めていきたいと考える。 

 

６．特色ある教育・研究の取り組み、活動等 

（１）創成科目の高度化 

令和５年度には、令和４年度に全面改修を行った機械実習工場に新設したテックラボ

とプロジェクトラボを活用した授業を開始した。ラボには、手始めに３Dプリンターを

導入しており、メカトロニクス実習（３年：後期）や知能機械演習（４年：前期）な

どの創成科目および実習において活用している。令和７年度のメカトロニクス実習は、

改修後３年目にあたり、令和５、６年度の実施で明らかになった課題を反映して内容

をブラッシュアップした。本授業では、レゴ、Grove Sensor System、Arduino を用い

た製作を通じてメカトロニクスの基礎を学ぶが、課題となっていたレゴとセンサ系の

接続を容易にするため、3D プリンターで専用部品を製作した。また、令和７年度の知

能機械演習は改修後２年目であった。本授業は、少人数グループで 1 台の知能ロボッ

トを製作することを目的とする。従来は、ロボットの開発を「メカ」「制御回路」「プ

ログラム」の 3 要素に分業しながら進める授業であったが、近年、制御回路を簡単に

製作できるようになったことを受け、ディスクリート部品のはんだ付けではなく、規

格化されたケーブルを用いたセンサキットを導入した。これにより、機械工学科の重

要な課題である「ロボットを用いた問題解決方法の検討」と「メカニズム開発」によ

り注力できる授業内容とした。 

さらに、従来のカリキュラムではロボット製作に重点が置かれ、仕様検討・設計・評

価のプロセスが軽視されがちであった。そこで、システムエンジニアリングの観点を

取り入れ、仕様検討や評価を重視した報告書作成を必須とするカリキュラムに変更し

ている。 

 

（２）他学科と共同で開発したものづくり教育 
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Ｃ言語応用（３年：前期）では、以前の LEGO Mindstorm に代わって、プログラミン

グを重視した Arduino マイコンを用いたサッカーロボットと､制御プログラミングと回

路設計・製作を融合した組み込み系技術者の育成のための授業を電気電子工学科と共

同で開発し、導入している。また、学生のモチベーションを高める工夫として、学期

末に、学科対抗試合を行っている。 

 

（３）資格取得の奨励と試験対策の補講 

機械工学の専門分野に関する基礎学力の向上及びキャリアアップに繋がる資格取得

を目指して、日本機械設計工業会機械設計技術者３級資格の取得を奨励している。 

例年その資格試験対策の補講を、機械工学科教員で分担して１０月から１１月にかけ

ての休日（３時間×８回）に実施した。また、令和６年度からは、（株）カンセツ様

に社内模試問題などの教材をご提供いただき、教材として利用した。 

また、令和４年度より，受験する学生の負担を軽減するために本校を試験会場として

提供している。学生にとっては機械系主要科目の復習にもなるため、今後とも資格取

得の奨励を継続していきたい。 

 

７．点検・評価 

令和６年度開始の第５期中期計画において、機械工学科では、教育の質の向上及び

改善のため、以下の内容を計画している。 

（１）「スタートアップ教育環境整備事業」で導入した設備（協働ロボット）を用い

た実験（専攻科１年：後期）を実施し、課題の抽出と改善を行う。さらに、本科生の

実験・実習における利用について、検討を行う。また、COMPASS 5.0 ロボット分野で得

た知見と教材を利用した実習（知能機械演習（４年：前期））を実施し、課題の抽出

と改善を行う。さらに、本実習の前段階となる実習（メカトロニクス実習（３年：後

期））に向けて、教材や授業の進め方についてさらなる改善を行う。 

（２）令和６年度からの改訂モデルコアカリキュラムへの対応に向けて、教育課程・

授業内容・系統図の見直しについて検討する。具体的には、数理・AI・データサイエ

ンス分野の授業について、具体的な検討を行う。 

（３）実験・実習において、見学や協働授業など、地元企業との連携をした授業につ

いて検討を行う。 

（４）令和５年度までに実施してきた教育改善を踏まえ、ディプロマポリシー、カリ

キュラムポリシー、アドミッションポリシーとカリキュラムの対応を確認し、機械工

学科の魅力向上について、検討を行う。 

 

上記（１）の設備「協働ロボット」に関しては、卒業研究における試行を行い、生

産システム工学実験２（専攻科１年：後期）において実験を実施している。さらに次
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年度に向けて本科５年生の「協働ロボット」を活用した実験テーマの検討を行った。

次年度より実際に実験を実施する予定である。また、COMPASS5.0で導入した教材につ

いては、メカトロニクス実習、知能機械演習でこれらを利用して、機械工学科のカリ

キュラムをより魅力的にするための試行を行っている。以上の実施状況から、本件に

ついては、Ａと判断する。 

上記（２）の数理・AI・データサイエンス分野の授業については、令和６年度に改

組の申請を行ったことに対して、機械工学科の教育課程を計画した。また、改組に伴

う学際カリキュラム科目の変更（機械提供分）についても、授業内容の計画を進めた

（テクニカルドローイング：３年：後期）。以上のように、計画的に授業カリキュラ

ムの見直しを進めていることから、Ａと判断する。

上記（３）については、令和５年度より、技術展示会や企業の見学を実習科目に取

り入れている。また、令和６年度は、機械設計技術者試験の補講に、企業に提供して

いただいた教材を取り入れた。令和７年度には、企業の人から学生に対して、プラン

トエンジニアニングの中でのものづくりについて説明をしてもらった。また、２年生

時に作成した図面を実際に作ってみるという総合実習に３年生の機械工作実習Ⅱでは

取り組んでいる。以上のように、学外リソースの利用を徐々に進めていることから、

Ａと判断する。 

上記（４）については、現状に対する３つのポリシー、および、改組に向けた３つ

のポリシーの確認は実施済みである。また、機械工学科は、令和7年度前期授業評価ア

ンケート総合ポイント：８３．５、令和7年度後期授業評価アンケート総合ポイント：

８４．３、高専機構本部が実施している学びのアンケートの２７項目全てにおいて平

均４ポイント以上となっており、学生の満足度は比較的高いと考えられる。一方で、

機械工学科の魅力向上や広報については、努力は続けているものの、令和８年度の入

試倍率は低調に終わった。以上のことから、Ｂと判断する。 

従って、総合的に令和７年度においては、第６期中期計画に対する目標の多くは達

成できていることから、中期計画に対する評価はＡとする。 

一方で、重要な指標である入試倍率が低調に終わったことから、令和６年度全体の

評価はＢとする。 

８．改善課題・方策 

将来計画（１）コアカリキュラムと高度化に対応した学科カリキュラムと教育の実

践・実質化に関する改善課題・方策を以下に示す。 

１年生向けの専門科目を通じて、新入生の機械工学への関心を高めること、および、

それに伴う学習意欲の向上を狙った取り組みを行った。本課題は、入試倍率の低下に

より、今後さらに重要性を増すと考えられる。そのため、引き続き関心の喚起や学習
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意欲の向上に取り組んでいく。 

また、２年生以上に対しても、同様の取り組みは必須である。このような課題に対

し、地域社会との連携や、新しい技術の導入・活用による教育カリキュラムの改善、

および、座学との連携を進め、学生の学習意欲の向上を図っていく。 

学際科目については、改組に伴い変更される科目（テクニカルドローイング：３年：

後期）を次年度実際に開講する。 

将来計画（２）設備の更新・新規導入による実験実習や研究の充実及び高度化につ

いては、令和６年度に回収が完了した実習工場を利用した授業を再開している。新設

したテックラボ・プロジェクトラボには3Dプリンターを設置し、創成科目での利用を

始めている。今後は、本施設に新しい設備を導入し、実験実習、卒業・特別研究、地

域企業との技術相談や共同研究などで積極的な利用をさらに進める。 

重点課題（１）入試志願者の確保については、系としてのアピール方法の再検討、

特に、女子に対する広報について再検討する必要がある。 

重点課題（２）学習意欲の向上については、令和５年度より、１年生専門科目を通

じた機械工学への興味関心の励起、学習意欲の向上を図ってきた。また、２年生以上

の科目においても、新しい設備を導入するだけでなく、実習と座学を結びつける授業

を複数展開している。近年は、入試において、第二志望以降の生徒が入学しているこ

とを鑑みると、これらの試みはより重要になると思われる。よって、上記取り組みの

整理に加え、新しい取り組みを増やす努力を行っていく。 

特色ある教育・研究の取り組みについては、令和５年度に改修を完了した機械工場

を活用した、実験・実習・PBLを推進している。当面の課題としては、新規内容の安定

化と改善を図り、その結果を入試広報等に繋げていくことである。 
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○ 電気電子工学科 

 

１． 達成度評価 

今年度の達成度評価：Ａ 

（達成度評価の理由） 

年度計画である入学志願者の確保については、昨年度比で志願者が増加する結果とな

り、定員を上回る志願者を確保できた。専門科目の充実では、組み込み系プログラミング

演習や、グループによるライントレースマシンの製作を行い学生の興味を喚起した。地域

連携、地域貢献の充実については、地域と連携した活動を実施することができた。放射線

教育の充実については、従前通りの活動を実施できている。このため、達成度評価はＡと

判断する。 

 

２． 教育理念・教育目標 

電気・電子、情報・通信は、社会の基盤技術であり、今後も拡大、発展が予想され

る。電気電子工学科は、情報･通信から制御、エレクトロニクス、光・電子デバイス、

材料、エネルギーまで幅広い知識を学び、独創力を身につけ、社会に対する責任を自

覚し、「地球にやさしく、人にやさしい２１世紀」をつくる技術者の育成を目指す。 

（１）電気電子技術者に必要な専門的かつ総合的な基礎力の育成 

電気電子技術者の基礎である電気磁気学、電気回路、電子回路、情報処理技術の基礎

を学び、光・電子デバイス、エレクトロニクス、コンピュータ、コミュニケーション、

新エネルギー等の電気電子、情報通信に関連する幅広い分野の専門科目を習得し、独

創力を身に付け、新しい時代の産業発展に寄与できる技術者の育成を目指す。 

（２）幅広い専門分野に適応できる応用力の育成 

情報家電や光通信用電子機器を作り出すエレクトロニクス技術、電気自動車やロボッ

ト、システムをコントロールする電子制御及びプログラミング技術、インターネット

やモバイル通信を実現して情報技術革命を先導する情報通信・情報処理技術、環境に

優しいクリーンエネルギー技術などを幅広く学ぶことで、新しい技術開発に適応でき、

国際的に通用する電気電子技術者を育成する。 

（３）独創力及びコミュニケーション能力の育成 

情報技術革命・ナノテクノロジー、新エネルギー技術に象徴される地球規模での科学

技術の急速な発展に対応するため、論理的思考能力、表現力、グローバルな視野、さ

らに、諸現象に対する洞察力や知的探求心を培うものづくり教育、実験・実習を中心

とした自己獲得型技術教育を通して独創力の育成を図る。さらに、様々な社会体験教

育を推進することでコミュニケーション能力を育成する。 

（４）以下のアドミッション・ポリシーを提示し、これに対応する電気電子技術者に

必要な基礎力を育成する。 
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・ 電気自動車や太陽光発電などに使われる環境に優しいクリーンエネルギーや新素

材技術を学びたい人

・ ロボット、システム、コンピュータなどを動かすための電子制御やプログラミン

グ技術を学びたい人

・ 情報家電や光通信などに使用する電子回路や情報通信技術を学びたい人

３． 将来計画 

電気電子工学科は改組後に電気電子系となり、社会の中長期的な要請に基づき、教育

内容の充実を図っていく。 

具体的には、以下の通りである。 

・ 授業内容の充実

・ 電気電子工学実験の充実

・ 卒業研究、特別研究の充実

・ ものづくり・創造性育成教育のさらなる充実

・ 情報工学を活用したカリキュラムの充実

・ 工業英語力の向上

・ 国家資格の取得をサポートする体制の確立

・ 技術者倫理教育並びに知的財産教育の充実

・ 放射線教育の充実

４． 重点課題 

（１）入学志願者の確保 

小中学校での出前授業、公開講座、地域連携事業参画、地域企業との共同研究など

の活動を通じて地道に小中学生と保護者への電気電子工学科に対する認識を深め、入

学志願者の確保へ繋げる。また、現在の電気電子工学科において女子学生が少ないこ

とを考え、女子学生を増やす施策を進める。 

（２）専門科目の充実 

(a) 基礎学力の向上と定着

(b) 社会的要求に対応した技術者倫理教育並びに創造性の育成を目指した知的財産

教育の充実

(c) 情報機器の発達に伴う情報教育の高度化

以上の目的を実現するため、平成２４年度より改訂したカリキュラムにおいて、関

連する科目の授業内容を重点的に充実し、さらに学生実験、卒業研究・特別研究の充

実を図っている。さらに、平成２８年度入学生から学際領域科目群を第３学年から配

置し、平成２９年度入学生よりＭＣＣに対応した実験テーマについて実験スキル評価

シートを用いた自己点検を実施している。令和８年度より電気電子工学科が電気電子
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系へと改組されることに伴い、特に情報工学を活用したカリキュラムを充実する。 

（３）地域連携、地域貢献の充実 

電気電子工学科では、従前より地域との共同研究、地域イベントへの参画、出前授

業、公開講座などを実施している。それらの実績を踏まえ、これまでの実施内容につ

いて精査し改善を図ると共に、電気電子工学分野における学科（改組後は系）として

の地域連携、地域貢献のあり方についても継続的に検討し、より効果的な施策を推進

していく。 

（４）放射線教育の充実 

国内最大の原発立地県である福井県にある高等教育機関の電気系学科として、電力

会社等の原子力関連企業に就職する学生は毎年一定数存在しており、多数の卒業生が

現在も在籍している。また、原発事故後、特に原子力人材の必要性が強く求められて

おり、非破壊検査や食品への放射性物質の混入検査などの放射線応用分野や廃炉技術

者など、放射線教育は今後も必須であると考えている。今年度は高専機構が採択した

文部科学省の原子力人材育成プログラムへの連携活動を通じて放射線教育を実施して

きた。放射線教育の更なる充実を図るため、今後も学科としてこれらの連携活動に参

加する予定である。 

 

５． 進学・就職指導状況 

令和７年度卒業学生３４名のうち、就職者は１８名、進学者は１６名となった。当

学科卒業予定者に対する求人企業数は１７８７社にのぼった。電気電子工学科の就職

先の特徴は高い求人数に加えて、電気、情報、化学、材料、機械、エネルギー、社会

インフラなど幅広い産業分野に及んでいる。進学者１６名の進学先のうち、福井高専

専攻科は３名、大学は１３名（千葉大学、東京農工大学、福井大学、富山大学、金沢

大学、京都工芸繊維大学、豊橋技術科学大学：順不同）となった。 

 

６． 特色ある教育・研究の取り組み、活動等 

（１）２年生および３年生では地域企業の見学に加えて、本校ＯＢによる講演を行い、

工学技術が実際のものづくりにどのように活かされているかを学んだ。 

（２）３年生の情報処理Ⅱでは、組み込み系プログラミング演習によるサッカーロボ

ットの動作体験を行い、創造性を育む教育を実施した。 

（４）３年生の電子創造工学では、グループによるライントレースマシンの製作を行

い、コンテスト形式の競技会で競わせることにより、創意工夫の発展とプレゼン

テーションを通した創造性を育む教育を実施した。 

（５）３年生の電子工学Ⅰにおいて、特に重要な専門用語や概念などについてわかり

やすく説明した。 

（６）専攻科の少人数教育の特徴を活かして、演習課題の解法に関するプレゼンテー
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ションの機会を毎回参加学生全員に与えるような教材を作成し、自学自習の動機

付けをして教育効果を高める配慮を行うと共に、ディスカッション能力の向上を

図っている。 

 

７． 点検・評価 

７-１ 年度計画 

（１）入学志願者の確保 

近年、原子力発電所の再稼働問題や送配電分離など電力会社を取り巻く社会環境が

厳しくなっており、また情報家電メーカーの赤字や大手家電メーカーへの海外資本の

参入などの報道が続き、電気電子工学分野の入試倍率に影響が大きい社会情勢にあっ

た。こうした状況の中で、２年前にオープンキャンパスの内容及び説明方式について

見直し、中学生だけでなく保護者、教員に関心を持って頂けるよう努め、特に編入学

に関する情報の公開に努めた。その結果、一昨年度は前年度に比べ志願者を大きく増

やすことができたため、昨年度はその内容を踏襲して広報に努めた。ところが本年度

の入学者が減少し、定員を下回った。そこで今年度は広報について見直しを行い、改

組に伴う当科（系）の内容について中学生や保護者の疑問に答えるべく務めた。一方、

入試説明会においては電気電子工学科の就職の有利性およびSDGsに関連した問題への

電気電子の分野の取り組みに力点を置いた説明を行い、報道等による電気電子分野へ

の求人の不安を払拭するべく努めた。 

これらの取り組みの結果、推薦選抜の志願者数は昨年度１５名から２４名と９名の

増加、学力選抜の志願者数は昨年度８名（1次）から２３名と１５名増、合計で昨年度

２３名（推薦＋学力２次募集を除く）から４７名と２４名増となった。昨年度は２次

募集を含めても、入学志願者の合計が３１名であったが、今年度は推薦選抜と学力選

抜を合わせて定員以上の志願者を確保することができた。そのため、達成度評価はＡ

と判断する。 

（２）専門科目の充実とエンジニアリングデザイン教育の推進 

学際領域科目群の導入に伴う教育課程の変更に伴い、エンジニアリングデザイン教

育の充実に努めている。エンジニアリングデザイン教育の目的は、問題発見･解決能力

の高い技術者を育成することである。この目的を達成するためには、学生が自ら持っ

ている知識・情報・技術を用いて社会的･技術的な問題を自ら発見し、自ら解決するこ

とを体験させる必要がある。電気電子工学科では、学年毎にレベルアップするコンテ

スト形式のものづくりを通して、エンジニアリングデザイン教育を実践している。学

生は講義で習得した知識に基づいて考え、計画を立ててものを製作・プレゼンし、評

価が行われる。情報処理Ⅱの授業では、Arduinoを用いた組み込み系プログラミング演

習を行い、学生の興味を引き出した。電子創造工学では、グループによるライントレ

ースマシンの製作を行い、コンテスト形式の競技会で競わせることにより創意工夫の
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発展とプレゼンテーションを通した創造性を育む教育を実施した。達成度評価はＡと

判断する。 

７-２ 重点課題

（１）入学志願者の確保 

電気電子工学科に女子学生が少ないことから、女子学生を増やす施策を進めること

が重点課題の一つになっている。これについてはオープンキャンパスにおいて、本科

女子学生による説明を行い、電気電子を志向する女子中学生達のロールモデルを提示

することを目指した。例えばホームページや入試説明会で用いる動画でも、当科で学

ぶ女子学生が学生自作のＥＶカートを運転する様子を公開するなど、特に女子学生の

活躍を強調した。求人に関しては、電気系女子技術者のニーズが高まっていることを

説明した。その結果、昨年度入試では推薦０名、学力３名、合わせて３名の女子志願

者であったものが、今年度はには推薦６名、学力４名、合わせて１０名の女子志願者

となり、前年度比３倍を超える女子志願者となった。 

全体の志願者を前年度比で増やし、女子志願者も増やすことができたため、達成度

評価はＡと判断する。 

（２）専門科目の充実 

学際領域科目群の導入に伴う教育課程の変更に伴い、教育内容の高度化については

前述の年度計画の項目（２）で評価している。達成度評価はＡと判断する。 

（３）地域連携、地域貢献の充実 

電気電子工学科では、地域連携、地域貢献のあり方について検討し、より効果的な

施策を推進していくという目標を立てた。広く理系分野への興味喚起を目的とし、公

開講座を実施した。達成度評価はＡと判断する。 

（４）放射線教育の充実 

電気電子工学科では、電力会社を含む原子力関連企業へ数多く就職していることも

あり、継続的に放射線教育に取り組んでおり、現在もカリキュラム内外で実施してい

る。低学年では、全学的に物理の授業及び計測工学において実施している。高学年で

は発変電工学、電子工学Ⅲの講義において原子力発電、半導体検出器、放射線の基礎、

放射線測定、放射線の生物影響、放射線応用について講義を実施している。達成度評

価はＡと判断する。 

８． 課題・方策 

（１）改組後の電気電子系の志願者を増やすため、今年度に引き続き学科ホームページを

系ホームページとしての見直し、学科改め系パンフレット及びオープンキャンパス

の内容の充実を図る。また、公開講座や出前授業等で改組後の電気電子系の魅力を

中学生、一般市民を対象に発信する。改組後の電気電子系に対する求人状況を積極
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的に示し、昨年度に引き続き、報道等から受ける不安感の払拭に努める。編入学に

関する情報を発信し、高専志望者の多様なニーズに応える系であることを示す。 

（２）学生の電気関連資格取得をサポートする体制を再構築する。 

（３）モデルコアカリキュラムに基づいて、見直し科目の内容評価を行い教育の質保証を推

進すると共に、さらに対応を進める。 

（４）従来から取り組んできた学年毎にレベルアップするコンテスト形式のものづくりを

更に充実させ、これを通して学生の主体的な学びによる問題解決能力育成を目指

す。 
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○ 電子情報工学科

１． 達成度評価 

今年度の達成度評価：Ａ 

入学志願者については推薦合格枠の増加により比較は難しいが、令和 8年度入試につ

いて、情報系の志願者数（推薦・学力・倍率）、推薦２７名（男２１・女６）、 学力

１８名（男１６・女２）、倍率１．１倍、合格者数（推薦・学力）、 推薦２７名 （男

２１・女６）、学力１４名（男１２・女２）と情報系の志願倍率では１．１１倍を維持

することができた。女子学生も８名合格し、女子学生が増加傾向にある。実践的能力育

成の成果としてプログラミングコンテストでは本選参加、競技部門準決勝出場、自由部

門敢闘賞、ふくいソフトウェアコンペティション大賞（最高賞）など様々なコンテスト

で入賞などの結果を残すことができた。加えて、電子情報通信学会他の国内学会への参

加発表者が１０名以上、国際学会発表者３名、重慶理工大学との国際交流で電子情報工

学科５年生６名が研究発表を行った。これに加えスタートアップ教育環境整備事業の予

算で導入した高性能ＰＣや３Ｄ・ＶＲ技術教育のためのＶＲゴーグルなどを新たに導入

し、卒業研究などで活用することができた。地域連携、地域貢献の充実に関しては、地

域企業の問題解決をテーマとした卒業研究などが行われた。また令和７年４月にアント

レプレナーシップ同好会を電子情報工学科教員と学生を中心に設立し、全国初の教員発

スタートアップを電子情報工学科教員とＯＢで設立した。

従って、達成度評価はＡと判断する。

２．教育理念・教育目標 

「情報」とは人間の知的活動を支える根源であり、あらゆる問題解決に必須のものである。

この情報化社会の基盤となるハードウェア、ソフトウェア、ネットワーク及びコンピュータ

制御技術で、種々の問題を解決できる有能な技術者となるために、電気工学・電子工学・情

報工学の技術者として必要な基礎的な学力と能力、変化するＩＴ社会に対応できる応用力、

実験実習や卒業研究をとおした実践的能力や創造能力、及びコミュニケーション能力を身

につけ、インターネットやＩＴ機器の基盤技術であるコンピュータ技術、情報通信技術、及

びロボットに代表される制御技術の各分野で、コンピュータと情報を駆使して種々の問題

を解決する技術者の養成を教育目標にしている。 

（１）専門分野を学ぶための基本的な能力の育成 

電気基礎、情報基礎、リテラシーおよびものづくりに関する入門的能力を育成する。 

（２）専門分野に適応できる基礎力の育成 

電気・電子回路やハードウェア、ソフトウェア、ネットワークに関する基礎的な科目

を配置し、電気電子工学、情報工学の基礎的な能力を育成する。 

（３）幅広い専門分野に適応できる応用力の育成 
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電気・電子系科目と、情報通信工学、情報理論、システム構築、人工知能などに関す

る科目と配置し、情報工学の応用的な能力を育成する。 

（４）実践的能力及びプレゼンテーション能力を育成実験等により、実践力、論理的思考力

を育成する。さらに、総括的科目として、卒業研究では、問題解決能力・プレゼンテ

ーション能力を育成する。 

（５）以下のアドミッション・ポリシーを提示し、これに対応する電子情報技術者に必要な

基礎力を育成する。 

A) コンピュータの構造や仕組みに興味があり、高度なプログラミング技術を習

得したい人

B) ネットワークを活用したり、ＡＩロボットを動かすプログラムを作りたい人

C) 最先端のＩＣＴシステム・サービスの開発をやってみたい人

３．将来計画 

 電子情報工学科では、社会の情報技術などの変化に合わせ、教育内容や実験・研究環境の

充実を目指す。具体的には、以下の点をあげる。 

改組後にコンピュータサイエンスコースとなることから 

 情情報系科目の充実、早期対応化

 情報を活用したモノづくりのための開発研究型技術者の育成のために、

創造系演習や卒業研究にも活用できる実験設備の充実

 他学科との差別化として情報通信系カリキュラムの充実

 ハードウェアの仕組みの理解を高めるために、アセンブラによる制御、ＨＤＬなども

含めたハードウェア設計のカリキュラムや実験環境の充実

 企業技術者と学科教員の協力のもとＰＢＬ教育を充実させ、様々なコンテストや研

究発表などへの積極的な参加を行う

 学科スタッフの定年などに合わせ、情報ネットワーク関連の人員確保

４．重点課題 

(1)学科スタッフの人員確保

 電子情報工学科のスタッフ体制については、１０名の教員体制のもと、令和 7年 4月

より情報系科目を担当する教員１名を新たに採用した。さらに令和 8 年にはソフトウェ

ア系およびハードウェア系の教員２名が定年を迎える予定であることから、情報系授業

については引継ぎ期間を設け、２名体制で担当することとした。これにより、情報系科

目担当教員間での知識共有および授業内容の円滑な継承が進み、情報系教育体制の持続

可能性を高めることができた。 

また、令和１０年にも１名の教員が定年を迎える予定である。このため、本学科では

令和７年４月に准教授１名を教授へ内部昇格させ、さらに令和８年４月にも内部昇格を
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予定している。今後は、教育研究体制の安定的な維持・発展のため、助教等の公募を含

めた計画的な人材確保を進めていくことが求められる。 

(2)入試志願者の確保

 最近の少子化による中学生の減少により、志願者の倍率が福井高専では令和 6年入学

生で１．０３倍と低下傾向がみられた。この状況下において入学志願倍率を確保するた

めに、小中学生を対象とするジュニアドクター育成塾や公開講座や出前授業を通じて地

域でのコンピュータサイエンスコースの認知度を高める。また今後ははガリレオコンテ

スト、ビジネスアイデアコンテスト、起業家甲子園等外部のコンテストへの参加を通し

て情報処理技術のアイデアと実現力を地域の小中学生および保護者、地域企業にアピー

ルする場として活用を目指す。

後で特色のある取組みでも述べる、地域企業技術者に協力を得ながら 4年前期「創造

工学演習」の中で高専プロコンや他の様々なコンテストに積極的に応募の取り組みに継

続して取り組んでいる。これらの対応のなか令和７年入学生で電子情報工学科の倍率は

１．１１倍を確保することができた。 

(3)専門科目の充実

 電子情報工学科における専門科目の充実にあたり、(a)カリキュラムの見直しや(b)実

験環境設備の充実を進めている。 

(a)カリキュラムの見直しでは、高専機構を中心に行われているモデルコアカリキュ

ラムへの対応状況の確認を元に講義内容の検討が行われている。情報系科目充実のため

に令和４年度より４年通年科目「情報メディア工学」を新たに開講し、前期はネットワ

ークや情報セキュリティ、後期は画像や音声処理など人工知能に関連した講義を行って

いる。令和５年度から新たに５年後期「工学倫理」を開講し知的財産や技術者倫理など

が行われた。 

(b)実験環境設備の充実にあたって、情報を活用したものづくりのための開発研究型

技術者を輩出するため、補正予算や校長裁量経費を活用し、創造系演習や卒業研究にも

活用できる実験設備の充実に取り組んできた。これまでに、レーザーカッター、３次元

設計製作環境、ＨＤＬによるハードウェア実験設備、汎用の教育用ロボット、ハードウ

ェア制御と連動したタブレット実験設備、分光光度計などを導入に加え、令和 5年度に

はスタートアップ教育環境整備事業の予算より、計算機シミュレーションや機械学習に

活用可能なＧＰＵを搭載したノートパソコンと先端の３Ｄ・ＶＲ・ＡＩ技術の習得のた

めのＶＲゴーグルなどを導入した。さらに「Ｓｏｃｉｅｔｙ ５．０型未来技術人財」育

成事業のＩｏＴ技術習得のためのセンサータグやタブレットＰＣなどの導入をすすめ

た。 
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(4)地域連携・地域貢献の充実

 電子情報工学科では、地域との共同研究などに加え、公開講座や出前授業を継続的に

実施すると共に、地域企業との共同研究を継続的に取り組む。これらの中で、卒業研究

では、地域企業の問題解決となるシステムを構築するための卒業研究などに取り組んで

いる。 

５．進学・就職指導状況 

 令和 7 年度の卒業生は４３名であり、そのうち進学者２１名、就職者２１名、その他

１名であった。進学者の内訳は、大学１３名、専攻科８名であった。大学進学者の主な

進学先は、豊橋技術科学大学、長岡技術科学大学、大阪大学、九州大学、福井大学、山

梨大学などであり、情報系・工学系分野を中心に進学している。専攻科には福井工業高

等専門学校専攻科へ進学している。就職者は２１名であり、県内企業には６名、県外企

業には１５名が就職した。主な就職先としては、京セラ株式会社、株式会社福井村田製

作所、キャノンシステムアンドサポート株式会社、東芝ＩＴサービス株式会社、富士フ

イルムビジネスイノベーションジャパン、アルファシステムズ、日立ハイシステム２１、

日立ハイテクフィールディング、Ｊ－Ｐｏｗｅｒテレコミュニケーションサービス株

式会社などが挙げられる。近年は進学志向が高い傾向にあったが、本年度は進学者２１

名（約４９%）、就職者２１名（約４９%）と進学と就職がほぼ同程度となった。また、

県外企業への就職が１５名と多く、勤務地よりも希望する職種や業務内容を重視して

企業を選択している学生が多い傾向が見られた。なお、就職希望者は全員が就職先を決

定している。 

６．特色ある教育・研究の取り組み、活動など 

 電子情報工学科では、ＰＢＬ型授業を通しての実践的技術者教育の充実に継続して取

り組んでいる。４年生の「創造工学演習」では、企業技術者を非常勤講師に招きシステ

ム開発の指導を行ってきた。これらの指導をうけ、２０２５年１０月に開催された高専

プロコンでは、自由１チーム、競技１チームが応募し、自由部門で「Guitarist-初心者

からプロへ-」が敢闘賞を受賞することができた。この他にも、ふくいソフトウェアコン

ペティション２０２５では、４年生のチームが最高賞である「ふくいソフトウェア大

賞」および「県知事賞」を 受賞した。２０２５年３月の起業家甲子園では、福井高専Ｏ

Ｂの学生と在学生５年生および４年生でチームを組み、「Ｗａｍａｚｉｎｇ賞」を受賞

した。２０２５年にアントレプレナーシップ同好会を設立し、スタートアップ教員とと

もに、社会課題解決に向けた取り組みや社会実装のための技術力アップ講座を、ロート

こども未来座員団様やさくらインターネット様等と開催した。また、警察庁の専門家の

方が講師となり、授業としてサイバーセキュリティ関連の講義を行っていただいたり、
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外部との連携活動を積極的に取り入れた。 

 地域貢献について電子情報工学科では、２０２５年８月に小中学生を対象に「親子で

学ぶＡＩ講座－自分にあった薬茶を淹れよう－」を開催している。また福井県の中学ロ

ボコンの審査員などにも協力した。 

７．点検・評価 

７－１ 年度計画 

  電子情報工学科では、２０２５年度の年度計画にて下記のように項目をあげ、それぞ

れ対応を行い、その成果をまとめる。 

(1) モデルコアカリキュラムの改訂にあわせ、現状の学科シラバスの修正について検討

を行う。

 ＭＣＣ改訂に合わせ、シラバス改訂が必要か確認作業を行い、若干の修正で対

応できることを確認した。

 特に、ＭＣＣの達成について選択科目の中で達成となっていたものについて

は、あらためてカリキュラムを確認し、下の学年での必修科目で行われている

内容で十分に達成されていることを確認したり、必修科目の中で達成できるよ

うなカリキュラムの修正を行った。これらの状況を踏まえ、達成度評価はＡと

判断する。 

(2) 創造性やデザイン能力を育む取り組みとして、ＩＣＴ関連企業の技術者と協力し、

地域や産業界が直面する課題解決を目指したＰＢＬ型カリキュラムの取組みを継続

する。また、その成果を様々なコンテストや発表会で発表していく。

 第３５回プロコンにて、自由１チーム、競技１チームが応募し、自由部門で敢

闘賞を受賞した。この他にもふくいソフトコンペで企業賞、など様々な成果を

残すことができた。これらの成果を踏まえ、達成度評価はＡと判断する。

(3) 令和４年度に COMPASS 5.0 IoT 分野において入手した教材を実際の実験などで利

用し、実践を目指す。

 ２ＥＩ後期実験「モノのインターネット体験 」にて COMPASS 5.0 IoT での機

材を活用した実験を行った。 これらの機材は重点課題でも述べたスタートア

ップ教育環境整備事業で導入したタブレット等と組合せ、実験に導入すること

ができた。これらのことから達成度評価はＡと判断する。

(4) 電子情報工学科は、Ｒ５年度はＣＢＴのレビュー担当し学科全体でレビューに取り

組む。またＣＢＴを学生の到達度確認として利用拡大を検討する。

 各高専分担１６０問のうち福井高専では１６５問をレビューすることができ

た。また、４年「情報構造論」中でソフトウェア、「計算機構成論２」の中

で計算機工学の試験を受験した。この結果、ソフトウェアにおいて３６名中

３５名が受験、計算機工学でも３６名中３４名が受験し、学生自身の学習状
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況の確認に役立てることができた。これらのことから達成度評価はＡと判断

する。 

７－２ 重点課題 

重点課題に掲げた項目について対応を行い、それぞれの成果を以下に示す。 

(1)学科スタッフの人員確保

移籍となった教員の後任および、令和８年の定年による減員が予定されているな

か、情報ネットワーク系での教員の公募などを行い、助教１名の採用を実現するこ

とができ、プログラミング系教員の負担軽減を実現することができた。このことか

ら達成度評価はＡと判断する。 

(2)入学志願者の確保

 近年の中学生の減少にともなう倍率低下が懸念されるなか、小中学生を対象の公

開講座や出前授業による認知度の向上対策に加え、高専プロコンや、ふくいソフト

ウェアコンペティション等の結果を通し電子情報工学科の技術力などをアピールす

ることができた。また女子入学生８名が合格している。これらのことから、達成度

評価はＡと判断する。 

(3)専門科目の充実

カリキュラムの見直しでは、情報系科目の充実を目標に令和４年から開講してい

る 4 年「情報メディア工学」を継続するなか、令和５年より新たに「工学倫理」を

開講し、知的財産や技術者倫理教育の充実を実現することができた。 

 また、実験設備の充実では、スタートアップ教育環境整備事業によって導入され

た、高性能パソコンを用い専攻科の「生産システム実験」では「ＣＵＤＡを用いた

物理シミュレーション」で活用された。３Ｄ・ＶＲ技術習得として導入された VR ゴ

ーグルについては、5 年卒業研究にて「Ｕｎｉｔｙとハンドトラッキングを用いた

オセロゲームシステムの構築」および「Ｍｅｔａ Ｑｕｅｓｔ Ｐｒｏを用いたベー

スシステムの開発」にて活用することができた。これらのことから達成度評価はＡ

と判断する。 

(4)地域連携・地域貢献の充実

 地域貢献については、前年度に引き続き公開講座１件、出前授業１件を継続的に

実施することができた。また専攻科の特別研究や５年卒業研究では、地域企業にお

ける問題解決を目指すテーマとして「教育・福祉の地域格差の分析」、「地域観光

ＩＣＴに関する提案」、「複数のセンサを用いた物体計測」、「複数のラジオ局の

番組管理システムの開発」、「糸と製品の在庫管理システムのデジタル化」などの

研究が行われ、特別研究・卒業研究にて発表された。これらのことから達成度評価

は A と判断する。 
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８．課題・方策 

  電子情報工学科では、今後一層拡大が予想される機械学習などのＡＩ技術にあわせ

たカリキュラムの検討や、ＭＣＣを踏まえて到達目標と科目内容の整合性について引

き続き検討を進める。また、ＢＹＯＤを活用したアクティブラーニングなどの拡大に合

わせ、インターネットを活用したサーバ環境もすすめているが、今後はさらに多くの授

業でＢＹＯＤ活用を目指す。 

  進路指導では、電子情報工学科特有の問題として「情報系企業における自由応募を中

心とした選考」を踏まえ、引き続き、学生の進路の希望の変化や就職解禁時期の変動に

柔軟に対応した就職指導方法をとることが必要と思われる。公務員への就職が増えてき

た。行政分野においても ICT・DX・情報セキュリティ・データ活用等の知識を有する人

材ニーズが高まっている。特に自治体においては、デジタル化推進、教育・福祉分野と

の情報連携、住民サービスの高度化など、情報系人材が果たす役割が年々大きくなって

おり、資格取得が有効である。地域貢献や女子学生の就職先としても良いと考えられる。 

一方で、様々な要因により学業不振や学習意欲の低下に陥る学生の増加が懸念されて

いる。このような学生に対しては、学生相談室と連携し、メンタル面のケアを図る必要

がある。また、課題に取り組めず先送りが続くことで未提出課題が重なり、結果として

精神的負担が増大するケースも見受けられる。そのため、教員間で情報共有を行いなが

ら課題対応を分散するなど、組織的な連携による支援体制を構築することが必要である。 

学科スタッフについては、令和５年度に１名令和６年度に１名、令和７年度に１名の充

足をすることができた、今後、令和８年に２名、令和１０年に１名が定年を迎える。 
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○ 物質工学科

１． 達成度評価 

今年度の達成度評価：Ａ 

（達成度評価の理由） 

今年度年度計画において、 

① 教育力の質的向上と科研費等外部資金獲得に向けた産官学連携共同研究や地域連携

教育プロジェクトを推進し、２年連続で高い入試倍率を確保できた。 

② 試験の難易度が上がってしまう弊害が見られたが、思考を重視した問題を各定期試験

につき各科目１問の出題を実施した。 

③ 今年度は、所属教員の情報系資格の取得者を増やすことができなかった。

以上により、達成度が 90％と見込まれ、総合的には達成度評価はＡと判断する。 

２．教育理念・教育目標 

物質工学科は、ディプロマ・ポリシーとして、特に「論理的思考能力を備えた実践的

で想像性豊かな化学技術者となる」ために、必要な知識と技術に加えて、材料工学また

は生物工学の分野における専門的能力を身に付けることを教育目標としている。 

ディプロマ・ポリシーに掲げる人材を育成するために、物質工学科では、カリキュラ

ム・ポリシーとして、特に「化学的視点から材料工学あるいは生物工学を学び、より良

い社会を実現するために貢献できる化学技術者を養成する」ために、具体的には、以下

を教育方針として教育課程を編成し、教育を実践している。 

①１学年では、物質工学の導入レベルの能力を育成するために、一般化学、情報処理、

および、実験基礎に関する科目を専門基礎Ⅰ、Ⅱ、Ⅲとして配置する。

②２、３学年では、物質工学の基礎的な能力を育成するために、無機化学、有機化学、

分析化学、生化学、物理化学、化学工学、情報化学等に関する科目を配置する。

③４、５学年では、物質工学の専門性を深化させて材料工学あるいは生物工学の応用的

な能力を育成するために、無機化学、有機化学、分析化学、生化学、物理化学、化学

工学、情報化学等に関する科目に加え、材料工学コースでは材料に関する科目、生物

工学コースでは生物に関する科目を配置する。

④１～５学年を通して、実践的能力、論理的思考力、コミュニケーション能力を育成す

るために、物質工学実験Ⅰ・Ⅱ、材料工学実験Ⅰ・Ⅱ、生物工学実験Ⅰ・Ⅱなどの科

目を配置する。さらに、問題解決能力・プレゼンテーション能力を育成するために、

５学年に卒業研究を配置する。

３．将来計画 

① 教育力の質的向上と科研費等外部資金獲得に向けた産官学連携共同研究や地域連携

142



 

教育プロジェクトを継続的に推進する。また、次世代を担う人材育成のため国立高等

専門学校間で共有可能な化学・生物分野の教育教材として Forms および Teams 等を活

用した教材作り等を行なう。 

② モデルコアカリキュラムに基づく自ら考えることのできる人材輩出のため、単に記憶

を確認するだけの試験問題から、学生の思考力を重視した試験問題へのシフトを検討

し、思考を重視した問題の出題割合３割を目標として増やしていく。 

③ 物質工学科(材料・生物系)としての魅力向上を図るとともに、来年度より女性教員が

1 名在籍するのみとなるので、(ＡＩを含む計算科学)×(化学)分野の教育に関する女

性の専門教員を採用し、女子学生への指導体制の維持とプログラミングが出来る科学

者を養成する体制を構築する。 

④ 学生実験時の安全性を高めるため化学を専門とする技術職員を採用してもらえるよ

う機会あるごとに人事権のある執行部に働きかけを行う。 

 

４．重点課題 

上記の物質工学科の教育理念・教育目標において、今後、高度情報化時代・グローバ

ル化時代にマッチした教育の質的向上と高度化の観点から、特に、「材料工学・生物工

学両面に通じた“化学技術者”の育成」を目指す、「マテリアルズインフォマティクス・

バイオインフォマティクス」や「計算科学（ＡＩ・数理・データサイエンス）」等を基

盤とした化学教育の導入とその実践に係る具体的課題を詳細かつ慎重に検討し、情報

系に強い女性の専門教員を採用し、技術者専門教育の更なる充実と教育の質の向上及

び改善を図る。 

また、 物質工学科( 令和 8 年度より材料・生物系)における入学志願者の確保とそ

の資質・学力水準維持のためのより効率的な具体的方策として、材料・生物系のアドミ

ッション・ポリシー（１．化学と生物の力により人々の健やかな生活に貢献したい人、

２．情報科学を学ぶ意欲があり、化学的手法を用いて有用物質や新しい材料を生み出す

ことに興味がある人、３．微生物や遺伝子組換え技術等の生物機能を活用した物質生産

や環境浄化に興味がある人）を視野に入れ、より効果的な入試広報活動・情報発信につ

いて詳細に検討し、物質工学科(材料・生物系)の魅力向上と持続・発展を図る。 

 

５．進学・就職指導状況 

物質工学科では、毎年、卒業生の３〜５割が女子学生である。そのため学生指導・進

路指導は充実しており、特に、女性教員２名を擁し、女子学生に対する豊富な指導実績

とその多種多様な進路に特徴がある。現在、多くの卒業生が社会の中核として活躍して

いる。福井県内地元企業及び県外大手有力企業からの評価も高く、毎年１００％の就職

内定率を誇っており、化学分野はもとより、繊維、医薬品、食品、エレクトニクス、エ

ネルギー、環境関連など幅広い分野の企業に就職している。一方、卒業生の４～５割は
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本校専攻科進学あるいは国公立大学・大学院に編入学・進学し、工学系のみならず、理

学系・農学系・薬学系等その進学先の多様性にも特徴がある。令和７年度物質工学科卒

業生４１名の進路状況は（令８年３月現在）、 

・就職者 １９名 

（県内６名・県外１３名） 

・進学者 ２１名 

（本校専攻科７名（推薦７名・学０名）・大学１４名（推薦１１名・学力３名）、

豊橋技術科学大学 工学部６名・長岡技術科学大学 工学部３名、東京農工大学 

工学部２名、大阪大学 工学部 １名、岐阜大学 工学部１名、島根大学 総合理

工学部１名 

・その他 1 名  

であった。昨年度(令和６年度)は、卒業者に占める就職希望者の割合６割程度（５９．

３％）であった。しかし、今年度は、学力の高い学生の比率が多いため進学５１．２％、

就職４６．３％となった．なお、就職・進学の希望者全員が就職・進学先に内定した。 

 

また、物質工学科における学生指導・進路指導、特に、昨年度以降も継続して、女子

学生（〜５割）に対する進路（進学・就職）指導と女性技術者・研究者確保及び活躍促

進のための方策の一環として、女子学生対象の「キャリア教育」の充実とその促進を図

った。さらに、新しく令和８年度より始まる材料・生物系としては、情報化学系の技術

者のニーズに対応するためプログラミングもできる科学技術者の輩出を目指したい。 

 

６．特色ある教育・研究の取り組み、活動 

国立高等専門学校間で共有可能な

化学・生物分野の教育システムの構

築の開始に向け、社会ニーズに対応

したカリキュラムに対応する先端機

器について実機に触れる機会を持っ

た。例えば、学生実験（材料工学実

験Ⅱ）では、本学が所有する透過電

子顕微鏡、走査型電子顕微鏡、表面

元素分析装置など、専門の卒業研究

のみならず企業や大学院などでも常

用している種々の材料測定機器を一

人ずつ実際に触れさせ、測定の実態を紹介するとともに、どのような物性評価に使用可

能か説明した(図 1)。 

 

図 1 学生実験（材料工学実験Ⅱ）の実施 
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 グローバル化・高度情報化社会ニーズを踏まえた教員の教育研究活動の活性化と

学生教育への還元のために、学科教員の研究力（研究内容・研究水準・研究環境）の高

度化と教育力の質的向上及び科研費等外部研究資金獲得に向けた「産官学連携共同研

究」や「地域連携教育プロジェクト」として、卒業研究において県内企業および福井大

学との共同研究を実施、国際学会である Pacifichem 2025(Honolulu・HAWAII)において 

企業研究者とともに、企業共同研究の成果、並びに本校での研究の成果を英語でポスタ

ー発表（５年生; 図２）2025/12/19）、「北陸電力志賀原子力発電所・志賀太陽光発電所・

福浦風力発電所見学会」（北陸原子力懇談会、2025/9/22）、「放射線計測実習」（北陸原

子力懇談会・（一財）日本原子力文化財団・名古屋大学、2026/2/2）等、教育研究活動

の活性化を推進した（図３・図４）。教員が推進する科研費研究、国プロ共同研究の内

容を説明し、そこで派生した研究内容に触れさせることで、卒業研究を進めた。福井大

学や高専内の研究室と協力し、シミュレーションによるものづくりにおける理論的な

解析の実施。戦略的国際共同研究プログラム（ＳＩＣＯＲＰ） 日本－台湾共同研究「ナ

ノメカニクス」領域ナノ空間における生体分子の特異的挙動の解明と革新的ナノバイ

オデバイスへの展開（研究代表者：坂元 博昭）というテーマのもと共同研究が実施さ

れ(図５)、2件の学術論文を投稿済みであり、着実に成果を積み上げている。学生教育

への還元と教員の教育研究力向上のみならず、産業界への波及効果も期待されるもの

である。 

 

 

図２  国際学会(Pacifichem 2025)での本科生の研究発表 
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図５ 共同研究先でのディスカッション 

 

さらに、学科の魅力向上持続・発展及びその効果的な広報活動・情報発信、特に重要

課題である入学志願者の確保とその資質・学力水準維持のための具体的方策として、公

開授業(「手鏡を作ろう！（銀鏡反応）」2025/8/16 実施、 出前授業「超低温の世界」福

井市和田小学校 2025/6/14 (図６) 、「シャボン玉」鯖江市豊小学校 2026/3/16 を実施

した．今年度は「青少年のための科学の祭典」への出展について検討を行ない、人員の

少ない化学を専門とする技術職員の方へのロードが上がるため出展を見送った。ただ

し、「越前ものづくりフェスタ２０２５」に山脇研究室が 9/20(土)に出展し、科学教

育の啓蒙活動を行った．さらにまた、キャンパスウォーク、キャンパスツアーで学科の

学習内容の展示や説明を精力的に行い、アンケートの結果より参加者から高評価を得

たことを確認した。 

図３ 地域連携教育プロジェクト「北陸電

力志賀原子力発電所見学会」の開催実施 

 

図４ 地域連携教育プロジェクト「放射線

計測実習（ 物質工学科２年生対象 ）」の 

開催実施 
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 図６ 出前授業の様子(「超低温の世界」福井市和田小学校) 

 

今年度「令和８年度入学者選抜（推薦選抜・学力選抜）実施状況」については、入学

志願者数４８名（推薦３０名・学力１８名）、入試倍率１．２０倍（全体の入試倍率１．

１２倍）となり、昨年度の入学志願者数４８名（推薦２９名・学力１９名）、入試倍率

１．２０倍（全体の入試倍率１．０３倍）に引き続き２年連続で学科(系)別トップの倍

率となった。以前からある学力選抜の入試倍率が５学科中で最高位に位置すると翌年

度は最下位に転落する振動を繰り返す傾向を今年度は回避することができた。これに

慢心することなく引き続き入学志願者の平準的な倍率確保とその資質・学力水準維持

に繋げるよう広報活動をしていきたい。次年度の入学希望者の確保に向け、材料・生物

系のパンフレットの作成を行った。 

 

７．点検・評価 

上記現状において記載したとおり、今年度年度計画において、 

1.教育力の質的向上と科研費等外部資金獲得に向けた産官学連携共同研究や地域連携

教育プロジェクトを推進した。また、次世代を担う人材育成のため国立高等専門学校間

で共有可能な化学・生物分野の教育システムに関する Teams の作成を行った。 

2. モデルコアカリキュラムに基づく自ら考えることのできる人材輩出のため、単に記

憶を確認するだけの試験問題から、学生の思考力を重視した試験問題へのシフトを検

討し、思考を重視した問題を各定期試験につき１問出題した。 

3. 学科の魅力向上を図るとともに、(ＡＩを含む計算科学)×(化学・生物)分野の教育

関する教育実践法の具体的方策を検討し、プログラミング教育に使用する教科書の見

直しを行い再決定した。 

4. 所属教員の情報系資格(認証)の取得者は増えていないので、Python Zen & PEP 8 検

定試験などを始めとする資格(認証)取得の啓発を来年度以降も行うこととした。 
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以上により第５期中期計画期間の２年目である今年度の実施・活動状況については

本年度以降継続して計画の９０％以上の実績と成果が見込まれ、総括的には、達成度評

価はＡと判断する。 

 

８．課題・方策 

今後、グローバル化・高度情報化社会ニーズを踏まえた教員の教育研究活動の活性化

と学生教育への還元のためのより効率的な具体的方策の検討が重要な課題であること

は論を待たない。物質工学科(令和８年度より材料・生物系)では、情報系資格(認証)の

取得教員を増やすこと、および、女性教員の確保、研究力（研究内容・研究水準・研究

環境）の高度化及び教育力の質的向上と学生教育の充実の観点から、特に、科研費等外

部研究資金獲得に向けた産官学連携共同研究・地域連携教育プロジェクト推進及び入

学志願者の確保とその資質・学力水準維持を図り、材料・生物系における教育研究活動

の更なる活性化と学科の魅力向上・持続・発展に繋げたい。 

 

９．令和７年度休退学、原級留置き状況に対する対応 

特記事項なし。参考: 本年度は、２年生の休学、退学者が比較的多かった。その多く

は学業不信からくる休学・退学であり、低学年の時からの家庭学習時間が少ないことが

主な原因と考えられるので、来年度は１日３時間程度の学習時間の確実な確保と家庭

学習の習慣付けを新入生に対して強く指導する。一方、２年生を除く学年では、原級留

置となる学生が０となり比較的良好な状態であった。 
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〇 環境都市工学科 

 

１．達成度評価 

今年度の達成度評価：Ａ 

（達成度評価の理由） 

令和８年度の学科改組に向けて、情報技術を活用するカリキュラムの導入について準

備が進められており、３年次以降の実験実習や授業中の演習課題などでＢＹＯＤを利用

した学習環境を活用している。また、新ＭＣＣへの対応として、令和６年度入学生のカ

リキュラムから建設と建築の複合融合学科への適合を学年進行で進めている。 

入学志願者が減少し、都市・建築系における推薦選抜志願者は定員を下回ったもの

の、学力選抜志願者を含めて定員を満たすことができた。本校全体の志願者も定員を充

足し、２次募集を行うことなく入学者定員を確保することができた。この状況の中で、

本年度も入学志願者確保のための広報に力を注ぎ、学科紹介用のＹｏｕＴｕｂｅ動画を

新たに作成するとともに、ＨＰによる学生の活躍や本学科のアクティビティの紹介の情

報を更新した。また、５月のキャンパスウォークでは建築模型の展示や造波実験を実施

し、９月のキャンパスツアーでは５年生全員で対応することなどを継続して取り組ん

だ。このような取り組みや成果を踏まえて、達成度評価はＡと判断する。 

 

２．教育理念・教育目標 

   福井工業高等専門学校に建設系の学科が誕生したのは１９７０年（昭和４５年）で

あり、その名称は土木工学科であった。当時は全国規模で社会基盤施設の拡充が急が

れ、公共工事に携わる技術者や機関は高度経済成長の一翼を担った。 

次の局面は国土の環境整備であって、資源の温存保護や循環利用に資する施策、方

策が講じられるようになった。この趨勢に応えるべく、土木工学科は１９９３年（平

成５年）に環境都市工学科へと改組、改称した。 

さらに、受験者や入学者の希望並びに建設業界の実状に鑑みて、２００９年度（平

成２１年度）には土木や環境の学問分野を基軸に、これに建築学の科目を融合したカ

リキュラムを編成した。この措置により２０１３年度（平成２５年度）卒業生以降は

建築学に係る全ての選択科目の単位取得を前提に二級建築士試験の受験資格を得るば

かりか、建築実務を４年経験すると一級建築士試験の受験資格をも得られる体制とな

った。 

建築士試験の受験資格に関して、２０１８年（平成３０年）１２月１４日に公布さ

れた「建築士法の一部を改正する法律」により、一級建築士試験の受験資格の要件と

なっている実務経験が建築士免許の登録要件に改められた。したがって、この法律が

施行された２０２０年（令和２年）３月１日以降は、卒業後すぐに二級・木造建築士

試験に加えて一級建築士試験も受験可能（学科試験は例年７月に実施）となった。 

このような経緯を踏まえて、当学科では『社会資本を持続可能にする土木・建築の

分野において、基礎的知識と技術を身に付け、論理的思考能力を備えた実践的で創造
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性豊かな技術者を育成する』旨を教育目標の骨子に置き、付帯事項として次の３つを

掲げている。 

① 建設技術者に必要な基礎的な学力と能力の育成 

② 幅広い専門分野の理論に関する応用力の育成 

③ 実験実習や卒業研究を通した実践力と創造力の育成 

 

３．将来計画 

   前述した教育目標を念頭に、社会が求める技術者を育成するために、当学科では教

育に研究と社会貢献を加えた３つの柱について、以下に示す目標を実現する将来計画

を立てている。 

・ＩＣＴに強い建設技術者を育成する 

・学生が自ら目標を設定し学習する自立心を高める 

・学生と教員の研究する意欲と力を高める 

・地域社会と教員の連携を強化して学生のキャリア育成に繋げる 

・学科の魅力を情報発信する力を高める 

 

４．重点課題 

 （１）入学志願者の確保 

    本校主催のキャンパスウォークやキャンパスツアーを活用し、中学生とその保護

者、そして中学校の進路指導担当教員に本学科（系）の魅力を正しく伝える。また、

パンフレットやホームページの内容を充実させ、常に最新の情報を提供する。本年

度、新たに作成した学科のＹｏｕＴｕｂｅ動画を公開し、入試広報に用いる。 

 （２）カリキュラムの見直し 

 当学科のカリキュラムの特徴は土木系科目に建築系科目を複合させた点である。

独立学科と比べるとどちらの専門分野も講義内容を圧縮した教育となっており、資

格試験の受験資格を得るための必修科目が多い。建築系科目の選択科目も１級建築

士受験資格を満たすように配置しているものの、受験資格を目指さない学生は選択

科目をあまり履修しなくても卒業要件を満たすことができる構成となっており、選

択科目受講率の向上が課題として挙げられる。また、国土交通省が推進する   

ｉ－Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎも視野に入れ、ＩＣＴ技術に関連したカリキュラム

を導入し、ＢＹＯＤをさらに活用する教育を実施する必要がある。 

 （３）進路指導 

 キャリア支援室と連携しながら学生の進路を適切に指導する。とくに、地元福井

県に就職する学生の数が減少傾向にある点を改善する。 

 （４）グローバル人材の育成 

 海外進出を目指す企業の増加に伴いグローバル指向のある技術者が求められて久
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しい。国際交流室と連携し、学生の短期留学や海外インターンシップへの参加を後

押しし、協定校からの短期留学生の受け入れを積極的に行う。 

 （５）原級留置者及び退学者の低減 

 成績不振、欠席や遅刻で気になる学生について、クラス担任と教科担当教員が情

報を共有し、原級留置者と退学者を減らす努力を継続する。 

 

５．進学・就職指導状況 

   キャリア支援室主催のキャリア教育セミナーに加えて、学科独自にフクイ建設技術

フェアの見学（３年生）及び施工現場の見学（１～５年生：随時）を通して視野の拡

大と適正な進路選択意識の啓発に努めている。フクイ建設技術フェアの見学では、県

内優良企業のブースを回って説明を聞くだけでなく、板金や左官、管工事等に関する

技術の体験も行った。また、１年生の専門基礎Ⅰでは吉野瀬川ダム工事現場および同

ダム監視所建築工事現場を見学、２年生の校外研修では辻広組本社での体験学習およ

び先輩社員との座談会、福井駅前南通地区市街地再開発事業の現場を見学、３年生は

研修旅行で京都府宇治市の天ヶ瀬ダム、阪神高速震災資料保管庫、鹿島建設三会堂ビ

ル新築工事などを見学した。 

   環境都市工学科第２９期生にあたる２０２５年度卒業生３５名の進学・就職状況を

表１に示す。内訳は、進学が１６名、就職が１９名であった。近年は、進学を希望す

る学生の割合が高い傾向が続いている。なお、企業就職においては１９名中１４名が

県外企業への就職であり、福井県内への定着率の増加には至っていない。 

 

表１ ２０２５年度の進学・就職状況 

進   学 就   職 

福井高専専攻科 ４名 県 

内 

企 業 ３名 

４年制大学編入学 

１２名 

官公庁 ２名 
豊橋技術科学大学[４]、長岡技術科学大学［
３］、室蘭大学［１］、千葉大学［１］、福井
大学［２］、武蔵野美術大学［１］、 
 

県 

外 

企 業 １４名 

官公庁 ０名 

計 １６名 計 １９名 

 

６．特色ある教育・研究の取り組み、活動等 

（１）学科改組とカリキュラム改正 

令和８年度に５学科から１学科５系へと学科改組し、環境都市工学科は、「未来

社会デザイン工学科（都市・建築系）」となる。学科改組に伴い、すべての系に情

報系のコースが併設されることとなり、情報系コースでは第２学年にプログラミン

グ基礎、第３学年にＩｏＴ基礎、ＩｏＴ実習の情報系必須科目が設定されている。

このカリキュラム改正により、都市・建築系の知識とＩｏＴの知識を融合させた次

151



 

世代に活躍する技術者の育成が見込まれている。 

 （２）技術資格取得の奨励 

    当学科の卒業生が必要となる国家資格のうち、測量士補は卒業時の申請により与

えられ、規定の実務経験を経ると測量士が与えられるが、学生には在学中の受験に

よる資格取得を奨励している。その他の資格についても取得への挑戦を促しており、

２０２５年度の実績を表２に示す。今後も技術士一次試験に挑戦する学生、合格す

る学生を増やしていきたい。コンクリート製品検定試験は、民間企業からの支援を

受けて学生は無料で受験できるため、２年生以降のほとんどの学生がチャレンジし

ている。在学生の取得数は、上級合格者の累計が３名、中級６４名、初級１１５名

となった。 

 

表２ ２～５学年の資格取得者数（過年度取得分を含む） 

試 験 名 称 ２学年 ３学年 ４学年 ５学年 計 

技術士第一次試験 ０名 ５名 １名 ７名 １３名 

測量士試験 ―― １名 １名 ２名 ４名 

測量士補試験 ２名 ２１名 １６名 １４名  ５３名 

ＣＡＤ利用技術者試験〔２級〕 ―― ―― ―― ―― ―― 

コンクリート製品検定試験〔上級〕 ―― ―― ２名 １名  ３名 

コンクリート製品検定試験〔中級〕 １４名 ６名 １１名 ３３名 ６４名 

コンクリート製品検定試験〔初級〕 １１名 ３２名 ３７名 ３５名 １１５名 

１級土木施工管理技術検定（第１次検定） ―― ―― ―― ２名 ２名 

１級建築施工管理技術検定（第１次検定） ―― ―― ―― １名 １名 

防災士資格取得試験 ―― ３名 ３名 ――   ６名 

その他（例えば、危険物取扱者乙種４類） ―― １名  １名 ―― ２名 

計 ２７名 ６９名 ７２名 ９５名 ２６３名 

 

技術士一次試験など当学科が指定した資格試験の合格者には、受験料の半額を上

限として学科の奨学寄付金で補助している。また、５年生に特別学修という選択科

目を準備し、技術士一次試験合格者には単位振替を認める制度を設けている。 

 （３）全国高等専門学校デザインコンペティションの本校主管による実施 

    全国高等専門学校デザインコンペティションは、全国の高専で競われるロボット

コンテスト、プログラミングコンテストに続く第三の競技会であり、２００４年度

を初回としている。デザインコンペティションの趣旨は、土木系・建築系の学生を

中心に生活環境に関連した種々の課題に取り組むことで“より良い生活空間につい

て思考し、提案する能力を育成する”ことにある。 

    環境都市工学科は初回から間断なく出場しており、２００８年度大会では構造デ

ザイン部門の中の静的耐力部門で１位に輝いた実績をもつ。第２２回を迎えた２０
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２５年度は福井高専が主管校となり、鯖江市の嚮陽会館をメイン会場として開催し、

空間デザイン部門、構造デザイン部門、創造デザイン部門、ＡＭデザイン部門、プ

レデザコン部門の５つの競技が開催された。大会期間中には、テレビ局の取材や地

元の小学生親子を対象とした見学ツアーも実施され、高専での学びについて広く伝

えることができた。本年度の大会では、構造デザイン部門に２作品を応募し、作品

「稜」は５８チーム中２６位、「越」は４３位の成績であった。ＡＭデザイン部門

には専攻科生が２つの作品をエントリーし、１作品が予選を通過して審査員特別賞

を受賞した。なお、プレデザコン部門には２作品が出場したものの、受賞するには

至らなかった。デザインコンペティションへの出場は、それに参加する学生の着

想・構想から試行錯誤を経て作品完成にいたるまでの学年を越えた協調心、追求心

を涵養するばかりか、ものづくり実践教育やエンジニアリングデザイン教育の礎と

しても極めて意義深い。本年度は大会を主管したことで、これまで参加してこなか

った在学生も大会の雰囲気を知ることができ、次年度以降の応募者が増加すること

が期待される。     

（４）第４回高専防災減災コンテストへの参加 

    防災科研が主催する第４回高専防災減災コンテストに、当学科は２件のアイデア

をエントリーした。全国の高専１５校から３４チームが応募する中、２件のアイデ

アがともに書類審査を通過して最終審査に進んだ。最終審査においては、アイデア

名「災害時孤立地域の自主避難ビニールハウスの謎を解き明かす。そしてその先へ」

が防災科研賞を受賞し、アイデア名「ベストなベスト～身に着ける安心～」が国際

科学振興財団賞を受賞した。 

（５）近畿学生住宅大賞への応募 

    当学科５年生の１名が近畿建築士会協議会の主催する近畿学生住宅大賞へ応募し、

提案した「和楽路 わらじ」が企業賞（総合資格）を受賞した。 

（６）ＫＯＳＥＮ－ＲＥＩＭ事業 

    ２０１９年度に舞鶴高専が採択された文部科学省の助成事業「ＫＯＳＥＮ型産学

共同インフラメンテナンス人材育成システムの構築」の連携校として、福井県内の

建設技術者のニーズに応えたリカレント教育の実施を目的にプロジェクトを推進し

ている。２０２０年度は前年度に学科棟北側に設置された劣化部材を展示した実習

フィールドを利用した教育プログラムの開発を学科教員と特命助教が担当した。福

井県の技術者対象の講座「ｅ＋Ｆｉｍｅｐ講習会（基礎編：橋梁点検）」を継続的

に本校で開講し、准橋梁点検技術者の資格取得者を育成している。また、福井県道

路メンテナンス会議と連携して、同実習フィールドにおいて５年生を対象とした講

習会を開催し、劣化部材を用いた打音検査や非破壊検査によりメンテナンス技術の

理解を深める活動を継続している。さらに、コンクリート橋、鋼橋の点検調書を作

成できるレベルを到達目標として「ｅ＋Ｆｉｍｅｐ講習会（応用編：橋梁点検）」
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を実施し、国土交通省の認定資格（橋梁点検技術者）の取得を推し進めている。 

    本事業は、令和６年度「第８回インフラメンテナンス大賞」において国土交通大

臣賞を受賞するに至った。 

（７）学科ウェブページと学科ツイッターによる情報発信 

    入学志願者である中学生とその保護者に学科の魅力を伝えるために学科ウェブペ

ージの「学生・教職員の活動」のページに随時情報を掲載した。学科公式ツイッタ

ーとの連携を図り、どちらもさらに多くの情報を提供できるように改善し、学科ウ

ェブページと学科公式ツイッターとの両手法で学生や教職員の活動を日常的に情報

発信していく。 

 

７．点検・評価 

９月のキャンパスツアーに参加した中学生のアンケート結果によれば、当学科（都

市・建築系）志望者の数は前年度の人数（６２名）から６名増加し、５学科中電気電

子系と同数で２番目であった。結果的に令和８年度入学者選抜の当系への志願者は推

薦選抜２５名と定員を下回り、学力選抜では１８名の志願者が受験したものの、第一

志望で定員を満たすことはできなかった。 

２０２５年度新入生アンケートの集計結果によると、当学科を志望した理由は”建

築士の受験資格が与えられるから（２１名）”が最も多く、次いで”オープンキャン

パスや公開講座に参加したときの印象で（１５名）”、“就職に有利だと考えて（１

４名）”、“技術士などの資格を取るのに有利だと考えて（１４名）”と続く。当学

科を正しく理解して入学してきた学生が多いことから、資格に関する説明や広報活動

をさらに推進するとともに、地元で活躍する卒業生を輩出することが重要であると考

える。今後も魅力的な進学先として認知されるために、社会の要請に応じながら継続

的にカリキュラムを改正して学科の魅力向上を図りつつ、それを中学生とその保護者、

そして地域社会に正しく積極的に広報していきたい。 

 前述の新入生アンケートにおいて、当学科の３つのアドミッション・ポリシーの中

で魅力を感じ志望の理由となった項目に関する回答は、”自然と共生したくらしを営

む環境づくりに興味がある人（１７件）”、”快適なくらしを共有するための建物と

まちづくりに興味がある人（２３件）”、”災害から人々のくらしを守るシステムづ

くりに興味がある人（２０件）”であり、建築士を目指す新入生が多い傾向と同調し

ていることが判った。今後も継続的にアンケート調査結果を見ながら、アドミッショ

ン・ポリシー改正の参考としたい。 

 学生の進路指導については、［５．進学・就職指導状況］で示したように進学・就

職を志望する３５名全員が進学と就職を果たした。令和７年度は、本校専攻科への進

学が４名と定員と同数の結果となった。また、地元企業や官公庁への就職が１９名中

５名となった。また、専攻科に進学した学生は、大学院への進学１名、県外就職７名、
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県内就職２名となった。 

令和８年度の学科改組に向けた情報技術を活用するカリキュラムの導入、３年次以

降の実験実習や授業中の演習課題などでのＢＹＯＤを利用した学習環境を活用。さら

に、全国高等専門学校デザインコンペティションを本校主催で実施し、高専防災減災

コンテストで２チームが受賞、各種の建築コンペティションへの参加を通して、学生

の課外活動を積極的に指導することができた。さらに、ＫＯＳＥＮ－ＲＥＩＭ事業で

は、昨年度に続き基礎編の講座だけでなく応用編の講座も開催することができた。福

井県内で国土交通省の認定資格（橋梁点検技術者）が取得できるメリットを広報し地

域貢献として企業技術者のリカレント教育にも力を入れて取り組むことができた。 

   以上の記載内容を根拠として、２０２５年度（令和７年度）における達成度評価は

Ａと判断する。 

 

８．改善課題・方策 

 中学生人口が減少の一途をたどる中、入学志願者数も減少傾向の歯止めがかからず、

定員をギリギリで確保する状況が続いている。入試広報の一つの戦略として、卒業生

の３割以上が国立大学へ編入学する現状を中学生や保護者に広め、進学校としての高

専入学を選択肢として提示するなど、高専のさらなる魅力向上に取り組む。 

 

９．Ｒ６年度休退学、原級留置に対する対応 

Ｒ６年度、当学科で退学した学生は１年生で１名、休学の学生が３年生で１名、４

年生で１名、原級留置の学生が４年生で２名であった。なお、Ｒ６年度に休学してＲ

７年度に復学した学生１名は年度途中での退学を選択した。退学者や原級留置者はい

るものの、他学科と比較すると人数は少ない状況であるが、今後も学科全体で丁寧な

指導を継続したい。 
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○ 一般科目教室 

 

１. 達成度評価 

今年度の達成度評価：Ａ 

（達成度評価の理由） 

人文社会科学系科目（国語・社会・英語）および自然科学系（物理、化学・生物系、数学、

保健体育）の科目において、特色ある教育・研究に対する取り組みに等に関する点検が行われ

た結果、各科目が判断した到達度評価は、ほぼ全てＡであった。 

このため、総合的な達成度評価はＡと判断する。 

 

２. 教育理念・教育目標 

（１）学校要覧その他での紹介  

本校の教育は一般科目教育と専門科目教育とから成り立っており、技術者が一市

民としてよりよく生きるためには、専門的な知識や技能だけでなく、広く豊かな教

養も必要であり、そのため、一般科目教室では、教養ならびに情緒ある技術者の育

成を目指している。 

一般科目教育においては、高等学校の教育課程に加え、大学の教養課程のレベル

に匹敵する教育内容となるようなカリキュラムが組まれている。国語、歴史、地理、

公共社会Ⅰ、物理、化学、生物、数学、保健体育、英語などの基礎的な科目や情操

を育むための美術や音楽、さらには哲学、公共社会Ⅱ、公共社会Ⅲ、工学倫理など

の多彩な科目を開講している。また、国際化時代に即応するため、外国語教育に特

に重点を置き、英語のほか、ドイツ語、中国語といった科目も開講しており、外国

人講師を含めた教員が指導している。なお、専門科目である数理統計学、応用数学、

応用物理も、本校では一般科目教室で担当している。  

 

（２）中期計画目標  

   【一般科目（人文系）】 

国語科では、学校行事やキャリア教育的取り組みへの支援も含めた国語教育を行

う。教員は、実践的な言語運用能力、論理的な思考力を養成すること、及び言語文

化への理解の深化を図ることを目標とする。定期的に教科会議を開いて、教育方法・

教材を共有していきながら、学生の主体的な学びにつながる授業を行う。 

社会科では、モデルコアカリキュラムに基づき新カリキュラムの円滑な運用を目

指すとともに適宜改善を行っている。 

英語科では、実践的な英語の運用能力、幅広い国際的視野、異文化への深い理解、

国際コミュニケーション能力の向上など高専教育の更なる高度化・国際化の一環と

してのグローバルエンジニア育成を目標とした英語教育を行う。 
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   【一般科目（自然系）】 

ＭＣＣに対応した学習内容を考慮し、数学・理科では、教科間で連携をとりなが

ら、自然現象の基本法則や概念を理解させ、思考力・表現力・創造力の育成を図る

とともに、問題解決能力の向上を目指す。 

体育では、調和のとれた全人的発達を遂げた社会人として、身体・健康に関する

知識の習得や身体運動実践能力の獲得を目指した教育をする。 

ＣＢＴ試験に対しては、各教科において試験前の模擬テストや課題等を課すなど

の対応をしているが、結果のフィードバック、授業とのリンク等の拡充を図ってい

く。 

 

３. 将来計画 

一般科目教室では、令和８年度から名称がリベラルアーツ科と変更される予定で

あり、より文理融合を企図した学習指導を図っていく。また、学生の入学時の受け

入れから専門学科への移行がスムーズに行われるよう、低学年教育における学習及

び学校生活において学生が陥りやすい問題点を考慮しながら、学生指導を行ってい

る。具体的には、クラス担任、教科担当、クラブ活動顧問などの様々な立場から、

教員研究室・セミナー室等を利用して、学習や学校生活の支援及び相談を行ってい

る。こうした点を視野に入れて、「オフィスアワーを中心とした学生支援体制の構

築」として、  

(ア) 現状の把握（実態調査：支援時間・支援環境・内容）  

(イ) 現状の改善策の検討（学生の問題→関係教員[担任・教科担当・部活顧問等]へ

の連絡体制などの組織作り＝学内組織での位置付け） 

を支援環境整備などの将来計画として設定した。 

現在の状況は以下のとおりである。  

(ア)現状の把握  

令和２年度から、一般科目教室の主任が一人体制となり、それに伴いこれまで合

同会議であったものが一般科目教室会議となった。 

会議日程がなかなか定まらないため、委員会報告等はメールや Microsoft Teams

を用いて行い、必要に応じてリモート会議や対面会議を行っている。 

今年度も成績不振者に対しては各教科で必要な対策（小テスト、追試、補習、課

題学習等）が実施された。また、「学習支援室」において、低学年（１、２年生）

の特に課題の提出状況が悪い学生に対して、専門学科の教員（担任補佐等）やＴＡ

による支援が行なわれた。一方、学習意欲の高い学生に対しては学外コンテスト（英

語スピーチコンテスト、英語プレゼンテーションコンテスト、数学検定への参加や

コミュニケーション能力向上のための各種の語学検定試験受検（工業英検、TOEIC

等））を継続的に呼びかけている。  
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(イ)現状改善策の検討  

一般教育棟にある、自主学習用のラーニングコモンズや教員の共有スペース、ミ

ーティングルームなどを活用することで、教員間のコミュニケーションを深め、ク

ラス担任や教科担当教員が指導上の問題を一人で抱え込むことのないように注意し、

教員団として学生指導を行なうようにしている。 

また、学生のコミュニケーション能力向上策の一環として、語学検定試験の受検

奨励と併せて海外留学等も継続的に勧めるようにする。 

 

４. 重点課題 

   中期計画との関連で当面の課題としてあげているものを以下に示す。  

（１）新入生に対して年度当初に国語・数学・英語の学力試験を実施し、その結果を入学

後の教育指導や教育課程の改善に利用する。また、英語のコミュニケーション能力

向上を図る方策として、技術英検、TOEICの校内実施を充実させる。 

（２）中学・高校からの教育支援要請（SPP、SGH、SSHの講師依頼等）や各教育機関、教育

委員会からの教員及び地域に対する研修事業での委員・講師としての協力要請に積

極的に応じる。 

 

５. 特色ある教育・研究の取り組み、活動等 

（１）物理基礎・物理・応用物理での取り組み 

中期計画との関連で、物理・応用物理では、以下のような取り組みを行ってきた。 

 １、２年生を対象とした物理基礎および物理について、令和７年度より、学習支援

室と連携した補習体制を整備し、学習会を実施した。学習支援室の室員には物理教

員が含まれており、基礎的内容から理解度に応じた個別対応まで、幅広い指導が可

能な体制となっている。本取組により、不合格者数の低減に一定の効果が期待され

ることから、今後は新入生に対しても本体制の有効性を周知し、早期の学習支援に

つなげていく。 

 １年物理基礎：新ＭＣＣ対応カリキュラムとなり、スケジュールの柔軟性が増した

ことにより、後期最後の授業を「物理学が拓く世界」に充てた。授業内容は各教員

の専門分野に合わせ自由に設定した。 

 ２年物理：全クラスで放射線に関する授業と実習を展開した。昨年度の結果を踏ま

え、授業資料と Microsoft Forms によるアンケート調査を改善した。 

 ３年生応用物理 I：１、２年生の学習内容の基本事項をまとめたプリントを作成し

て配布し、復習に活用した。あわせて例年通り夏季休業中の総復習を実施した。 

 

（２）化学・生物での取り組み 

158



 

  化学は１年生と２年生で実施されている。教科書について、１年生と２年生通

して使用できる１冊の検定外教科書を使用している。実験ついては１、２年生で

各３回もしくは４回行っている。今後は講義と実験が繋がるような形で簡単な実

験を導入し、化学に興味を持たせるようにしたい。また、苦手部分を補う教材と

して、スタディサプリの実施を促した。 

１年生では主に化学基礎の内容を中心に講義する。さらに理解を助けるために

基礎問題集を購入し、授業中の演習や試験対策用として使用している。また、知

識定着のため授業毎に別途課題を設け、提出させている。１年生の内容は、化学

の基礎となるが、応用的な学習および研究への興味引き出すための活動の一環と

して、研究論文と関連付けた授業を行った。  

２年生では酸化還元・電池・電気分解・気体の性質・熱化学・無機物質・有機

化合物の内容について講義し、化学全体の内容を広く浅く理解させるかつ、日常

に隠れている化学を紹介する講義を積極的に行った。また、１年生と同様に問題

集を導入し、理解の助けになるように実施している。 

  生物は１年生で実施し、１単位であり、講義する内容に限界があるため、生物

について基礎的なところに注力し、講義している。さらに生物および研究につい

て興味が持てるよう科学や生物に関して研究論文を調査する講義を実施した。 

 

 

（３）数学科・応用数学科での取り組み 

 令和５年度新入生からスタディサプリを使用しており、本年度も入学前の３月に

スタディサプリ「到達度テスト」に準拠したテキストを配布し、４月にスタディ

サプリ「到達度テスト」をマークシート形式で実施した。到達度テスト後には、

スタディサプリの連動課題配信機能を利用して、学生の理解度に応じた課題をｗ

ｅｂ上で配信し、中学校で学習した内容の定着を図った。また、１年生に対して

は、定期試験前に令和６年度に実施した基礎解析 A、基礎解析 Bの試験問題および

模範解答を teams で配信し、試験勉強が円滑にできるように配慮した。 

 低学年の補習については、継続的に実施しており、令和７年５月１４日から令和

８年１月２１日まで前期５回後期５回計１０回すべて対面で実施した。対象者は

１年生に限定し、参加人数はのべ２１３人であった。また、学習支援室とも連携

し、数学科・応用数学科教員だけではなく、本科４、５年生および専攻科学生か

ら募集したＴＡ（ティーチングアシスタント）を活用した。 

 これまで同様、ＩＣＴを活用した教材や授業動画、オンライングラフ計算機 DESMOS

等のアプリを用いた授業を継続的に実施した。例えば、スタディサプリを利用し

て長期休暇の課題を配信し、学生が学習内容をスムーズに復習できる環境を整え

た。また、作成した授業動画は自学自習用教材にも活用された。 
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 今年度も１年生から３年生には、夏休みに「関数グラフアート」の課題を課し、

１０月の高専祭で展示を行った。また、例年どおり「第２２回関数グラフアート

全国コンテスト」および「第１６回関数グラフアートカンファレンス（令和７年

８月２３日（土）東京理科大学神楽坂キャンパス）」を数学科・応用数学科主催

で開催した。 

 ６月１４日（土）に数学科・応用数学科主催で第２５回グラフ電卓研究会を対面

で実施した。５件の発表があり、９名が参加した。 

 数学科・応用数学科では、学生に「数学検定」の受検を推奨しており、本校を会

場とした団体受検を継続的に実施している。今年度は令和８年３月７日(土)に４

名（２級２名、準２級２名）が受験した。 

 

（４）保健体育科での取り組み 

 個人種目である陸上競技においては ICT を活用し、自己のフォームを画像で確認さ

せるフィードバックを通して動きの理解を高めつつ、自己の技術課題の発見とそれ

を克服するための練習を導かせた。団体種目（ボールゲーム）ではアクティブラー

ニングの手法を導入して戦術についてチーム課題を発見させ、ゲームにおいて工夫

しながら課題解決の試みを実践させた。 

 自己の体格や体力における健康課題を導き、改善のための計画を立案させる従来の

レポート課題に加え、４年生に対しては、生涯スポーツの観点から、グループで協

力し、ニュースポーツを考案しそれを紹介(発表)する課題をかした。 

 １～３年生を対象に、身体荷重バランス測定及びその評価、歩行速度の測定及びそ

の評価、動的バランス能力などの課題をだし、客観的に自身の体力評価が行えるよ

うに指導を行った。 

 夏場(７月)に１～３年生の授業で着衣水泳を実施し、水辺での不慮の事故に遭遇し

た際の自身の身を守る術を学習した。アクティブラーニングの手法を導入し、学生

たちが自ら創意工夫をして、自分に合った「浮き方」を実践した。 

 

（５）国語科での取り組み 

１年生では、現代文、古文、漢文を扱った。文章を読解させるなかで、何度も発問

を行い、ペアで答えを主体的に考えさせるように工夫した。また、文章を読解したう

えで、自分の意見を、理由を挙げて文章化させることにも力を入れた。さらに、教科

書や辞書を用いて自分で調べる習慣をつけさせることも意識的に行った。特に古典分

野では、音読を重視し、ペアで読み方を確認させるなどの活動を行った。 

 ２年生の現代文では、評論と小説の読解を中心に据えた授業を行った。各文章に

対して、繰り返し使われる言葉などに着目させ、学生自身が主題を把握できるように

した。古典では、作品ごとの特徴を味わわせるとともに、作者や登場人物の考え方を
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話し合わせる授業を行った。学生が古典に親しみを感じるような活動を心がけた。 

 ３年生では、精選したテキストの精読を行った。特に小説分野では、明治・大正

の夏目漱石、昭和初期の中島敦など近現代の代表的な作家の作品を扱い、それぞれの

問題意識を探るとともに、文脈に基づき登場人物の心情を丁寧に読み解いた。加えて、

読解した内容をもとに、自分の意見をグループで述べたり、文章化したりする活動も

行った。 

 ４年生では、前期は文章の基本的なルール（書き言葉、句読点の使い方など）を

学習した後、自己PR文、志望動機文の作成などキャリア教育的取り組みのほか、敬語

の指導を積極的に行った。後期は口頭能力を育成するための技術、特に聞き手に正し

く伝わる話し方について指導し、応用的活動として１分プレゼンテーション、提案型

プレゼンテーションを行った。 

 

（６）社会科での取り組み  

人間及び社会に対する総合的な理解を得て、国際的にも活躍できる技術者を育成す

るために、各科目で以下のような取り組みを行っている。 

 

（６－１）公共社会Ⅱ、公共社会Ⅲでの取り組み 

授業内容と現実の社会との関連を意識させ、学生自身と社会との関わりを自覚する

ことができるように、以下のような取り組みを行っている。 

 公共社会Ⅱは、本年度はオンデマンドで授業を行い、教科書と自作の教材をベー

スとして授業を行い、政治や経済の体系的・基礎的な知識の習得を図った。 

 公共社会Ⅲについても、本年度はオンデマンドで授業を行い、将来エンジニアと

深く関わる法律や権利について授業で扱い、体系的・基礎的な知識の習得を図っ

た。授業後にリアクションペーパーや質疑応答等を Forms で実施し、授業で分か

りにくかった内容や質問などを学生に回答させ、次の授業で 3 年生全体にフィー

ドバックを行った。また、学生の年齢を考慮した時事問題(選挙年齢の引き下げ、

裁判員制度、成人年齢の引き下げ等)にもふれ、現実社会に即した問題や将来のあ

るべき姿を学生自ら考えるように促し、そのための授業教材などを工夫した。学

生にとって身近な問題を扱い、社会との繋がりや仕組みを理解させ、決められた

ルールや制度の中で将来自分がどのように社会と関わるかを自覚するように促し

た。 

 

（６－２）公共社会Ⅰ、哲学での取り組み 

「公共社会Ⅰ」では、モデルコアカリキュラムで定められた学習項目を念頭に、哲

学・倫理学の考え方を学びつつ、人間社会における現代的な諸問題について考察する

能力を涵養するために、以下のような取り組みを行っている。 
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 公共社会Ⅰでは、社会問題や身の回りの事例、あるいは思考実験などを使いなが

ら、哲学・倫理学における問題やアイディアを、具体的な事例を通じて学んだ。

学生どうしで議論すること、理由を明確にしながら自身の考えを書くことで、哲

学・倫理学的な考え方を、自身でも使えるための経験を多く積んだ。 

 哲学では、哲学的に重要な問題に関する講義を行ったうえで、それをもとに参加

者で議論を行った。自身の考えを言語化し、理由を明確にしながら他者に伝える

能力を養うこと、議論を通じて自身の考えが深まったり、変化したりする体験を

もつこと、これらのことを促した。 

 

（６－３）歴史、歴史学特講での取り組み 

主体的に人間及び社会に関して考察する能力を養うために、以下のような取り組み

を行っている。 

 定期試験を行わず、授業中のレポートと、各期末の発表に基づいて成績評価を行

い、学生が日常的に歴史を考察することを促している。平成２７年度より前任教

員が当該方法での成績評価をはじめ、この内容を担当者が変わっても現在まで継

続している。ただし、近年の生成 AI 等によるレポート作成の問題点を考慮し、来

年度は、1 年生の歴史Ⅰについてはテスト 100％で評価する予定である。2 年生の

歴史Ⅱについては、次年度は今年度と同じように授業中のレポートと発表で評価

するが、再来年度以降からは、テストでの評価も導入することを考えている。 

 歴史Ⅰと歴史Ⅱでは、授業内容に関連したもののなかから、自ら関心のある事象

の歴史的背景を調べ、発表する課題を行っている。また、毎回の授業では、史料

をもとにディスカッションする授業も行っており、史料をもとに考えを深める能

力を養う経験を積むことができるよう図っている。 

 歴史学特講において、主に日本近現代史を題材として、福井の歴史を考察する内

容や、近現代日本の興味・関心を持った人物を 1 人選んで報告する授業を実施し

た。 

 

（６－４）地理での取り組み 

今年度も昨年度の反省点を踏まえつつ、授業内容及び実践方法の継続的なブラッシ

ュアップを行った。 

世界の人々が協調し共存できる持続可能な社会の実現について、地理的観点から展

望する基礎をつくるために、以下のような取り組みを行っている。 

 課題自習プリントを用いて学生に主体的に学習させる。 

 課題自習プリントにグループで取り組ませ協調的に学習させる。 

また、スケールが拡大しつつある自然現象について特に災害の点で大局的な因果

律の学習（温暖化等に伴う）やモデルによる説明に力点をおいた。 
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 地球を、人類が生存している圏として、認識をさせる。 

 それぞれの圏は、電磁気学、気象学、海洋物理学、固体地球物理学で説明される。 

 海洋と気圏の密接な関連（グローバルな気候変動）と温暖化に関する考察。 

 福井県の地学的な特徴及び地震学との関係。 

 付加体である日本の理解。 

 

（６－５）工学倫理 

令和４年度から開講されている工学倫理については、主にワーキンググループ(機械

工学科、電気電子工学科、電子情報工学科、物質工学科、環境都市工学科、一般科目

教室からメンバーを構成)を通じて、前年度の授業運用に関するふり返りを行った。今

年度も、大教室での合同授業の実施など特に大きなトラブルもなく終えることができ

た。 

 

（７）英語科での取り組み 

 動機づけを高めるための実践 

１年生を対象にTOEIC Bridgeの一斉受験、４年生を対象にTOEIC IP試験の一斉受

験を行った。全学年に対してTOEIC試験の受験奨励および受験料の補助を行った。 

 

 ４技能統合型の授業およびオンライン英会話の導入 

現在行っている「コミュニケーション」の授業内容について４技能統合型の英語授

業を行いながらオンライン英会話を取り入れた授業実践を行った。また英語IIにおいて

もオンライン英会話を取り入れた授業実践を定期的に取り入れ、学生のコミュニケー

ション能力の育成を図った。 

 

 専攻科英語教育の改善 

国際学会での発表スキル向上を目指したプレゼンテーション教育、テクニカルライ

ティング教育による学術論文アブストラクト作成支援、e-learningを利用したTOEIC

スコア向上支援を行った。 

 

６. 点検・評価 

１）重点課題における点検・評価 

新入生に対する一斉学力試験は、入学直後の授業開始前に３科目とも実施し、春休

みの課題取り組み状況なども含めて、新入生の学力把握に努め、成果を上げている。

中学・高校からの教育支援要請（SPP、SGH、SSH講師依頼等）や各教育機関、教育委員

会からの教員研修事業での協力要請について、生涯学習支援、ＳＳＨ研究アドバイザ

ー、防災アドバイザーや評価委員を行っており、十分に対応できている。以上により、
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重点課題についての評価はＡと判断する。 

 

２）特色ある教育・研究取り組みに等に関する点検・評価 

（１）物理基礎・物理・応用物理 

１年生の物理基礎において新ＭＣＣに対応して授業内容の一部に変更を行った。新

たに迎えた非常勤講師と協力して、「物理学が拓く世界」を授業に加えた。１、２年

生を対象とした学習支援室と連携した学習会を実施した。学習支援室の室員には物理

教員が含まれており、幅広い指導が可能な体制となり頻回参加者の成績維持または向

上に効果があったものと考えられる。近年の学力低下に合わせて、３年生には復習用

の教材を新たに用意した。以上より達成度評価はＡとする。 

 

（２）化学・生物 

化学については、１年生では、基礎レベルの基礎問題集を導入し、課題を設けたり、

授業中に学生同士で演習をさせるような時間を設けることで一人一人が考えるように

したりすることで、学力向上に取り組んだ。また、学習内容についていけない学生に

対しては、化学の補習や学習会等により補填している。また、特に、意欲がある学生

には研究論文の紹介などを実施することで、より学習意欲の向上を目指した。２年生

でも、必要部分は押さえた上で、講義内容及び板書の改善や、学力向上に取り組んで

いる。以上を勘案し、達成度はＡと判断する。 

生物については、最新の生物学に関する研究や、研究論文の紹介、実際に学生自身

で研究論文を検索することなどを授業の合間に入れることで学力向上と興味関心の増

加を図っている。成績としても特に問題ないので、達成度はＡと判断する。 

 

（３）数学科・応用数学科 

新型コロナウイルス感染拡大の影響により、ICTを活用した教材や授業動画作成の知

見が多く得られた。今年度もその知見を活かした授業動画等の教材が継続的に作成さ

れ、学生が主体的に学習できる環境を整備することができた。また、学生の状況を鑑

み、今年度は1年生に限定して、計１０回対面で低学年の補習を実施し、基礎学力向上

に努めた。１年生の基礎解析A、基礎解析Bの定期試験の結果を見ても、定期的に対面

で補習を実施することにより、学習習慣の定着が図られたと考えられる。さらに、数

学検定の団体受験の実施、数学科・応用数学主催のグラフ電卓研究会の実施、グラフ

アート関連のイベントの主催、教員の研究会や研修への参加も積極的に行われた。 

数学・理科（特に物理）での教科間における連携については、教員個々で現在抱え

ている課題を共有した。以上のことより、達成度評価はＡとする。 

 

（４）保健体育科 
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昨年度に引き続き取り組ませた基礎運動能力評価に関するレポートによって、体育

の授業における運動技能の学習やトレーニングに対する意識を高めるきっかけとなり、

体格や体力テスト結果を踏まえた保健体育レポート課題を充実させ、考察も深まった。

保健体育レポートでは、とりわけ、上記の課題レポートやテキストに基づいた講義と

の関連から体格や体力の変化を的確に捉えさせることができ、個々人の健康・体力課

題の改善策が具体的で実践的な内容として捉えられた。特に、４年生に関しては、前

期の授業で学習した生活習慣病予防や、後期の授業で実施した「ニュースポーツの考

案」の実践を通して、生涯スポーツの重要性を理解した保健体育レポートがまとめら

れた者が多かったと評価することができた。 

保健の授業では昨年度に引き続き副教材(保健ノート)を利用したことで、保健に関

する知識の習得（定期試験）に大きな効果を得た。以上のことより、達成度評価はＡ

とする。 

 

（５）国語科 

１年生から３年生では、論理的な読解の指導、自分の意見を発表させる取り組みを

積極的に行った。その結果、学生が主体的に考える授業が展開できたと考える。学生

自身が文章を書く課題を多く取り入れ、推敲の指導も行っている。その指導のなかで、

学生の課題に取り組む姿勢が向上した。古典では、作品を読むうえでの前提となる知

識を丁寧に解説した。指導を通し、学生の作品や文章に対する興味を引き出すことが

できたと考えている。４年生では、社会人として必要な言語能力を育成することを主

眼に置き、文章作成や敬語、プレゼンテーションを行った。そのほか、『青樹』に関す

る指導や「手紙の書き方」の指導において実践的な文章作成力も育成できたと考えて

いる。また、学校行事のディベートコンテストの支援においても、ディベートに必要

な論理的な説明力や表現力を引き出すことができた。 

以上のことより、達成度評価はＡと判断する。 

 

（６）社会科 

学生の社会科的な思考力等を養うための上記試みを補完するために、歴史や哲学に

おいて、スライド資料、ときには映像資料を用いた授業を行っており、その内容を逐

次改善していることから、講義への学生の集中に改善が見られている。映像や図表を

用いることにより学生の興味を喚起し、より大きな概念や見取り図の理解へと促すこ

とができているものと思われる。 

また、学生の文章作成能力の低下に関しては、ほとんどの社会科科目において提出

物を学生に課し、回収後に教員側のフィードバックを行うことで一定の改善が見られ

ている。 

工学倫理についても、大きなトラブルなく終えることができた。来年度以降も社会
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科・学科の担当者の交代も考慮にいれた、持続的な取り組みを行なっていくために、

ワーキンググループでの話し合いを継続したい。 

以上のことより、達成度評価はＡと判断する。 

 

（７）英語科 

 前年度に引き続き、低学年を中心とした TOEIC Bridge の受験奨励に加え、TOEIC 賛助

会員を継続し全学年を対象に受験奨励に取り組んだ。また、オンライン英会話を取り入れ

たり 4 技能統合語型の授業を試行したりするなど、より実践的なコミュニケーション能力

の育成を踏まえた授業を協働的に実施し、その成果についても教員間で議論した。 

 以上のことにより、達成度評価はAと判断する。 

 

７. 課題・方策 

（１） 物理基礎・物理・応用物理 

１、２年生を対象とした学習支援室と連携した学習会を継続しその効果について客

観的に評価する。３年生総復習と４年生学生実験の評価方法の改善を継続して行う。 

 

（２）化学・生物 

今後もコアカリキュラムを中心とした、化学や研究に興味を引き出す講義内容とし、

成績不振者には補講を継続していく。また、スタディサプリや基礎問題集の利用促進、

実験等を増やし、できる限り理解を助け、学生の自発的な活動促進に繋がるように努

めたい。生物については化学と同様の方針で検討していく。 

 

（３）数学科・応用数学科 

 低学年（特に１年生）の補習については、学習支援室と連携し、今後も４，５年

生や専攻科生をTA(ティーチングアシスタント)とした形式で実施を継続していきたい。

また、数学と理科（特に物理）で共通して抱えている課題を整理し、有効性のある連

携方法を検討していきたい。 

 

（４）保健体育科 

学年が上がるにつれて、これまでのレポート指導によって体格・体力データの横断

的分析や縦断的分析を既知の学習内容と関連させて自分自身の健康課題に結び付ける

ことはできてきたが、論理的思考に基づき「課題発見」として導かれた改善策につい

ては、体育授業における運動技能学習との関連を深めつつ、その解決方法を身に付け

ていくことについて、今後、さらに強調して指導していきたい。併せて、１年生で得

た保健の知識について、２年生以降の学年での定着や４年生で行う、生活習慣病予防

や適切な日常生活習慣の獲得等の学習に反映できるような教育をより重要視していき
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たい。また、コロナ禍の影響により、在学生の体力低下が危惧されるため、これまで

以上に、彼らに運動習慣の重要性や、運動の適時性を理解させる授業内容の工夫が必

要と考える。一方、４年生では新たな取り組みとして、グループのメンバーと協力し

てニュースポーツを考案したが、課題に意欲的に取り組む姿や、多角的なアイディア

を出し合う姿等、主体的に授業に参加している学生が多かった。次年度以降も、継続

していき、生涯スポーツに関する意識の向上を促していきたい。 

 

（５）国語科 

 参考資料の扱い方について、徹底して指導する必要がある。特に近年はチャット

GPTやインターネットが普及し、学生は、そのような情報を安易に用いることが多い。

しかし、その情報を批判的に見ることができず、参考資料にふさわしいものかを吟味

することができていない。このことに合わせて、レポートへの引用も不適切なものが

目立つ。参考資料の扱い方、調査方法についても、作品読解と合わせて指導していく

必要がある。 

 

（６）社会科 

新MCCに基づいて授業が行われているか、そして各項目がどの週で充たされることに

なるのかを、非常勤講師含め改めて確認した。 

工学倫理については担当教員の交代(引継ぎ)、学生の成績データや出席状況の情報

共有などより円滑な運用を目指し、次年度以降も社会科、専門学科教員、非常勤講師

間で連携したい。 

 

（７）英語科  

オンライン英会話の効果的な活用、4技能統合型の授業のあり方について今後引き続

き議論していく。また、昨年度同様、機械翻訳や生成系AIの英語授業での活用に伴う

さまざまな課題が浮上しているため、これらのツールを授業中にどのように適切に活

用するかについても、引き続き検討を重ねていく。 

 

８. Ｒ７年度休退学、原級留置に対する取り組み 

 各教科ともクラス担任とも連携を取りながら、日々の学習指導を丁寧に行ってい

る。成績不振者に対しては、シラバスに沿って以下の対応を行っている。また、クラ

ス担任は保護者とも密接に連絡をとりながら、最適な学習計画について継続的に指導

を行なっている。 

 未提出の課題がある学生には、粘り強く提出を促す。 

 再試験が必要な学生には、シラバスに記載の範囲で実施する。 
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Ⅴ－３．センター等に関する事項 

○ 学生相談室・保健室

１．達成度評価 

今年度の達成度評価： Ａ 

（達成度評価の理由） 

 学生相談室の年度目標であった、業務フローの見直し、スタッフの専門力向上のための

研修等参加、外部機関との連携についておおむね改善と目標の達成が見られた。業務フロ

ーの見直しについては、Sharepoint の利用や一部会議のオンライン化を進めた。研修につ

いては従来通り多くの研修にスタッフが参加した。外部機関との連携については障害を有

する学生の就職に一定の成果を得た。 

昨年度オンライン化した高専生活アンケートは１００％の回答率を得、対象となる学生

のケアについても関係部署と連携し、遺漏なく対応した。 

保健室については、学生が健康的な学生生活を送ることができるよう健康相談や応急処

置等に対応している。学生の安全が懸念される緊急事態では学生相談室と緊密に連携し臨

機応変に対応出来たものと考える。 

以上から、今年度の達成度評価をＡとする。  

２．現状 

②-１ 学生相談室

（１）基本方針 

本校では、学生生活が円滑に送れるように学生の種々の悩み事や問題の相談に応

じるため、福利施設の２階に学生相談室を開設し、隣接する保健室と連携を図りな

がら学生相談やメンタルヘルスに対応している。また、障害を持つ学生に対しキャ

ンパス自立支援（合理的配慮）を行っている。学生相談室員はキャンパス自立支援

室員を兼ね、実質的に一体の運営がなされている。 

（２）学生相談室利用状況と相談分野ならびに業務 

学生相談室は、常勤教員４名、保健室看護師２名（うち１名は再雇用時短勤務）、

保健室事務補佐員１名、非常勤の専門カウンセラー２名、非常勤のスクールソーシ

ャルワーカー１名の１０人体制で運営、活動している。 

学生相談室には授業期間中の火曜日から金曜日の午後にカウンセラーが常駐し、

随時学生からの相談を受け付けている。月曜日は放課後に教員が常駐し相談受付の

多様化に留意している。令和３年度より夏季休業、春期休業中もカウンセラーに常

駐してもらい、切れ目なく相談室業務を継続している。 

昨年に引き続き、スクールソーシャルワーカー（以下、ＳＳＷ）を配置すること
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により、学生を多面的に支援することが可能となった。ＳＳＷは、本年度年５月２

９日に教職員向けの講演会を開催、ＳＳＷの仕事内容、対応可能なサポート例など

を紹介した。さらに本年度は困りごとを抱えている学生および保護者、学生を取り

巻く関係機関との連携・調整を行った。 

以上により、今年度はさらに充実した学生支援環境を整えることができたといえ

る。表 1 に今年度の学生相談室における相談受付状況を示す。 

表１ 令和 7年度（2025 年度）の担当相談員 

曜日 月 火 水 木 金 

相談員 

（時間帯） 

・相談室員

(16:20-17:00) 

・細田 憲一

【ＳＣ】

(14:00-18:00) 

・辻 尚子

【ＳＳＷ】 

第 1，3，5 火曜 

(15:00-18:00) 

・清水 照代

【ＳＣ】

(13:00-17:00) 

・清水 照代

【ＳＣ】

(13:00-17:00) 

・辻 尚子

【ＳＳＷ】 

第 2，4 木曜 

(15:00-18:00) 

・細田 憲一

【ＳＣ】

(14:00-18:00) 

注：【ＳＣ】スクールカウンセラー、【ＳＳＷ】スクールソーシャルワーカー 

相談室員ならびに看護師のスキルアップとして、学生支援機構や高専機構等の主

催する各種の研修会に参加している。また、県特別支援教育センター主催の特別支

援教育コーディネーター養成研修には、本年度も学生相談室員１名が参加し、外部

機関との連携を強化した。 

校内の教職員向けとして、先述したＳＳＷの講演会に加え、２つの研修会を開催

した。一つは、本校の細田憲一カウンセラーを講師に招いたハイパーＱＵテスト（後

述）に関する研修会である。テストの結果を今後の学級経営に役立てることを目的

に、担任のクラスと学生の現状についての理解を深め、今後より良いクラス運営を

行うための知見を得た。もう一つは、南越前町教育支援センターの中村純代氏を講

師に招いた学生支援に関する講演会である。学生が多様化する今、義務教育を終え

た学生に対する支援の在り方、教員に求められる課題、保護者や外部機関との連携

の方法など、多くの知見を得ることができた。 

学生に対しては、各教室に学生相談に関する掲示を行うと共に、相談室カードや

リーフレットなどを配布している。また、学生の状況を把握するために、前期にハ

イパーＱＵテスト、後期に全学生向けの高専生活アンケートを実施した。後期の高

専生活アンケートについては、令和７年度は、前年度のアンケートで実績が上がっ

たことから、同様に回答数を７項目（＋自由記述）に絞り、昨年度に引き続きオン

ラインで実施した。担任の協力や保健室のサポートもあり、２年連続で１００％の
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回答率を得ることができた。 

前年度に引き続き、令和７年度も４月に、カウンセラーによる１年生全クラスを

対象としたメンタルヘルス講習会を開催した。具体的には、ストレスチェックテス

トを行い、１年生の心の状態やストレスコーピングのやり方を学生本人もクラス担

任も知る機会を設けた。１０月には３年生を対象にしたメンタルヘルス講演会も開

催し、エゴグラムテストを３年生全員に実施した。 

平成２５年度から精神科医と提携を結び、定期的(２か月に１回)に来校、希望す

る学生・教職員との面談をしていただくことで、学生のメンタルヘルス面の対応に

ついて、一層の充実を図っている。 

 

表２ 令和７年度（２０２５年度）学生相談室の学年別・月別利用者数（単位：名） 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

1年 4 13 9 9 1 6 5 10 11 13 6 1 88

2年 1 0 4 3 2 1 3 4 4 6 4 1 33

3年 6 0 3 6 4 2 3 4 5 6 4 2 45

4年 6 5 5 7 1 1 3 3 4 5 3 0 43

5年 4 2 3 2 2 3 4 5 4 3 3 1 36

専攻科 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0 0 0 3

保護者 5 7 4 4 1 0 7 3 3 1 3 2 40

その他 13 13 8 14 10 9 21 15 7 10 11 1 132

合計 39 40 36 45 21 22 46 44 41 44 34 8 420  

※３月は３月１０日までの集計 

 

表３ 令和７度（２０２５年度）学生相談室の来室理由分野別及び月別の相談件数（単位：件） 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

学業 学習相談 7 8 7 6 4 4 12 6 5 7 5 3 74

進路・就職相談 4 7 0 4 0 0 2 0 1 1 0 0 19

家族関係相談 0 0 1 3 0 0 3 1 2 3 1 0 14

対人関係(学校・いじめ) 0 2 1 0 0 0 0 1 0 0 0 0 4

対人関係(その他) 2 6 4 3 0 3 4 2 3 5 1 0 33

心理・性格相談 8 6 6 7 4 3 4 13 8 11 7 0 77

学校生活への不適応・不満 5 2 3 1 1 0 1 6 1 0 2 1 23

精神衛生・心身の健康 10 7 9 13 9 6 18 8 13 8 10 1 112

経済的問題 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ハラスメント 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

性に関すること（LGBTQ等） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他の相談 3 2 5 8 3 6 2 7 8 9 8 3 64

合計 39 40 36 45 21 22 46 44 41 44 34 8 420  

※３月は３月１０日までの集計 
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令和７年度（２０２５年度）学生相談室・保健室の学年別及び月別の利用者数（表

２）と相談分野別及び月別の相談件数（表３）を示す。 

本校では学習や学校生活に困りごとを抱えている学生に対し、キャンパス自立支

援を行っている。昨年度より、当該支援方法を２タイプに分類している。敷衍する

とＡタイプ要支援学生とＢタイプ要支援学生である。 

Ａタイプ要支援学生とは診断名のある学生であり、試験時間の延長など合理的配

慮を行っている。彼らへの特別支援は、室長である教務主事、学生課、クラス担任、

学生相談室と保健室、学科関係者その他関係者の協力のもと、支援チームを立ち上

げて行っている。支援チームが調整役となり、本人および保護者を交えたチーム会

議を開催し、学業面における機会の平等を保障するための支援を行っている。 

Ｂタイプ要支援は特性や心的ストレスなどに起因して、主体的に学習面の改善を

実現し難い学生を対象とする、学習支援の場として始まった。本支援の目的は、課

題のスケジュール管理および取り組み方を支援することにより、学生が課題作成や

学習を主体的に取り組むことができるようになること、つまり「学生の実行機能を

向上させるための支援」である。 

今年度はＡタイプ８名、Ｂタイプ１名の学生がキャンパス自立支援の対象となっ

た（うち３名は休学中）。 

 

・保健室 

（１）基本方針 

学内の保健衛生・学生の健康維持を中心に、心身の健康に関するあらゆる面で学

生をサポートしている。通常の保健業務の他に、学生の精神面における相談業務も

行っている。 

（２）保健室の利用状況 

保健室の令和７年度（２０２５年度）利用状況について表４、表５に示す。看護

師および保健室にはフィジカルな対応以外にメンタル面における対応もお願いして

いる（インテ－カ－としての対応も含む）。さらに、常駐する相談室員は看護師のサ

ポートだけでなく、保健室に来室する学生や保護者の相談業務を行っている。表４

は保健室の学年別、表５は来室理由分野別の利用者数である。 
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表４ 令和７年度（２０２５年度）保健室の学年別及び月別の利用者数 （単位：名） 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 令和7年度 令和6年度 令和5年度

29 92 82 36 10 9 30 20 21 9 6 0 344 318 258

15 61 87 12 9 2 11 19 18 8 2 0 244 321 270

20 63 59 24 1 4 12 11 7 3 6 0 210 251 152

17 107 35 22 3 10 10 16 8 4 6 1 239 208 209

2 40 27 13 0 0 3 7 4 2 3 0 101 160 77

6 2 3 2 1 1 0 12 1 2 1 0 31 5 11

7 17 0 5 0 0 1 5 2 0 0 0 37 23 20

15 7 4 3 0 0 4 2 1 1 2 0 39 48 28

148 137 167 114 64 124 231 61 76 67 105 41 1335 1762 1935

259 526 464 231 88 150 302 153 138 96 131 42 2580 3096 2960

５年

学年/月

１年

２年

３年

４年

専攻科１年

専攻科2年

保護者

その他

合計  

※３月は３月１０日までの集計 

 

 

表５ 令和７年度（２０２５年度）保健室の来室理由分野別及び月別の利用者数 （単位：名） 

区分/月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 令和7年度 令和6年度 令和5年度

健康 （病気）相談 85 151 133 46 13 21 133 31 25 23 25 4 690 1283 890
健康 （ケガ）授業中・学校行事中 6 12 12 10 0 7 15 3 7 3 3 0 78 84 113
健康 （ケガ）課外活動中 0 0 5 0 0 5 1 0 0 0 0 0 11 21 22

健康 （ケガ）通学中 4 2 4 1 1 2 1 2 2 2 3 0 24 19 34

健康 （ケガ）その他 9 14 17 16 1 5 10 7 8 3 3 0 93 94 108

学業 学習相談 9 0 2 0 0 1 1 0 0 0 0 0 13 23 13

進路・就職相談 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 1

家族関係相談 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1
対人関係(学校・いじめ) 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 4 4

対人関係(その他) 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 6 11

心理・性格相談 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 7
学校生活への不適応・不満 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 6 1

精神衛生・心身の健康 3 0 3 1 2 1 2 0 0 0 0 0 12 15 10

経済的問題 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ハラスメント 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 9 10
性に関すること（LGBTQ等） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 2

その他の相談 142 347 288 157 71 108 138 110 96 65 97 38 1657 1527 1733

合計 259 526 464 231 88 150 302 153 138 96 131 42 2580 3096 2960 

※３月は３月１０日までの集計 

 

３．点検・評価 

 「相談体制」については、「②-（２）学生相談室利用状況と相談分野ならびに業務」

で述べたように、カウンセラーだけでなくソーシャルワーカーの配置により、より強

化されたと考えられる。 一方、相談室員は相談業務を専門としていない教員が多い。

そこで、学外の研修会に参加することにより、こうした相談室員も当該業務に当たる

ための知見を得る機会を持った。学生相談室・保健室関係教職員の校外における研修

会等参加実績を表６に示す。 
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表６ 令和７年度（２０２５年度）メンタルヘルス研修会参加事例と本校からの参加者数（単位：名） 

No 研 修 会 等 名 参加者数 

１ 特別支援教育コーディネーター養成研修（5 月 15 日、6 月 18 日、12 月 3 日） １ 

２ 丹南地区高校・高専相談室担当者会議（7 月 3 日） １ 

３ 令和 7 年度障害学生支援実務者育成研修会（基礎プログラム）（7 月 8 日、9 日） １ 

４ オンライン研修会「学校における注目すべき感染症への対応について」(7 月 22 日) １ 

５ 
令和 7 年度第 62 回全国大学保健管理協会東海・北陸地方部会研究集会及び第 52 回

保健管理担当職研究集会(7 月 24 日、25 日) 
１ 

６ 令和 7 年度心の問題と成長支援ワークショップ(8 月 20 日) １ 

７ 第 22 回全国国立高等専門学校学生支援担当教職員研修(9 月 1 日、2 日) ３ 

８ 

令和７年度東海・北陸地区国立高等専門学校厚生補導関係主事及び学生課長会議・

令和７年度東海・北陸地区国立高等専門学校学生支援連絡協議会東海北陸地区国立

（9 月 4 日、5 日） 

５ 

９ キャンパス自立支援室講演会 兼 特別支援コ－ディネーター研修講演会 (9月9日) １ 

１０ 
令和7年度全国大学保健管理協会 第48回北陸地区保健管理担当職研究会 (11月4

日) 
１ 

１１ 第 63 回全国学生相談研修会（11 月 9 日、11月 21 日、11 月 22 日） １ 

１２ 
令和 7 年度丹南地区中学校・高等学校・高等専門学校教育相担当者会議養護教諭会

（3 月 13 日） 
１ 

合 計 １８ 

 

さらに、学生相談室・キャンパス自立支援室主催の学内の教職員向けの研修会、講

演会も毎年実施している。この会の目的は学生支援における資質向上および支援業務

における人材の育成を推進することにある。今年度は、南越前町教育支援センターＳ

ＳＷの中村純代氏を講師として中学校から高専への合理的配慮の支援継についての講

演会、を実施した(９月９日)。以下に、最近５年間の学内メンタルヘルス研修会参加

人数と今年度の学生支援研修会参加者を挙げる。（表７） 
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表７ 学生支援およびメンタルヘルス研修会教職員参加者数 （単位：名） 

年  度 参加者数 

令和７年度 ３８ 

令和６年度 ８６ 

令和５年度 ４６ 

令和４年度 ５８ 

令和３年度 ６５ 

 

次に、保健室の業務について述べる。保健室は学生の健康管理、学校内の衛生環境

維持の役割の他、けがや病気で訪れる学生・教職員の対応に加え、相談に訪れる学生

に対しインテーカーとしての役割を担うという多岐にわたる業務により、スタッフの

負荷は高い。本年度の相談件数が２５８０件という実績を鑑みると、保健室看護師２

名（うち１名は再雇用時短勤務）、保健室事務補佐員１名という少ないリソースにもか

かわらず、保健室業務が滞りなく行われていることは特筆に値する。 

以上が学生相談室、保健室の今年度における主要業務の概要である。本年度の年度

計画では「業務の効率化と業務フローの改善」、「研修や外部講師による勉強会によ

る専門性の向上」、「外部機関との連携」を具体的な目標として挙げていた。 

「業務の効率化と業務フローの改善」について、学生相談室とキャンパス自立支援

室の資料の電子化、オンライン化を推進した。グループウェアを介した情報共有、電

子ファイルの管理により、メール件数を減らすなど業務の効率化に一定の成果が上が

ったものと考える。 

「業務フローの改善」について、キャンパス自立支援室の支援会議の運用、具体的

には開催時間、参加者、討議内容の精選を行うことにより、支援会議をスリム化する

ことができたと考える。また、オンラインによるアンケート調査により保健室の情報

収集がおおいに効率化された。その例として、高専生活アンケート、感染症拡大の疑

いの際の一斉調査などが挙げられる。 

「外部機関との連携」について、障害者雇用に強みを有する機関との連携により、

キャンパス自立支援対象学生の障害者枠雇用を支援するなど着実に実績が上がってい

る。 

以上により、今年度の達成度はＡと評価する。 

 

４．改善課題・方策 

課題として以下２点挙げる。 

 

  １．専門職員の不足 

   今年度も、相談件数は２５８０件と高止まりしていると認められる。さらに、相談
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内容も多岐にわたり、カウンセラー、ソーシャルワーカー、看護師の役割がますます

重要になっている。とくに、カウンセラーの相談需要は高まる一方であり、面談予約

がとりにくくなる日が多く見られた。学生の面談機会の確保が課題であるとともに、

カウンセラーの体力的な負担もいずれ問題となろう。

また、学生がトラブルを抱えている場合、まずは担任が、次に学生相談室員が対応

することが多い。いずれも専門職ではないため、対応にはおのずと限度がある。カウ

ンセラーの資格を持つなど専門知識を有する職員の増員を期待したい。

２．保健室、学生相談室員の負担 

キャンパス自立支援は学生相談室員が担当となり、クラス担任と連携し、各学生の

支援チームのとりまとめを行っている。相談室員が支援チームをコントロールするが、

教科担任との情報交換、支援会議など業務が多岐にわたり、調整が難しい。また定期

試験前に支援会議が集中するなど、この業務に特徴的な課題がある。これらの理由に

より、議論が進まず十分な議論を尽くせない場合がある。そうした状況における人員

を確保すること、本人、保護者、関係者が同じ認識を持ち、チームで学生を支える環

境を整備することが今後さらに求められる。 

他高専では、学生のメンタルケアを行う学生相談室と、教務に関する事柄を議論す

ることが多いキャンパス自立支援室の業務を分けているところが多く、本校でも業務

の分担、負担の分散の検討を行ってもよいだろう。 
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○ 図書館 

 

１．達成度評価 

今年度の達成度評価：Ａ 

（達成度評価の理由） 

図書購入費等の予算が減少するなか、頻回な企画展示やミニ・ビブリオバトルの開催、

図書委員に協力を得た企画等、既存資源を活用した魅力づくりに取り組んだ。高専図書

館として十分な役割を果たせており、本校の知の拠点として大きなトラブルなく運用で

きたことから、達成度評価はＡと判断する。 

 

２．現状 

当館は、学生の教育、本科生（高学年）・専攻科生・教職員の研究、地域住民への貢献

等を目的として運営されている。閲覧室（５１０㎡）及び書庫（３４０㎡）に約１０万

冊の図書のほか、雑誌、新聞等といった紙媒体の資料や視聴覚資料を配架している。 

 閲覧室には、アクティブラーニングに対応できるよう、閲覧席以外に、パソコンコー

ナー（デスクトップパソコン１６台）、メディアコーナー（DVD・Blu-ray 視聴機器２セッ

ト）、アクティビティルーム（グループ学習室２部屋）がある。アクティビティルームは

令和７年度に４９０回（令和８年２月末現在）貸し出され、特に試験期間中の利用が多

く、学生のニーズを満たしていると言える。パソコンコーナーは総合情報処理センター

演習室が授業で使用できない時間や、平日の夜間等に積極的に利用されている。令和７

年度末に教育基幹システムが更新され、パソコンとプリンターが入れ替わり、より快適

な環境整備がなされた。 

図書館システムは、長岡技術科学大学と全国の高専図書館の統合システムを利用して

いる。システムの一括導入により、経費面での節約およびメンテナンス等における負担

軽減となっている。蔵書検索は自館分の検索のほか、長岡技科大・全国高専図書館の一

括検索も可能である。図書館の Ｗｅｂサービス「MyOPAC」では、貸出状況の確認、図書

購入依頼、文献複写の依頼等が可能である。 

学生用図書購入費は、学校全体の方針により、令和６年度より減額されているが、継

続購入図書・雑誌の見直しを行うなど、予算の有効利用を図っている。 

 

（１）学習支援 

授業前後の自学自習にも対応するため、授業期間中は、平日８：３０～２０：００、

土曜日９：００～１６：３０に開館している。新入生には４～５月の特別活動等の時間

を利用してオリエンテーションを行い、図書館の基本的な使い方を説明した。夏季、冬

季、春季の長期休暇中は長期貸出のサービスを行っており、専門書等をじっくり読む機

会となっている。 

外部資金として教育後援会から毎年いただいている寄附金では、主に文庫、新書、資
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格関係本、語学学習書を購入した。学生の利用頻度が高い、就職・進学・資格取得関係

の資料は最新版を購入している。グローバル化に対応するため、TOEIC の問題集等、外国

語学習資料を積極的に収集した。 

１１月に学生の読書推進を目的とした「福井高専読書週間」を設定した。読書週間中

に、発表者がおもしろいと思った本を紹介し、最も読みたくなった本を参加者全員によ

る投票で決める書評会「ミニ・ビブリオバトル」を開催した。学生４名が発表し、聴衆

とのディスカッションが行われ、学生と教員の垣根を超え、読書への関心を高め、魅力

を伝える機会となった。 

学生に本を紹介する展示に力を入れている。テーマを設けて展示することで、書架に

眠っていた本が学生の目に留まり、興味関心の幅を広げるきっかけとなった（図１）。

飽きの来ない環境をつくるため、２～３つの展示を１、２か月ごとに入れ替えた。 

毎年、各学科・教科ごとに、教員による学生への推薦図書を募っている。今年度は 

１６５冊を購入し、通年で展示した。 

 

図１ 企画展示 

【展示テーマ】 

４月 「恋愛小説」 

５月 「２０２４年度貸出ランキング」 

６月 「福井県立図書館覚え違いタイトル集」「知ってた？雑学って面白い！」 

７月 「戦後８０年」「青春-アオハル-」 

８月 「ブックハンティング・夏」 

９月 「学生用推薦図書」「整える-新学期に向けて-」「食欲の秋」 

１０月 「推理小説」「詩を味わう」「ＣＤを聴いてみませんか」 

「図書委員おススメ本」「全国の高専校長推薦映画」 

１１月 「クリスマス」「映画化された本」 

１２月 「ブックハンティング・冬」「転生する文学」「資格本」 

 １月 「心が温まる小説」 

 ２月 「新入生に読んでほしい本」「韓国」「花粉症対策」 

 ３月 「整える＝最強の準備」 
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これまで、本校図書館に置きたい本を図書委員の学生に書店で選書してもらっていた

ブックハンティングを、今年度はＷｅｂで実施した。引率で公用車を運転する教員の負

担軽減や、他の行事予定との兼ね合いで実施可能な日が限定される課題を解決した。７

月と１１月に実施し、選書後は参加学生に推薦文を書いてもらい、館内に本と共に展示

した。 

汚損・重複の資料は一定の基準を定め、廃棄処理を行っている。廃棄処理された資料

は、希望する学内関係者へ無償譲渡している。ほとんどが希望者の手に渡り、再利用さ

れた。 

入試広報委員会と連携し、教員が推薦した「新入生に読んでほしい本」をまとめ、合

格者への資料として配付した。１２名から２１冊の推薦があり、新入生の入学に合わせ、

館内で企画展示も設けた。 

校友会誌「青樹」は、図書館が編集・発行を担当しており、学生と教員が全校生の作

品から選別作業を協働して行う、他高専にはない取組の一つである。第５７号となった

今年度の特集テーマは、本校が令和７年に創立６０周年を迎えたことにちなみ、「創立六

〇周年を迎えて」とした。学生が提出した夏休みの課題の中から、国語教員や校友会誌

編集委員によって選ばれた「特集」、「意見・提言」、「随想・日常雑記」、「小説」、「詩」、

「短歌」、「俳句」、「川柳」の計１０８作品を掲載した。 

図書館では、総合情報処理センター演習室の時間外利用カードの貸出も行っており、

授業期間は２０時まで演習室利用ができるよう運用面で協力をしている。また、

Microsoft３６５のパスワード再発行等の業務を図書館でも受けており、学生のネットワ

ーク利用に支障が生じないようにしている。   

             

（２）研究支援 

研究のためのオンライン資料は、世界最大のフルテキストデータベースScienceDirect 

(Elsevier社)のほか、ＡＩＰ（アメリカ物理学協会）、ＡＰＳ（アメリカ物理学会）が利

用でき、文献データベースは、MathSciNet（アメリカ数学会）、JDreamⅢ（ジー・サー

チ）等のバックナンバーが本校図書館のホームページから利用できる。 

これらのオンライン資料は、高専機構または長岡技術科学大学とのコンソーシアムに

よる共同購入とし、購入額を抑えるよう努力しているが、年々価格が高騰し、学科負担

としているＡＩＰ、ＡＰＳ、MathSciNetについては継続購入が年々困難となっている。

ＡＩＰ、ＡＰＳは平成２７年度以降、図書館経費で補助している。今後も高騰する可能

性が高いオンライン資料への対策は研究機関を持つ図書館共通の喫緊の課題となってお

り、本校も例外ではない。 

本校にない資料は、NACSIS-ILL（図書館間相互複写貸借サービス)や福井県内図書館横

断検索システムを利用して、コピー又は現物を取り寄せている。研究目的で他館の貴重図

書等を閲覧したい教員と他館との仲介を２２件担った。また、他機関から５件の依頼を受
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け付けた。そのほか、他機関図書館等の貴重書の閲覧申請窓口を担っている。今年度は６

件を担当した。 

情報発信・情報公開として、国立研究開発法人科学技術振興機構 (ＪＳＴ) が運営す

る電子ジャーナルプラットフォームである「J-STAGE（科学技術情報発信・流通総合シス

テム）」に本校教育研究論文集（旧研究紀要）を掲載した。国内外の研究者にアクセス

してもらえる機会を増やし、掲載した論文の閲覧数増加やジャーナルの知名度向上に寄

与した。 

 

（３）地域貢献 

当館は福井県内図書館横断検索システムに参加しており、県内の大学図書館及び市町

立図書館（一部県外含む）等の蔵書を無料で取り寄せることができる。令和７年度は、

専門書や資格試験関係図書を中心に、６５冊（令和８年２月末現在）を貸し出し、他館

からは３４９冊を借り受けた（同）。 

図書館は一般市民へも開放しており、所定の手続きの上、貸出も学内者と同様に行っ

ている。令和７年度の利用者は延べ２７７人（同）で、地域の生涯学習にも貢献してい

る。 

８月には、越前市の公立中学校より職場体験学習の依頼があり、生徒２人を受け入れ、

図書館業務の説明や体験を行った。 

 

（４）進路支援 

  キャリア支援室から依頼を受け、アクティビティルームで学生が会社のＷｅｂ説明会

や面接等を受けられるようにしている。 

  キャリア支援室宛に送付される就職関連本や企業誌を図書館でまとめて配架しており、

学生が就職に関する情報を入手しやすいように配慮している。進学を希望する学生に対

しては、大学への編入試験や大学院試験に関する本をそろえている。 

 

３．点検・評価 

以上のとおり、教員および他部署と連携をとりながら、高専図書館としての役割を果

たしており、トラブルなく運用できていることから、達成度評価はＡと判断する。 
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４．改善課題・方策 

以下に利用状況を示す。（令和８年２月末現在） 

 
図２ 図書館利用状況の推移（令和７年度は２月末現在） 

 

入館者数や貸出冊数（令和７年度は２月末現在）は、コロナ禍以降、停滞している。学

内に自主学習ができるスペースが増えたことで、入館者数が減少していると推測される。

入館者数や貸出冊数という数値にこだわらず、魅力的な展示や静粛な環境づくりなどに

注力し、引き続き、求められる図書館像を構築していく。 
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○ 創造教育開発センター 

 

１． 達成度評価 

今年度の達成度評価：Ａ 

（達成度評価の理由） 

 今年度年度計画に掲げたＦＤ研修会・講演会の実施、成績評価の組織的チェック体制の

構築・運用、新しいＩＣＴツール（ＣＢＤや生成ＡＩなど）の活用検討、各種教育アンケ

ートの実施、教員間ネットワーク会議を通じた教育連携などについて、概ね計画どおりに

実施することができた。よって、達成度評価はＡと判断する。 

 

２． 現状 

本センターでは、以下の項目を業務内容として挙げ、活動を行った。 

（１） 教育改善、ＦＤ及び学習支援に関すること。 

（２） 教育課程の調査・検討に関すること。 

（３） メディア教育に関すること。 

（４） 教員間の教育的連携に関すること。 

（５） その他センターの目的達成に必要な業務に関すること。 

 

２－１．教育改善、ＦＤ及び学習支援に関すること。 

・ 「授業改善に向けた成績評価の取組み」に関するＦＤ研修会（９月１０日）」、「福井高

専ジュニアドクター育成塾５年間の軌跡」に関するＦＤ研修会（１２月１７日）や、外

部講師を招いた生成ＡＩの教育活用に関するＦＤ講演会（３月２４日）を企画・実施し

た。  

・ 新任教員に対するサポート体制（メンター制度）の運用および研修を実施した。  

・ 教員間の授業改善を目的とした「公開授業週間」を前期と後期に実施し、ＦＤレポート

を収集した。  

・ 最新のシラバス提示については、毎年度末にセンター員が次年度用のＷｅｂシラバスの

授業マスタ更新作業（新ＭＣＣの到達目標と科目割当の紐づけ等）を行い、全教員へ入

力と公開を組織的に依頼・確認している。 

・ 学生のシラバス活用状況については、前期・後期に実施する「授業評価アンケート」に

おいて、「この授業の内容や進度はシラバスに書かれている通りだった」という質問項

目を設け、学生からの評価をデータとして収集・把握し、集計結果から問題ないことを

確認している。 

・ 授業アンケートの結果は各教員にフィードバックされ、教員は「授業点検シート」

にアンケート結果に対するコメント（改善策等）を記述することで、次年度の授業

改善に繋げている。 
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・ 機関別認証評価に向け、成績評価の客観性と厳格性を担保するため、大学評価・学位授

与機構のガイドラインに基づく「成績評価の組織的チェック（シラバス通りの評価確認

や同一試験問題のチェック等）」の手順を整備し、授業点検シートの改訂とサンプリン

グ点検を実施した。 

・ 学修単位科目のシラバスの記載については、「授業担当者の手引き」や学内ＦＤを通じ

て、シラバスの教育方法欄に「授業外学修の時間を含める」旨と「授業外学修のための

課題」等の概要を記載するよう周知している。事後チェックとして、年度末に各教員

が提出する「授業点検シート」および「成績評価表（計算式）」において、授業外

学修（課題やレポート等）の評価がシラバスの評価割合通りに成績へ反映されてい

るかを確認者（ピアレビュー）が確認している。 

・ 成績評価や単位認定の客観性、厳格性を担保するため、学校として組織的な措置につい

ては、以下のとおりである。 

 答案返却と採点基準の提示：「授業担当者の手引き」にて試験答案の返却およ

び模範解答・採点基準の提示を義務付けており、「授業点検シート」にてその

実施状況を自己点検している。 

 成績評価の妥当性（シラバス通りか）の事後チェック：全科目の成績資料（シ

ラバス、成績評価表、試験問題、答案コピー、レポート等）をエビデンスサー

バーに保存させ、確認教員によるピアレビューを実施している。 

 試験問題の繰り返し（同一問題）とレベルのチェック：授業点検シートによる

点検および点検結果の教務委員会での報告に加え、組織的チェックとして、創

造教育開発センターが各学科から科目（必修科目中心に１０科目程度）をサン

プリング抽出し、前年度以前の試験（本試験・追試験・再試験）との間で「同

一問題が８０％以上含まれていないか」および「極端な成績の偏りがないか（レ

ベルの適切性）」を点検および教務委員会へ報告している。 

２－２．教育課程の調査・検討に関すること。 

・ 前期および後期の「授業評価アンケート」並びに「高専での学びの状況に関する調査」

を実施し、集計・分析結果を教員会議等で報告した。  

・ 教育成果の検証のため「卒業時・修了時アンケート」を実施するとともに、令和８年度

に実施予定の「卒業生・修了生アンケート」の実施根拠を明確にするため、教務申合せ

事項への新設を行った。  

・ 令和８年度からの学科改組および新ＭＣＣ（モデルコアカリキュラム）への移行に伴い、

Ｗｅｂシラバスの授業マスタ更新や新３年生科目への到達目標の紐づけ作業（科目割

当）を行った。  

・ 数理・データサイエンス・ＡＩ教育プログラム（応用基礎レベル）の自己点検等を実施

した。 
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・ Microsoft Forms を利用した授業アンケートを試験前にすべての開講科目について実施

し、ほとんどのクラスで高い回答率を得ることができた。各科目の集計結果および全体

の集計結果を周知した。 

 

２－３．メディア教育に関すること 

・ 学生の自学自習や演習課題に活用できるComputer Based Drill（ＣＢＤ）の運用を開始

し、まずはセンター員による試用と授業への展開可否の検討を行った。  

・ 教職員のＩＣＴ活用支援として、「WebClass活用ステップアップ説明会」を開催した。  

・ 生成ＡＩの教育活動における利用について、教職員を対象とした利用状況アンケートを

実施し、高専機構のガイドラインを踏まえた本校の運用方針および学生への指導・啓発

のあり方を検討した。 

 

２－４．教員間の教育的連携に関すること 

・ 「教員間ネットワーク会議」として、数学、物理、コミュニケーション教育などの各会

議を学科の枠を越えて開催し、学生の学力状況や指導方法についての情報交換および連

携を図った。 

・ 卒業研究ＷＧにおいて、現在の卒業研究発表の評価シートがＭＣＣのほとんどの項目に

対応することを確認し、評価シートに含まれない一部の項目については指導教員からの

評価を加えることで対応できることを確認した。この評価については、令和８年度から

実施予定である。 

 

３． 点検・評価 

・ ２に記載した内容について、各種ＦＤ活動や公開授業などは継続して実施できている。

特に今年度は、令和８年度の機関別認証評価（領域２、領域５）の受審に向け、成績評

価が適切に行われていることの組織的チェック体制を整備・稼働できた点は、本校の内

部質保証を強化する上で重要な成果であった。  

・ また、学科改組に伴うＷｅｂシラバスの移行作業や、ＣＢＤ、生成ＡＩといった新しい

ツールに対する教育現場での活用方針の整理も着実に進捗している。  

・ 各種アンケートによる教学ＩＲのデータ収集は定着しているが、これらの結果を各教員

が授業内容の改善に具体的に結びつけるためのサイクル（ＰＤＣＡ）をさらに強化する

必要がある。 

・ 成績評価や単位認定の客観性、厳格性を担保するため、学校として組織的な措置につい

て取り組んでいるが、実効性のある取り組みとなるよう改善を行う必要がある。 

以上より、創造教育開発センターとして取り組むべき業務は十分に実施しており、次年

度の機関別認証評価に向けた教育の質保証体制は概ね構築できていると判断し、達成度

評価はＡとする。 
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４． 改善課題・方策 

・ 成績エビデンスの組織的チェックをより確実かつ教員の負担を抑えて実施するため、授

業点検シートのデジタル化（Microsoft Forms への完全移行等）や、教務システムから

のデータ抽出の自動化といった効率化を検討・推進する（効率化予定）。  

・ 収集した「授業評価アンケート」や「学びの状況調査」のデータを分析し、学習支援が

必要な学生への対応や、効果的な授業手法を共有するためのワークショップ型ＦＤを企

画する。  

・ 生成ＡＩの適切な利用に向けて、学生の思考力を低下させないための利用ルールの周知

と、教職員向けのより実践的な活用ＦＤを継続的に実施していく。 
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○ 総合情報処理センター 

 

１．達成度評価 

今年度の達成度評価：Ａ 

（達成度評価の理由） 

総合情報処理センターの管理のＰＣのＯＳアップグレードや、教育基幹システムの更新

を行い、利用者の利便性向上とセキュリティリスク低減を図った。また、情報セキュリテ

ィ監査の対応を行い、学内の情報システムの状況把握と、マルウェア対策に関する周知を

行った。 

以上の実績により達成度評価はＡと判断する。 

 

２．現状 

中長期的な総合情報処理センターの基本方針として、安定的なサービス提供、セキ

ュリティ強化、および利便性の向上の３つの柱を掲げている。令和７年度における、

具体的な施策と状況は以下のとおりである。 

 

２．１ センター管理ＰＣのＯＳアップグレード 

  Windows１０のサポートが令和７年１０月で終了するのに対応するため、総合情報処

理センターの演習室を中心としたセンター管理ＰＣのＯＳを Windows１１にアップグ

レードした。この際、起動方式を見直したことで、起動速度が向上し、利便性が改善

した。 

 

２．２ 教育基幹システムの更新 

令和元年に導入された教育基幹システムを６年ぶりに更新した。物価高騰と予算削

減に対応するため、一部サーバをクラウド上で構築する仕様とした。リプレイス作業

は総合情報処理センターを後期期末試験の途中から閉鎖するなどして実施した。令和

８年度当初からの安定運用を目指す。 

 

２．３ 情報セキュリティ監査への対応 

情報セキュリティ監査が行われ、総務係や契約係と連携をとりつつ、総合情報処理

センター所管の事項に対応した。監査の結果、教職員に対するマルウェアへの対策手

法について助言があり、改めて周知を行うこととした。また、学内にある情報資産の

把握を改めて実施し、サポート切れＯＳの対応などを行った。 
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３．点検・評価 

現状で示したように、教育基幹システムの構築に関して、利便性、セキュリティの

確保、コスト、それぞれの観点から最適と考えられる仕様を示し、学内各署や納入業

者と密に連携を取りながら、更新作業を進めることができた。 

情報セキュリティ監査では、センタースタッフの協力のもとで、学内にある情報資

産の把握を進めることができた。 

 

４．改善課題・方策 

教育基幹システムの安定動作を実現する。また、情報セキュリティ監査の助言事項

に対する検討を進め、必要に応じて対策を講じる。 

令和９年度には、高専統一ネットワークシステムの更新があり、本校では令和９年

１１月６日（土）～８日（月）にこの作業が行われることが決まっている。これに向

けた準備を進める。 
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○ 地域連携テクノセンター 

 

１．達成度評価 

今年度の達成度評価：Ｓ 

（達成度評価の理由） 

今年度の計画に掲げていた（１）共同研究、受託試験、技術相談（２）教員の研究分野

と成果並びにテクノセンター活動の広報と交流（３）コンテストを通じた地域貢献（４）

地域社会への技術支援（５）リサーチアドミニストレーターの任用と起業家育成、事業創

出の支援（６）地域連携アカデミアとの連携（７）連携研究などについて当初の計画以上

のことを実施することができた。とくに、本校教員のスタートアップへの貢献やアカデミ

ア会員企業が１７２社に増加したことは特筆すべきであり、達成度評価はＳと判断する。 

 

２．現状 

（１）概要と沿革 

本校の位置する丹南地域は、眼鏡枠製造をはじめ繊維・染色産業や電子・機械・化

学工業が盛んであり、加えて、越前焼、越前漆器、越前打刃物、越前和紙や越前箪笥

の伝統産業を有することから、福井県の経済を支えるものづくり産業の拠点となって

おり、工業生産量は県内でもトップクラスである。本校は、福井県の中央に位置する

丹南地域で唯一の工業系高等教育機関であり、地域連携テクノセンター（以下「テク

ノセンター」という。）は、本校の使命である「人材育成、学術研究、社会貢献」の対

外的な窓口として、丹南地域のみならず県内全域にわたってより良いサービスを提供

するため、これまで様々な事業を展開してきた。表１にテクノセンターの沿革を示す。 

 

表１ テクノセンターの沿革 

年 度 内   容 

平成 ３年度 先進技術教育研究センターの設立 

平成 ６年度 教育研究振興会の結成 

平成 ８年度 活動紹介誌 JOINT の発行開始 

平成１２年度 JOINT フォーラムの開催開始 

平成１６年度 伝統産業支援室の設置 

平成１７年度 
地域連携テクノセンターに名称変更、地場産業支援室の設置、

教育研究振興会を地域連携アカデミアに改組 

平成１９年度 アントレプレナーサポートセンターの設置 

平成２５年度 テクノセンター棟の一部改修 

令和 元年度 テクノセンター棟の改修完了 

令和 ５年度 起業家工房の設置 
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（２）共同研究、受託試験、技術相談 

テクノセンターは「地域・文化」、「環境・生態」、「エネルギー」、「安全・防災」、「情

報・通信」、「素材・加工」及び「計測・制御」の７つの研究部門から構成されている。

共同研究は、令和７年度は１５件の新規申し込みがあり、継続１件を含めると、計

１６件（受入金額５，７２９千円）の共同研究が実施された。各部門の教職員が基

礎的な調査・試験から製品開発にいたる広い分野の共同研究が取り組まれている。

なお、令和６年度は継続を含め９件（受入金額３，７９０千円）に対し件数、受け

入れ金額共に増加した。なお、本年度からの取り組みとしてアカデミア会員企業と

の共同研究については会員の年会費から研究助成金（経費総額の２０％、上限１０

万円）をスタートさせた。本年度の助成額は４件、２５万円であった。また、テク

ノセンター内には地域性に特化した技術支援を目的として平成１７年度から福井県

和紙工業協同組合より水質検査をこれまで継続的に受託してきた。また、各研究部

門では共同研究、受託研究の前段に当たる技術相談を随時受け付けており令和７年

度もテクノセンターを通じて、または各教職員への直接の技術相談に応じた。 

テクノセンター内の実験室には、誘導結合形高周波プラズマ発光分光分析装置（Ｉ

ＣＰ）、Ｘ線光電子分光装置（ＥＳＣＡ）、走査型プローブ顕微鏡（ＳＰＭ）、超高分

解能電界放出形走査電子顕微鏡（ＳＥＭ）、試料水平型多目的Ｘ線回折装置（ＸＲＤ）、

超伝導核磁気共鳴装置（ＮＭＲ）、顕微赤外吸収測定装置（ＩＲ）、ＭＩＴ耐折度試

験機、次世代ものづくり教育用実験装置などの分析装置、試験機、加工機が設置さ

れており、教員の学術研究をはじめ企業との共同研究などに活用されている。また、

令和５年度にテクノセンター棟２Ｆものづくりラボラトリーを起業家工房とし、ス

タートアップ教育環境推進事業により整備された協働ロボットやレーザ顕微鏡、元

素分析機能付属マイクロスコープ、顕微鏡ホットステージシステム等の設備を導入

した。令和６年度からは、カードキーによる入退室管理を行いながら、自由にこれ

らの設備を活用できる環境を整えた。 

 

（３）教員の研究分野と成果並びにテクノセンター活動の広報と交流 

①活動紹介誌 JOINT の発行 

 教員や技術職員の研究シーズを掲載したテクノセンターの活動紹介誌 JOINT を毎

年６月に発行している。令和７年度からは、本校の有する人的・知的・物的資源の

情報をより広く発信することを目的として本冊子をデジタル化し、地域連携テクノ

センターのＨＰから閲覧できるように改善した。教職員の一部は入れ代わりがある

ため、これらのシーズは毎年更新し、地域社会のニーズとの整合性を高めるよう努

力している。 

②福井高専ラボガイドの発行 

 地域連携テクノセンターに加え、各学科や一般科目教室が管理する研究設備を教
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育研究機関や企業の研究者・技術者に利用頂くための冊子を発行している。令和６

年度には、テクノセンター２階の起業家工房に整備された装置も追加し改訂を行っ

た。この冊子も本年度から広報の一環としてデジタル化を行った。 

③知っていますか？キラリと光る身近な企業の技術力の発行 

 本年度も福井県の未来協働プラットフォームふくい推進事業の一環としてアカデ

ミア会員企業にも協力を頂きながら、高専生のための企業紹介冊子を発行した。本年

度は１１１社のアカデミア会員企業の協力を得て、本校卒業生・修了生から会社概要

や現在の仕事内容、職場の雰囲気を紹介してもらった。本冊子もデジタル化し、本校

地域連携テクノセンターのＨＰから閲覧できるようにした。 

④越前モノづくりフェスタ２０２５ 

 越前市の地域産業の振興発展を目的とした「越前モノづくりフェスタ２０２５」

が、９月１９日（金）、２０日（土）の２日間で開催された。本年度は、本校のキャ

ンパスツアーの日程と重複したため、サイエンスクラブによる科学実験および副セ

ンター長山脇夢彦准教授による学科改組の広報をそれぞれ実施し、数多くの親子連

れの来場者に科学技術や本校の魅力を発信した。 

⑤北陸技術交流テクノフェア２０２５、ふくいＩＴフォーラム２０２５ 

 全国からものづくり企業が集う北陸最大規模の展示商談会である「北陸技術交流

テクノフェア２０２５」が、福井県産業会館で開催された。北陸新幹線延伸に加え

大阪万博の効果も重なり、出展企業数は過去最高の２０２社となった。会期は１０

月２３日（木）、２４日（金）の２日間であり、天候にも恵まれたため来場者数は２

日間で延べ１５，６５２名と多かった。福井高専のブースでは、専攻科２年生が現

在取り組んでいる特別研究の成果をポスター展示して研究シーズの発表を行い、来

場者からの意見や質問に対して応対し懇談を行った。テクノフェア２０２５では「福

井テックリミックス」が企画され、テクノフェア事務局から地域連携テクノセンタ

ー長に協力依頼があった。本校のロボット部が主体となりアカデミア会員企業であ

る株式会社ＴＯＫＯとも連携して恐竜ラジコンの魔改造に取り組んだ。テクノフェ

ア当日には、多くの見学者がブースを訪れた。 

 また、ふくいＩＴフォーラム２０２５も併せて開催され、産学官連携推進コーナ

ーには本校電子情報工学科においてプログラミングコンテストに出展したアプリケ

ーション等を展示し、来場者が体験した。 

⑥JOINT フォーラム２０２５ 

 本校と地域企業及び産官学連携関係者との結びつきを深めることを目的とした

「JOINT フォーラム２０２５」を、１１月１２日（水）に本校大講義室で開催した

（参加者８７名）。ＪＡＸＡ（国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構）シニアアド

バイザーの祖父江真一氏による特別講演を企画し、『ＪＡＸＡ衛星の農業分野での

活用の可能性について』と題して講演いただいた。引き続き、環境都市工学科の田
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安正茂教授からは『田んぼダムの貯水能力を明らかに』、機械工学科の亀山建太郎 

教授からは『仮想計測による異常検出と展開～農業用小型ロボットのソフト障害物

への衝突検出と座礁予測』というテーマで研究内容を紹介頂いた。米価の高騰など、

農業への関心が高まっていることから、本年度は農耕連携をテーマとした内容を企

画したが、盛況のうちに閉会となった。 

続いて、地域連携アカデミア主催による異業種交流会が図書館棟２階のコミュニ

ティホールで開催され、多数の参加者による活発な交流が行われた。令和７年度か

ら、アカデミア会員企業の技術者からアドバイスやコメントを頂き交流を深めるこ

とを目的として専攻科１年生の研究シーズ発表を企画した。地域連携アカデミア会

員企業から１７件、本校教職員から１０件、専攻科生から２３件、ジュニアドクタ

ー育成塾から４件、合計５４件のポスター発表があり、総参加者１１２名が活発な

意見交換を行った。 

⑦高専カフェ 

本校教員が自身の専門分野や研究に関連する内容を、一般向けにわかり易く伝え

ることを目的としたイベント「高専カフェ」を実施した。これは平成２７年度から

始まったイベントで、１０月から１月の間、月１回のペースで、午後５時３０分よ

り１時間程度開催した。講師及びテーマは次の通り実施した。 

    １０月１０日 出口颯涼 教員『日露戦争と鯖江』 

    １１月１４日 橋本賢樹 教員『身近にある「摩擦」の世界』 

    １２月 ５日 山脇夢彦 教員『１人の夢は夢で終わる、２人の夢は現実になる』 

     １月１６日 津野佑規 教員『空き家再生で未来を創る～地域と環境をつなぐ

ライフサイクル評価～』 

    地域の方や教職員、学生など、４回で計５５名の参加者があった。昨年度と比較

すると参加者が減少したため、次年度に向けて広報を充実させたい。 

 

（４）コンテストを通じた地域貢献 

①第３１回マグネットコンテスト 

 レア・アースマグネットを製造している越前市の信越化学工業株式会社武生工場

の支援を受け、毎年「マグネットコンテスト」を主催している。毎回多数の作品が

寄せられ、児童、生徒や学生の理科離れ対策の一つとして、独創的な思考力の涵養

の一環として役立っている。なお、本年度はＳＤＧｓに関連したアイデアを募集し

た。第３１回となる今年度は９５７件の応募が寄せられ、厳正な書類審査の結果９

作品が入賞した。また、５０件以上をとりまとめてご応募頂いた６つの小中学校に

対して学校賞を授与することを決定した。なお、審査には、信越化学工業株式会社

武生工場朝日分工場分工場長 齊藤信宏氏をはじめ、関係者に多大な協力をいただい

た。表彰式は２月３日に開催し、小中学生５名の参加があった。受賞した児童・生
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徒には、「ぜひ、高専に入学してアイデアをかたちにするための知識や技術を学ん

でほしい」とエールが送られた。 

②第２０回越前市ロボットコンテスト 

 越前市では、中学校技術・家庭科技術分野において生徒たちの創造性を涵養し、

知識・技能を高めることを目的として、越前市ロボットコンテストを開催している。

全日本中学校技術・家庭科研究会が主催する創造アイデアロボットコンテスト全国

中学生大会につながる大会という位置づけで、テクノセンターは平成２２年度から

様々な形で協力を継続している。今年度は１０月１１日（土）に本校第一体育館を

会場として開催された。大会の運営サポート、審査員を計測・制御部門の亀山建太

郎部門長、西仁司副部門長が行った。参加者は、小中学生４３チームで総勢７９

名の参加があった。 

 

（５）地域社会への技術支援 

技術相談及び研究設備 

 令和７年度はテクノセンターを通じて６件の技術相談を実施した。このうち、ア

カデミア会員企業は６件、非会員企業は０件であった。また、企業から「研究設備

利用」の申請があり、本年度は雰囲気式高温加熱炉が７回利用された。 

 

（６）リサーチアドミニストレーター（ＲＡ）の任用と起業家育成、事業創出の支援 

本年度も昨年度に引き続き、リサーチアドミニストレーター（ＲＡ）産学連携担

当として南保幸男氏、研究推進担当として安丸尚樹氏、知的財産担当として岩堀圭

吾氏を任用した。テクノセンター内に、ＦＫ―ＲＡオフィス（福井工業高等専門学

校リサーチアドミニストレーターオフィス）を開設して定期的に情報交換を行い、

研究プロジェクトの企画運営から研究成果の社会還元まで一貫した研究支援、産官

学連携の推進に取り組めるよう体制を整えている。 

本年度についても引き続き、主に学内教員のシーズ調査を実施、地域企業への訪

問、学内の知的財産特許化の支援、科研費等の外部資金獲得に対しての支援を行っ

た。また、福井県内において起業家を育成し、伝統産業や地場産業の活性化に寄与

することを目的として、テクノセンター２階に「アントレプレナーサポートセンタ

ー」を設置している。対象者は数年後に起業を志す、もしくは、自らのアイデアを事

業に結び付けたいと考える地域の社会人や本校の学生であり、オフィススペース（定

員２名）を半年契約で提供する環境が整っている。今年度も入居者はいない状態で

あるが、学生や教職員の起業支援等につながる環境整備を行っている。 

 

（７）地域連携アカデミアとの連携 

本校の教育研究活動の振興を目的として組織された地域連携アカデミアは、次年
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度４月の入会申し込みを含めると計１７２社となり、２年間で５０社増加した。産

学連携担当の南保ＲＡが中心となり新規アカデミア会員企業への訪問を行い、可能

な限りテクノセンター長も同行した。訪問先では、今後の人材育成や連携事業の要

望等、様々な意見を吸い上げ、今後の連携活動について話し合った。 

また、本年度のアカデミア役員会は６月２０日（金）に図書館２階コミュニティ

ホールにおいて、アカデミア総会は７月１７日（木）に同会場において実施した。 

さらに、会員企業とのより親密な関係を築き、共同での技術開発や研究へと発展

させることを目的として、「JOINT フォーラム２０２５」の後に地域連携アカデミア

主催の「異業種交流会」を実施し、会員企業紹介のポスター、本校教職員の技術シ

ーズ、本校専攻科生の研究シーズ発表、ジュニアドクター育成塾の取り組み紹介と

ともに交流を行った。学内外のフォーラム来場者とアカデミア会員企業との間の連

携を深める活動を行った。 

その他、本科４年生・専攻科１年生に対するアカデミア会員企業の校外実習・イ

ンターンシップの紹介も実施した。最終的に令和７年度は本科で２３名、専攻科で

７名（うち２名が海外インターンシップ）がアカデミア会員企業の校外実習、イン

ターンシップに参加した。 

 

（８）連携研究 

①ふくいオープンイノベーション推進機構 

 県内の産官学金連携の新たな枠組みによる活動を目的として「ふくいオープンイ

ノベーション推進機構（ＦＯＩＰ）」が平成２７年度に設立され、福井県工業技術セ

ンターの川邊和正所長（ＦＯＩＰディレクター）を中心とした企画検討会が毎月１

回のペースで開催されている。本校からは地域連携テクノセンター長が委員として

参加しており、他機関との有機的な連携に努めている。 

②高専機構第３ブロック研究協働共有化推進ＷＧ 

 高専機構第３ブロック（東海・北陸・近畿地区）における教員の研究分野の協働

共有計画を策定し、高専間の研究連携を進め、共同研究の立ち上げや外部資金への

共同申請を促進する活動が平成２７年度よりスタートした。現在は研究推進ボード

及び拡大研究推進ボードも活動しており、研究シーズ及び研究設備のデータベース

の共有化を進めるとともに、９月３日（水）には「専攻科研究フォーラム」も主幹

校として開催した。本年度、長谷川校長の発案で他高専との共同研究を促進するた

めの「この指とまれ」のプロジェクトを呼び掛けた結果、第三ブロック内で７件の

テーマ申請があり、５件１６名のマッチングがあった。令和７年度は代表者に５万

円の補助が行われた。 

③ＴｅＳＨ（Tech Startup HOKURIKU） 

令和５年度末、北陸先端科学技術大学院大学と金沢大学が主幹校となりＪＳＴに
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申請していたＴｅＳＨが採択された。これは、北陸地域における大学および高専か

ら起業（スタートアップ）を促進させる取り組みであり、本校もスタートアップ創

出共同機関として参画している。令和６年度のＳｔｅｐ１には２件の申請を行い、

うち１件が採択された。また、令和７年度のＳｔｅｐ１には１件を申請したが採択

には至らなかった。さらに、令和８年度のＳｔｅｐ１には４件の申請を行い、書面

審査では１件が通過した。テクノセンターは、ＲＡとも連携しながら教員のスター

トアップにつながる研究シーズの発掘を行っている。今後も年間２件のＳｔｅｐ１

への申請を目標として掲げ、本プロジェクトに協力していきたい。なお、令和６年

度のＳｔｅｐ１に採択された小越咲子教授がＣＥＯとなり株式会社「みらいのでざ

いん」を起業した。令和７年４月における機構規則の解釈変更で、高専教員がＣＥ

Ｏになることが可能になってから初めての起業事例となった。 

 

３．点検・評価 

 地域等における各種イベントへの出展、主催・共催・協力事業について、表２に

示すとおり例年の活動を着実に行うことができた。令和７年度は、共同研究の受け

入れについて、件数や受け入れ金額が増加した。近年、科研費の採択数が増加して

おり、申請書の査読の重要性が再認識された。 

また、ＴｅＳＨのＳｔｅｐ１に採択された小越咲子教授らが株式会社「みらいの

でざいん」を起業し、地域連携テクノセンターも円滑に手続きが進むよう岩堀圭吾

ＲＡと連携し支援した。その結果、令和８年３月１０日（火）のＴｅＳＨ総会では、

小越教員と地域連携テクノセンター長がＴｅＳＨ革新賞（スタートアップ部門）を

受賞した。さらに、キャリア教育セミナーへの参加の優先枠やインターンシップ情

報の早期開示等、アカデミア会員企業への入会を勧めた結果、令和８年４月入会の

予約も含めて会員企業数が１７２社に増加した。以上のことから、令和７年度の地

域連携テクノセンターの達成度は、Ｓと判断する。 

 

４．改善課題・方策 

 今後も引き続き、産学連携担当、知的財産担当、研究推進担当のＲＡとも協力し

ながら地域連携アカデミアの活動の活発化を図っていく。また、共同研究や受託研

究の件数や金額の増加につなげるための教職員間連携や外部との連携を深める努力

も継続していきたい。アカデミア会員企業の数を増やしてきたが、同時に会員企業

へのサービス向上も図ってきた。具体的には、アカデミア会員企業のインターンシ

ップに関する学生への情報開示、キャリア教育セミナーにおける優先枠の設定、

JOINT フォーラムにおける学生と企業技術者との交流、アカデミア会員企業との共

同研究助成等を行っているが、今後もアカデミア会員企業に入会して良かったと思

われるサービスを提案していかなければならない。 
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表２ 令和７年度地域連携テクノセンター事業一覧 

月 日 内容 場所 備考 

６ ２０ 地域連携アカデミア役員会の開催 福井高専 地域連携アカデミア 

７ １７ 
地域連携アカデミア総会の開催 福井高専 地域連携アカデミア 

広報誌 JOINT２０２５の発行 福井高専 地域連携アカデミア 

９ 

１ 
第３１回マグネットコンテスト 

の作品募集開始 
福井高専 主催 

１９－

２０ 

越前ものづくりフェスタ 

２０２５に出展 

サンドーム

福井 
後援 

１０ 

１０ 
第１回高専カフェ 

（出口颯涼 教員） 
福井高専 主催 

１１ 
第２０回越前市ロボットコンテストの

開催 

福井高専 

第一体育館 

共催（越前市中学校 

技術・家庭科研究会） 

２３－

２４ 

北陸技術交流テクノフェア 

２０２５に出展 福井県 

産業会館 

協力 

ふくいＩＴフォーラム 

２０２５に出展 

協力 

１１ 

１１ 

JOINT フォーラム 

２０２５の開催 福井高専 
主催 

異業種交流会の開催 地域連携アカデミア 

１４ 
第２回高専カフェ 

（橋本賢樹 教員） 
福井高専 主催 

１２ 

６ 
第３回高専カフェ 

（山脇夢彦 教員） 
福井高専 主催 

１４ 
福井高専ビジネスアイデアコンテスト

２０２５ 
福井高専 後援 

１ １７ 
第４回高専カフェ 

（津野佑規 教員） 
福井高専 主催 

２ ３ 
第３１回マグネットコンテスト 

表彰式 
福井高専 主催 
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○ 教育研究支援センター 

 

１．達成度評価 

今年度の達成度評価：Ａ 

（達成度評価の理由） 

教育研究支援センターの各組織において、これまで以上の技術職員間の連携強化と専門

分野の裾野拡大を図るべく努力した。当センター内の連携体制を強固にするため，定期的

に連絡会等を開催し、情報共有機会を多く設けた。 

さらに、教育・研究・技術等の各支援業務の傍ら、複数学科で協働する公開講座を新た

に開講するとともに、各種イベントに出展した。 

また、自己研鑽を怠らないように、研修会や学会に参加し、当センターの報告会で情報

共有することで互いに知見を深めた。競争的資金の獲得を目指して、科学研究費助成事業

（奨励研究）に多数の技術職員が応募するとともに、自分の技術や知識を学会で発表する

など行った。 

学科改組を契機に、関連規則の抜本的見直し（改廃）を行った。改組に対応するため、

現２グループを３技術班体制に再構成した。 

以上のことより、達成度評価はＡと判断する。 

 

２．現状 

（１）基本方針 

    教育研究支援センターは平成１６年４月に開設され、技術職員による教育及び研

究の各支援業務のみならず技術支援業務を組織的に且つ効率的に遂行することを通

して、産業界や社会の諸問題に自律的に対処できる人材育成の支援を行い、本校に

おける技術者教育の実質化と実効化に寄与することを使命としている。さらに、広

報・総務、学外貢献及び研修の各ワーキンググループを置き、これらのグループ活

動を通して技術職員の素養の向上や意欲の高揚を図り、知的資産や技術成果を拡

充・充実させ、地域社会や技術の発展にも貢献することを目指している。 

本年度は、専門分野の融合複合化の実質化と実効化を目的とする教育カリキュラ

ムに則り、生産と環境・基盤の２グループ体制に再編して５年目となる。このタイ

ミングで、令和８年度からの学科改組に伴い関連規則の抜本的見直し（改廃）を行

い、連絡会等（連絡会６回、運営委員会４回（メール会議２回含む）の組織活動機

会等を通じてグループを超えた意思疎通と情報共有を行いつつ、現２グループを３

技術班体制に再構成することとした。 

（２）活動状況 

① 教育支援 

      本科では化学実験、物理実験、工学基礎物理（実験）のほか専門５学科の専
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門基礎、製図、実験、実習、演習、卒業研究などの支援業務に、また、専攻科

では環境システム工学実験や特別研究の支援業務を担った。Ｊｒ．ドクター育

成塾の講義支援業務も行った。さらに放課後には、国家資格取得等を目指す学

生を対象にして実務能力向上のための支援も行った。 

② 技術支援 

      各専門学科より依頼のキャンパスウォーク（５月）、キャンパスツアー（９月）、

公開講座（当センター主催３件（延べ４日）・職員延べ２１名、学科主催支援１

件（１日）・職員１名）、出前授業（当センター主催・１件（１日）：職員４名、

学科主催支援１件（１日）：職員１名）を実施した。特に、公開講座では複数学

科が協働する新たな方法を開発し、好評を得た。 

③ ワーキンググループ 

ア 広報・総務ワーキンググループ 

   本ワーキンググループは、本センターのサーバ管理及び情報機器管理の徹

底および情報セキュリティの確保を目的に設けられている。あわせて、ホー

ムページに公開講座の開催案内、応募状況や実施報告を逐次掲載し、本校の

プレゼンス向上に貢献している。加えて、令和７年度は連絡会等の事務も担

当し、円滑な運営に寄与した。 

イ 学外貢献ワーキンググループ 

   本ワーキングループは、学外に対して本校及び本センターの活動状況の情

報発信と教育資源の地域社会への貢献を目的に設けられている。 

今年度はＪＳＴのプロジェクト「ジュニアドクター育成塾」の支援行うと

ともに、公開講座を実施した。加えて、地域のイベント「子どもフェスティ

バル ちちんぷいぷいひらけ〜ゴマＰａｒｔ１４」や学校紹介イベントに協

力した。 

ウ 研修ワーキンググループ 

   同ワーキンググループは、個々の技術職員の専門分野を基軸とし、幅広い

多様な支援を行うための技術と知識を得る機会の提供を目的に設けられてい

る。今年度も学外研修に参加し、報告会にてその内５件の報告を行った。年

度末に発表会を開催し、５件の報告を行った。 

再来年度は東日本地域高等専門学校技術職員特別研修会の主担当が決まっ

ており、対応するチームを作成し、会場となる長岡技術科学大学にてしっか

りと事前調査、打合せを行う予定である。 

④ 競争的資金の獲得 

      令和８年度科学研究費助成事業（奨励研究）に１１名の技術職員が応募し、

１名が採択された。 
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３．点検・評価 

   当センターは、平成２９年度に生産と環境・基盤の２グループに再編されたが、令

和８年度からの学科改組に伴い関連規則の抜本的見直し（改廃）を行い、連絡会等の

組織活動機会等を通じてグループを超えた意思疎通と情報共有を行いつつ、現２グル

ープを３技術班体制に再構成する手続きを進めた。また、これまで以上の学外貢献活

動や研修活動に努めるとともに、教育研究支援センター連絡会や報告会で情報共有を

図り、各技術職員の専門分野の裾野を徐々に広げる継続的な努力を行っている。 

これらのことを踏まえ、今年度の達成度評価はＡと判断する。 

 

４．改善課題・方策 

引き続き当センター職員が備える能動的な支援資質を伸長していきたい。「縁の下の

力持ち」に留まらず、独自に科研費等の競争的資金の獲得に積極的に挑戦したい。ま

た、センター職員個々のスキルを結集し、公開講座等を自ら開発・運営するなど、地

域のニーズに対して主体的に働きかける姿勢を継続したい。また、今後も、高度情報

化を標榜する本校の方針に沿い、「支援」と「独自開発」の両輪で、学校全体のさらな

る発展に寄与したい。 
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○ 教学マネジメント室 

 

１．達成度評価 

今年度の達成度評価：Ｂ 

（達成度評価の理由） 

 学内のアンケートについてまとめるとともに、要項等について確認をすることができた。

学校体制や教育課程など改善のために様々な意見を反映するシステムが機能していること

を確認することができたと考える。 

しかしながら、教学アセスメントプランに沿ったアセスメントの実施を、今年度内に完

結することができなかった。そのため、本校のＤＰ、ＣＰ、ＡＰについて問題のないこと

を確認が不十分である。そのため、本校の教育システム改善のためのＰＤＣＡサイクルが

機能していることを確認できなかった。 

以上のことより、教学マネジメント室は、目的の業務を十分に遂行していると考えられ

ないため、達成度評価はＢと判断する。 

 

２．現状 

教学マネジメント室は、本校の教育目的を達成するために行う管理運営上の意思決

定及び本校の教育活動の見直し等を支援することを目的とし、令和５年度に組織され

たものである。 

マネジメント室は、次に掲げる事項に関し支援を行う。 
① 学校の管理運営上の意思決定に関すること。 

② 学校体制の改善に係る意思決定に関すること。 

③ 教育課程・制度等の改善に係る意思決定に関すること。 

④ 教育の質保証に関すること。 

⑤ 教育システムの PDCA サイクルに関する調整及びフォローアップに関すること。 

⑥ その他上述の目的を達成するために必要な事項 

 

３．点検・評価 

教学マネジメント室は、本校のPDCAサイクルが決められたとおりの手順で回ってい

るか、連絡、調整及びフォローアップ等を行うという認識のもと、各委員会における

PDCAサイクルが実施されていることを確認する。PDCAサイクルは各委員会とも実施さ

れており、アンケート等により確認されている。今年度は学内外向けの各種アンケート

について、統括してまとめることができた。このため、本校の教育システム改善のため

のPDCAサイクルは機能していると考えられる。 

しかし、教学アセスメントプランに沿ったアセスメントの実施を年度内に完了する

ことができなかった。 
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以上のことより、教学マネジメント室は、目的の業務を十分に遂行しているとは考え

られないことから、達成度評価はＢと判断する。 
 

 

４．改善課題・方策 

令和５年度に教学マネジメント室を設置し、活動は本年度で３年目となる。今後の課

題は以下の通りである。 
〇教学アセスメントプランの内容が適切かどうか、継続的にかつ的確に検討すること。 

〇PDCA サイクルが適切であるのかについて、継続的に検討すること。とくに、新たに

定めた教育の質保証体制が機能するのかついて注視すること。 

〇分析結果について学校内の分析のみで良いかどうか、外部委託の可能性を探ること。 

〇学生カルテを利用した分析を実施すること。 

〇マネジメント層からのより積極的な命題提出および研修を実施すること。 
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○ 教学 IR 推進室 

 

１．達成度評価 

今年度の達成度評価：A 

（達成度評価の理由） 

スタディサプリ到達度テストと前期末成績の相関、オープンキャンパスの結果と実際の

入試倍率の関係、授業アンケート集計結果について、データをまとめ教学マネジメント室

に報告をした。 

以上のことより、教学 IR 推進室としては、目的の業務を遂行していると考えられるた

め達成度評価は A と判断する。 

 

２．現状および点検・評価 

（１）教学 IR推進室の業務 

教学IR推進室は、本校の教育の質保証のための継続的なマネジメントに係る意思決定を

支援するために必要な情報を収集及び分析し、その結果を教学マネジメント室に提供する

ことを目的として組織された。教学IR推進室は、次に掲げる情報の収集及び分析を行い、

その結果をマネジメント室へ提供する。 
① 教学アセスメントプランに則り収集する学生情報 

② マネジメント室の依頼により収集する情報 

 

（２）令和７年度の活動 

本年度は、以下のデータについて調査し、結果をまとめ、教学マネジメント室に提出し

た。 
〇スタディサプリ到達度テストと前期末成績の相関について 

〇オープンキャンパスの結果と実際の入試倍率の関係について 

〇授業アンケートの集計結果について 

 

以上のことより、教学IR推進室は、目的の業務を遂行していると考えられるため達成度

評価はAと判断する。 

 

３．改善課題・方策 

今後の課題は以下の通りである。 

〇教学アセスメントプランの内容が適切かどうか検討をすること。 

〇分析結果について、そのような判断で良いか、研鑽を積むこと。 

〇学生カルテ、ポートフォリオ等を利用した分析を実施するための検討を実施すること。 
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Ⅴ－４．委員会に関する事項 

 

○ 学習支援室 

 

１．達成度評価 

今年度の達成度評価：Ａ 

（達成度評価の理由） 

１、２年生の成績不振者を対象とした補習および学習会を、年間を通して継続的に行う

ことにより、１、２年生全体の基礎学力の底上げに貢献することができた。 

 

２．現状 

（１）学習支援室の業務 

本支援室の主たる業務は、低学年の学力の底上げを目的とし、主に 1・2年生の成

績不振者を対象として、授業や自学自習以外の学習機会（対面指導を中心としたコ

ンテンツおよび学習の場）の提供を行うことである。また、これらの取り組みは担

任および各科目（数学、物理）と連携して実施している。 

具体的な支援内容は以下のとおりである。 

 

① 各科目（数学、物理）による補習実施のサポート 

TA の募集・配置、運営に関する調整、教員の勤務管理等を行う。なお、補習を

実施するかどうか、また実施形態や日程等の具体的な計画については、各科目

の判断に委ねている。物理については個別補習は実施せず、学習会の枠組みに

吸収する形で運用した。 

② 学習会の企画および実施 

担任と連携し、主に成績不振者を対象として学習会を実施した。対象科目は特

定の科目に限定せず、TAによる個別指導を中心に、学生が自ら学習を進められ

る環境の整備を行った。 
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（２）令和 7年度の活動 

    ①数学における補習実施の実績は、以下のようになる; 

        

       

 

 

 

 

 

 

 

 

        

② 学習会の実施状況は、以下のようになる。 

 

 

 

③ その他(補習や学習会以外に、以下の活動も行った。) 

１年生のスタディサプリの宿題(到達テスト連動課題配信)を実施した。 

 

 

３．点検・評価 

   今年度も年間を通して補習および学習会を実施し、対面による指導の利点と継続的

な学習支援の相乗効果により、学生の学習意欲の向上および基礎学力の底上げに貢献

することができた。また、一部の指導をスタディサプリによる宿題配信と併用すること

で、効率的に個々の学生の基礎学力の向上を図ることができた。 

学習支援室の利用者数は、前年度の 178 人から今年度は 360 人となり、前年度比で約

令和7年度 数学補習 実施状況

実施日 受講者数 TA数 教員数

2025/5/14 27 4 4

2025/6/11 25 11 3

2025/7/2 20 8 5

2025/7/9 20 6 3

2025/7/16 20 5 2

2025/10/15 20 5 3

2025/10/22 15 11 3

2025/11/12 19 7 2

2025/12/17 27 6 2

2026/1/28 20 9 3

計 213 72 30

令和7年度 前期学習会 実施状況

実施日 受講者数 TA数 教員数

2025/4/21 5 5 2

2025/4/28 3 6 2

2025/5/1 5 5 1

2025/5/12 8 10 3

2025/6/2 6 8 3

2025/6/9 29 10 5

2025/6/16 40 8 5

2025/6/23 17 7 4

2025/6/30 33 5 5

2025/7/7 19 8 5

2025/7/14 31 4 4

計 196 76 39

令和7年度 後期学習会 実施状況

実施日 受講者数 TA数 教員数

2025/10/9 17 5 2

2025/10/23 27 3 1

2025/10/30 33 3 2

2025/11/13 26 4 1

2025/12/11 10 4 2

2025/12/18 19 4 1

2025/1/15 12 4 1

2025/1/29 20 3 1

計 164 30 11
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102％増（約 2.0 倍）となったことから、本支援活動の認知および活用が着実に進んで

いると考えられる。 

 

４．改善課題・方策 

学習支援室の利用者数は増加しており、支援活動の活用は着実に進んでいる。一方で、

利用者の増加に伴い、指導体制や学習環境の充実を図ることが今後の課題である。今後

も担任および各科目担当教員との連携を継続しながら、対面による指導を中心とした

学習支援体制の充実を図っていく。 

 

 

 

214



 

 

◯ 情報セキュリティ推進委員会 

 

１．達成度評価 

今年度の達成度評価：Ａ 

（達成度評価の理由） 

福井高専教職員学生の責による重大セキュリティ・インシデントの発生はなかった。ま

た、軽微なセキュリティ・インシデントについても、適切に対応を行った。 

情報セキュリティ監査を受け、指摘された福井高専公式 SNS のルール化を行った。そ

の他の助言・アドバイス事項についても対応を検討し、一部は実施した。 

これらの事項を、情報セキュリティ管理委員会と連携して実施した。 

以上の実績により達成度評価はＡと判断する。 

 

２．現状 

２.１ 情報セキュリティ・インシデントについて 

自助努力を怠った責による重大セキュリティ・インシデントも含めて、令和７年度に

おいて重大セキュリティ・インシデントは発生しなかった。また、軽微なセキュリティ・

インシデントについては、担当部署が連携して適切に対応した。 

令和３年度に発生させてしまったサーバオペレーションミスを原因とする情報漏洩

の経験を踏まえ、十分な原因分析と対策を行い、今年度も慎重に学外への情報発信（合

格発表など）と情報収集（公開講座参加者募集に伴う個人情報収集など）を実施した。

その結果、システムに起因する故障もなく、これらの機能や性能を低下させることなく、

行事イベントを乗り切った。 

 

２.２ 情報セキュリティ監査の対応 

高専機構が実施する情報セキュリティ監査を受審し、監査員による実地調査が１１月

１９日～２１日に行われた。監査では福井高専公式ＳＮＳの運用について指摘や、情報

システム管理台帳の整備に関する助言を受けた。指摘事項については、SNS運用ルール

の再整備を行った。助言事項については、今後の検討事項をまとめた。これらは、情報

セキュリティ管理委員会と連携して、進めていくこととした。 

 

３．点検・評価 

現状で示したように、令和７年度において福井高専の教職員および学生の責により

よる重大インシデントの発生はなかった。新 1 年生へのＩＤパスワード配布時におけ

る、パスワード管理の重要性の講演や、教職員に対する標的型メール受信演習を含む継

続的な研修を行っていることも一助であると考える。 

情報セキュリティ監査ではいくつか指摘・助言を受けたが、それらへの対応、検討が
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進められており、これらを適切に実施していくことがより重要である。 

 

４．改善課題・方策 

令和８年度も引き続き重大セキュリティ・インシデントの発生を避けるべく、サーバ

サイトのオペレーションには慎重を期すこととする。 

情報セキュリティ監査の助言を受けた検討結果をもとに、情報セキュリティ管理委員

会と連携して、サイバーセキュリティ向上への取り組みを進める。 
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◯ 遺伝子組換え実験安全委員会 

 

１．達成度評価 

今年度の達成度評価：Ａ 

（達成度評価の理由） 

 今年度の実施・活動状況については例年同様の実績と成果であった。よって、達成度

評価はＡと判断する。 

 

２．現状 

（１） 令和７年度遺伝子組換え実験の申請について、厳正かつ慎重なる審議の結果、下記

６件の実験の実施を承認した。 

 

番 実験の管理者 第二種使用等の名称 拡 散 防

止 措 置

の区分 

実験実施期間 

号 所属・職 氏  名 

R7-1 物 質 工学

科・教授 

髙山勝己 レクチンを表層発現した酵母

触媒の開発 

Ｐ1 レベ

ル 

R7.4.1 

～R8.3.31 

R7-2 物 質 工学

科・准教授 

川村敏之 遺伝子組み換えアグロバクテ

リウムの作製（大腸菌へのサ

ブクローニングを伴う） 

Ｐ1 レベ

ル 

R7.4.1 

～R8.3.31 

R7-3 物 質 工学

科・准教授 

川村敏之 遺伝子組み換えアカパンカビ Ｐ1 レベ

ル 

R7.4.1 

～R8.3.31 

R7-4 物 質 工学

科・准教授 

松野敏英 pANTプラスミドベクターを用

いた組換え大腸菌 

Ｐ1 レベ

ル 

R7.4.1 

～R8.3.31 

R7-5 物 質 工学

科・准教授 

松野敏英 pUC19 プラスミドを用いた組

換え大腸菌 

Ｐ1 レベ

ル 

R7.4.1 

～R8.3.31 

R7-6 物 質 工学

科・教授 

高山勝己 大腸菌によるビオラセイン発

現プラスミドのクローニング 

Ｐ1 レベ

ル 

R8.1.13 

～R11.3.31 

 

（２） 文部科学省研究振興局ライフサイエンス課生命倫理・安全対策室「遺伝子組換え生

物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法律」の遵守の徹底につい
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て、遺伝子組換え実験を行っている教員を含め学内に周知した。 

 

（３） 文部科学省高等教育局長・文部科学省研究振興局長「病原性微生物等の保管・管理

の徹底及び保有状況等の調査について」の実施及びその調査報告書を提出すると共

に、本校の関係研究者に対して、改めて病原性微生物等の厳重かつ適切な保管・管

理のための指導を実施した。 

 

３．点検・評価 

   「２．現状」において記載したとおり、今年度の実施・活動状況については例年同様

の実績と成果を得たため、達成度評価はＡと判断する。 

 

４．課題・方策 

   ライフサイエンスに関する生命倫理・安全対策、特に、遺伝子組換え実験等に関する

安全対策について、本校においては、社会の動向や研究の進展を踏まえつつ、法令や指

針の適切かつ効率的な運用及びその遵守のための必要な体制を更に整備すると共に、

関係研究者への注意喚起を含めたなお一層の周知徹底を継続することとする。 
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○ 知的財産教育委員会

１．達成度評価 

今年度の達成度評価：Ａ 

（達成度評価の理由） 

(１)講習会等の開催、(２)知的財産の資産化に関する情報収集と他機関との連携、

(３)知的財産教育のカリキュラムへの導入、(４)特許権及び意匠権の審議について、

ほぼ当初の計画通り実施することができた。したがって、本委員会の達成度評価はＡ

と判断する。 

２．現状 

 知的財産教育委員会は、本校における知的財産の管理や活用、並びに学生に対する知

的財産教育に関する事項を扱っている。 

（１）講習会等の開催 

知的財産に関する講習会等を本科、専攻科と連携して開催した。 

本科５年生の「工学倫理」は全学科の学生を対象とし、現代社会において､技術者が

社会的責任を問われる背景を理解し、工学倫理に関する基礎知識を修得する目的で開

講されており、リサーチアドミニストレーター（知的財産担当）の岩堀氏が企業での知

的財産に関する部分の講義を担当している。本年度は７月２５日（金）に物質工学科、

環境都市工学科を対象に実施し、１月３０日（金）に機械工学科、電気電子工学科、電

子情報工学科を対象に実施した。 

専攻科１年生の「創造デザイン演習」は、前期に全国高専デザコン２０２５のＡＭデ

ザイン部門、もしくはビジネスアイディアコンテストに出展することを目的としてグ

ループワークを通してアイディア出し、試作や造形、プレゼンテーション等を実施して

いる。また、後期は地域企業の課題をグループワークで解決を目指すものであり、いず

れも知的財産権と大きな関わりがある。そのため、本校リサーチアドミニストレーター

（知的財産担当）の岩堀圭吾氏に知的財産に関する支援を依頼し、創造デザイン演習の

授業を利用して４月２８日（月）に知的財産に関する講習会を実施した。また、特許検

索に利用される J-PlatPat の使い方を学ぶための知的財産セミナーを翌週の５月１日

（木）に実施した。知的財産権を理解すること、グループワークにおいて検討している

アイディアが知的財産を侵害していないかを確認できるようになることを目的とし、

課題解決に役立つ実践的な授業を行った。 

（２）知的財産の資産化に関する情報収集と他機関との連携 

Tech Startup HOKURIKU（ＴｅＳＨ）において、独立行政法人工業所有権情報・研修

219



館（ＩＮＰＩＴ）の研修会が開催されている。令和７年度は令和８年２月２日（月）に

「大学とスタートアップをつなぐためのルールと実務～大学職員×コーディネータ協

働の最前線～」と題して、九州大学 学術研究・産学官連携本部 知財・ベンチャー創出

グループ 古橋寛史教授の講演会が遠隔（ｚｏｏｍ）で開催された。また、令和８年２

月２５日（水）には、「スタートアップ支援者が直面する知財の諸問題―大学発スター

トアップの実例で学ぶチェックポイント―」と題したセミナーも遠隔（zoom）で開催さ

れた。また、ＴｅＳＨの申請を行う際、テック系に関しては知財を取得していること、

または申請中であると書面審査時の評価が高くなる。そこで，福井県発明協会に依頼し、

令和８年３月１２日（木）に「特許出願書類を自分で書く際のポイント」と題して講演

会を開催した。 

（３）知的財産教育のカリキュラムへの導入 

ものづくりコンテスト等やＰＢＬ授業を実施することで、技術者として必要な知的

財産教育を行うことを目的とした取り組みを行っている。すなわち、各学科の２年か

ら４年で実施される創成系科目において、学生の製作物やアイディアを例に取った知

的財産への認識を高める教育を実施した。対象となる授業は、プロジェクト演習（全

学科４年）、知能機械演習（機械工学科４年）、電気回路Ⅱ（電気電子工学科４年）、

ソフトウエア工学（電子情報工学科４年）、生物工学実験Ⅰ、材料工学実験Ⅰ（物質

工学科４年）、環境都市工学設計製図Ⅲ（環境都市工学科４年）などである。また、

本科５年必修科目である「工学倫理」１コマ（９０分）では、特許法・著作権法等に

ついての講義を行った。 

（４）知的財産権に関する審議 

 本校が関係する知的財産権について、本校リサーチアドミニストレーター（知的財産

担当）の岩堀圭吾氏に支援をいただき、知的財産教育委員会において審議を行っている。 

 審議の概要は、発明等届の審査が４件、特許権実施許諾契約の承認が１件、特許権維

持の承認が１件、審査請求の要否についてが２件であった。 

 なお、審査した発明等届４件全てについて、独立行政法人国立高等専門学校機構知的

財産権取扱規則及び運営要領に基づき、機構が承継する職務発明と評価し、発明等届を

理事長に提出した。 

３．点検・評価 

 学生や教職員の知的財産に対する意識付けを強化する取り組みを実施し、さらに任

用したリサーチアドミニストレーター（知的財産担当）の全面的な協力の下で、関係す

る特許に関する相談を行った。ＴｅＳＨが始まったこととも関連するが、発明届の件数

は、令和５年度の０件から令和６年度に６件、令和７年度に４件と増加した。昨年度と
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同程度で推移しており、本年度の達成度評価はＡと判断する。 

 

４．改善課題・方策 

   知的財産は本校全体にとって文字通り「極めて重要な資産」であり、その位置付けは

これからも変わるものではない。今後も産学連携担当、知的財産担当、研究推進担当の

リサーチアドミニストレーター（ＲＡ）と連携しながら本校教職員による発明届を増加

させるための支援体制の強化を行っていきたい。そのためには、外部資金を獲得して研

究を活発化することとも大いに関連するため、研究・産学連携主事とも連携していくこ

とが重要である。さらに、学生に対する知的財産への興味関心をさらに深化させるため

のアントレプレナーシップ教育の活動にも継続的に取り組んでいきたい。 
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○ 安全衛生委員会 

 

１．達成度評価 

今年度の達成度評価：Ａ 

（達成度評価の理由） 

健全な就労環境の維持及び健康維持・管理に関して、いずれも適切に運営されており、

支障のない状態が維持されているといえる。委員会内での負担軽減策も実施され、委員会

が率先して健全な就労環境の維持を推進している。また学内で起きた事故に対しても、緊

急対策を講じることができた。 

このため、達成度評価はＡと判断する。 

 

２．現状 

安全衛生委員会は、本校教職員の健全な就労環境と健康の維持を主目的とし、その目

的達成のため以下のことを行っている。 

（１）健全な就労環境維持： 

〇 新任教職員オリエンテーション時に安全衛生教育を実施している。同安全教育を

受講できなかった教職員に対しては、動画によりオンデマンドで研修を受けられる

ようになっている。 

〇 月１回の巡視を実施し、危険箇所や不衛生なところについて、規則に適した状態を

維持するように指導・助言・監督を行っている。また、指導後に改善状況の報告義務

を課し、安全衛生委員会において改善状況を確認している。なお、今年度から、負担

軽減を目的として巡視点検担当者を２名に減じている。 

〇 就業上のリスク管理（安全教育やマニュアルの作成など）が適切に行われているか

のチェックを、学内各所と連携を取りながら行っている。 

〇 月１回の安全衛生委員会において、適宜、地中容器溶剤濃度測定結果や作業環境測

定結果、化学物質のリスクアセスメント結果について報告を受け、就労環境を確認し

ている。リスクが高いと判断された箇所については再調査等の対応を行っている。 

〇 心身にハンディキャップを持つ教職員に対して、産業医との連携の下で適切な作

業負荷を考慮しつつ就労環境の改善に努めている。 

〇 救急救命士を講師に招いて教職員を対象とした救命処置の講習会を実施している。

この際に講師より点検・指導も受け、今年度は AED 設置個所（6ヵ所）の再周知を行

った。 

○ ４月に学内にて爆発事故が起きた。この際、安全衛生委員会として、学内の全教室・

実験室の安全性について、総点検を実施している。 

（２）健康維持･管理： 

〇 メンタルヘルス対策として、3年ごとに心の健康づくり計画及び年次目標を定めて
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いる。 

〇 月１回の安全衛生委員会において、1 ヵ月当たりの時間外労働が 42 時間以上とな

る長時間労働者への医師による面接指導について勧奨している。当勧奨対象の人数

は、令和 6年度ののべ 12名に対し令和 7年度はのべ 24名となっている。 

〇 一般定期健康診断有所見者に対して産業医が面接指導を行っている。 

〇 メンタルヘルスに関しては、カウンセラーによる相談（随時）や高専機構の相談室

の利用を勧め、必要があれば産業医のアドバイスも受けられるよう体制を整えてい

る。また、定期健康診断時に合わせて労働安全衛生法に基づくストレスチェックを行

い、過重なストレスが健康に悪影響を及ぼすことのないよう、産業医･カウンセラー

と連携を取りながら各所管にフィードバックを行い、改善を促している。 

〇 健康増進に関しては、軽作業が多い就労環境であることを考慮して、職員会館にエ

アロバイクやルームランナーなどを設置し、休憩時間等の散歩などを勧め、運動量を

増やす工夫を行っている。また、リスク管理の観点から、感染症対策に努めており、

麻疹やインフルエンザ等のワクチン接種における経費の全額又は一部を補助するこ

とで接種率の向上を図っている。 

 

３．点検・評価 

 健全な就労環境の維持及び健康維持・管理に関して、いずれも適切に運営されており、

支障のない状態が維持されているといえる。委員会内での負担軽減策も実施され、委員

会が率先して健全な就労環境の維持を推進している。結果として、長時間労働者への医

師による面談対象者は大幅に減っている。よって、達成度評価はＡと判断する。 

 

４．改善課題・方策 

 健全な就労環境の維持に関しては、現行体制を継続していくことが求められる。 

 健康維持・管理に関しては、引き続き個人意識の啓発を続け、重篤化する前に専門機

関に相談するように勧奨していく。併せて、関係者の承諾のもと、医療機関と学校が相

互に情報を共有し改善に取り組むことへの、学校全体での理解推進が求められる。 
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Ⅵ．総括  

前章で行った自己点検・評価を事項ごとに、自己点検・評価委員会として総括する。 

 

１．全学的に関する事項  

教務関係については、令和７年度の原級留置者数は全学年で５４名（内休学者１３名）で

あり、原級留置率及び不進級率は令和６年度と同等程度となった。低学年の成績不振の学生

に対する組織的な取り組みとして、学習支援室による補習・学習会を継続的に実施した。同

学習会では、教員に加え先輩学生によるピアサポーター（ＴＡ）が参画した。この取り組み

により、改善の兆しはあると言えるが、更なる学生支援体制の強化、教員ＦＤの検討、家庭

環境などの学生が抱える悩みの深刻化や学習意欲の低下の問題など多くの課題が残されて

いる。昨今、精神的な不調に陥る学生の増加と、それぞれの状況の深刻度が増していること

を受けて、授業の実施や学生指導に関して更なる工夫が必要であり、謙虚な姿勢で努力を続

けていく必要がある。このほか、教務関連では令和８年度からの改組による新学科体制の新

入生の受け入れに伴い、ＤＰ、ＣＰ、ＡＰの一部変更及び新しい学際カリキュラム「エンジ

ニアリング・データサイエンスプログラム」運用の準備が進められた。さらに、授業点検シ

ートに基づく成績の相互確認や新教務システムによる学生情報の集約及び共有が実施され

た。 

入試関係については、今年度の学校全体の入試倍率は１．１２倍であり、前年度の１．０

３倍から増加し、一昨年度と同等の倍率に回復した。滋賀高専の広報活動による滋賀県内で

の高専の知名度向上が滋賀県からの志願者の増加に寄与したと考えられる。また、石川県か

らの志願者も増加している。しかし、本校では倍率が１倍に満たない系があることから、系

ごとの志願者数の凸凹を減らすことや、女子中学生の志願者の獲得に向けた工夫が必要で

あること、人口減少による受験生減に対応できていないことなど今後に多くの課題を残し

ている。改組への対応の一つとして、本校ホームページからリンクさせ、学校紹介及び各系

の紹介動画を YouTube にて配信している。今後は、改組後の「専門探究コース」と「情報融

合コース」の取り組みや、他の高校と同じような奨学給付金制度の仕組みなどについて、中

学校側にさらに丁寧に説明することが求められる。 

学生指導関係については、全国高専体育大会において剣道競技男子団体が優勝、全国高等

学校アマチュア無線コンテストではアマチュア無線研究会が部門優勝して８連覇を達成し

たことを筆頭に、各種大会やコンテストに数多くの選手が出場し、複数競技で入賞を果たし

た。一方で、課外活動における教職員の負担軽減について、他校の取組を参考にしながら改

善していく必要がある。この他、改正道路交通法の施行を控え、ヘルメット着用を自転車通

学の許可条件とし、通学時の学生の安全を高めることを制度化した。また、いじめ防止等対

策委員会規則を新たに制定し、いじめ防止等基本計画ならびにプログラムを改定して、いじ

めの未然防止と早期発見を確実に実行する体制が整えられた。財政面で不安を抱える学生

を対象に、奨学金・授業料減免・就学支援制度等に関する情報伝達がきめ細かく行われた。 
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 学寮関係については、感染症対策に基づく、学寮安全環境構築及びその維持を継続する一

方で、コロナ感染対策から実施が滞っていた年度末の全居室移動が実施された。セキュリテ

ィ対策として、改修を終えた東寮及び国際寮に合わせ、南寮についてもカードキーシステム

が導入された。働き方改革として、以前より導入している宿直外部業者委託制度を令和７年

度も継続するとともに、定年退職した元教職員による学寮日直業務委託も並行して実施さ

れた。学寮生活アンケートによれば、寮生は概ね寮生活には満足しているが、食事内容への

要望、南寮の環境改善についての要望が目立った。食事への要望については、食堂業者との

協議による改善なども進めているが、食材・電気・ガスなどの価格高騰の影響が大きく、食

費の見直しを行うに至っている。今後、南寮の早急な改修にむけた営繕申請や、居室補修な

どをすすめていく必要がある。 

総務・企画関係では、下部組織である将来構想専門部会、ホームページ専門部会、事業専

門部会及びダイバーシティ推進専門部会と連携し効率的に業務を推進するとともに、他部

署との役割分担を踏まえ組織の見直しが図られた。令和８年度に受審する機関別認証評価

については、自己点検・評価委員会及びその下部組織である認証評価専門部会と連携して、

準備が進められている。また、総務・企画委員会直轄で進めることになっている学校全体の

広報については、令和６年度に実施した外部有識者会議での意見も踏まえ更に議論を深め

る必要がある。これまで継続してきたＪＳＴのジュニアドクター育成塾については、５期生

２段階目（実施６年目）の塾生を含めた対応が必要であり、現在申請中のＳＴＥＬＬＡと並

行して対応を準備している。また、ＤＥ＆Ｉの理解を向上させるとともに、ＤＥ＆Ｉ宣言・

行動計画を着実に推進していく必要がある。その他、将来を見据えて、マスタープランの整

備や施設整備、ネーミングライツ事業等による外部資金の確保策にも積極的に取り組むこ

とが求められる。 

キャリア支援関係については、低学年から高学年まで学年毎に先輩講座（卒業生による進

路決定までの道筋を例示）などのキャリアガイダンス、キャリア支援情報の継続更新、進路

のしおりの充実化、求人情報及び編入試験関連情報を高専キャリアサポートシステムへ一

元化することによる進路情報入手環境の改善と業務負担の軽減、校内ネットワークの「進路

情報フォルダ」における求人面談で得られた情報の共有と帰校届の活用促進、Web 面接など

に対応するためのハード面の支援、アカデミア会員企業との連携強化、本校同窓会（進和会）

との連携、キャリア教育セミナー（合同企業説明会）と専攻科・大学・大学院合同説明会、

女子学生向けのキャリア形成講座、インターンシップ事前講座と就職対策講座、進学希望学

生への支援、進路指導担当者とキャリア支援室の連携、各学年及び各学科のとの連携につい

て概ね当初の計画どおり実施された。なお、学生による進路指導関連アンケートでは、担任

や専攻科委員による進路指導、進路関係の講演会の内容、キャリア支援室の設備・環境や室

員の対応に対する満足度は、いずれも９６％以上となっている。 

研究活動関係については、令和８年度科学研究費補助金の新規申請件数が前年度を上回

ったものの、新規採択件数が減少した。しかしながら、高専機構が掲げた科研費に関する数
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値目標の科研費保有率（代表）３０％以上は達成した。また、科研費以外の外部資金につい

ては、創立６０周年記念事業寄付金の効果もあり、獲得した件数が前年度を上回り、外部資

金全体として獲得金額の水準は維持している。研究紀要の名称を変更した教育研究論文集

は、令和７年度の投稿件数及び掲載件数はいずれも前年度を上回った。 

地域・社会貢献活動については、令和７年度は公開講座１５件、出前授業１０件が実施さ

れた。ジュニアドクター育成塾で実施している公開講座２７件を併せれば、相当数の件数が

実施されていることになる。公開講座の参加者に対するアンケートの結果（回答率約１０

０％）によれば、満足度（「充分満足」と「だいたい満足」の合計）は約９６％となり、高

い評価を受けた。 

国際交流関係については、令和７年度は、海外活動報告会やトビタテ申請説明会等学生の

海外への意識を高めるための説明機会が２度設けられた。結果として、海外研修旅行、海外

インターンシップ、トビタテプログラム、国際学会発表など海外派遣事業で年間６５名程度

の学生をタイ、マレーシア、シンガポール、台湾、アメリカなどへ派遣するに至った。また、

タイ高専（ＫＯＳＥＮ－ＫＭＩＴＬ）との間でＭＯＵ（国際交流協定）が締結されることに

なったほか、タイのプリンスオブソンクラ大学からの短期留学生の受け入れ体制が整備さ

れた。留学生については、５年生の全留学生が無事卒業した。また、３年生、４年生の留学

生も進級を果たした。 

施設整備関係については、修学・就業上の環境整備や教育研究の高度化対応等を目的とし

たキャンパスマスタープランに基づき、中学生・教職員の安全・安心に資する修学・就業に

おける環境整備が計画的に行われた。ＳＤＧｓへの対応として照明器具のＬＥＤ化が進め

られた。また、令和７年度の施設整備事業である北側等擁壁改修が実施された。令和８年度

には、施設整備事業として、校舎改修（電子情報工学科）が予定されている。 

管理運営関係については、基本的に学校運営会議で審議されるが、その決定方針等につい

て、教員会議や各種委員会等へ反映すべく、校内意見の調整を行い、校長が効率的に意思決

定を行えるよう運営されている。第５期中期計画を踏まえて、高専機構本部が定めた年度計

画に対応した本校の令和７年度の年度計画を立案し目標を定め、その目標の下、健全な学校

運営が図られている。本校で定めた中期計画・年度計画は、教育、研究、社会との連携・国

際交流、管理運営等の区分により、具体的な目標を定め、この目標に対する達成状況を把握

することで学校全体の総合的な自己点検・評価を行っている。自己点検・評価にあたっては、

中期計画・年度計画を踏まえ、学校の活動の総合的な状況に対して行われている。その結果

は、自己点検・評価報告書に取りまとめ、本校ホームページで公表されている。独立行政法

人大学改革支援・学位授与機構による高等専門学校機関別認証評価は、７年以内ごとに受審

することが義務づけられており、本校は令和元年度にこれを受審し、高等専門学校評価基準

を満たしているとの評価を受けている。次回の受審は令和８年度に予定されており、令和７

年度はその準備（事前相談を含む）が進められた。 

財務関係については、全般的に適正な業務が行われている。令和２年度から令和７年度に
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設備整備費補助金が措置されたことに伴い教育研究の基盤となる教育研究設備等の充実が

図られ、計画どおりの成果を上げている。また、外部資金獲得や業務の効率化にあっては一

層の取組・推進が行われている状況であった。 

 

２．各学科・教室等に関する事項 

機械工学科においては、学科の授業内容として「協働ロボット」を利用した実験テーマを

導入し、Ｃ言語応用、メカトロニクス実習、知能機械演習を科目間で連携させ、製図と実習

を結び付けたりするなど、カリキュラムの中で学生が効率的・系統的に学べる工夫を試みて

いる。また、学際カリキュラムについても令和８年度より新科目を立ち上げる予定となって

いる。さらに、学外リソースを活用した取り組みにも積極的である。この効果もあり、機械

工学科は、令和７年度前期授業評価アンケートの２７項目全てにおいて平均４ポイント以

上となっており、学生の満足度は比較的高い。しかしながら、原級留置者数は学科全体で 9

名であり、学校全体の２２％を示すなどして必ずしも低い数字ではない。このように、機械

工学科の魅力向上や広報についての努力を続けているものの、令和８年度の入試倍率は前

年度に続き低調であった。 

電気電子工学科においては、年度計画に掲げた入学志願者の確保については昨年度比で

志願者が増加する結果となり、定員を上回る志願者を確保できている。専門科目の充実に関

しては、組み込み系プログラミング演習やグループによるライントレースマシンの製作を

行い学生の興味を喚起している。地域連携、地域貢献の充実については、地域と連携した活

動を実施している。放射線教育の充実については、従前通りの活動を実施できている。改組

後の電気電子系の志願者を増やすため、令和７年度に引き続きホームページを見直し、パン

フレット及びオープンキャンパスの内容の充実を図ることを予定している。また、公開講座

や出前授業等で改組後の電気電子系の魅力を中学生、一般市民を対象に発信し、改組後の電

気電子系に対する求人状況を積極的に示すこととしている。さらに、編入学に関する情報を

発信し、高専志望者の多様なニーズに応える系であることを示すこととしている。 

電子情報工学科では、入学志願者については推薦合格枠の増加により比較は難しいが、令

和８年度入試において情報系の志願者倍率 1.11 倍を維持することができ、女子学生も８名

合格し、女子学生が増加傾向にある。実践的能力育成の成果としてプログラミングコンテス

トでは本選参加、競技部門準決勝出場、自由部門敢闘賞、福井ソフトウェアコンペ大賞（最

優秀賞）など様々なコンテストで入賞などの結果を残すことができた。国内学会や国際学会

での学生による発表件数も多く見られた。加えて、スタートアップ教育環境整備事業等で導

入した高性能ＰＣや３Ｄ・ＶＲ技術教育のためのＶＲゴーグルなどを新たに導入した取り

組みが増えた。地域連携、地域貢献の充実に関しては、地域企業の問題解決をテーマとした

卒業研究などが行われた。また、令和７年４月にアントレプレナーシップ同好会が電子情報

工学科教員と学生を中心に設立され、教員発スタートアップとして電子情報工学科教員と

ＯＢで会社を設立した。 
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 物質工学科においては、教育力の質的向上と科研費等外部資金獲得に向けた産官学連携

共同研究や地域連携教育プロジェクトを推進し、２年連続で高い入試倍率を確保した。グロ

ーバル化・高度情報化社会ニーズを踏まえた教員の教育研究活動の活性化と学生教育への

還元のために、学科教員の研究力（研究内容・研究水準・研究環境）の高度化と教育力の質

的向上及び科研費等外部研究資金獲得に向けた産官学連携共同研究や「地域連携教育プロ

ジェクト」として卒業研究において県内企業及び福井大学との共同研究が実施された。国際

学会である Pacifichem 2025(Honolulu ・HAWAII)で、共同研究成果を英語でポスター発表し

た。その他、教員が推進する科研費研究、国プロ共同研究の内容を学生に説明し、そこで派

生した研究内容に触れさせることで卒業研究が進められている。この他、モデルコアカリキ

ュラムに基づく自ら考えることのできる人材輩出のため、単に記憶を確認するだけの試験

問題から、学生の思考力を重視した試験問題へのシフトを検討し、思考を重視した問題を各

定期試験につき 1問出題した。今後、情報系資格(認証)の取得教員を増やすこと及び女性教

員の確保、研究力（研究内容・研究水準・研究環境）の高度化及び教育力の質的向上と学生

教育の充実の観点から、特に科研費等外部研究資金獲得に向けた産官学連携共同研究・地域

連携教育プロジェクト推進及び入学志願者の確保とその資質・学力水準維持を図り、材料・

生物系における教育研究活動の更なる活性化と学科の魅力向上・持続・発展に繋げることと

している。 

環境都市工学科においては、令和８年度の学科改組に向けて情報技術を活用するカリキ

ュラムの導入について準備を進め、その中で３年次以降の実験実習の内容や授業中の演習

課題などでＢＹＯＤを積極的に活用している。中学３年生人口が減少する中で、令和７年度

も入学志願者確保のための広報に注力した。具体的には、学科紹介用の YouTube 動画を新た

に作成するとともに、ＨＰによる学生の活躍や本学科のアクティビティの紹介の情報を積

極的に更新した。第２２回の全国デザコン２０２５は福井高専が主管校となり、鯖江市の嚮

陽会館をメイン会場として開催した。同大会期間中には、テレビ局の取材や地元の小学生親

子を対象とした見学ツアーも実施され、高専での学びについて広く伝えることができた。防

災科研が主催する第４回高専防災減災コンテストに、環境都市工学科から２件のアイデア

をエントリーした。全国の高専１５校から３４チームが応募する中、２件のアイデアがとも

に書類審査を通過して最終審査に進んだ。本校は、文部科学省の助成事業「ＫＯＳＥＮ型産

学共同インフラメンテナンス人材育成システムの構築」の連携校として、福井県内の建設技

術者のニーズに応えたリカレント教育の実施を目的にプロジェクトを推進しているが、こ

のプロジェクトで、福井県の技術者対象の講座「ｅ＋Ｆｉｍｅｐ講習会（基礎編：橋梁点検）」

を継続的に校内で開講し、准橋梁点検技術者の資格取得者を育成している。新入生アンケー

トによれば、環境都市工学科の３つのアドミッション・ポリシーの中で魅力を感じ志望の理

由となった項目に関する回答は、“自然と共生したくらしを営む環境づくりに興味がある人

（１７件）”、 “快適なくらしを共有するための建物とまちづくりに興味がある人（２３件）”、

“災害から人々のくらしを守るシステムづくりに興味がある人（２０件）”であり、建築士
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を目指す新入生が多い傾向と調和していた。今後アドミッション・ポリシー改正に参考とな

る。 

一般科目教育においては、高等学校の教育課程に加え、大学の教養課程のレベルに匹敵す

る教育内容となるようなカリキュラムが組まれている。国語、歴史、地理、公共社会Ⅰ、物

理、化学、生物、数学、保健体育、英語などの基礎的な科目や情操を育むための美術や音楽、

さらには哲学、公共社会Ⅱ、公共社会Ⅲ、工学倫理などの多彩な科目を開講している。また、

国際化時代に即応するため、外国語教育に特に重点を置き、英語のほか、ドイツ語、中国語

といった科目も開講しており、外国人講師を含めた教員が指導している。物理基礎・物理・

応用物理では、１、２年生を対象とした学習支援室と連携した学習会が実施されている。化

学・生物では、研究論文の紹介などを授業の合間に入れることで学力向上と興味関心の増加

を図っている。数学科・応用数学科では、1 年生に限定して計１０回対面で低学年の補習を

実施し、基礎学力向上に努めた。保健体育科では、基礎運動能力評価に関するレポートを課

し、体育の授業における運動技能の学習やトレーニングに対する意識を高めるきっかけと

した。国語科では、１年生から３年生では、論理的な読解の指導、自分の意見を発表させる

取り組みを積極的に行った。また、４年生では、社会人として必要な言語能力を育成するこ

とを主眼に置き、文章作成や敬語、プレゼンテーションを行った。社会科では、学生の社会

科的な思考力等を養うための上記試みを補完するために、歴史や哲学において、スライド資

料、ときには映像資料を用いた授業を行った。英語科では、低学年を中心としたTOEIC Bridge

の受験奨励に加え、TOEIC 賛助会員を継続し全学年を対象に受験奨励に取り組んだ。また、

オンライン英会話を取り入れたり４技能統合語型の授業を試行したりするなど、より実践

的なコミュニケーション能力の育成を踏まえた授業を協働的に実施した。令和８年度から、

一般科目教室はリベラルアーツ科へ名称が変更される。より文理融合を企図した学習指導

を図っていく。 

専攻科においては、学生がもれなく学位を取得し、希望する進路を選ぶことができている。

入学者選抜実施状況については、十分な志望者数を確保できてはいるが、定員に対する目安

に対しては、対応は進めているが数値目標は達成していない。研究能力の向上については、

専攻科として研究を奨励・補助し、外部発表の件数も多数となった。エンジニアリングデザ

イン能力の向上については、ＰＢＬなどで十分な活動を行っており、その活動が外部コンテ

ストでも評価された。グローバルエンジニアの育成については、海外インターンシップ数も

多く、研究に係る英語教育についても例年通り十分な活動を行った。入学者の質の向上につ

いては、現時点では例年通りの活動が適切である。多様なキャリア形成に向けた支援につい

ては、継続的な活動により、学生に、希望する進路を選ぶための十分な情報を提供できた。 

 

３．センター等に関する事項 

 学生相談室は、常勤教員４名、保健室看護師２名（うち１名は再雇用時短勤務）、保健室

事務補佐員１名、非常勤の専門カウンセラー２名、非常勤のＳＳＷ１名の１０人体制で運営、
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活動している。昨年に引き続き、ＳＳＷを配置することにより、学生を多面的に支援するこ

とが可能となった。ＳＳＷによる教職員向けの講演会を開催し、ＳＳＷの仕事内容、対応可

能なサポート例などを紹介した。さらに、令和７年度は困りごとを抱えている学生及び保護

者、学生を取り巻く関係機関との連携・調整を行った。本校では学習や学校生活に困りごと

を抱えている学生に対し、キャンパス自立支援を行っている。昨年度より、当該支援方法を

２タイプに分類している。Ａタイプ要支援学生とは診断名のある学生であり、試験時間の延

長など合理的配慮を行っている。Ｂタイプ要支援は特性や心的ストレスなどに起因して、主

体的に学習面の改善を実現し難い学生を対象としている。本支援の目的は、課題のスケジュ

ール管理及び取り組み方を支援することにより、学生が課題作成や学習を主体的に取り組

むことができるようになること、つまり「学生の実行機能を向上させるための支援」である。

今年度はＡタイプ８名、Ｂタイプ１名の学生がキャンパス自立支援の対象となった（うち３

名は休学中）。 

図書館は、学生の教育、本科生（高学年）・専攻科生・教職員の研究、地域住民への貢献

等を目的として運営されている。閲覧室（５１０㎡）及び書庫（３４０㎡）に約１０万冊の

図書のほか、雑誌、新聞等といった紙媒体の資料や視聴覚資料を配架している。飽きの来な

い環境をつくるため、２～３つの展示を１、２か月ごとに入れ替えている。毎年、各学科・

教科ごとに、教員による学生への推薦図書を募っている。今年度は１６５冊を購入し、通年

で展示した。これまで、本校図書館に置きたい本を図書委員の学生に書店で選書してもらっ

ていたブックハンティングを、今年度は Web で実施した。７月と１１月に実施し、選書後は

参加学生に推薦文を書いてもらい、館内に本と共に展示した。入試広報委員会と連携し、教

員が推薦した「新入生に読んでほしい本」をまとめ、合格者への資料として配付した。令和

７年度は１２名から２１冊の推薦があり、新入生の入学に合わせ、館内で企画展示も設けら

れた。研究のためのオンライン資料は、世界最大のフルテキストデータベース

ScienceDirect (Elsevier 社)のほか、ＡＩＰ （アメリカ物理学協会）、ＡＰＳ （アメリカ物

理学会）が利用でき、文献データベースは、MathSciNet（アメリカ数学会）、JDreamⅢ（ジ

ー・サーチ）等のバックナンバーが本校図書館のホームページから利用できる。当館は福井

県内図書館横断検索システムに参加しており、県内の大学図書館及び市町立図書館（一部県

外含む）等の蔵書を無料で取り寄せることができる。令和７年度は、専門書や資格試験関係

図書を中心に、６５冊（令和８年２月末現在）を貸し出し、他館からは３４９冊を借り受け

た。 

創造教育開発センターにおいては、今年度年度計画に掲げたＦＤ研修会・講演会の実施、

成績評価の組織的チェック体制の構築・運用、新しいＩＣＴツール（ＣＢＤや生成ＡＩなど）

の活用検討、各種教育アンケートの実施、教員間ネットワーク会議を通じた教育連携などに

ついて、概ね計画どおりに実施した。特に令和７年度は、令和８年度の機関別認証評価（領

域２、領域５）の受審に向け、成績評価が適切に行われていることの組織的チェック体制を

整備・稼働できた。また、学科改組に伴うＷｅｂシラバスの移行作業や、ＣＢＤ、生成ＡＩ
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といった新しいツールに対する教育現場での活用方針の整理も着実に進捗した。各種アン

ケートによる教学ＩＲのデータ収集は定着しているが、これらの結果を各教員が授業内容

の改善に具体的に結びつけるためのサイクル（ＰＤＣＡ）をさらに強化する必要がある。 

総合情報処理センターにおいては、総合情報処理センターの管理のＰＣのＯＳアップグ

レードや、教育基幹システムの更新を行い、利用者の利便性向上とセキュリティリスク低減

を図った。また、情報セキュリティ監査の対応を行い、学内の情報システムの状況把握と、

マルウェア対策に関する周知を行った。令和９年度には、高専統一ネットワークシステムの

更新があり、これに向けた準備を進める必要がある。 

地域連携テクノセンターは、今年度の計画に掲げていた（１）共同研究、受託試験、技術

相談、（２）教員の研究分野と成果並びにテクノセンター活動の広報と交流、(３)コンテス

トを通じた地域貢献、(４)地域社会への技術支援、(５)リサーチアドミニストレーターの任

用と起業家育成、事業創出の支援、(６)地域連携アカデミアとの連携、(７)連携研究などに

ついて当初の計画以上の内容を実施した。具体的には、活動紹介誌ＪＯＩＮＴの発行、福井

高専ラボガイドの発行、知っていますか？キラリと光る身近な企業の技術力の発行、越前モ

ノづくりフェスタ２０２５での出展、北陸技術交流テクノフェア２０２５、ふくいＩＴフォ

ーラム２０２５での出展、ＪＯＩＮＴフォーラム２０２５、高専カフェ、第３１回マグネッ

トコンテストの主催等を行った。また、ＴｅＳＨの Step１に採択された小越教授らが株式

会社「みらいのでざいん」を起業し、地域連携テクノセンターも円滑に手続きが進むよう岩

堀ＲＡと連携し支援した。その結果、令和８年３月のＴｅＳＨ総会で、小越教員と地域連携

テクノセンター長がＴｅＳＨ革新賞（スタートアップ部門）を受賞した。さらに、アカデミ

ア会員企業への入会を勧めた結果、令和８年４月入会の予約も含めて会員企業数が１７２

社に増加した。 

教育研究支援センターにおいては、センター内の連携体制を強固にするため，定期的に連

絡会等を開催し、情報共有機会を多く設けた。さらに、教育・研究・技術等の各支援業務の

傍ら、複数学科で協働する公開講座を新たに開講した。公開講座は、当センター主催３件、

学科主催支援１件、出前授業は当センター主催１件、学科主催支援１件を遂行した。さらに、

「子どもフェスティバル ちちんぷいぷいひらけ〜ゴマ Part14」等の各種イベントに出展

した。また、自己研鑽を怠らないように研修会や学会に参加し、当センターの報告会で情報

共有することで互いに知見を深めると共に、競争的資金の獲得を目指し、科学研究費助成事

業（奨励研究）に多数の技術職員が応募したり、自分の技術や知識を学会で発表するなど行

った。加えて、令和８年度からの学科改組を契機に、関連規則の抜本的見直し（改廃）を行

った。改組に対応するため、現２グループを３技術班体制に再構成した。 

４．委員会等に関する事項 

教学マネジメント室は、本校の教育目的を達成するために行う管理運営上の意思決定及

び本校の教育活動の見直し等を支援することをその目的として令和５年度に設置された。
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令和７年度は、学内のアンケートについてまとめるとともに、要項等について確認をするこ

とができた。学校体制や教育課程など改善のために様々な意見を反映するシステムが機能

していることを確認することができた。しかしながら、教学アセスメントプランに沿ったア

セスメントの実施を、年度内に完結することができなかった。 

教学ＩＲ推進室は、本校の教育の質保証のための継続的なマネジメントに係る意思決定

を支援するために必要な情報を収集及び分析し、その結果を教学マネジメント室に提供す

ることを目的として昨年度より組織された組織である。令和７年度は、スタディサプリ到達

度テストと前期末成績の相関、オープンキャンパスの結果と実際の入試倍率の関係、授業ア

ンケート集計結果について、データをまとめ教学マネジメント室に報告をした。 

学習支援室の主たる業務は、低学年の学力の底上げを目的とし、１、２年生の成績不振者

に対して「授業や自学自習以外の、コンテンツ及び学習の場(基本的に対面による指導)の提

供」を行うことである。特に、担任及び各科目(数学、物理)との連携した活動を重視してい

る。今年度も年間を通して補習及び学習会を実施し、対面による指導の利点と継続的な学習

支援の相乗効果により、学生の学習意欲の向上及び基礎学力の底上げに貢献することがで

きた。また、一部の指導をスタディサプリによる宿題配信と併用することで、効率的に個々

の学生の基礎学力の向上を図ることができた。学習支援室の利用者数は、前年度の１７８人

から今年度は３６０人となり、前年度比で約１０２％増（約 2.0 倍）となったことから、本

支援活動の認知及び活用が着実に進んでいると考えられる。 

情報セキュリティ推進委員会は、本校の情報セキュリティ・インシデントの対応と教職員

への啓発活動を主に行なっている。令和７年度は、福井高専教職員及び学生の責による重大

セキュリティ・インシデントの発生はなかった。新１年生へのＩＤパスワード配布時におけ

るパスワード管理の重要性の講演や、教職員に対する標的型メール受信演習を含む継続的

な研修を行っていることも一助となっていると考える。なお、軽微なセキュリティ・インシ

デントについても適切に対応を行った。令和７年度に情報セキュリティ監査を受け、指摘さ

れた福井高専公式ＳＮＳのルール化を行った。その他の助言・アドバイス事項についても対

応を検討し、一部は実施した。 

遺伝子組換え実験安全委員会では、今年度も遺伝子組み換え実験の申請に対して、厳正か

つ慎重に審議を行い、６件の実験の実施を承認した。文部科学省研究振興局ライフサイエン

ス課生命倫理・安全対策室「遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保

に関する法律」の遵守の徹底について、遺伝子組換え実験を行っている教員を含め学内に周

知した。さらに、文部科学省高等教育局長・文部科学省研究振興局長「病原性微生物等の保

管・管理の徹底及び保有状況等の調査について」の実施及びその調査報告書を提出すると共

に、本校の関係研究者に対して、改めて病原性微生物等の厳重かつ適切な保管・管理のため

の指導を実施した。 

知的財産教育委員会は、本校における知的財産の管理や活用、並びに学生に対する知的財

産教育に関する事項を扱っている。今年度計画に掲げた(１)講習会等の開催、(２)知的財産
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の資産化に関する情報収集と他機関との連携、(３)知的財産教育のカリキュラムへの導入、

(４)特許権及び意匠権の審議について、ほぼ当初の計画通り実施することができた。（１）

については、知的財産に関する講習会等を本科、専攻科と連携して開催した。（２）につい

ては、Tech Startup HOKURIKU（ＴｅＳＨ）においても独立行政法人工業所有権情報・研修

館（INPIT）の研修会が開催されているが、令和６年度は１１月実施、令和７年度は令和８

年２月２日（月）に「大学とスタートアップをつなぐためのルールと実務～大学職員×コー

ディネータ協働の最前線～」と題して、九州大学 学術研究・産学官連携本部 知財・ベンチ

ャー創出グループ 古橋寛史教授の講演会が遠隔（zoom）で開催された。 （３）については、

ものづくりコンテスト等やPBL授業を実施することで、技術者として必要な知的財産教育を

行うことを目的とした取り組みも行っている。（４）に関しては、本校リサーチアドミニス

トレーター（知的財産担当）の岩堀圭吾氏に支援いただき、知的財産教育委員会において審

議を行った。 

安全衛生委員会は、本校教職員の健全な就労環境と健康の維持を主目的とし、その目的達

成のため以下のことを行っている。健全な就労環境維持に関して、新任教職員オリエンテー

ション時に安全衛生教育、月１回の校内巡視、就業上のリスク管理状況のチェック等を継続

実施した。健康維持･管理については、３年ごとに心の健康づくり計画及び年次目標を定め

ている。また、１ヵ月当たりの時間外労働が４２時間以上となる長時間労働者への医師によ

る面接指導について勧奨している。当勧奨対象の人数は、令和７年度はのべ１２名となって

いる。メンタルヘルスの組織体制として、カウンセラーや高専機構相談室、必要があれば産

業医のアドバイスも受けられるよう体制を整えている。また、定期健康診断時に合わせて労

働安全衛生法に基づくストレスチェックを実施している。健康増進に関しては、職員会館に

エアロバイクやルームランナーなどを設置している。健全な就労環境の維持及び健康維持・

管理に関して、いずれも適切に運営されており、支障のない状態が維持されているといえる。 
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光
薬
剤
の
創
出

一
般
科
目
教
室

准
教
授

川
畑
弥
生

2
0
0

6
0
合
意
形
成
力
の
涵
養
と
科
目
間
の
有
機
的
連
携
に
よ
る
高
等
専
門
学
校
に
お
け
る
主
権
者
教
育
の
高
度
化

一
般
科
目
教
室

教
授

東
章
弘

4
0
0

1
2
0
ス
ト
ロ
ボ
画
像
の
デ
ジ
タ
イ
ジ
ン
グ
解
析
を
導
入
し
た
I
C
T
活
用
に
よ
る
考
え
る
体
育

環
境
都
市
工
学
科

助
教

芹
川
由
布
子

1
,
4
0
0

4
2
0
家
屋
傾
斜
に
よ
る
健
康
障
害
抑
止
の
た
め
の
独
創
的
液
状
化
対
策
工
法
の
開
発

機
械
工
学
科

助
教

高
橋
奨

7
0
0

2
1
0
6
G
通
信
を
実
現
す
る
超
低
誘
電
率
・
超
低
損
失
の
次
世
代
コ
ン
ポ
ジ
ッ
ト
誘
電
体
材
料
の
創
製

物
質
工
学
科

助
教

山
脇
夢
彦

9
0
0

2
7
0
ウ
イ
ル
ス
受
容
性
有
機
分
子
へ
の
ポ
リ
マ
ー
付
与
技
術
に
よ
る
核
心
的
ウ
イ
ル
ス
対
策
材
料
の
創
製

一
般
科
目
教
室

助
教

木
村
美
幸

6
0
0

1
8
0
日
本
海
軍
の
「
軍
神
」
・
戦
争
を
め
ぐ
る
顕
彰
活
動
―
地
域
社
会
・
廃
兵
器
に
注
目
し
て
―

環
境
都
市
工
学
科

准
教
授

大
和
裕
也

5
0
0

1
5
0
複
合
現
実
(
M
R
)
を
用
い
た
ホ
ロ
グ
ラ
ム
が
教
え
る
児
童
の
体
験
型
防
災
ラ
ー
ニ
ン
グ
教
材
の
開
発

電
子
情
報
工
学
科

准
教
授

堀
井
直
宏

1
,
8
0
0

5
4
0
「
ガ
ラ
ス
の
結
晶
化
に
よ
る
失
透
現
象
」
を
逆
応
用
し
た
バ
ッ
テ
リ
ー
の
熱
暴
走
火
災
抑
止
材
料
の
開
発

一
般
科
目
教
室

助
教

松
山
哲
士

8
0
0

2
4
0
戦
後
日
本
S
F
に
お
け
る
戦
争
表
象
の
研
究
―
1
9
6
0
年
代
～
7
0
年
代
の
筒
井
康
隆
作
品
を
視
座
と
し
て
―

機
械
工
学
科

助
教

林
田
剛
一

1
,
0
0
0

3
0
0
タ
ブ
に
よ
る
境
界
層
操
作
と
混
合
現
象
の
融
合
で
実
現
す
る
”
拡
散
し
な
い
”
長
方
形
複
数
噴
流
の
開
発

一
般
科
目
教
室

講
師

大
谷
貞
徳

1
,
0
0
0

3
0
0
長
門
本
『
平
家
物
語
』
の
伝
播
と
享
受
に
関
す
る
研
究
―
伝
本
研
究
の
再
構
築
を
目
指
し
て
―

2
6
,
9
1
8

8
,
0
7
5

 

令
和

６
年

度
科

学
研

究
費

助
成

事
業

（
科

研
費

）
採

択
内

訳

研
究
科
目

所
　
　
　
属

職
　
　
名

氏
　
　
名

採
択
金
額

研
　
　
　
究
　
　
　
課
　
　
　
題

基
盤
研
究
（
Ｃ
）

若
手
研
究

研
究
活
動
ス
タ
ー
ト
支
援

合
　
　
　
計

2
5
件

3
4
,
9
9
3

資料3頁



　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
＊
職
名
は
、
採
択
時
の
も
の
で
記
載

直
接
経
費

間
接
経
費

基
盤
研
究
（
Ｂ
）

環
境
都
市
工
学
科

教
授

吉
田
雅
穂

6
,
2
0
0

1
,
8
6
0
木
材
を
用
い
た
地
盤
補
強
設
計
基
準
策
定
の
た
め
の
地
中
環
境
に
お
け
る
飽
水
木
材
の
力
学
特
性
解
明

電
子
情
報
工
学
科

特
命

准
教

授
嶋
田
千
香

0
0
和
紙
製
造
に
必
須
な
粘
液
生
産
植
物
ト
ロ
ロ
ア
オ
イ
と
ノ
リ
ウ
ツ
ギ
の
栽
培
と
粘
液
保
存
の
基
礎
研
究

物
質
工
学
科

准
教
授

坂
元
知
里

7
0
0

2
1
0
血
中
尿
酸
値
簡
易
計
測
の
た
め
の
銅
含
有
ナ
ノ
フ
ァ
イ
バ
ー
に
よ
る
高
感
度
尿
酸
バ
イ
オ
セ
ン
サ
の
開
発

一
般
科
目
教
室

准
教
授

藤
田
卓
郎

9
0
0

2
7
0
タ
ス
ク
・
ベ
ー
ス
の
英
語
授
業
が
高
専
生
の
英
語
能
力
や
情
意
面
に
与
え
る
効
果
の
検
証

機
械
工
学
科

准
教
授

金
田
直
人

4
0
0

1
2
0
非
接
触
型
の
オ
ン
ラ
イ
ン
糸
形
態
検
査
シ
ス
テ
ム
を
駆
使
し
た
糸
加
工
用
デ
ィ
ス
ク
ユ
ニ
ッ
ト
の
開
発

一
般
科
目
教
室

教
授

井
之
上
和
代

9
0
0

2
7
0
関
数
グ
ラ
フ
ア
ー
ト
の
創
作
活
動
に
よ
る
関
数
学
習
へ
の
効
果
の
調
査

物
質
工
学
科

准
教
授

古
谷
昌
大

2
0
0

6
0
2
位
置
換
ピ
リ
ジ
ン
類
を
基
本
骨
格
と
す
る
擬
態
分
子
構
造
を
用
い
た
新
た
な
接
着
原
理
の
構
築

物
質
工
学
科

講
師

川
村
敏
之

6
0
0

1
8
0
エ
ピ
ジ
ェ
ネ
テ
ィ
ク
ス
の
手
法
を
用
い
た
筋
機
能
関
連
遺
伝
子
解
析

物
質
工
学
科

教
授

松
井
栄
樹

8
0
0

2
4
0
が
ん
Q
O
L
向
上
を
達
成
す
る
レ
ー
ザ
ー
ト
リ
ガ
ー
連
鎖
、
新
P
D
T
シ
ス
テ
ム
の
開
発

機
械
工
学
科

教
授

加
藤
寛
敬

7
0
0

2
1
0
巨
大
ひ
ず
み
誘
起
ナ
ノ
グ
ラ
デ
ー
シ
ョ
ン
微
細
組
織
高
機
能
表
層
の
創
成
と
ト
ラ
イ
ボ
特
性
の
向
上

電
子
情
報
工
学
科

教
授

小
越
咲
子

9
0
0

2
7
0
発
達
障
害
児
者
の
個
人
特
性
に
応
じ
た
動
機
付
け
を
行
う
教
育
支
援
シ
ス
テ
ム
の
開
発
研
究

物
質
工
学
科

教
授

高
山
勝
己

5
0
0

1
5
0
レ
ク
チ
ン
（
糖
認
識
ド
メ
イ
ン
）
表
層
発
現
酵
母
創
製
技
術
の
確
立
と
バ
イ
オ
分
析
技
術
へ
の
新
展
開

一
般
科
目
教
室

准
教
授

青
木
宏
樹

6
0
0

1
8
0
簡
便
且
つ
安
全
な
児
童
の
動
的
バ
ラ
ン
ス
テ
ス
ト
の
開
発

電
子
情
報
工
学
科

特
命

准
教

授
嶋
田
千
香

1
,
6
0
0

4
8
0
和
紙
文
化
の
持
続
的
発
展
を
目
指
す
和
紙
原
料
植
物
ト
ロ
ロ
ア
オ
イ
の
栽
培
・
粘
液
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
構
築

環
境
都
市
工
学
科

講
師

大
和
裕
也

0
0
科
学
技
術
（
M
R
）
と
防
災
教
育
の
フ
ュ
ー
ジ
ョ
ン
で
実
現
化
す
る
体
験
型
防
災
訓
練
シ
ス
テ
ム
の
開
発

電
気
電
子
工
学
科

教
授

秋
山
肇

4
0
0

1
2
0
高
専
の
専
門
教
育
向
上
を
目
的
と
し
た
博
物
館
と
の
相
互
連
携
（
博
物
館
活
動
の
ス
マ
ー
ト
教
育
化
）

機
械
工
学
科

助
教

高
橋
奨

1
,
2
0
0

3
6
0
6
G
通
信
を
実
現
す
る
超
低
誘
電
率
・
超
低
損
失
の
次
世
代
コ
ン
ポ
ジ
ッ
ト
誘
電
体
材
料
の
創
製

物
質
工
学
科

助
教

山
脇
夢
彦

6
0
0

1
8
0
ウ
イ
ル
ス
受
容
性
有
機
分
子
へ
の
ポ
リ
マ
ー
付
与
技
術
に
よ
る
核
心
的
ウ
イ
ル
ス
対
策
材
料
の
創
製

環
境
都
市
工
学
科

助
教

芹
川
由
布
子

1
,
5
0
0

4
5
0
家
屋
傾
斜
に
よ
る
健
康
障
害
抑
止
の
た
め
の
独
創
的

液
状
化
対
策
工
法
の
開
発

一
般
科
目
教
室

教
授

東
章
弘

5
0
0

1
5
0
ス
ト
ロ
ボ
画
像
の
デ
ジ
タ
イ
ジ
ン
グ
解
析
を
導
入
し
た
I
C
T
活
用
に
よ
る
考
え
る
体
育

一
般
科
目
教
室

准
教
授

川
畑
弥
生

7
0
0

2
1
0
合
意
形
成
力
の
涵
養
と
科
目
間
の
有
機
的
連
携
に
よ
る
高
等
専
門
学
校
に
お
け
る
主
権
者
教
育
の
高
度
化

一
般
科
目
教
室

助
教

木
村
美
幸

8
0
0

2
4
0
日
本
海
軍
の
「
軍
神
」
・
戦
争
を
め
ぐ
る
顕
彰
活
動
―
地
域
社
会
・
廃
兵
器
に
注
目
し
て
―

環
境
都
市
工
学
科

講
師

大
和
裕
也

2
,
4
0
0

7
2
0
複
合
現
実
(
M
R
)
を
用
い
た
ホ
ロ
グ
ラ
ム
が
教
え
る
児
童
の
体
験
型
防
災
ラ
ー
ニ
ン
グ
教
材
の
開
発

環
境
都
市
工
学
科

助
教

芹
川
由
布
子

0
0
健
康
障
害
を
指
標
と
し
た
液
状
化
対
策
の
地
震
後
性
能
規
定
化
に
関
す
る
研
究

一
般
科
目
教
室

助
教

池
田
彩
音

0
0
一
貫
し
て
一
人
の
女
性
を
中
心
人
物
に
据
え
る
『
夜
の
寝
覚
』
の
和
歌
の
物
語
展
開
に
お
け
る
機
能

一
般
科
目
教
室

助
教

松
山
哲
士

1
,
0
0
0

3
0
0
戦
後
日
本
S
F
に
お
け
る
戦
争
表
象
の
研
究
―
1
9
6
0
年
代
～
7
0
年
代
の
筒
井
康
隆
作
品
を
視
座
と
し
て
―

2
4
,
1
0
0

7
,
2
3
0

 

令
和

５
年

度
科

学
研

究
費

助
成

事
業

（
科

研
費

）
採

択
内

訳

研
究
科
目

所
　
　
　
属

職
　
　
名

氏
　
　
名

採
択
金
額

研
　
　
　
究
　
　
　
課
　
　
　
題

基
盤
研
究
（
Ｃ
）

若
手
研
究

研
究
活
動
ス
タ
ー
ト
支
援

合
　
　
　
計

2
6
件

3
1
,
3
3
0

資料4頁



　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
＊
職
名
は
、
採
択
時
の
も
の
で
記
載

直
接
経
費

間
接
経
費

電
子
情
報
工
学
科

准
教
授

小
越
咲
子

0
0
発
達
障
害
者
の
た
め
の
個
人
特
性
に
応
じ
た
温
か
い
家
庭
室
内
環
境
の
開
発
研
究

電
子
情
報
工
学
科

特
命

准
教

授
嶋
田
千
香

5
0
0

1
5
0
和
紙
製
造
に
必
須
な
粘
液
生
産
植
物
ト
ロ
ロ
ア
オ
イ
と
ノ
リ
ウ
ツ
ギ
の
栽
培
と
粘
液
保
存
の
基
礎
研
究

環
境
都
市
工
学
科

教
授

野
々
村
善
民

7
0
0

2
1
0
実
務
に
対
応
す
る
設
計
雨
量
の
解
析
と
豪
雨
時
の
市
街
地
に
お
け
る
地
表
面
水
流
の
解
明

機
械
工
学
科

准
教
授

千
徳
英
介

5
0
0

1
5
0
フ
ェ
ム
ト
秒
レ
ー
ザ
誘
起
ナ
ノ
構
造
を
有
す
る
新
抗
菌
素
材
の
開
発

物
質
工
学
科

助
教

坂
元
知
里

4
0
0

1
2
0
血
中
尿
酸
値
簡
易
計
測
の
た
め
の
銅
含
有
ナ
ノ
フ
ァ
イ
バ
ー
に
よ
る
高
感
度
尿
酸
バ
イ
オ
セ
ン
サ
の
開
発

一
般
科
目
教
室

准
教
授

藤
田
卓
郎

8
0
0

2
4
0
タ
ス
ク
・
ベ
ー
ス
の
英
語
授
業
が
高
専
生
の
英
語
能
力
や
情
意
面
に
与
え
る
効
果
の
検
証

機
械
工
学
科

准
教
授

金
田
直
人

8
0
0

2
4
0
非
接
触
型
の
オ
ン
ラ
イ
ン
糸
形
態
検
査
シ
ス
テ
ム
を
駆
使
し
た
糸
加
工
用
デ
ィ
ス
ク
ユ
ニ
ッ
ト
の
開
発

一
般
科
目
教
室

准
教
授

井
之
上
和
代

9
0
0

2
7
0
関
数
グ
ラ
フ
ア
ー
ト
の
創
作
活
動
に
よ
る
関
数
学
習
へ
の
効
果
の
調
査

物
質
工
学
科

准
教
授

古
谷
昌
大

4
0
0

1
2
0
2
位
置
換
ピ
リ
ジ
ン
類
を
基
本
骨
格
と
す
る
擬
態
分
子
構
造
を
用
い
た
新
た
な
接
着
原
理
の
構
築

物
質
工
学
科

講
師

川
村
敏
之

6
0
0

1
8
0
エ
ピ
ジ
ェ
ネ
テ
ィ
ク
ス
の
手
法
を
用
い
た
筋
機
能
関
連
遺
伝
子
解
析

物
質
工
学
科

教
授

松
井
栄
樹

8
0
0

2
4
0
が
ん
Q
O
L
向
上
を
達
成
す
る
レ
ー
ザ
ー
ト
リ
ガ
ー
連
鎖
、
新
P
D
T
シ
ス
テ
ム
の
開
発

機
械
工
学
科

教
授

加
藤
寛
敬

1
,
7
0
0

5
1
0
巨
大
ひ
ず
み
誘
起
ナ
ノ
グ
ラ
デ
ー
シ
ョ
ン
微
細
組
織
高
機
能
表
層
の
創
成
と
ト
ラ
イ
ボ
特
性
の
向
上

電
子
情
報
工
学
科

准
教
授

小
越
咲
子

1
,
6
0
0

4
8
0
発
達
障
害
児
者
の
個
人
特
性
に
応
じ
た
動
機
付
け
を
行
う
教
育
支
援
シ
ス
テ
ム
の
開
発
研
究

物
質
工
学
科

教
授

高
山
勝
己

1
,
7
0
0

5
1
0
レ
ク
チ
ン
（
糖
認
識
ド
メ
イ
ン
）
表
層
発
現
酵
母
創
製
技
術
の
確
立
と
バ
イ
オ
分
析
技
術
へ
の
新
展
開

一
般
科
目
教
室

准
教
授

青
木
宏
樹

1
,
2
0
0

3
6
0
簡
便
且
つ
安
全
な
児
童
の
動
的
バ
ラ
ン
ス
テ
ス
ト
の
開
発

一
般
科
目
教
室

准
教
授

門
屋
飛
央

6
0
0

1
8
0
五
島
列
島
方
言
の
記
述
に
よ
る
日
本
語
史
の
重
層
的
研
究

環
境
都
市
工
学
科

助
教

大
和
裕
也

3
0
0

9
0
科
学
技
術
（
M
R
）
と
防
災
教
育
の
フ
ュ
ー
ジ
ョ
ン
で
実
現
化
す
る
体
験
型
防
災
訓
練
シ
ス
テ
ム
の
開
発

電
子
情
報
工
学
科

助
教

小
松
貴
大

1
0
0

3
0
ワ
ク
ワ
ク
を
創
出
す
る
ポ
ー
ズ
入
力
型
プ
ロ
グ
ラ
ミ
ン
グ
教
材
の
開
発

電
気
電
子
工
学
科

教
授

秋
山
肇

7
0
0

2
1
0
高
専
の
専
門
教
育
向
上
を
目
的
と
し
た
博
物
館
と
の
相
互
連
携
（
博
物
館
活
動
の
ス
マ
ー
ト
教
育
化
）

機
械
工
学
科

講
師

伊
勢
大
成

4
0
0

1
2
0
a
l
l
 
p
a
i
r
法
に
よ
る
ロ
バ
ス
ト
性
と
コ
ス
ト
に
優
れ
た
工
作
機
械
の
熱
変
形
補
正
式
決
定
法

機
械
工
学
科

助
教

高
橋
奨

1
,
6
0
0

4
8
0
6
G
通
信
を
実
現
す
る
超
低
誘
電
率
・
超
低
損
失
の
次

世
代
コ
ン
ポ
ジ
ッ
ト
誘
電
体
材
料
の
創
製

物
質
工
学
科

助
教

山
脇
夢
彦

2
,
0
0
0

6
0
0
ウ
イ
ル
ス
受
容
性
有
機
分
子
へ
の
ポ
リ
マ
ー
付
与
技
術
に
よ
る
核
心
的
ウ
イ
ル
ス
対
策
材
料
の
創
製

環
境
都
市
工
学
科

助
教

芹
川
由
布
子

5
0
0

1
5
0
家
屋
傾
斜
に
よ
る
健
康
障
害
抑
止
の
た
め
の
独
創
的
液
状
化
対
策
工
法
の
開
発

一
般
科
目
教
室

教
授

東
章
弘

9
0
0

2
7
0
ス
ト
ロ
ボ
画
像
の
デ
ジ
タ
イ
ジ
ン
グ
解
析
を
導
入
し
た
I
C
T
活
用
に
よ
る
考
え
る
体
育

一
般
科
目
教
室

教
授

川
畑
弥
生

1
,
0
0
0

3
0
0
合
意
形
成
力
の
涵
養
と
科
目
間
の
有
機
的
連
携
に
よ
る
高
等
専
門
学
校
に
お
け
る
主
権
者
教
育
の
高
度
化

一
般
科
目
教
室

助
教

木
村
美
幸

0
0
ア
ジ
ア
・
太
平
洋
戦
争
期
に
お
け
る
海
軍
志
願
兵
徴
募
と
地
域
－
兵
事
資
料
の
分
析
を
中
心
に
－

環
境
都
市
工
学
科

助
教

芹
川
由
布
子

0
0
日
本
語
学
習
者
の
た
め
の
ノ
ダ
形
式
会
話
教
材
の
開
発
に
関
す
る
研
究

一
般
科
目
教
室

助
教

池
田
彩
音

8
0
0

2
4
0
一
貫
し
て
一
人
の
女
性
を
中
心
人
物
に
据
え
る
『
夜
の
寝
覚
』
の
和
歌
の
物
語
展
開
に
お
け
る
機
能

研
究
成
果
公
開
促
進
費

一
般
科
目
教
室

助
教

木
村
美
幸

1
,
4
0
0

0
日
本
海
軍
の
志
願
兵
と
地
域
社
会

2
2
,
9
0
0

6
,
4
5
0

 

令
和

４
年

度
科

学
研

究
費

助
成

事
業

（
科

研
費

）
採

択
内

訳

研
究
科
目

所
　
　
　
属

職
　
　
名

氏
　
　
名

採
択
金
額

研
　
　
　
究
　
　
　
課
　
　
　
題

基
盤
研
究
（
Ｃ
）

若
手
研
究

研
究
活
動
ス
タ
ー
ト
支
援

合
　
　
　
計

2
9
件

2
9
,
3
5
0
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＊
職
名
は
、
採
択
時
の
も
の
で
記
載

年
度

所
属

職
名

氏
名

補
助
金
額

研
究
題
目

令
和
４
年
度

教
育
研
究
支
援
セ
ン
タ
ー

技
術
専
門
職
員

藤
田
　
祐
介

4
4
0
,
0
0
0
も
の
づ
く
り
の
現
場
を
支
え
る
高
専
生
の
た
め
の
初
動
安
全
教
育
拡
充
を
目
指
し
た
教
材
の
開
発

令
和
４
年
度

教
育
研
究
支
援
セ
ン
タ
ー

技
術
職
員

舟
洞
　
久
人

4
0
0
,
0
0
0
有
機
質
肥
料
活
用
型
養
液
栽
培
に
よ
る
窒
素
循
環
観
察
型
教
材
の
開
発

令
和
４
年
度

教
育
研
究
支
援
セ
ン
タ
ー

技
術
専
門
員

堀
井
　
直
宏

4
7
0
,
0
0
0
伝
統
産
業
に
貢
献
す
る
耐
候
性
に
優
れ
た
紫
外
線
吸
収
ガ
ラ
ス
添
加
「
漆
」
塗
膜
の
開
発
研
究

令
和
５
年
度

教
育
研
究
支
援
セ
ン
タ
ー

技
術
専
門
職
員

藤
田
　
祐
介

4
8
0
,
0
0
0
高
専
の
「
実
習
時
の
熱
の
見
え
る
化
」
に
よ
る
安
全
教
育
教
材
の
開
発

令
和
５
年
度

教
育
研
究
支
援
セ
ン
タ
ー

技
術
職
員

林
田
　
剛
一

4
5
0
,
0
0
0
仮
想
現
実
（
V
R
）
と
3
6
0
°
映
像
の
フ
ュ
ー
ジ
ョ
ン
に
よ
り
実
現
す
る
次
世
代
測
量
実
習
教
材
の
開
発

令
和
５
年
度

教
育
研
究
支
援
セ
ン
タ
ー

技
術
専
門
職
員

山
田
　
健
太
郎

4
8
0
,
0
0
0
世
界
三
大
め
が
ね
生
産
地
で
行
う
め
が
ね
フ
レ
ー
ム
製
作
を
意
識
し
た
ろ
う
付
実
習
教
材
の
新
規
開
発

令
和
５
年
度

教
育
研
究
支
援
セ
ン
タ
ー

技
術
職
員

久
保
　
杏
奈

4
7
0
,
0
0
0
高
性
能
な
ナ
イ
ロ
ン
人
工
筋
肉
開
発
を
目
指
し
た
効
果
的
な
熱
処
理
方
法
の
探
求

令
和
６
年
度

教
育
研
究
支
援
セ
ン
タ
ー

技
術
専
門
職
員

内
藤
　
岳
史

4
0
0
,
0
0
0
保
育
分
野
の
I
C
T
化
促
進
と
地
域
連
携
教
育
－
低
コ
ス
ト
で
実
現
す
る
午
睡
チ
ェ
ッ
ク
シ
ス
テ
ム
－

令
和
６
年
度

教
育
研
究
支
援
セ
ン
タ
ー

技
術
職
員

林
田
　
剛
一

4
6
0
,
0
0
0
自
動
車
業
界
を
牽
引
す
る
メ
ガ
キ
ャ
ス
ト
技
術
推
進
の
た
め
の
技
術
者
育
成
に
資
す
る
鋳
造
教
材
の
開
発

令
和
６
年
度

教
育
研
究
支
援
セ
ン
タ
ー

技
術
専
門
職
員

小
木
曽
　
晴
信

4
7
0
,
0
0
0
そ
の
土
地
本
来
の
樹
木
を
植
栽
し
た
植
樹
地
の
前
回
調
査
か
ら
1
0
年
目
の
植
生
遷
移
状
況

科
学
研
究
費
助
成
事
業
（
科
研
費
）
奨
励
研
究
採
択
内
訳
（
令
和
4
年
度
以
降
）

資料6頁



件数 金　額 件数 金　額 件数 金　額 件数 金　額

共同研究
10
( 3)

5,017
9

( 2)
4,005

6
( 2)

985
16
( 5)

6,718

受託研究 1 692 1 562 1 622 2 2,510

寄附金 80 22,388 77 17,452 122 30,180 251 24,399

計 91 28,097 87 28,097 129 31,787 268 33,627

☆共同研究の件数欄（　）内の数字は、研究費を伴わない共同研究契約件数で、内数となって
います。

件数（R4～R7） 金額（R4～R7）

外部資金受入一覧
【単位：件、千円】

区　　分
令和7年度令和4年度 令和5年度 令和6年度

※令和8年3月31日現在

5017
4005

985

5728

692 562 622
2510

22388

17452

30180

24399

0

5000

10000

15000

20000

25000

30000

35000

R4 R5 R6 R7（年度）

（千円）

受託研究

寄附金

10
9

6

16

1 1 1
2

80 77

122

251

0

50

100

150

200

250

300

0

5

10

15

20

25

30

R4 R5 R6 R7

(件)

(年度)

共同研

究
受託研

究
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（件）

年　度 出前授業 公開講座 合    計

令和4年度 17 14 31

令和5年度 18 16 34

令和6年度 11 15 26

令和7年度 10 14 24

合  計 56 59 115

出前授業・公開講座実施一覧

18

11
10

16
15

14

0

5

10

15

20

25

30

35

40

令和5年度 令和6年度 令和7年度

出前授業

公開講座（件）
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実
施
日

出
前
授
業
先

概
　
　
　
　
要

担
当
教
職
員

対
象
者
（
参
加
者
数
）

1
0
月
2
6
日

越
前
市
今
立
芸
術
館

ち
ち
ん
ぷ
い
ぷ
い
ひ
ら
け
～
ゴ
マ

中
谷
実
伸
、
小
越
咲
子
、
辻
子
裕
二
、
井
之
上
和
代
、

長
谷
川
智
晴
、
挽
野
真
一
、
藤
田
祐
介
、
小
木
曽
晴

信
、
中
村
孝
史
、
土
田
浩
太
、
酒
井
友
幸

会
場
来
場
者
7
1
9
名

3
月
1
6
日

豊
小
学
校

①
超
巨
大
な
空
気
砲
　
②
巨
大
シ
ャ
ボ
ン
玉

藤
田
克
志
、
千
徳
英
介
、
西
野
純
一
、
松
野
敏
英
、
廣

部
ま
ど
か
、
片
岡
祐
一

小
学
4
年
生
3
8
名
、
小
学
5
年
生
4
5
名

7
月
2
6
日

武
生
第
二
中
学
校

越
前
市
ロ
ボ
ッ
ト
製
作
教
室

西
仁
司
、
亀
山
建
太
郎

越
前
市
内
の
小
中
学
生
5
4
名
、
保
護
者
8
名

6
月
1
4
日

福
井
市
和
田
小
学
校

超
低
温
の
世
界
（
液
体
窒
素
）

松
野
敏
英
、
後
反
克
典
、
坂
元
知
里
、
山
脇
夢
彦

小
学
5
年
生
4
0
名

7
月
1
日

芦
原
中
学
校

D
N
A
・
遺
伝
子

川
村
敏
之

中
学
3
年
生
4
2
名

1
0
月
4
日

福
井
県
立
鯖
江
青
年
の
家

親
子
で
ふ
し
ぎ
？
わ
く
わ
く
科
学
実
験
！

川
村
敏
之
、
中
谷
実
伸
、
高
久
有
一
、
廣
部
ま
ど
か

小
学
4
年
生
～
6
年
生
1
6
名
、
同
居
家
族
1
5
名

8
月
3
1
日

坂
井
図
書
館

防
災
教
室

辻
子
裕
二

小
学
生
1
4
名
、
幼
児
2
名
、
保
護
者
9
名

1
0
月
4
日

吉
野
公
民
館

防
災
教
室

辻
子
裕
二

小
学
4
年
生
3
0
名
、
職
員
5
名

1
0
月
9
日

上
北
野
保
育
園

防
災
講
義

辻
子
裕
二

職
員
1
4
名

1
0
月
2
6
日

越
前
市
神
山
公
民
館

防
災
教
室

田
安
正
茂

小
学
生
1
2
名
、
保
護
者
6
名
、
職
員
1
2
名

出
前
授
業
実
施
内
訳
（
令
和
7
年
度
）

　
　
■
　
電
　
子
　
情
　
報
　
工
　
学
　
科

　
　
■
　
物
　
質
　
工
　
学
　
科
　

　
　
■
　
環
　
境
　
都
　
市
　
工
　
学
　
科
　

計
　
　
　
9
　
　
　
件

　
　
■
　
学
　
校
　
全
　
体
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実
施
日

出
前
授
業
先

概
　
　
　
　
要

担
当
教
職
員

対
象
者
（
参
加
者
数
）

6
月
9
日

永
平
寺
町
吉
野
小
学
校

お
も
ち
ゃ
作
り
か
ら
ま
な
ぶ
サ
イ
エ
ン
ス
（
紙
飛
行
機
づ
く
り
と

そ
の
原
理
）

亀
山
建
太
郎
、
橋
本
賢
樹

小
学
1
年
か
ら
４
年
生
1
1
名
、
保
護
者
1
0
名
、
教
員
1
名

1
0
月
1
3
日

鯖
江
市
立
待
公
民
館

お
も
ち
ゃ
作
り
か
ら
ま
な
ぶ
サ
イ
エ
ン
ス
（
紙
飛
行
機
づ
く
り
と

そ
の
原
理
）

亀
山
建
太
郎

小
学
1
年
か
ら
6
年
生
3
0
名
、
保
護
者
3
0
名

7
月
2
7
日

武
生
第
三
中
学
校

第
1
回
越
前
市
ロ
ボ
ッ
ト
製
作
教
室

西
仁
司
、
亀
山
建
太
郎

越
前
市
内
の
小
中
学
生
7
0
名

7
月
3
0
日

国
高
保
育
園

ス
ラ
イ
ム
時
計
を
作
ろ
う
！
、
超
低
温
の
世
界

坂
元
知
里
、
松
野
敏
英
、
山
脇
夢
彦
、
片
岡
裕
一
、
廣

部
ま
ど
か

小
学
1
年
か
ら
3
年
生
3
9
名
、
職
員
1
名

8
月
2
日

認
定
西
こ
ど
も
園

人
工
イ
ク
ラ
、
超
低
温
の
世
界

坂
元
知
里
、
佐
々
和
洋
、
古
谷
昌
大
、
片
岡
裕
一
、
廣

部
ま
ど
か

小
学
1
年
か
ら
4
年
生
1
0
名
、
5
歳
児
1
5
名
、
職
員
2
名

8
月
3
1
日

坂
井
市
立
図
書
館

ス
ラ
イ
ム
時
計
を
作
ろ
う
！

坂
元
知
里
、
佐
々
和
洋
、
松
野
敏
英

幼
児
か
ら
小
学
生
1
0
名
、
保
護
者
4
名

9
月
1
6
日

み
ら
い
ク
リ
エ
イ
ト
　
P
o
c
k
e
t
!

ス
ラ
イ
ム
時
計
を
作
ろ
う
！

坂
元
知
里
、
廣
部
ま
ど
か

小
学
1
年
か
ら
4
年
生
4
名
、
職
員
4
名

1
1
月
2
4
日

福
井
市
清
水
西
小
学
校

小
学
６
年
生
と
行
う
科
学
実
験

坂
元
知
里
、
佐
々
和
洋
、
古
谷
昌
大
、
山
脇
夢
彦

小
学
6
年
生
2
4
名
、
保
護
者
2
4
名

9
月
1
日

東
安
居
公
民
館

学
ん
で
・
遊
ん
で
・
体
験
！
～
み
ん
な
の
命
を
守
る
防
災
教
室
～

芹
川
由
布
子

地
区
住
民
・
親
子
約
7
0
名

9
月
8
日

越
前
市
い
ま
だ
て
芸
術
館

考
え
て
み
よ
っ
さ
、
み
ん
な
の
防
災
　
被
災
地
の
状
況
と
災
害
対

策
芹
川
由
布
子

越
前
市
消
防
団
約
3
4
0
名

9
月
1
4
日

越
前
市
吉
野
公
民
館

防
災
教
室

辻
子
　
裕
二

小
学
4
年
生
2
8
名
、
ス
タ
ッ
フ
約
1
0
名

出
前
授
業
実
施
内
訳
（
令
和
6
年
度
）

　
　
■
　
機
　
械
　
工
　
学
　
科
　

　
　
■
　
電
　
子
　
情
　
報
　
工
　
学
　
科

　
　
■
　
物
　
質
　
工
　
学
　
科
　

　
　
■
　
環
　
境
　
都
　
市
　
工
　
学
　
科
　

計
　
　
　
1
1
　
　
　
件

資料10頁



実
施
日

出
前
授
業
先

概
　
　
　
　
要

担
当
教
職
員

対
象
者
（
参
加
者
数
）

1
1
月
4
日

大
野
市
有
終
西
小
学
校
体
育
館

お
も
ち
ゃ
作
り
か
ら
ま
な
ぶ
サ
イ
エ
ン
ス
（
紙
飛
行
機
づ
く
り
と

そ
の
原
理
）

亀
山
建
太
郎

小
学
3
年
生
2
8
名
、
保
護
者
2
8
名
、
担
任
教
諭
1
名

1
1
月
1
8
日

福
井
市
豊
公
民
館

お
も
ち
ゃ
作
り
か
ら
ま
な
ぶ
サ
イ
エ
ン
ス
（
紙
飛
行
機
づ
く
り
と

そ
の
原
理
）

亀
山
建
太
郎
、
高
橋
奨

小
学
1
年
生
～
6
年
生
2
0
名

7
月
2
9
日

武
生
第
二
中
学
校

第
1
回
越
前
市
ロ
ボ
ッ
ト
製
作
教
室

西
仁
司

子
供
3
7
名
、
大
人
1
0
名

8
月
2
1
日

越
前
市
生
涯
学
習
セ
ン
タ
ー

「
親
子
で
わ
く
わ
く
子
ど
も
教
室
」
実
験
し
よ
う
！
「
人
工
イ
ク

ラ
，
ス
ラ
イ
ム
時
計
」

西
野
純
一
、
古
谷
昌
大
、
佐
々
和
洋

小
学
生
2
0
名
、
保
護
者

1
0
月
2
5
日

進
徳
小
学
校

「
人
工
イ
ク
ラ
と
ス
ラ
イ
ム
作
り
」

西
野
純
一
、
坂
元
知
里

小
学
4
年
生
4
5
名
、
保
護
者

1
1
月
1
2
日

永
平
寺
町
御
陵
小
学
校

「
人
工
イ
ク
ラ
と
ス
ラ
イ
ム
作
り
」

西
野
純
一
、
松
井
栄
樹
、
廣
部
ま
ど
か
、
片
岡
裕
一

小
学
1
年
生
～
6
年
生
1
0
0
名
、
保
護
者
7
1
名

4
月
1
6
日

サ
ン
ド
ー
ム
福
井
会
議
室
1
0
3
，
1
0
4

防
災
講
義
「
避
難
大
作
戦
」

辻
子
裕
二

防
災
士
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
さ
ば
え
会
員
4
0
名

5
月
2
0
日

福
井
市
総
合
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
セ
ン
タ
ー

取
り
入
れ
て
み
よ
っ
さ
!
地
域
防
災
に
み
ん
な
の
声
を

芹
川
由
布
子

福
井
市
防
災
士
の
会
2
0
名

6
月
4
日

ふ
れ
あ
い
　
み
ん
な
の
館
・
さ
ば
え
2
階
　
研

修
室

防
災
講
義
「
ど
う
す
る
堤
防
近
く
の
住
吉
町
3
丁
目
」

辻
子
裕
二

防
災
士
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
さ
ば
え
会
員
3
0
名

6
月
1
2
日

グ
ラ
ン
デ
ィ
ア
芳
泉

み
ん
な
で
備
え
る
地
域
防
災
－
自
助
共
助
を
考
え
よ
う
－

芹
川
由
布
子

福
井
県
内
市
町
自
治
会
連
合
会
会
長
お
よ
び
自
治
会
長
約
1
6
0

名

6
月
2
4
日

生
涯
学
習
セ
ン
タ
ー
e
ホ
ー
ル

日
常
か
ら
考
え
る
防
災
グ
ッ
ズ
ー
自
助
・
共
助
を
考
え
よ
う
－

芹
川
由
布
子

越
前
市
民
3
3
名

6
月
2
5
日

西
武
福
井
1
階
メ
イ
ン
エ
ン
ト
ラ
ン
ス

地
震
防
災
実
験
シ
ョ
ー

吉
田
雅
穂

歩
道
を
通
行
す
る
人
や
西
武
福
井
店
に
来
店
し
た
人
な
ど
約

3
0
名

9
月
1
6
日

吉
野
公
民
館

吉
野
小
学
校
防
災
教
室

芹
川
由
布
子

小
学
生
2
7
名

1
0
月
1
4
日

吉
野
小
学
校

防
災
V
R

大
和
　
裕
也

小
学
1
年
生
～
6
年
生
約
1
0
0
名

1
0
月
2
2
日

小
泉
町
集
落
セ
ン
タ
ー

防
災
講
義
「
水
害
・
土
砂
災
害
に
つ
い
て
」

辻
子
　
裕
二

小
泉
町
民
約
5
0
名

1
0
月
2
8
日

福
井
市
防
災
ス
テ
ー
シ
ョ
ン

防
災
講
義
「
防
災
マ
ッ
プ
の
作
成
講
座
」

辻
子
　
裕
二

市
内
4
8
地
区
の
自
主
防
災
組
織
連
絡
協
議
会
の
役
員
2
7
名

1
0
月
2
9
日

越
前
市
い
ま
だ
て
芸
術
館

子
ど
も
フ
ェ
ス
テ
ィ
バ
ル
「
ち
ち
ん
ぷ
い
ぷ
い
ひ
ら
け
～
ゴ
マ

P
a
r
t
1
2
」

樋
口
直
也
、
辻
野
和
彦

小
学
生
2
名
、
保
護
者
1
名
、
地
域
の
方
3
名
、
大
学
生
6
名

2
月
4
日

鮎
川
会
館

日
常
生
活
か
ら
考
え
る
非
日
常
の
防
災
行
動

芹
川
由
布
子

国
見
地
区
自
主
防
災
組
織
連
絡
協
議
会
構
成
員
・
国
見
地
区

男
女
共
同
参
画
推
進
員
　
約
3
0
名

　
　
■
　
機
　
械
　
工
　
学
　
科
　

　
　
■
　
電
　
子
　
情
　
報
　
工
　
学
　
科

　
　
■
　
物
　
質
　
工
　
学
　
科
　

　
　
■
　
環
　
境
　
都
　
市
　
工
　
学
　
科
　

計
　
　
　
1
8
　
　
　
件

出
前
授
業
実
施
内
訳
（
令
和
5
年
度
）
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実
施
日

出
前
授
業
先

概
　
　
　
　
要

担
当
教
職
員

対
象
者
（
参
加
者
数
）

6
月
2
5
日

武
生
西
小
学
校

お
も
ち
ゃ
づ
く
り
か
ら
学
ぶ
サ
イ
エ
ン
ス

村
中
貴
幸
、
亀
山
建
太
郎
、
千
徳
英
介

小
学
1
年
生
3
1
名
、
保
護
者
3
1
名

7
月
2
3
日

北
郷
ま
ち
づ
く
り
会
館

お
も
ち
ゃ
づ
く
り
か
ら
学
ぶ
サ
イ
エ
ン
ス

村
中
貴
幸
、
金
田
直
人

幼
児
～
小
学
5
年
生
8
名
、
保
護
者
5
名

1
2
月
1
7
日

長
橋
小
学
校

お
も
ち
ゃ
づ
く
り
か
ら
学
ぶ
サ
イ
エ
ン
ス

村
中
貴
幸

小
学
1
年
生
～
6
年
生
1
7
名
、
保
護
者
1
2
名

7
月
3
0
日

武
生
第
三
中
学
校

越
前
市
ロ
ボ
ッ
ト
製
作
教
室

西
仁
司
、
亀
山
建
太
郎

越
前
市
内
の
小
中
学
生
7
3
名

8
月
2
7
日

福
井
高
専

越
前
市
ロ
ボ
ッ
ト
製
作
教
室

西
仁
司
、
亀
山
建
太
郎

越
前
市
内
の
中
学
生
2
5
名

6
月
2
2
日

6
月
2
3
日

福
井
市
立
明
新
小
学
校

科
学
実
験
出
前
授
業

西
野
純
一
、
山
脇
夢
彦
、
古
谷
昌
大
、
片
岡
裕
一
、
廣

部
ま
ど
か
、
川
村
敏
之

小
学
6
年
生
1
6
7
名

7
月
3
0
日

勝
山
市
教
育
会
館

【
カ
ラ
フ
ル
な
ビ
ー
ズ
づ
く
り
】
や
【
超
低
温
】
や
【
化
学
発

光
】
を
体
験
し
よ
う
！

西
野
純
一
、
山
脇
夢
彦
、
古
谷
昌
大
、
片
岡
裕
一
、
廣

部
ま
ど
か
、
川
村
敏
之
、
坂
元
知
里

小
学
生
3
0
名
、
保
護
者
2
1
名

8
月
2
4
日

国
高
保
育
園

越
前
市
国
高
小
学
生
科
学
実
験
教
室

川
村
敏
之
、
片
岡
裕
一
、
廣
部
ま
ど
か
、
後
反
克
典
、

坂
元
知
里
、
西
野
純
一

小
学
1
年
生
～
3
年
生
3
9
名
、
職
員
2
名

1
0
月
1
日

鯖
江
青
年
の
家

科
学
者
に
な
っ
て
み
よ
う
！

山
脇
夢
彦
、
古
谷
昌
大
、
松
井
栄
樹
、
片
岡
裕
一
、
廣

部
ま
ど
か
、
川
村
敏
之

小
学
2
年
生
～
6
年
生
1
9
名
、
保
護
者
1
1
名

1
1
月
6
日

木
田
公
民
館

親
子
理
科
実
験
体
験

山
脇
夢
彦
、
古
谷
昌
大
、
片
岡
裕
一
、
廣
部
ま
ど
か
、

川
村
敏
之

小
学
1
年
生
～
5
年
生
3
6
名
、
保
護
者
2
7
名

3
月
2
7
日

永
平
寺
町
社
会
福
祉
協
議
会

わ
く
わ
く
科
学
実
験

川
村
敏
之

小
学
1
年
生
～
6
年
生
1
1
名

9
月
1
1
日

福
井
市
ア
オ
ッ
サ
６
階

「
親
子
防
災
教
室
」

辻
子
裕
二
、
芹
川
由
布
子

幼
稚
園
7
名
、
小
学
１
年
生
～
2
年
生
9
名
、
保
護
者
1
6
名

9
月
1
7
日

あ
わ
ら
市
湯
の
ま
ち
公
民
館

防
災
講
義

辻
子
裕
二

福
祉
推
進
員
3
9
名
（
6
0
～
7
0
歳
の
あ
わ
ら
市
民
男
女
）

9
月
1
7
日

仁
愛
女
子
短
期
大
学
付
属
幼
稚
園

親
子
で
楽
し
む
防
災
教
室

芹
川
由
布
子

幼
稚
園
園
児
2
4
名
、
保
護
者
1
9
名

1
2
月
1
0
日

南
条
地
区
公
民
館

日
常
生
活
か
ら
考
え
る
非
日
常
の
防
災
行
動
～
女
性
視
点
で
の

ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
～

芹
川
由
布
子

越
前
町
民
の
女
性
1
2
名

1
月
2
8
日

福
井
県
生
活
学
習
館

取
り
入
れ
て
み
よ
っ
さ
!
地
域
防
災
に
み
ん
な
の
声
を

芹
川
由
布
子

福
井
市
男
女
共
同
参
画
推
進
員
、
公
民
館
長
、
自
主
防
災
組

織
連
絡
協
議
会
員
、
福
井
男
女
共
同
参
画
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
会

員
7
0
名

2
月
1
7
日

福
井
市
役
所
会
議
室

防
災
講
義

辻
子
裕
二

福
井
市
職
員
４
０
名

　
　
■
　
物
　
質
　
工
　
学
　
科
　

　
　
■
　
環
　
境
　
都
　
市
　
工
　
学
　
科
　

計
　
　
　
1
7
　
　
　
件

出
前
授
業
実
施
内
訳
（
令
和
4
年
度
）

　
　
■
　
機
　
械
　
工
　
学
　
科
　

　
　
■
　
電
　
子
　
情
　
報
　
工
　
学
　
科
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令和７年度「公開授業週間およびFD レポート」のまとめ 

創造教育開発センター 

１ 公開授業の目的と公開授業週間 

目的：授業参観時間の拡大を図り、他の教員の授業方法等を参考とする機会を増やすことで、各教

員の授業改善の参考とする。 

前期：令和７年 ６月１６日（月） ～  ６月２０日（金） 

後期：令和７年１２月１１日（木） ～ １２月１７日（水） 

２ 参観教員数 

表１ 令和７年度前期公開授業週間参観状況 

学科等名 現員数 参観者数 レポート提出数 

機械工学科 ９ ６ ８ 

電気電子工学科 ９ ３ ４ 

電子情報工学科 １０ ３ ５ 

物質工学科 １１ ５ ５ 

環境都市工学科 ７ ４ ４ 

一般科目教室（自然科学系） １３ ７ ８ 

一般科目教室（人文社会科学系） １０ ５ ８ 

計 ６９ ３３ ４２ 

            参観率（％）              33/69  47.8％  

表２ 令和７年度後期公開授業週間参観状況 

学科等名 現員数 参観者数 レポート提出数 

機械工学科 ９ ６ ８ 

電気電子工学科 ９ ５ ８ 

電子情報工学科 １１ ４ ４ 

物質工学科 １１ ６ ６ 

環境都市工学科 ８ ５ １０ 

一般科目教室（自然科学系） １３ ５ ６ 

一般科目教室（人文社会科学系） １０ ４ ９ 

計 ７１ ３５ ５１ 

            参観率（％）               36/71  50.7％  

 

現員数は短時間勤務教員を除く常勤教員数を掲載。 

 

○ 公開授業週間の参観者率の推移（過去３年間）について、令和５年度は前後期通して１回以上

参観した教員の参加率は 78.9％、令和６年度 65.3％であった。令和７年度は 62.0％と減少傾向

にあるため、参加率の向上に努めたい。 
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３ 参観したクラス 

表３ どの学科・教室の公開授業に参加したか？（前期） 

参観した授業（学科・教室・専攻科） 

合計 

機械 
電気 

電子 

電子 

情報 
物質 

環境 

都市 
自然 人文 学際 専攻科 

参
加
教
員
の
所
属 

機械 ６ １ １ ８ 

電気電子 ２ １ １ ４ 

電子情報 ４ １ ５ 

物質 ３ １ １ ５ 

環境都市 ３ １ １ ４ 

自然 １ ３ ４ ８ 

人文 １ ４ ３ ８ 

合計 ７ ２ ４ ４ ３ １１ ９ ２ ４２ 

表４ どの学科・教室の公開授業に参加したか？（後期） 

参観した授業（学科・教室・専攻科） 

合計 

機械 
電気 

電子 

電子 

情報 
物質 

環境 

都市 
自然 人文 学際 専攻科 

参
加
教
員
の
所
属 

機械 ４ １ １ ２ ８ 

電気電子 １ ５ １ １ ８ 

電子情報 ３ １ ４ 

物質 ３ ３ ６ 

環境都市 １ ６ ３ １０ 

自然 １ ２ ３ ６ 

人文 １ １ １ ６ ９ 

合計 ７ ５ ４ ５ ７ １１ １２ ５１ 

〇 概ね、所属する学科・教室の授業を参観する傾向にあるが、参観された授業のうち 40.1％が

他学科の授業であった。これは令和６年度（27.8％）を大幅に上回っており、センターとして

も、今後も自身の専門領域に拘らずに他学科・教科の授業も積極的に参観して頂くように働きか

けたい。 
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表５ どの学年の公開授業に参加したか？（前期） 

  
参観した学年 

合計 
１年 ２年 ３年 ４年 ５年 専攻科 

参
加
教
員
の
所
属 

機械 １ １ ３ ２   ７ 

電気電子  ４     ４ 

電子情報  ２ ２  １  ５ 

物質 １ １  ２ １  ５ 

環境都市   ２ １  ２ ５ 

自然 ７  １    ８ 

人文 ４ ２ １  １  ８ 

合計 １３ １０ ９ ５ ３ ２ ４２ 

 

表６ どの学年の公開授業に参加したか？（後期） 

  
参観した学年 

合計 
１年 ２年 ３年 ４年 ５年 専攻科 

参
加
教
員
の
所
属 

 

機械 １ ２ ３ １ １  ８ 

電気電子  ３ １ ２ ２  ８ 

電子情報 １ ３ １    ５ 

物質   ４ １   ５ 

環境都市   ３ ５ ２  １０ 

自然 ３ １ ２    ６ 

人文 ３ ４   ２  ９ 

合計 ８ １３ １４ ９ ７  ５１ 

 

〇 参観した学年について、令和７年度は前後期を通して件数の多い順に２年、３年各２３件、 

１年２１件、４年１４件、５年１０件、専攻科２件となった。低学年の参観数が多い傾向にある。 

 

 

 

 

 

 

資料19頁



資料20頁



資料21頁



資料22頁



資料23頁



資料24頁



資料25頁



■独立行政法人国立高等専門学校機構内地研究員

年度 氏名 学科等 渡航期間 派遣先大学名 研究題目

平成
２２
年度

金田　直人 機械工学科
Ｈ２２．５．１

～
Ｈ２３．２．２８

金沢大学大学院
合繊仮燃加工における撚トルク発生
のメカニズムに関する研究

令和
５
年度

堀川　隼世 電気電子工学科
Ｒ５．４．１０

～
Ｒ５．１２．２１

国立研究開発法人情報通信研究機構
未来ICT研究所神戸フロンティア研究セン
ター

中赤外光フェーズドアレイアンテナ
に関する研究

■独立行政法人国立高等専門学校機構在外研究員

年度 氏名 学科等 渡航期間 渡航先大学名 取組名称

平成
２５
年度

河原林　友美 電気電子工学科
Ｈ２５.４.１０

～
Ｈ２６.４.９

コブレンツ（ドイツ）コブレン
ツ・ランダウ大学

意図推定可能な他者モデル構築とロ
ボット開発の高専教育への展開

■独立行政法人国際協力機構教師海外研修

年度 氏名 学科等 渡航期間 研修先国名 研修コース名

山本　幸男 電気電子工学科
 Ｈ２４．８．１９

～
Ｈ２４．８．２６

フィリピン共和国
（マニラ、イロイロ）

技術系グローバル人材育成コース

江本　晃美 環境都市工学科
 Ｈ２４．８．１９

～
Ｈ２４．８．２６

フィリピン共和国
（マニラ、イロイロ）

技術系グローバル人材育成コース

西　仁司 電子情報工学科
 Ｈ２５．８．２５

～
Ｈ２５．８．３１

ベトナム 技術系グローバル人材育成コース

川上　由紀 電子情報工学科
 Ｈ２５．８．２５

～
Ｈ２５．８．３１

ベトナム 技術系グローバル人材育成コース

平成
２６
年度

原口　治 一般科目教室
 Ｈ２６．８．３１

～
Ｈ２６．９．６

フィリピン 技術系グローバル人材育成コース

西城　理志 電気電子工学科
 Ｈ２７．８．１

～
Ｈ２７．８．８

インドネシア 技術系グローバル人材育成コース

内藤　岳史 教育研究支援センター
 Ｈ２７．８．１

～
Ｈ２７．８．８

インドネシア 技術系グローバル人材育成コース

平成
２８
年度

佐々　和洋 物質工学科
 Ｈ２８．７．３１

～
Ｈ２８．８．６

フィリピン 技術系グローバル人材育成コース

平成
２９
年度

千徳　英介 機械工学科
 Ｈ２９．７．２５

～
Ｈ２９．８．４

フィジー
一般コース（平成29年度より技術系
グローバル人材育成コースはなくな
る）

■教員グローバル人材育成力強化プログラム

年度 氏名 学科等 渡航期間 渡航先国名 取組名称

平成
２８
年度

江本　晃美 環境都市工学科 1年間
アメリカ合衆国
マレイシア

国立大学改革強化推進補助事業によ
る国立高等専門学校教員グローバル
人材育成力強化プログラム

平成
２４
年度

教員の派遣等一覧  ―　平成20年度以降　―

平成
２５
年度

平成
２７
年度

資料26頁



令和８年５月発行 

編 集 福井工業高等専門学校 自己点検・評価委員会 

発行者 独立行政法人 国立高等専門学校機構 
福 井 工 業 高 等 専 門 学 校 
〒916－8507 福井県鯖江市下司町 
TEL  0778－62－1111（代 表） 
FAX  0778－62－2597（総務課） 

URL  https://www.fukui-nct.ac.jp 



N
atio

n
al In

stitu
te

 o
f T

e
c
h
n
o
lo

gy（
K
O

S
E
N

）
，

F
u
ku

i C
o
lle

ge
 


	00-04_202605180953
	0-1表紙（自己点検・評価報告書（実績報告編））(R7)
	0-2表紙裏面（自己点検・評価報告書（実績報告編））(R7)
	01校長まえがき_裏面白紙付き
	02-1_20260514_1540
	02-2福井工業高等専門学校における自己点検・評価の基本方針_2p分のみ
	03-1達成度評価一覧(R7)_改訂_202605011338
	03-1達成度評価後ページ（白紙）
	03-2-202605180931
	03-3「Ⅱ.目的」2025
	03-4「Ⅲ.第５期中期計画」2025
	04「Ⅳ.令和７年度年度計画」+2025

	05-37_20260514_1530
	05
	06
	07
	08
	09
	10
	11
	12
	13
	14
	15
	16
	17
	18
	20
	21
	22
	24
	25
	26
	27
	28
	29
	30r1
	31
	32r1
	33r1
	34
	35
	36
	37

	37-44
	37Ⅶ資料一覧_表紙のみ
	38-1【巻末資料１】科研採択状況一覧（R4～R7)_横回転
	38-2【巻末資料２】科研費採択内訳（R4～R7）_横回転
	38-3【巻末資料２-２】科研費奨励研究採択内訳（R4～R7）_横回転
	39
	40【巻末資料４】出前授業・公開講座実施一覧(R4～R7)
	41【巻末資料５】出前授業実施内訳(R4～R7)_横回転
	42_numbered
	43_1_【教務係】令和7年度「公開授業週間およびＦＤレポート」のまとめ
	43_2_FD_R6_R5_p279-284_フッター削除
	44奥付_黒字
	45裏表紙




